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研究期間：平成 28 年度～令和 3 年度 

プログラムリーダー：道路技術研究グループ長 久保和幸

研究担当グループ：地質地盤研究グループ（土質・振動 T、施工技術 T）、道路技術研究グループ（トン

ネル T）、橋梁構造研究グループ、材料資源研究グループ 

1．研究の必要性

我が国の社会資本ストックは高度経済成長期を中心に集中的に整備されたが、今後急速に老朽化が進むことが

懸念される。国際競争が熾烈さを増す中、我が国が生き残るためには、これらの社会資本ストックのサービスを

中断することなく更新等を行うことが必要となる。

 一方で、厳しい財政状況の中、着実に更新・新設を進めるためには、構造物の重要度に応じたメリハリのある

整備が不可欠である。例えば、最重要構造物においてはできるだけ耐久性に優れるよう更新・新設を行い、将来

にわたっての維持管理の負担の軽減に努めることが求められる。また管理レベルは高度でないものの手当の必要

な膨大な小規模、簡易な構造等を特徴とする社会資本ストックを対象とした適切な構造・材料、設計の開発等が

必要である。

 このためには、各種構造物の特性を踏まえ耐久性向上や更新の効率化を実現するための設計手法や構造・材料

の評価手法、あるいは維持管理負担軽減にむけて簡易な目視点検で設計手法や構造・材料の評価手法を確立する

ための研究が必要となる。

2．目標とする研究開発成果

 本研究開発プログラムでは、橋梁、トンネル、土工構造物を主な対象として、研究の必要性を考慮し、以下の

研究開発目標を設定した。

(1) 最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発・評価

(2) サービスを中断することなく更新が可能となるような設計、構造・材料等を開発・評価

(3) 簡易な点検で更新時期や更新必要箇所が明らかとなる設計、構造・材料等を開発・評価

(4) プレキャスト部材等を活用する質の高い構造物の効率的構築に向けた設計・施工技術の開発

3．研究の成果・取組

「2．目標とする研究開発成果」に示した達成目標に関して、令和 2 年度に実施した研究の成果・取組について

要約すると以下のとおりである。

(1) 最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発・評価

＜橋梁関連＞ 

鋼道路橋については、耐久性に優れるステンレス鋼の適用性を確認するための研究を行っている。ステンレス

鋼を道路橋の二次部材に適用することを想定し、対傾構の弦材を模擬した試験体の載荷試験を行った。ステンレ

ス鋼製の偏心を有する山形断面部材の耐荷力について、限られた条件の試験ではあるが、炭素鋼の基準耐荷力曲

線を用いて評価できることを明らかにした。 

道路橋の下部構造物については、信頼性向上に資する地盤調査・試験方法とそれに対応する設計手法の構築に

向けて研究を行っている。推定精度を向上させた水平方向地盤反力係数を用いて杭基礎の設計を行った場合の杭

基礎諸元に与える影響や余裕度の変化を確認することを目的として試設計を行った結果、軟弱地盤では現行設計

法と比較して杭本数等の諸元が減少することが明らかとなり、設計の合理化が図られることを確認した。

コンクリート道路橋についても、品質等の信頼性の違いを反映できる耐久性設計手法の構築を目的に、ステン
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レス鉄筋のコンクリート部材への適用性確認及び塩分腐食に対する耐久性評価に向けた評価方法の策定のための

研究を実施している。令和 2 年度は、ステンレス鉄筋を用いた RC 梁部材の曲げ載荷試験及び高塩分濃度下にお

ける付着応力度試験を実施し、一定の鉄筋比の範囲で普通鉄筋を用いた場合と同様の部材挙動に制御できること

や、25kg/m3までの塩分濃度下ではステンレス鉄筋に起因する付着性能の低下は生じないことを確認した。また、

厳しい塩害環境である沖縄地域の塩分量調査結果を集計し、塩害作用の最大強度を把握した。

過酷な塩害環境で供用される新設プレストレストコンクリート橋の高耐久化に向けて、混和材の使用等による

かぶりコンクリートの塩分浸透抵抗性の向上効果を把握し、その評価技術や設計方法を確立して、塩害に対して

高耐久なコンクリートを提案することを目的とした研究を行っている。令和 2 年度の検討では、長期間の浸せき

試験の結果に基づき、塩化物イオンの内部への浸透が停滞するような、塩分浸透抵抗性が極めて高いコンクリー

トを分類するための評価指標として、電気抵抗率とその閾値を検討した。また、検討した評価指標は、浸せき期

間 1 年以上の結果を踏まえて設定したものであり、プレキャスト製品の出荷前の段階では適用できないことが想

定されたため、若材齢時の電気抵抗率の推移から、供用後の電気抵抗率を推定する手法を検討した。

＜トンネル関連＞ 

道路トンネルの更新工事として、断面を拡大する掘削（拡大掘削）や、覆工の切削、再構築が実施されている

が、拡大掘削時の地山や支保構造の力学的な特性や切削時の影響範囲など不明な点が多い。そこで、地山の初期

応力状態をパラメータとして拡大掘削と新設掘削を模擬した室内実験を行い、既設トンネルがある状態でその断

面を拡大掘削すると、周辺地山で圧縮ひずみが解放される割合が新設掘削に比較して小さくなること等を確認し

た。また、覆工の切削、再構築時の検討として、切削後の残存部分や切削範囲外の覆工への影響について数値解

析を行い、切削範囲前後の覆工への影響範囲は概ね 5m 未満であること等を、限られた条件下であるが確認した。 

＜土工構造物関連＞ 

 補強土壁の新たな変状形態である重力式基礎からのすべり落ちの対策として、重力式基礎の肩と壁面材の間の

余裕幅を確保する手法に着目し、その必要な値を検討した。具体的には、複数の壁高、入力地震動等の条件に対

して、ニューマーク法による残留変形解析を系統的に実施した。また、1995 年兵庫県南部地震及び 2016 年熊本

地震で強い地震動の作用を受けた重力式基礎上の補強土壁の被災事例に対し、観測された残留水平変位と計算で

得た残留水平変位からモデル化による誤差の程度を検討した。その結果、残留水平変位のバイアス（被災事例に

おける実測値 / 残留変形解析における計算値）を考慮し、すべり落ち対策として重力式基礎の肩と壁面材の間に

必要となる余裕幅の１つの目安として 0.5 m を提案した。 

高耐久性等を発揮するカルバートの設計法の検討に向け、カルバートの変状の把握とその要因の分析、フォル

トツリーの作成と見直しを継続してきた。変状が確認された部材・部位は多岐にわたり、材料的要因（コンクリ 

ートの特性や継手部材の劣化等）が考えられる変状、構造的要因（カルバートへの外力の作用）が考えられる変

状ともに見られた。構造的要因のうち偏土圧の影響については、変状事例を参考に各部材の応力度照査を試行し

た結果、側壁で鉄筋やコンクリートの許容応力度に対して比較的余裕があることと、水平方向の顕著なひびわれ

が見られないことは概ね整合した。左右の水平土圧の差によっては頂版の最大応力やその発生位置が若干変わる

ことを確認した。また、継手の開きが見られたカルバートを例に、現地での追加の地質調査と縦断方向の試算を

行った結果、カルバートが前後区間の拡幅盛土の沈下に引き込まれる挙動をしたことが考えられ、これを考慮し

た計算手法の必要性が確認された。

(2) サービスを中断することなく更新が可能となるような設計、構造・材料等を開発・評価

＜トンネル関連＞ 

既設のトンネルに変状が発生した場合の対策工の選定は、個別の変状に対して過去の経験や実績等による場合

が多く、補修・補強工法の設計手法としては未確立な面が残されており、耐久性の向上や施工の簡略化なども求

められている。令和 2 年度は、低強度の材料を用いた対策工について押抜き試験を実施した。また、令和元年度

に引き続き、室内促進劣化試験と屋外暴露試験の比較を行った。その結果、従来工法と比較して、低強度の樹脂

系材料を用いた対策工では、シート等のはく離と比較して変形が進行しやすく荷重の増加は小さい特性を示すこ

とが明らかとなった。また、促進条件の検討では、室内促進 40℃または 60℃の 14 日浸漬で、屋外暴露 2 年目の
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状態を予測できることが可能性として示唆された。

＜土工構造物関連＞ 

補強土壁において盛土材の漏出を防止する目的で一般的に用いられる不織布に着目し、その漏出抑制効果の評

価手法を検討した。具体的には、壁高約 6 m の土被り圧を再現した隣接する壁面材どうしの接合部の模型実験を

実施し、不織布の幅、剛性及び粗度をパラメータとして、壁面材の開きに対する不織布の挙動を調べた。実験で

得た接合部の開きと不織布のたわみの関係において、開きの増加に対して不織布のたわみが急増する点と盛土材

の漏出抑制機能が限界となる点をそれぞれ工学的に定義し、ワイブル分布曲線式を利用してこれらの限界点を定

量的に表した。さらに、盛土材の漏出抑制に有効に機能する不織布の幅として有効不織布幅を定義し、有効不織

布幅と上記の２つの限界点に対応する開きの関係を定式化した。同式は、設計上の壁面材どうしの接合部の開き

が与えられれば、これに必要となる不織布幅を算出できるほか、補強土壁の点検において盛土材漏出抑制機能に

基づいた壁面材どうしの接合部の健全性評価の指標となり得ることを示唆した。

高耐久性等を発揮するカルバートの設計法の開発に向け、カルバートの変状事例の整理、各部材・部位の変状

と道路機能との関係についての検討、フォルトツリーのまとめと見直しを行ってきた。その結果、進展可能性、

道路機能に影響を与える可能性ともに高い変状として、活荷重や偏土圧による頂版のひびわれや、漏水を伴うコ

ンクリート部材の変状、導水工部材の取付不良や継手部の開き・ずれの部分からの水や土砂の流入が考えられた。

これらの変状について設計段階での検討、経過観察、早期の措置を行うことは、効率的な道路機能維持につなが

る。その中で偏土圧による頂版のひびわれについては、曲げモーメント分布の試算や応力度照査の試行の結果か

ら、特にカルバート片側の盛土のみで緩みや変形に伴い水平土圧が小さくなる場合に進展可能性が高く、設計で

も考慮する必要が生じる可能性が確認された。また、現地の地質調査や縦断方向の試算の結果から、前後区間の

拡幅盛土の沈下に引き込まれて継手が開く可能性があり、設計での考慮や適切な施工により盛土の沈下を防ぐ必

要性が確認された。

(3) 簡易な点検で更新時期や更新必要箇所が明らかとなる設計、構造・材料等を開発・評価

 補強領域のすべり線周辺の盛土材の応答に着目し、補強土壁がすべりに対して限界となる状態について検討し

た。具体的には、分割型壁面材の補強土壁の動的遠心模型実験の結果から、補強領域のすべり線付近の盛土材の

ひずみ、下端の壁面材の回転変位及び盛土材の三軸圧縮試験結果との関係を検討した。実験の結果によると、す

べりは最初に補強領域背面において発生し、その後に補強領域に進展した。外形上は、壁面材の傾倒等が生じた。

すべり線周辺の盛土材の応答加速度－最大せん断ひずみ関係の特徴点として、載荷の初期で勾配が変化する点と

応答加速度が最大となる点が認められた。後者は、目視により確認した補強領域のすべりの発生のタイミングに

よく対応した。また、補強領域にすべりが生じたときの下端の壁面材の回転変位と盛土材の三軸圧縮試験結果を

関連付け、これを定式化した。

 高耐久性等を発揮するカルバートの設計法の開発に向け、カルバートの各種変状の進展可能性と点検における

着眼点について検討した。その結果、他の変状の契機となり得る変状や進展可能性の高い変状については、特徴

を踏まえた経過観察と結果の記録・保存、設計・施工条件との関連づけにより、時系列的な評価や設計での配慮

の必要性が考えられた。こうした変状は道路機能に影響を与える可能性も高く、重点的かつ継続的に点検を行う

ことは効率的な維持管理の観点からも有効と考えられた。曲げモーメント分布の試算や応力度照査の試行の結果

からも、周辺盛土に緩みや変形の兆候が見られ、土圧の低下が想定される場合には、盛土の状態の変化や頂版の

ひびわれの進展を注意深く確認する必要性が考えられた。また、継手の開きが見られたカルバートの現地の地質

調査結果から、基礎地盤の条件にばらつきがなくても、カルバート前後区間の拡幅盛土の沈下の影響により継手

が開く場合もあり、盛土の沈下の持続性についても確認が必要と考えられた。

(4) プレキャスト部材等を活用する質の高い構造物の効率的構築に向けた設計・施工技術の開発

生産性に優れたプレキャスト工法の合理的な構築手法の開発を目的に研究を行っている。令和 2 年度は、ブロ

ック積擁壁の既往の地震被害事例を統計的に分析し、ブロックの積み方等による被害傾向を定量的に検討した。

その結果を踏まえて、胴込めコンクリートの施工品質の確保により、谷積よりも施工が容易な布積の場合でも

同
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等の性能が確保されると考えられる手法の考え方を示した。また、設計、施工及び維持管理におけるプレキャス

ト独自のメリットを活かすための製品の技術開発の今後の方向性を検討した。さらに、その方向性を基本とし変

状事例や実際の失敗事例を整理し、これらに対応するための付加技術のポイント及び具体的な解決手段を提案し

た。最後に、本研究の成果を「大型ブロック積擁壁設計・施工の手引き（案）」として共同研究報告書にとりまと

めた。 

プレキャスト部材のさらなる活用に向けて、プレキャスト部材の製造過程や接合部に着目し、品質の評価技術

を検討している。プレキャスト部材は、蒸気養生を用いて製造することが一般的であるが、その際の温度管理が

適切でないとコンクリート温度が高くなりすぎるおそれがある。令和 2 年度は、コンクリート温度が高まること

が懸念される劣化メカニズムの一つ、遅延エトリンガイト生成（DEF）を防止する方法の提案に向けて、蒸気養

生中のコンクリート温度に留意が必要となる製造条件を検討した。また、プレキャスト部材は、コンクリートが

硬化した後に納品されることから、外観の状態について、現場打ちコンクリートの場合よりも厳しく評価される

場合がある。そこで、発生を防止すべき表面変状と耐久性状影響がない表面気泡等を評価する手法の提案に向け

て、実製品を模擬した供試体を用いて検討した。
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RESARCH ON RENEWAL AND NEW CONSTRUCTUION TECHNOLOGY AIMING AT 
LONGER-LIFE AND EFFICIENCY OF MAINTENANCE FOR PUBLIC 
INFRASTRUCTURE 

Research Period ：FY2016-2022 

Program Leader ：Director of Road Technology Research Group 

      KUBO Kazuyuki  

Research Group ：Geology and Geotechnical Engineering Research Group 

  (Soil Mechanics and Dynamics Research, Construction Technology Research), 

  Road Technology Research Group (Tunnel Research), 

  Center for Advanced Engineering Structural Assessment and Research, 

  Innovative Materials and Resource Research Center 

Abstract：In Japan, public infrastructures were constructed mainly in the period of rapid economic growth 

between the 1950s and the 1970s. Therefore, it is now important to maintain and renovate the old existing 

infrastructures without interrupting the traffic. 

The goals of this research program are to develop new materials and construction methods to maintain and 

renovate the infrastructures more efficiently. It is also essential to propose new guidelines so that the 

developed materials and construction methods could be put in practice in this research program. 

The targets of this research grogram are as follows; 

1. Development of structural design methods and innovative materials to make the old existing

infrastructures more durable

2. Development of structural design methods and innovative materials to renovate the old existing

infrastructures without interrupting the traffic

3. Development of immediate inspection techniques enabling to judge appropriately when and where to be

repaired

4. Development of design and construction methods of precast concrete to increase the productivity of

building durable infrastructures

Key Words : Bridge, Tunnel, Retaining Wall, Culvert, Durability, Design and Construction methods 
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7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

7.1 最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発・評価

7.1.1 新設橋の品質・信頼性向上方法の構築に関する研究（鋼構造） 

担当チーム：橋梁構造研究グループ 

研究担当者：上仙 靖、澤田 守、大西孝典 

【要旨】

本研究では、耐久性に優れるステンレス鋼の道路橋への適用性を確認するための研究を行っている。炭素鋼と

ステンレス鋼を接合する場合、継手部に異種金属接触腐食の発生が懸念されることから、過年度までに絶縁材料

を接触面に設置した継手のすべり耐力やその防食性の検討を行った。令和 2年度は、ステンレス鋼を道路橋の二

次部材に適用することを想定し、対傾構の弦材を模擬した試験体の載荷試験を行った。ステンレス鋼製の偏心を

有する山形断面部材の耐荷力について、限られた条件の試験ではあるが、炭素鋼の基準耐荷力曲線を用いて評価

できることを明らかにした。 

キーワード：鋼道路橋、ステンレス鋼、二次部材、山形鋼、耐荷力曲線 

1．はじめに

鋼道路橋において腐食による損傷は、橋の耐荷性能

を著しく低下させる要因の一つであり、これを防ぐた

めに種々の防食方法が取られている。防食方法として

一般的に用いられている塗装は、一般的な環境での耐

久性は十分あるものの、海岸付近や凍結防止剤を散布

する等の厳しい環境では塗膜の劣化が早い。また、耐

候性鋼板も、飛来塩分の影響がある環境等では、腐食

の進行の抑制を期待できる緻密なさびの生成が十分で

はなく、鋼部材の断面欠損を伴う腐食が生じている事

例が多く報告されている。このようなことから、無塗

装でも高い防食性を発揮し、維持管理費の削減を期待

でき、かつ、使用地域を限定しない高い耐食性を有す

る高耐久鋼材のニーズが高まっている。 

本研究では上述した背景からステンレス鋼に着目

し、鋼道路橋の部材更新などへの適用性の確認を目的

としている。ステンレス鋼は、溶接構造用圧延鋼材等

の炭素鋼（以下、普通鋼）と比べてコストが高いもの

の、腐食しやすい箇所に限定して適用する等、適用箇

所によってはライフサイクルコストが有利になると考

えられる。一方で、ステンレス鋼と普通鋼といった異

なる鋼材を組み合わせて使用する場合、高力ボルトや

溶接による接合部において湿潤状態が維持されると、

両鋼材の電位差により異種金属接触腐食の発生が懸念

される。そこで過年度までに、接触面に絶縁材料を設

置することで電気的に絶縁する仕様を検討し、腐食促

進試験により異種金属接触腐食の抑制効果を確認した。

また、その仕様を適用した継手のすべり耐力試験を行

い、絶縁材料の材質によっては実橋梁に適用できる程

度のすべり耐力を有することを確認した 1)。これらの

結果から、ステンレス鋼を実橋梁の部材更新などに適

用できる可能性を確認できたため、具体の適用個所を

想定した検討を行うこととした。 

鋼道路橋におけるステンレス鋼板の使用実績は無

いに等しいことから、橋全体系に与える影響が小さい

と考えられる部材から段階的に検討を進める計画と

している。実橋梁における腐食損傷は、伸縮部からの

漏水の影響を受けやすい桁端部、塗装が薄くなりやす

い二次部材や連結部の角部などに多くみられる。そこ

で、本研究では、構造上不可欠であり、部材単体での

更新が可能な二次部材への適用を検討の第一ステッ

プとした。 

ステンレス鋼を対傾構や横構などの二次部材に適

用する場合、その耐荷力特性を把握する必要がある。

一般に対傾構や横構は、山形鋼や CT 鋼が用いられて

おり、道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋・鋼部材編 2)（以

下、道示Ⅱ）に規定される基準耐荷力曲線に基づき設

計される。この基準耐荷力曲線は、宇佐美らの研究成

果 3),4)を基に定められたものである。しかし、ステン

レス鋼の場合の載荷試験データおよび解析データは

普通鋼と比べ不足している。そこで、本研究では実験

データの収集を目的として、ガセットプレートを有す

るステンレス鋼製山形断面部材の一軸載荷試験を実

施した。また、ステンレス鋼製部材の耐荷力の評価法
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を検討するため、載荷試験の結果を道示Ⅱに規定され

る耐荷力曲線と比較した。本稿では、これらの結果を

報告する。 

2．実橋梁に使用される対傾構諸元の調査

ステンレス鋼を用いた山形断面部材の耐荷力検討

を行うにあたり、実橋に使用される対傾構の諸元を調

査した。調査対象は、直轄国道において平成 14年改定

以降の道路橋示方書かつ B活荷重を適用して建設され

た多主鈑桁橋である。軸方向圧縮力を受ける部材の基

準耐荷力曲線と比較できるよう、使用頻度を細長比パ

ラメータごとに整理した結果を図-1 に示す。ここで、

細長比パラメータの算出には鋼材の降伏強度の特性値

を用いている。また、対傾構は一般にガセットプレー

トを介して主桁と連結されるため、ガセット面に平行

な軸周りの断面二次半径を用いている。本図より、使

用頻度の多い細長比パラメータは、中間対傾構におい

て 0.7～0.8、端対傾構において 0.4～0.5 であること

がわかる。 

3．対傾構への適用を想定した載荷試験

3．1  試験体の条件

載荷試験に用いた試験体の形状寸法を図-2 に示す。

試験体は対傾構を模擬したものであり、柱両端にガ

セットプレートを設けることで、実際の拘束条件を再

現した。柱部は一般に対傾構の弦材に用いられる山形

鋼であり、2.に示した調査結果を基に使用実績の多い

断面諸元となるよう形状寸法を決定した。柱部とガ

セットプレートの連結方法については、現場での部材

単体の更新を想定し、高力ボルトによる摩擦接合継手

とした。本試験に用いた試験体は 2体であり、それぞ

れ山形鋼の鋼種が SUS316 材、比較用の SS400 材であ

る。高力ボルトについては、SUS316材の試験体にはス

テンレス製高力ボルト 10T-SUS（SUS630）、SS400材の

試験体には F10T を用いた。ガセットプレートは既設

部材と想定し、どちらの試験体においても SM400A 材

を用いた。SUS316材の試験体においては、異種金属の

接触面に厚さ 1mmのエポキシ樹脂版を絶縁材料として

設置した 1)。 

 柱部に用いた鋼材の応力とひずみの関係を図-3、材

料引張試験の結果を表-1にそれぞれ示す。引張試験に

用いた試験片は、山形鋼の長手方向に板取りしたもの

であり、寸法は JIS Z 22415)に定められた 5号である。

ステンレス鋼の機械的性質については、JIS G 43046)

を満足するものであった。弾性係数は普通鋼に比べて

やや低いものの、他の分野において設計計算に用いる

定数として定められるもの 7)と同程度であった。 

 試験体柱部の断面諸元を表-2 に示す。本表に示す

細長比パラメータおよび降伏荷重は、表-1 に示した

材料引張試験の結果を用いて算出したものである。2

つの試験体の断面形状および寸法は同じであるが、鋼

材の降伏点と弾性係数の差により、細長比パラメータ

および降伏荷重に違いがある。 

3．2  載荷方法

載荷試験は、柱端部がガセットプレートに連結され

0

5
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20

25

中間対傾構

端対傾構

デ
ー
タ
数

図-1 実橋梁に使用される対傾構の諸元 

図-2 試験体の形状寸法 
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た実際の拘束条件を再現するため、試験機のスイベル

ヘッドの回転を拘束し、試験体端部は固定支持とした。 

載荷方法は、地震時の繰り返し作用を考慮し、圧縮

と引張を交互に３回ずつ繰り返し載荷するものとした。

圧縮方向については、最大荷重に達するまで荷重制御、

最大荷重以降は変位制御による載荷とした。引張方向

については、摩擦接合面でのすべりが生じないよう、

圧縮荷重を超えない範囲で荷重制御による載荷とした。 

3．3  載荷試験の結果 
載荷荷重 Pと軸方向変位δの関係を図-4に示す。な

お、本図においては、圧縮側を正としている。普通鋼

の最大荷重は 279kN、ステンレス鋼の最大荷重は 226kN

であった。 

図-4 の結果をそれぞれの降伏荷重 Py およびフック

則により求めた降伏変位δyで無次元化し、圧縮域の包

絡線を比較したものを図-5に示す。本図より弾性域に

おける傾きは概ね一致していることが読み取れる。最

大耐力はステンレス鋼の方が若干上回っているものの、

大きな差はみられない。なお、この差については、

SUS316材と SS400材の降伏点が異なり、柱部材として

の細長比パラメータが若干異なることが影響している

と考えられる。また、最大荷重に到達した以降の耐力

に着目すると、普通鋼よりもステンレス鋼の方が緩や

かに減少していることが読み取れる。 

載荷試験時において、柱部は面外方向に全体座屈が

生じ、最大荷重到達後にねじれる挙動を示した。ガ

セットプレートは、柱の変形に伴って面外に変形した

が、局部座屈は生じなかった。載荷荷重 Pと面外への

最大応答変位が発生した柱中央断面の応答ひずみε

の関係を図-6に示す。なお、応答ひずみについては、

降伏ひずみεy との比を示している。ステンレス鋼の

試験体においては、全ての計測点において降伏前に最

大荷重に達していた。普通鋼の試験体においては、降

伏を迎えてから最大荷重に達した計測点が見られた。

ステンレス鋼の試験体においては、最大荷重に達する

までいずれの計測点においても応答ひずみは小さい

範囲であったことから、本試験条件おいては、幾何学

的非線形性の影響が大きく、柱部の応答ひずみが小さ

い範囲であったため、鋼材の材料特性の違いが柱の最

大耐力に大きく影響しなかったものと考えられる。 

3．4  基準耐荷力曲線と試験結果の比較 
載荷試験の結果を道示Ⅱ2)に規定される基準耐荷力

曲線と比較したものを図-7 に示す。本図には普通鋼

を対象とした宇佐美らの研究成果 3),4)も併記している。

SUS316 SS400

降伏点 σ 0.2 ,σ yl (N/mm2) 260 333

降伏ひずみ μ y 3,344 1,695

引張強さ σ u (N/mm2) 575 468

弾性係数 E (kN/mm2) 194 201

SUS316 SS400

断面積 A (mm2) 1,900 1,900

柱長さ L (mm) 2,000 2,000

細長比 L/r x 66 66

細長比パラメータ λ 0.768 0.852

降伏荷重 P y (kN) 494 633

図-3 柱部に使用した鋼材の応力－ひずみ関係 

表-1 材料引張試験の結果 

表-2 試験体の断面諸元 

図-5 無次元化した荷重－軸方向変位関係 

図-4 荷重－軸方向変位関係 

応
力
σ
 
[N
/m
m2
] 
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載荷試験の結果は、ステンレス鋼および普通鋼ともに

基準耐荷力曲線の上側となった。本試験条件おいては、

両端にガセットプレートを有する山型断面部材ついて、

鋼種がステンレス鋼の場合でも普通鋼の基準耐荷力曲

線を用いて耐荷力を評価できる可能性があることが示

された。なお、同一断面かつ同一寸法の試験体である

が、鋼材の降伏点の違いにより細長比パラメータに差

があるため、最大耐力に若干の差異が生じたものと考

えられる。この点については、今後解析的に検証する

予定である。 

4．まとめ 
本研究では、鋼道路橋の二次部材にステンレス鋼を

適用することを目的として、両側にガセットプレート

を有するステンレス鋼製の山形断面部材の耐荷力を載

荷試験により確認した。また、普通鋼を対象とした現

在の基準耐荷力曲線と載荷試験結果の比較を行った。

その結果、本試験条件の範囲おいては、鋼材の材料特

性の差が最大耐力に大きく影響しないことを確認した。

また、鋼種がステンレス鋼の場合でも、普通鋼の基準

耐荷力曲線を用いて評価できる可能性があることを示

した。 

今後は横構を想定した載荷試験や解析検討を行い、

ステンレス鋼製の部材の適用性の検討を進める予定で

ある。 
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建設協会、長岡技術科学大学、長岡工業高等専門学校、

早稲田大学、本州四国連絡高速道路との共同研究「耐
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本載荷試験の結果 

図-7 基準耐荷力曲線と載荷試験結果の比較 
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7.1 最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造、材料などを開発・評価

7.1.2  新設橋の品質・信頼性向上方法の構築に関する研究 （橋梁基礎） 

担当チーム：橋梁構造研究グループ

研究担当者：桐山孝晴、堀内智司、飯島翔一

【要旨】

信頼性向上に資する地盤調査・試験方法とそれに対応する設計手法の構築に向けて、平成28年度に動的載荷試

験の適用性の検証と杭の支持力推定式の見直しを行い、平成29年度に地盤調査の信頼性の違いなどを考慮した信

頼性設計手法を構築し、平成30年度に支持層到達確認を行うための場所打ち杭の施工管理装置を開発した。さら

に、推定精度が課題となっている軟弱地盤の設計計算モデルの見直しとして、水平方向地盤反力係数の推定精度

の向上を行うとともに、令和元年度は軟弱地盤上の橋台杭基礎における側方流動圧を算出した。 

令和2年度は、推定精度を向上させた水平方向地盤反力係数を用いて杭基礎の設計を行った場合の杭基礎諸元

に与える影響や余裕度の変化を確認することを目的として試設計を行った。その結果、軟弱地盤では現行設計法

と比較して杭本数等の諸元が減少することが明らかとなり、設計の合理化が図られることを確認した。 

キーワード：水平方向地盤反力係数、杭基礎、試設計、設計の合理化

1．はじめに

平成 29 年に改定された道路橋示方書Ⅳ下部構造編
1)（以下、「H29 道示」という）では、データのばらつ

きなどによる不確実性の大きさに応じて部分係数が差

別化される部分係数設計法が採用された。これまでの

許容応力度法では安全率によって安全余裕を考慮して

いたが、部分係数設計法の導入により、材料強度や荷

重、モデル誤差などによる不確実性を個別に設定する

ことが可能となったため、不確実性を小さくすること

でより合理的な設計が可能となった。 

基礎の設計に関する不確実性の一つとして、軟弱地

盤における設計計算モデルのモデル誤差が挙げられる。

特に推定精度の低い軟弱地盤上の基礎について、地盤

反力係数等の設計計算モデルを精度の良いものに見直

すことで、合理化が見込めることが期待されている。 

H29 道示では、地盤反力係数を求める方法として、

載荷試験による場合と、推定式により求める場合を規

定されている。後者に関して、水平方向地盤反力係数

の推定式（以下、「現行式」という）は、直径0.3mの

剛体円板による平板載荷試験の値に相当する地盤反力

係数に載荷幅依存性を考慮したものとなっているもの

の、N 値が５以下のような軟弱地盤において、実測値

と比べて過小評価する結果となるなど、推定精度が課

題となっている 2)。 

これに対して、基礎の変位レベルや地盤のひずみレ

ベルを考慮して推定精度を向上させた水平方向地盤反

力係数の推定式が提案されている 3)。しかし、実橋梁

レベルではどの程度諸元が変化するのか、各照査にお

いて応答がどの程度変化するのかは検証されていない。 

そこで、本報告書では、現行式を用いた場合の試設

計（以下、「現行試設計」という）と、推定精度を向上

させた式を用いた場合の試設計（以下、「提案試設計」

という）をそれぞれ行い、安全余裕（応答値／制限値）

の比較を行った。また、提案試設計において過度に安

全余裕が生じる場合は諸元を見直す最適化設計を行い、

その諸元の変化について確認した。 

2．提案する水平方向地盤反力係数の推定式 

提案試設計において使用する地盤反力係数の推定

式（以下、「提案式」という）を式(1)に示す。提案式

では現行式と比較して、式(2)に示すように地盤のひず

み依存性を考慮することで推定精度を向上している。

なお、基準変形係数E1は、実務の便を考慮して深度を

用いない推定式（式(3)）を採用した 4)。 

𝑘 ൌ 𝜆𝛼𝜐𝐸1𝐵𝑒
െ1𝜅 (1) 

ここに、 

k：地盤反力係数（kN/m3） 

λ：表-1に示す基礎の施工法の違いを考慮するため

の補正係数 
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α：表-1に示す変形速度等の影響を考慮するための

係数 

υ：表-1に示す地盤の変形係数を地盤反力係数に換

算するための係数 

表-1 地盤反力係数の算出に用いる係数λ、α及びυ 

係数 基礎の施工法、地盤種別 

地盤反力係数の種類 

基礎底面の鉛直方向

地盤反力係数kV 

基礎前面の水平方向

地盤反力係数kH 

λ 杭基礎 1.0 1.0 

α 

地震の影響を含む場合 1.0 2.0 

地震の影響を含まない場合 1.0 1.0 

υ 砂質土・粘性土・岩 2.0 2.0 

E1：地盤反力係数を求める際に用いる基準変形係数

(kN/m2)で、一軸圧縮試験、三軸圧縮試験または

孔内水平載荷試験から求める場合は式(2）、N値

から求める場合は式(3)、(4)により求める 4)。 

𝐸1 ൌ 𝑐𝐸𝑚 ൬
𝜀1

𝜀𝑚
൰
െ1 2⁄

(2) 

砂質土： 

粘性土： 

𝐸1 ൌ 2700𝑁3 4⁄

𝐸1 ൌ 4000𝑁1 2⁄

(3) 

(4) 

Em：地盤調査で得られた変形係数(kN/m2)、一軸圧縮

試験または三軸圧縮試験の場合は E50、孔内水

平載荷試験の場合は応力ひずみ関係が一定と

なった範囲の結果に基づいて求めるものとす

る。 

ε1：E1 を求めるときの基準ひずみ（%）で、1%とす

る 

εm：Emを求めるときに地盤又は供試体に生じるひず

み（%） 

Be：地盤反力係数の算出に用いる基礎の換算載荷幅

(m)で 0.8B 

B：荷重載荷方向に直交する基礎の載荷幅（m）。 

κ：基礎の変位レベルに応じた補正係数で、式(5)

による 

𝜅 ൌ ൬
𝑦𝑒𝑞
𝑦1
൰
െ1 2⁄

(5) 

    yeq：着目する変位量で、 B が 5m 以上の場合は

0.05m とする。B が 5m 未満の場合におい

ては、yeq≧0.01Bとする。 

y1：基準変位量で、0.01Bとする。 

3．試設計手法

現行試設計、提案試設計、および最適化設計の設計

方法について述べる。検討のフローを図-1に示す。 

 現行試設計、提案試設計、および最適化設計の対象

は、道路橋杭基礎の橋脚または橋台とし、杭種および

杭工法の組合せは表-2 に示すような橋脚および橋台

各22基とした。表中の数字「2」は、表-3および図-2

に示す杭体の曲げモーメントのパターンの数であり、

軟弱な地盤を想定した杭頭部の曲げモーメントが卓越

する分布と、比較的硬質な地盤を想定した地中部の曲

げモーメントが卓越するような分布の2種類がある。 

現行試設計では、H29道示に基づいて設計を行った。

設計は橋軸方向に着目し、安定照査および部材照査を

行った。耐荷性能の設計における設計状況は、橋脚基

礎については、永続作用支配状況および変動作用支配

状況、レベル２地震動を考慮する設計状況とし、橋台

基礎については、永続作用支配状況および変動作用支

配状況とした。 

 提案試設計では、現行試設計で決定された諸元に対

して、地盤反力係数を２章に示す提案式を用いて試設

計を行った。現行試設計と同様に橋軸方向の安定照査

および部材照査を行った。橋脚は、永続作用支配状況

および変動作用支配状況、及び、レベル２地震動を考

慮する設計状況において試設計を行い、橋台は、永続

作用支配状況および変動作用支配状況において試設計

を行った。 

 最適化設計では、各照査の応答値が制限値に対して

過度に余裕がある場合、または、照査を満足しない場

合には諸元の見直しを行い、適度な安全余裕（1 を超

過しない範囲内で1に近い値）となるように杭基礎の

最適化を行った。 
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図-1  検討のフロー 

表-2 杭種および杭工法の組み合わせ 

表-3 曲げモーメントのパターン 

パターン 杭体の曲げモーメント分布 想定地盤 

1 杭頭曲げモーメントが卓越 軟弱な地盤 

2 地中部曲げモーメントが卓越 比較的硬質な地盤 

※ 正負の符号は、杭頭に外力として任意の向きの単位モーメント

が作用したとき、杭体に生じる曲げモーメントが同一方向とな

るときを正とする

図-2 杭体の曲げモーメント分布 

4．試設計結果

まず、現行試設計及び提案試設計の結果について述

べた後で、最適化設計の結果について述べる。 

図-3に、橋脚および橋台において、水平方向地盤反

力係数 kHおよび杭の軸方向ばね定数 Kv の比（提案式

／現行式）を示す。軟弱地盤のケースでは、水平方向

地盤反力係数 kHの比が 3～4 程度となっており、提案

式で算出された値が現行式で算出された値よりも大き

くなっている。一方、比較的堅固な地盤のケースでは、

水平方向地盤反力係数kHの比は1.0～1.5程度となり、

また、杭の軸方向ばね定数Kvの比も1.0～1.5程度と

なった。 

 図-4に、橋脚および橋台において、現行試設計と提

案試設計の各照査項目における安全余裕の比（提案式

／現行式）を示す。杭工法や杭種により差はあるもの

の、変位の照査において安全余裕の比が1よりも小さ

くなっており、提案試設計の方が現行試設計と比較し

て余裕のある状態となっていることがわかる。また、

同様に杭体の正曲げの照査についても、提案試設計は

現行設計と比較して余裕のある状態となっている。こ

れらは、図-3に示すように提案式によって算出された

水平方向地盤反力係数が現行式よりも大きな値となる

ことが要因の一つと考えられる。 
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※杭に曲げ引張が生じない場合には、安全余裕の比で評価することはできないため、プロットから除外

図-4 現行試設計と提案試設計の各照査項目における安全余裕の比（提案式／現行式）

次に、最適化設計を行った結果を図-5 から図-7 に

示す。まず、永続・変動作用支配状況における試設計

では、軟弱地盤のケースにおいて、基礎諸元が減少す

る傾向が顕著に現れている。これは、提案式によって

算出された水平方向地盤反力係数kHが現行式よりも大

きな値となることが要因の一つと考えられる。次に、

レベル２地震動を考慮する設計状況における試設計で

は、軟弱地盤のケースにおいて諸元が減少する傾向は

あるものの、永続作用・変動作用支配状況における試

設計の場合と比較して顕著ではなくなっている。これ

は、レベル２地震動を考慮する設計状況における試設

計では、地盤抵抗の非線形性を考慮しており、杭頭部

の水平地盤抵抗は地盤反力度の上限値で決まることか

ら、kHの差が顕著に現れなかったためと推察される。 
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5．まとめ 

本稿では、推定精度を向上させた水平方向地盤反力

係数を用いて杭基礎の設計を行った場合の杭基礎諸元

に与える影響や余裕度の変化を確認した。得られた主

な知見を以下に示す。 

・杭頭曲げモーメントが卓越するケースの水平方向地

盤反力係数kHは、提案式で算出された値が現行式で

算出された値よりも大きくなった。

・変位の照査および杭体の正曲げの照査において、現

行試設計に比べて提案試設計の方が余裕のある結

果となった。

・最適化設計の結果、軟弱地盤のケースにおいて、杭

本数が減少して合理化が図られる傾向にあること

を確認した。

今後は、提案式を用いた場合の部分係数を設定する

ための信頼性解析を行う予定である。また、杭本数が

減少するような軟弱地盤上の橋台では、背面盛土の偏

土圧による側方移動の発生が懸念されており、今後、

側方移動の定量的な評価法の検討が必要である。

参考文献

1） （公社）日本道路協会：道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構

造編、2017

2） 中谷昌一、白戸真大、河野哲也、中村祐二、野村朋之、

横幕清、井落久貴：性能規定体系における道路橋基礎の

安定照査法に関する研究、土木研究所資料第 4136 号、

2009.3

3) 大竹雄、七澤利明、本城勇介、河野哲也、田辺晶規：基

礎の変位レベルと地盤のひずみレベルを考慮した設計用

地盤反力係数の推定法、土木学会論文集 C（地圏工学）、

Vol. 73、No. 4、pp. 412-428、2017

4) 大竹雄、七澤利明、本城勇介、河野哲也、田辺晶規：地

盤調査法とひずみレベルを考慮した設計用地盤変形係数

の推定法、土木学会論文集C（地圏工学）、Vol. 73、No.

4、pp. 396-411、2017

（a）軟弱地盤(橋脚) 

図-7 杭基礎諸元への影響(レベル2地震動) 

（b）比較的堅固な地盤 

(橋脚) 

（a）軟弱地盤(橋台+橋脚) 

図-6 杭本数への影響(最適化諸元／H29道示諸元) 

(永続・変動) 

（b）比較的堅固な地盤 

(橋台+橋脚) 

図-5 杭基礎諸元への影響(永続・変動) 

（a）軟弱地盤(橋台+橋脚) （b）比較的堅固な地盤 

(橋台+橋脚) 
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7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

7.1  最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発・評価

7.1.3  新設橋の品質・信頼性向上方法の構築に関する研究（コンクリート構造） 

担当チーム：構造物メンテナンス研究センター 

研究担当者：石田雅博、岩谷祐太、小林巧 

【要旨】

塩害地域の新設コンクリート道路橋では、かぶりを厚く設定し耐久性を確保する方法を標準としている。また、

塩害環境が厳しい地域ではその方法に加え、塗装鉄筋等の防食方法を併用することが規定されている。しかし、

標準を超える塩害環境の作用の最大値が明らかとなっていないため、どの程度の塩害対策を行うことで設計耐久

期間100年が十分担保されるかは明示されていない。令和2年度は、厳しい塩害環境である沖縄地域の実態調査

結果を集計し塩害作用の最大強度を把握した。併せて、塩害対策手法の一つとして高耐久鋼材であるステンレス

鉄筋を道路橋示方書に反映するために、RC部材としての耐荷性能に関する検討を実施した結果を報告する。 

キーワード：塩害、表面塩化物イオン濃度、ステンレス鉄筋、付着応力度、曲げ載荷試験 

1．はじめに

道路橋示方書（H29）1)（以下、道示）において塩害

地域の新設のコンクリート道路橋では、かぶりを厚く

設定し耐久性を確保する方法を標準としている。しか

し、厳しい塩害環境下においてかぶりの確保のみで塩

害対策を行うとすると、90 mmを大きく超えるような

非現実的なかぶり厚さになる。 

そのため、道示における対策区分Sなどの塩害環境

が厳しい地域では、かぶりを確保する方法に加え、塗

装鉄筋又はコンクリート塗装等かぶりによる方法以外

の方法を併用することが規定されているが、どこまで

の塩害対策を行うことで設計耐久期間100年を十分担

保されるかは明示されていない。 

塩害環境下において設計耐久期間100年を判断する

ためには、工学的判断に裏付けられた経験則や過去の

塩害被害事例に基づいて安全であるとみなせる範囲を

決めるか、例えばフィックの拡散方程式（以下、フィッ

ク式）のような工学的に一定の信頼性が保証されてい

る塩分浸透予測手法で遮塩性を確認することが必要で

ある。 

前者も後者も、飛来塩分量や付着塩分量、表面塩化

物イオン濃度（以下、C0）など、定量的に塩害環境を把

握できる指標が必要である。前者はそれら塩分量指標

と塩害被害の実態調査結果を比較することにより、塩

分浸透に対して安全であるとみなせる範囲を確認する。 

しかしながら、防食方法ごとに設計耐久期間100年を

確認することは、膨大な時間がかかる上、サンプル数

を確保することが困難である。 

後者は塩分量指標の定量化（C0）に加え、抵抗メカニ

ズムのモデル化（フィック式）と、腐食しないとみな

せる抵抗側の閾値（発錆限界）を設定できれば設計耐

久期間100年をおおよそ評価できる。ただし、塩分量

指標の設定、モデル化の方法、抵抗側の閾値それぞれ

に議論の余地がある。特に塩分量指標の設定において、

土木学会コンクリート標準示方書（2017年 設計編）2)

で C0の最大値として飛沫帯の 13 kg/m3が示されてい

るが、それを超える厳しい塩害環境が報告 3)されてお

り、その実態調査が急務である。 

過年度（平成28年度～）は特に沖縄県の飛来塩によ

る塩害と凍結防止剤による塩害、その対策として高耐

久なステンレス鉄筋（以下、SUS-SD）に関する研究を

実施してきた。 

令和2年度は特に厳しい塩害環境である沖縄県の実

態調査結果を基に、塩分量指標（C0）の最大強度を把握

した。それに加え、その最大強度環境下において設計

耐久期間100年を担保でき、腐食しないとみなせる可

能性のある発錆限界の下限値をフィック式により試算

した。 

また、特に厳しい塩害環境下における対策手法の一

つとして、高耐久鋼材である SUS-SD を道示に反映さ

せるために耐荷性能に関する検討を行った。具体的な

検討内容は、高塩分濃度環境下における付着応力度や、

SUS-SDを用いたRC部材としての耐荷性能である。 
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 2．沖縄地域における塩害環境調査

2．1  概要

沖縄県は道示において地域区分Aに指定され、全国

の中でも特に塩害環境が厳しい地域である。土木研究

所は平成 21 年より、沖縄地域の塩害環境下の橋梁を

100 年以上にわたって供用するために、新設道路橋に

おける耐久性設計の高度化と維持管理手法を確立する

ための研究を実施している。その調査の一環で主に架

け替えや補修・補強工事を行う予定であった橋梁を対

象に、コンクリートコアの採取を実施してきた。 

本章ではそれらコア内部の塩化物イオン濃度分布

を求め、その分布に対しフィック式をフィッティング

させ、C0とみかけの拡散係数（以下、Dc）を試算した結

果を報告する。 

2．2  調査対象橋梁および架設位置

表-1 に調査対象橋梁の竣工年とコア採取数を示す。

対象橋梁は表-1の 5橋である。A、B、Cは多径間の橋

梁であり、複数の橋脚からコア採取を行った。一方、

橋梁D、Eは単径間であり、その橋台からコアを採取し

た。下部工は全て普通セメントであり、コア本数は計

56本である。 

また、図-1 に橋梁架設位置および卓越風向を示す。

A、B、C橋は離島架橋であり、D、E橋は海岸沿い（海

岸線からの距離0 km）に架設されており、全て〔H29

道示〕において対策区分 S の橋梁である。風向は 5－

10月に南西方向が卓越し、11－4月は北方向が卓越す

る。後者は季節風の影響であると推測される。 

2．3  調査方法と分析方法

採取したコアに対し、電位差滴定法を行い、塩化物

イオン濃度分布を調査した。なお、一部のコアに対し

てはフェノールフタレイン法による中性化深さの計測

も併せて実施した。 

塩化物イオン濃度分布に対しフィック式をフィッ

ティングさせ、C0 と Dc を変数として試算した。なお、

フィック式は以下の式（1）を用い、フィッティングは

最小二乗法で行った。 

𝐶ሺ𝑥, 𝑡ሻ െ 𝐶 ൌ 𝐶 ൜1 െ 𝑒𝑟𝑓 ൬
.ଵ௫

ଶඥ∙௧
൰ൠ (1) 

𝑥：暴露面からの距離(mm)、𝑡：供用期間(年)、

𝐶ሺ𝑥, 𝑡ሻ：距離𝑥(mm)、供用期間𝑡(年)において測定され

た全塩化物イオン濃度(kg/m3)、 

𝐶：初期含有全塩化物イオン濃度(kg/m3)、

𝑒𝑟𝑓：誤差関数、𝐶：表面塩化物イオン濃度(kg/m3)、

𝐷：みかけの拡散係数(cm2/年)

表-1 調査対象橋梁の竣工年とコア採取数 

橋梁 下部工竣工（年） コア採取数（本） 

A 1980 29 

B 1994 19 

C 1982 4 

D 1974 2 

E 1975 2 

図-1橋梁架設位置および卓越風向 

図-2 中性化深さが未知の場合に採用する 

全塩化物イオン濃度 

また、中性化深さが既知の場合、フィッティングは

コンクリート中の全塩化物イオン濃度分布に基づいた

見掛けの拡散係数の算出方法 5)に則り実施した。具体 

塩分量ピーク

塩
化

物
イ

オ
ン

濃
度

(
k
g/

m
3
)

：採用点

隣接点間隔：
10 or 20 mm

コンクリート表面からの距離(mm)
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的には塩化物イオン濃度分布の内、中性化深さより10 

mm 深い領域までに位置する塩化物イオン濃度を採用

せずに計算を行った。 

一方、中性化深さが未知のコアに対しては、中性化

の影響を考慮し、塩分量ピークから奥に向かった2つ

めの隣接点より採用し、計算を実施した。図-2に中性

化深さが未知の場合に採用する全塩化物イオン濃度を

示す。本研究でのコアスライス幅は 10 又は 20 mm で

あるので、隣接点間隔は10又は20 mmである。塩分量

ピーク前後に中性化フロントが位置する可能性が高い

ことから、ピークから2つめの隣接点から採用するこ

とにより、”中性化深さ+10 mm”を満足できると考えた。 

なお、コアの一部は剥離箇所から採取している。そ

れらコアに対しても同様の計算を実施したが、後述の

調査結果では剥離の有無でデータ分類している。 

2．4  調査結果

図-3 に海面からの高さと表面塩化物イオン濃度の

関係を示す。図中において四角形で示した点は剥離が

生じていた箇所からコア採取を行ったデータである。

この図によると、A橋とB橋はおおよそEL+5 mまでの

範囲で13 kg/m3を超えるC0が観測され、海面から遠く

なるほどC0が小さくなる傾向がある。一方、C、D、E橋

はA、B橋と比べC0が小さい傾向がある。 

図-1と比較すると、沖縄の中でも離島架僑であるA、

B 橋の塩害環境が厳しい傾向にあることがわかる。一

方、C 橋も離島架橋であるが南側に沖縄本島があり、

南西方向の卓越風の影響を受けにくい立地であるため、

塩分供給が少なく、相対的にC0が小さいと推測される。 

図-4 に海面からの高さとみかけの拡散係数の関係

を示す。橋梁ごとにコンクリートの配合が異なるため

単純に比較できないが、D、E橋のDcが大きい傾向があ

る。また、海面に近づくほどDcが大きくなる傾向があ

り、これは水分供給とそれに伴う乾湿繰返しの影響で

あると推測される。一方、B橋についてはEL+1 m付近

図-3 海面からの高さと表面塩化物イオン濃度 

の関係 

図-4 海面からの高さとみかけの拡散係数の関係 

表-2  C0およびDcの統計量一覧（剥離箇所を除く） 

平均 

μ 

標準偏差 

σ 

変動 

係数 

標準誤差 

SE 
中央値 N数 μ+1.64 σ 

全橋梁のC0 8.4 5.0 58.8 % 0.7 7.7 46 16.5 

EL+5 m以下での全C0 9.2 5.8 62.8 % 1.1 7.9 26 18.7 

EL+5 m以上での全C0 7.4 3.5 47.4 % 0.8 6.8 20 13.2 

特に塩害が厳しい離島架橋

（A,B橋）のEL+5 m以下のC0 
11.6 5.1 44.1 % 1.2 10.4 18 19.9 

（参考）みかけの拡散係数Dc 0.67 1.08 160.9 % 0.16 0.32 46 2.4 

※C0の単位はkg/m3、Dcの単位はcm2/年
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でDcが小さくなる様子が観測された。 

表-2 に C0および Dcの統計量一覧を示す。この表は

計56本のコアデータの内、剥離箇所を除いた46本の 

データを整理したものである。また、EL+5 mで分類し

た理由として、波高や飛沫帯は立地等の影響が大きい

ものの、図-3で C0が 13 kg/m3を超えるデータが多く

観測され、その影響を特に受けている領域であると推

測されるためである。また、統計量については既往文

献において算術平均が用いられることが多いことから

比較のためにそれを使用した。 

表によると全体の平均C0が 8.4 kg/m3、5 %フラクタ

イル値であるμ+1.64 σで16.5 kg/m3であった。一方、

特に塩害環境が厳しい離島架橋（A、B橋）のEL+5 m以

下の平均C0は 11.6 kg/m3、5 %フラクタイル値である

μ+1.64 σで19.9 kg/m3であった。 

また、ばらつきが大きいため標準誤差 SE について

も計算し、それによると全体の平均 C0 は 7.7～9.1 

kg/m3（μ-1 SE～μ+1 SE）の範囲にあり、特に厳しい

離島架橋のEL+5 m以下でC0は 10.4～12.8 kg/m3の範

囲にあることが明らかとなった。 

以上を要約すると、コンクリート標準示方書 2)の飛

来塩分量から算出された C0
6)と、今回コアから求めた

C0の値は整合し、平均的には飛沫帯の影響が大きい部

位で13 kg/m3、汀線付近は9 kg/m3であった。加えて、

離島架橋かつEL+5 mの領域の最大強度（5 %フラクタ

イル値）で20 kg/m3の C0が観測された。 

また、Dcについては橋梁ごとにコンクリートの配合

が異なるため参考値であるが、コンクリート標準示方

書の普通セメント（W/C=0.5）の場合と平均的には違い

がないことを別途確認している。 

2．5  C0の最大強度と発錆限界

厳しい塩害環境下（沖縄）において設計耐久期間100

年を担保でき、腐食しないとみなせる可能性のある発

錆限界の下限値をフィック式により試算した。併せて

普通鉄筋（以下、SD）とSUS-SDの発錆限界とも比較し

た。 

表-3に計算パラメータ一覧を示す。試算は計4ケー

ス実施し、Ciは 0.3 kg/m3、耐久期間100年、かぶり厚

さ70 mmと 90 mmとして、式（1）を用いて試算した。 

 図-5に供用後100年経過時の鋼材位置における塩化

物イオン濃度の比較を示す。W/Cが0.5と仮定すると、

コンクリート標準示方書では SD の発錆限界は 1.9

kg/m3 であり、これと図-5 を比較するとどの試算ケー

スにおいてもSDの発錆限界を超える。

一方、ステンレス鉄筋を用いるコンクリート構造物

の設計施工指針（案）7)（以下、SUS指針（案））による

と、SUS410の発錆限界の推奨値は9 kg/m3、SUS304は

15 kg/m3、SUS316は 24 kg/m3である。C0が最も大きい

ケース4のかぶり厚さ70 mmの場合、100年経過時に

約 10 kg/m3 の塩化物イオン濃度が試算されており、

SUS304 と SUS316 の発錆限界はそれよりも大きいこと

表-3 計算パラメータ一覧 

試算ケース C0(kg/m
3) C0設定根拠 Dc(cm

2/年) Dc設定根拠 

1 土木学会（1） 9.0 
コンクリート標準示方書[2017 設計編]2) 

汀線付近の表面塩化物イオン濃度 

0.50 

コンクリート標準示方書

[2017 設計編]2) 

普通ポルトランドセメントの

場合 

log10Dap=3.0(W/C)-1.8

（W/C=50 %）

2 土木学会（2） 13.0 
コンクリート標準示方書[2017 設計編]2) 

飛沫帯の表面塩化物イオン濃度 

3 
土研調査 

（最大強度） 
20.0 

今回の調査により得られた、沖縄県の厳し

い塩害環境である離島架橋の EL+5 m 以下

でのC0の、5 %フラクタイル値19.9kg/m3を

切り上げた値 
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から、特に厳しい塩害環境下においても設計耐久期間

100年を十分に確保できる可能性がある。 

 次章より、その高耐久鋼材であるSUS-SDを〔H29道

示〕に適応させるために、特に耐荷性能に着目した検

討結果を示す。 

3．高塩分濃度下でのSUS-SDの付着応力度

3．1  概要

〔H29道示〕では、「内部鋼材の腐食発生によってた

だちに耐荷性能が低下するわけではないものの，鉄筋

の腐食状況と部材の耐荷性能との関係を標準的に示す

ことは困難であることから，安全側の配慮として内部

鋼材が腐食しないとみなせるように設計」を行ってい

る。特に、SUS-SDは高塩分濃度環境下での使用が想定

されるため、SUS-SDの発錆限界以下の腐食しないとみ

なせる環境下（SUS410の発錆限界は9 kg/m3、SUS304

は 15 kg/m3、SUS316は 24 kg/m3）において、非塩害環

境下における SD の付着応力度と同等の性能があるか

を確認した。併せて、発錆限界以上の塩分濃度環境下

において、SUS-SDの腐食が付着性能に与える影響を検

証した。 

3．2 試験方法

 3種類のSUS-SDについて、塩害環境下および普通環

境下での鉄筋とコンクリートとの付着応力度の差異を

確認するため、JSCE-G503 に準拠した鉄筋の引抜き試

験を実施した。実験ケースを表-4、試験体寸法を図-6、

コンクリート配合を表-5に示す。試験体本数は各3体

とし、鉄筋はD13を使用した。コンクリートの塩化物

イオン濃度は0 kg/m3から25 kg/m3の間で4パターン

の試験体を作成し、茨城県つくば市の(国研)土木研究

所敷地内の雨がかりのある建屋屋上にて暴露した。本

建屋は海岸線からは約50 km離れており、飛来塩分の

影響はない。E0及びEL試験体は約8ヶ月、ES及びEM

試験体は約2年8ヶ月暴露したのち回収し、引抜き試

験を実施した。 

3．3 試験結果

 暴露後の試験体表面のひび割れ状況を写真-1 に示

す。E0試験体を除くほぼ全ての試験体で表面に微細な

ひび割れが確認された。ひび割れは混入塩化物イオン

濃度に比例して増加しており、この傾向は鉄筋種別に

よらず同様に見られた。次に、引抜き試験結果を図-7

～図-10 に示す。図-7 及び図-8 はすべり量が 0.002D

（mm）（D は鉄筋の公称直径）における付着応力度(初

期付着応力度)、図-9 及び図-10 は最大付着応力度の

グラフである。図-7より、全鉄筋種別において塩化物

図-6 試験体寸法 

単位：mm 

表-5 コンクリートの配合 

表-4 実験ケース 

※1:0.2%耐力250～300MPa程度

5号 6号

Ｗ Ｎ Ｓ Ｃ×％ NaCl Cl-

E0 50.0 47.2 165 330 828 484 484 0.90 0.0 0.0

ES 50.0 47.2 165 330 828 484 484 0.80 4.1 2.5

EM 50.0 47.2 165 330 828 484 484 0.40 24.7 15.0

EL 50.0 47.2 165 330 828 484 484 0.05 41.2 25.0

Ｇ

試験体
種別

単位量（kg/m3）

水 セメント
粗骨材

混和剤
塩化
ﾅﾄﾘｳﾑ

Ｗ／Ｃ
（％）

ｓ／ａ
（%）

細骨材
塩化物
ｲｵﾝ

試験体名
塩化物ｲｵﾝ濃度

（kg/m
3
)

鉄筋種別 強度区分

E0-304 SUS304 295B

E0-316 SUS316 -
※1

E0-410 SUS410 295A

ES-304 SUS304 295B

ES-316 SUS316 -※1

ES-410 SUS410 295A

EM-304 SUS304 295B

EM-316 SUS316 -※1
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イオン濃度の増加に反比例し初期付着応力度の著しい

低下が確認された。図-8を見ると、E0試験体に対する

応力度比は、EL 試験体で平均 0.3 と 1/3 以下の値と

なった。 

 一方最大付着応力度は、図-9及び図-10より全鉄筋

種別とも EM 試験体で約 10～20％の若干の低下が見ら

れるものの、EL試験体では強度が回復し、最も低下し

たものでもE0試験体の応力度比で0.97とほぼ同等の

値となっており、塩化物イオン濃度との相関は確認で

きなかった。 

 初期付着応力度低下の要因について、SUS-SD側の影

響及びコンクリート側の影響のいずれか、又は両方が

考えられる。写真-2 に示す EL-304 のコンクリート埋

込部の腐食状況を見ると、E0試験体に対する初期付着

応力度比が約1/3となったにも関わらず、埋込部に目

立った腐食・孔食は確認できない。さらに引抜き試験

完了後の鉄筋を用いてJIS Z 2241（金属材料引張試験

方法）に準拠した引張強度試験を行ったが、降伏強度、

(a)E0試験体 （b）ES試験体 （c）EM試験体 （d）EL試験体 

写真-1 試験体表面のひび割れ状況 

図-7 初期付着応力度（すべり量0.002D時） 

図-9 最大付着応力度 

図-8 E0に対する初期付着応力度比 

図-10 E0に対する最大付着応力度比 
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引張強さ、伸び能力ともほとんど低下はみられなかっ

た。以上の結果及び写真-1から、初期付着応力度の低

下は何らかの要因によりコンクリートにひび割れが生

じたことによるものと考えられる。 

 ひび割れの要因としてASRが考えられたため、ゲル

フルオレッセンス法 8）による ASR 発生状況の確認を

行った。これは、ASR の診断手法として確立している

酢酸ウラニル蛍光法の原理を用いたものであり、酢酸

ウラニルを含んだ試薬をコンクリート割裂面に塗布す

ることで、ASR ゲル中のナトリウムイオンとウラニル

イオンが置換され、紫外線を照射することでASRゲル

部が発光する現象を利用した手法である。試験結果を

写真-3に示す。骨材周囲が発光しており、ASRが発生

していることが確認できた。 

以上より、初期付着応力度の低下は、多量の塩化物

の混入によりコンクリート中のアルカリ量が増加し、

ASR による内部ひび割れが生じたことが原因と推察さ

れ、25kg/m3 までの高塩分濃度下において、SUS-SD に

起因する付着性能の低下は生じないことを確認した。

高塩分濃度下でSUS-SDを使用する場合は、コンクリー

トに ASR が発生しないように、ASR 抑制対策を実施す

る等留意が必要である。 

4．SUS-SDを用いたRCはり部材の耐荷性能

4．1  概要

SUS指針（案）7) でSUS304-SDを用いたRCはり部材

の検討が既に行われているものの、〔道示〕に適用させ

る場合には各種ばらつきや、部材としての可逆性限界、

骨格曲線を制御できる鉄筋比の範囲などについての検

討を行う必要がある。 

それらの内、本稿では SD を使用した場合との部材

挙動の違いや、部材挙動が制御できる鉄筋比の範囲を

載荷試験により確認した結果を報告する。 

4．2  試験体と4点曲げ載荷試験方法

表-6に載荷試験ケース一覧を、図-11にケース別の

RCはり断面(単位：mm)を示す。SUS304-SDを使用した

RCはりの耐荷性能を評価するために、鋼種と鉄筋比を

パラメータとした4点曲げ載荷試験を実施した。鋼種

はSDとSUS304-SDの2種であり、鉄筋比は0.89～4.89

の範囲で5種類である。ここで鉄筋比とは、主筋の断

面積とコンクリートの有効断面積の比である。 

図-12 にケース 2、6 の試験状況の例を示す。なお、

ケース1と3の違い、ケース2と6の違いは鋼種（SD、

SUS-SD）だけであり、配筋や鉄筋径は同じである。供 

表-6 載荷試験ケース一覧 

ケー

ス 

鉄筋 

種類 

鉄筋 

比 

主鉄筋 せん断補強筋 

呼

び

名 

本数 

（本） 

呼

び

名 

本数 

（本） 

1 
SD345 

1.19 D13 3 D10 20 

2 3.17 D13 8 D10 20 

3 

SUS304-

SD345 

1.19 D13 3 D10 20 

4 0.89 D10 4 D10 20 

5 1.78 D10 8 D10 20 

6 3.17 D13 8 D10 20 

7 4.89 D16 8 D10 20 

(a) ケース (b) ケース (c) ケース4

1,3 2,5,6,7 

図-11 ケース別のRCはり断面 

試体断面は200 mm×200 mmであり、試験体の部材長

2.6 mに対し、支間長は1.6 m、載荷点間距離は0.4 m

である。また、使用したコンクリートは、設計基準強

度が24 N/mm2、粗骨材最大寸法が20 mm、空気量が3.9 %、

水セメント比が 0.56 であった。コンクリートは打設

後7日の湿潤養生を行い、14日目に脱型した。 

写真-2 コンクリート埋込部の腐食状況（EL-304） 

写真-3 ゲルフルオレッセンス法による確認結果 
2
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図-13に鋼材の引張試験結果例を示す。SUS304-SDは

SDと比べ、小さいひずみの段階で弾性限界を迎え、明

確な降伏点と降伏棚が存在せずにひずみ硬化する材料

特性を有す。 

載荷は荷重分配梁を使用し、4点曲げ載荷を行った。

おおよそ降伏点前後までを荷重制御、その後は変位制

御で実施した。載荷速度の平均は荷重制御が約 15 

kN/min、変位制御が約3.5 mm/minであった。 

4．3  載荷試験結果

図-14 に載荷試験により得られた荷重-たわみ曲線

を示す。ケース 1 と 3、2 と 6 はそれぞれ鉄筋比が同

じで鋼種のみが異なる試験体である。これを比較する

と、終局時は SD と SUS304-SD の差はないことが確認

できる。降伏荷重は鋼種間で差があるデータも存在す

るが、これはSUS304-SDの 0.2 %耐力のばらつきが大

きいことを別途確認しているため、その影響であると

推察される。 

材料特性が部材挙動に与える影響として、わずかで

あるが、0.2 %耐力前に部材剛性が低下し、骨格曲線の

折れ点が不明確になる傾向がある。0.2 %耐力後はひず

み硬化の影響で部材剛性としてはSDより大きくなり、

同じ荷重に対する変形量は小さくなる傾向がある。 

道示では軸方向鉄筋をコンクリートの有効断面積

の0.5 %以上配置することを前提とし、脆弱な破壊と

ならないように制御している。本実験では、鉄筋比

0.89～4.89 の範囲で SUS-SD の場合でも、ひび割れ発

生、鋼材降伏、圧壊の順番で部材挙動が制御できてい

ることを確認した。 

5．まとめ

本研究の結果から、以下の知見を得た。 

(1) 特に厳しい塩害環境下において、平均的には飛沫

帯の影響が大きい部位でC0が 13 kg/m3、汀線付近

は9 kg/m3であった。

図-12 ケース2、6の試験状況の例 

図-13 鋼材の引張試験結果例 図-14 載荷試験により得られた荷重－たわみ曲線 
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(2) 離島架橋かつEL+5 mの領域の最大強度（5 %フラ

クタイル値）として20 kg/m3の C0が観測された。 

(3) 塩害最大強度に対して、腐食しないとみなせる可

能性のある発錆限界の下限値をフィック式により

試算した結果、SUS304 と SUS316 は厳しい塩害環

境下においても設計耐久期間 100 年を十分に確保

できる可能性があることがわかった。

(4) 25kg/m3 までの高塩分濃度下において、SUS-SD に

起因する付着性能の低下は生じないことを確認し

た。ただし、高塩分濃度下でSUS-SDを使用する場

合は、ASR が発生しないように ASR 抑制対策を実

施する等留意が必要である。

(5) 部材降伏時（0.2 %耐力時）は荷重にばらつきがあ

り、終局時はSDと SUS304-SDの荷重に差はないこ

とを確認した。

(6) 鉄筋比0.89～4.89の範囲でひび割れ発生、鋼材降

伏、圧壊の順番でRC部材としての挙動を制御でき

ていることを確認した。

謝辞：沖縄県離島架橋100年耐久性プロジェクトの関

係者の皆様をはじめ、本調査にご協力いただきました。

また、本調査の一部は「耐久性向上のための高機能鋼

材の道路橋への適用に関する共同研究」で行いました。

記して謝意を示します。 

参考文献

1）日本道路協会：道路橋示方書・同解説、Ⅲ コンクリート

橋・コンクリート部材編、2017.11 

2）土木学会：コンクリート標準示方書、2017 年制定、設計

編、2018.3 

3）例えば山路徹、横田弘、中野松二、濱田秀則：実構造物調

査及び長期暴露試験結果に基づいた港湾 RC 構造物にお

ける鉄筋腐食照査法に関する検討、土木学会論文集 E、

Vol.64、No.2、pp.335-347、2008.5 

4）気象庁：過去の気象データ検索（沖縄県）、 

https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/select/pr

efecture.php?prec_no=91&block_no=&year=&month=&day=

&view=.（最終閲覧日：2021年 5月13日） 

5）土木学会：コンクリート標準示方書、2018 年制定、規準

編、2018.10 

6）土木学会：コンクリート構造物の耐久設計指針（案）、コ

ンクリートライブラリー82、1995.11 

7）土木学会：ステンレス鉄筋を用いるコンクリート構造物の

設計施工指針（案）、コンクリートライブラリー130、

2008.9 

8）参納千夏男、丸山達也、山戸博晃、鳥居和之：ゲルフルオ

レッセンス法による ASR 簡易診断手法の開発、コンク

リート工学年次論文集、Vol.35、No.1、2013

-23-
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7.1 最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発 

7.1.4  新設橋の品質・信頼性向上方法の構築に関する研究（コンクリート材料） 

担当チーム：材料資源研究グループ

研究担当者：古賀裕久、櫻庭浩樹

【要旨】

 本研究では、過酷な塩害環境で供用される新設プレストレストコンクリート橋の高耐久化に向けて、混和材の

使用等によるかぶりコンクリートの塩分浸透抵抗性の向上効果を把握し、その評価技術や設計方法を確立して、

塩害に対して高耐久なコンクリートを提案することを目的としている。令和 2 年度の検討では、長期間の浸せき

試験の結果に基づき、塩化物イオンの内部への浸透が停滞するような、塩分浸透抵抗性が極めて高いコンクリー

トを分類するための評価指標として電気抵抗率とその閾値を検討した。また、検討した評価指標は、浸せき期間

1 年以上の結果を踏まえて設定したものであり、プレキャスト製品の出荷前の段階では適用できないことが想定

されたため、若材齢時の電気抵抗率の推移から、供用後の電気抵抗率を推定する手法を検討した。

キーワード：新設橋、高耐久化、塩分浸透抵抗性、混和材、非定常電気泳動試験、電気抵抗率試験

1．はじめに

1．1  本研究の背景

 コンクリート構造物には種々の劣化メカニズムが知ら

れているが、その中でも特に深刻な性能低下につながるも

のとして、塩分による鋼材腐食（塩害）がある。これに対

し、過酷な塩害環境で供用されるコンクリート構造物の高

耐久化を実現するための方法として、1) かぶりコンク

リートの塩分浸透抵抗性の向上、2) 耐食鋼材の使用、3) 

表面塗装の使用などの方法がある。これらのうち、1)は、

従来とほとんど変わらないコストでも実施でき、長期的に

も効果が持続すると期待されることから、本研究では、こ

のかぶりコンクリートの塩分浸透抵抗性の向上に着目し

た検討を行っている。

 土木研究所では、前中長期の研究で、副産物である混和

材（高炉スラグ微粉末・フライアッシュ）を現場打ちプレ

ストレストコンクリートに用いて、セメント使用量を低減

した低炭素型コンクリートを検討した。その結果、混和材

の使用により、二酸化炭素の排出量を削減できるだけでな

く、かぶりコンクリートの塩分浸透抵抗性を向上させる効

果も高いことを明らかにした。この技術を工場で製作され

るプレキャストプレストレストコンクリート（以下、

PCaPC）に適用することで、水結合材比の低減により塩

分浸透抵抗性がさらに向上すること、および、納品時に塩

分浸透抵抗性等の品質証明が可能なため耐久性に関する

信頼性を高めることが期待された。

以上の背景から、本研究では、過酷な塩害環境で供用さ

れる新設PCaPC橋の高耐久化に向けて、混和材の使用等

によるかぶりコンクリートの塩分浸透抵抗性の向上効果

を把握し、その評価技術や設計方法を確立して、塩害に対

して高耐久なコンクリートを提案することを目指して検

討を行っている。

1．2 過年度の検討状況と令和2年度の検討項目

本研究のこれまでの検討状況を以下にまとめる。

平成28年度の検討では、結合材あるいは細骨材として

高炉スラグやフライアッシュを用い､塩分浸透抵抗性を高

めたコンクリートを実験室で製作した。従来から採用され

ている浸せき試験では、その評価にきわめて長期間を要す

るが、電気化学的計測手法である非定常電気泳動試験や電

気抵抗率試験を活用することにより、実用的な試験期間で

塩分浸透抵抗性を迅速に評価できる可能性を示した。

平成29年度の検討では、暴露試験や浸せき試験の結

果から、高炉スラグ微粉末やフライアッシュを用いて水

結合材比をPCaPC相当に低減したコンクリートでは、

その高い塩分浸透抵抗性のために、塩化物イオンの内部

への浸透が停滞する可能性があることを明らかにした。

また､高耐久化を実証するため、実際のプレキャスト工場

（1工場）で供試体を製作し、促進劣化試験等を開始し

た。

平成30年度の検討では、プレキャスト工場と実験室で

製作したコンクリートの試験体の促進劣化試験を継続す

るとともに、各種非破壊試験（電気抵抗率、表面吸水、表

層透気）を行った。その結果、塩分浸透抵抗性が特に高い
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コンクリートについては、非破壊試験のうち、電気抵抗率

試験が適していることをプレキャスト工場（1工場）で製

作した実機練りのコンクリートで確認できた。

 令和元年度の検討では、これまでは主として実験室で製

作したコンクリートを用いて検討してきたことを踏まえ、

全国11箇所のプレキャスト工場で実験練りのコンクリー

ト供試体を製作し、非定常電気泳動試験および電気抵抗率

試験の適用性を検証した。

令和2年度の検討では、平成28年度から継続している

長期間の浸せき試験の結果に基づき、塩化物イオンの内部

への浸透が停滞するような、塩分浸透抵抗性が極めて高い

コンクリート（図-1）を分類するための評価指標として電

気抵抗率とその閾値を検討した。また、検討した評価指標

は、浸せき期間 1 年以上の結果を踏まえて設定したもの

であり、製品出荷前の段階では適用できないことが想定さ

れたため、若材齢時の電気抵抗率の推移から、供用後の電

気抵抗率を推定する手法を検討した。

2．塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高いコンクリートの

評価に用いたデータ 

本章では、塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高いコンク

リートの条件とその評価に用いた浸せき試験、非定常電気

泳動試験および電気抵抗率試験の方法及びデータについ

て説明する。 

2．1  コンクリート

実験には、配合と養生条件が異なる合計 8 種類の円柱

供試体（φ100×200mm）を用いた（表‐1）。 

配合は、水結合材比（W/B）を33%または36%とし、

結合材を早強ポルトランドセメント単味の場合（H）、Hの

一部を高炉スラグ微粉末（高炉スラグ微粉末6000：SG6、

表‐1 養生条件ならびにコンクリートの配合と圧縮強度 

a) 試験方法の模式図 b) 塩化物イオン浸透深さの測定例

図‐2 非定常・電気泳動試験の概要 
a) 試験方法の模式図 b) 電気抵抗率の測定例

図‐3 電気抵抗率試験の概要 

HPC SG4 SG6 FA2 材齢28日
H36 458 721 65.3

H36SG430 321 138(30%) 712 60.5

H36SG650 229 229(50%) 707 69.4

H36FA220 367 92(20%) 696 60.6

H36-S 36.0 458 721 62.6

H33SG430-S 350 150(30%) 712 64.7

H33SG650-S 250 250(50%) 707 70.5

H33FA220-S 400 100(20%) 696 62.4

968

水中養生シリーズ　W：上水道水(茨城県つくば市)，HPC：早強ポルトランドセメント(密度3.14 g/cm3
，比表面積4480 cm2/g)，SG4：高炉スラグ微粉末 4000(密度2.89

g/cm3
，比表面積4350 cm2/g，せっこう添加(SO3換算2%))，SG6：高炉スラグ微粉末 6000(密度2.91 g/cm3

，比表面積6210 cm2/g，せっこう添加(SO3換算3%))，FA2：フ

ライアッシュ II種(密度2.35 g/cm3
，比表面積4330 cm2/g)，S：細骨材(静岡県掛川産陸砂，密度2.56 g/cm3

，吸水率2.23%)，G：粗骨材(茨城県笠間産砕石6号(密度

2.67 g/cm3
，吸水率0.43%，硬質砂岩)と同5号(密度2.67 g/cm3

，吸水率0.46%，硬質砂岩)を均等に混合)，化学混和剤：高性能減水剤と空気連行剤を使用

蒸気養生シリーズ　HPC：早強ポルトランドセメント(密度3.14 g/cm3
，比表面積4680 cm2/g)，SG4：高炉スラグ微粉末4000(密度2.89 g/cm3

，比表面積4530 cm2/g，せっこ

う添加(SO3換算2%))，SG6：高炉スラグ微粉末 6000(密度2.91 g/cm3
，比表面積5940 cm2/g，せっこう添加(SO3換算3%))，FA2：フライアッシュ II種(密度2.25 g/cm3

，比

表面積4010 cm2/g)，そのほかは水中養生シリーズと同一

蒸気養生
シリーズ

水中養生
シリーズ

W

33.0

36.0

165

圧縮強度

(N/mm
2
)B=HPC+SG4+SG6+FA

S G

単位量（kg/m
3
）　（結合材の構成割合(%)）

養生条件
（実験シリーズ）

供試体
表記

W/B
(%)

図-1  本研究で着目する塩化物イオンの挙動 
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高炉スラグ微粉末 4000：SG4）あるいはフライアッシュ

II種（FA2）で置換した場合の4種類とした。 

養生条件は、コンクリート打込み翌日に脱型し、試験材

齢まで水中養生したもの（以下、水中養生シリーズ）、コ

ンクリート打込み後から温度と湿度をプログラム制御可

能な養生槽を用いて蒸気養生を模擬した温度履歴（20℃

で3時間の前養生、50℃まで2時間で昇温、50℃を6時

間維持、20℃まで5時間で降温）を与えたのちに脱型し、

試験材齢まで 20℃で水中養生したもの（以下、蒸気養生

シリーズ）の2種類がある。 

供試体の表記は、「H33SG650-S」のように、セメント

の種類 、水結合材比（33%、36%）、混和材の種類（SG4、

SG6、FA2）と置換率（20%、30%、50%）を組み合わせ

て表し、蒸気養生シリーズには末尾に「-S」を付記した。

いずれの配合も材齢 28 日の圧縮強度は、60～70N/mm2

程度であった。

2．2  浸せき試験の方法

各種類の供試体1体の両端面から約25mm部分を切断

除去し、高さ150mm程度に成形した。コンクリート打込

み側の円形面以外をエポキシ樹脂塗料でシールしたのち、

濃度3%の塩化ナトリウム水溶液に浸せきした。浸せき期

間は、水中養生シリーズの供試体は1097日、蒸気養生シ

リーズの供試体は 730 日までとした。その後、表面から

厚さ5 mmごとに試料を採取してJIS A 1154の電位差滴

定法によって塩化物イオン濃度を測定し、濃度分布を最小

二乗法により式(1)にフィッティングして見掛けの拡散係

数Dapを算出した。 

𝐶൫𝑥、 𝑡൯ ൌ 𝐶 ቐ1 െ erfቌ
௫

ଶටೌ･௧
ቍቑ  𝐶   (1) 

ここで、C (x、t)：x位置のtにおける塩化物イオン濃度

（kg/m3）、x：コンクリート表面からの距離（m）、t：試

験期間（s）、C0：コンクリート表面の塩化物イオン濃度

（kg/m3）、Ci：初期含有塩化物イオン濃度（kg/m3）、Dap：

見掛けの拡散係数（m2/s）、erf： 誤差関数である。 

2．3  非定常電気泳動試験の方法

各種類の円柱供試体1体の中央から厚さ50 mmの円盤

供試体を2個ずつ切断し、真空飽和処理を行った。電気泳

動セルに円盤供試体を設置し、印加電圧を 30V として円

盤供試体に塩化物イオンを電気泳動させた（図‐2 a)）。

通電時間は6時間と24時間とした。その後、円盤供試体

の割裂面に0.1 mol/L硝酸銀溶液を噴霧して塩化物イオン

浸透深さを測定し（図‐2 b)）、式(2)を用いて塩化物イオ

ン拡散係数Dnssmを算出した 1)。 

𝐷௦௦ ൌ
ோ்

௭ிா
𝐾  (2) 

ここに、Dnssm：塩化物イオン拡散係数（m2/s）、R：気体

定数（=8.31 J/(K·mol)）、T：通電時の陽極側と陰極側の溶

液温度の平均値(K)、z：塩化物イオンの電荷の絶対値（=1）、

F：ファラデー定数（=9.65×104 J/(V·mol)）、E：電位勾配

(試験の開始時と終了時の両溶液間の電圧の平均値を供試

体厚さ（=0.05m）で除した値（V/m）、K：塩化物イオン

浸透速度係数（m/s）である。なお、塩化物イオン浸透速

度係数 K は、通電時間 24 時間と 6 時間の塩化物イオン

浸透深さの差分を通電時間の差分で除して求めた。

2．4 電気抵抗率試験の方法

電気抵抗率の測定は、水中養生シリーズは各2体、蒸気

養生シリーズは各3体の供試体を用い、JSCE-G 581 B法

に準拠して行った。測定装置には、電極間隔50 mm、周

波数40 Hz、測定範囲10～10000 Ωm のものを用いた。

測定は、電極を供試体側面に押し当て、互いに直角をなす

4方向から行った（図‐3）。測定値は、JSCE-G 581 附属

書 1 に記載されているセル定数を用いて、供試体の形状

や寸法、電極の配置間隔に依存しない値に換算した。電気

抵抗率の評価には、換算後の値を平均した値を用いた。

2．5 各試験における供試体の材齢

 各試験実施時の材齢を表‐2に示す。浸せき試験は、水

中養生と蒸気養生シリーズでわずかに試験材齢が異なっ

ているが、本稿では、浸せき日数で整理した。浸せき試験

と非定常電気泳動試験または電気抵抗率試験の結果を比

較する際には、最も近い材齢の結果を用いた。非定常電気

泳動試験を行う供試体は、同時期に行った電気抵抗率試験

と同じ時点で水中養生を終了した。その後、供試体の切断

などの試験準備を行い、表‐2の材齢で通電を行って、塩

化物イオン浸透深さを測定した。

3．塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高いコンクリートの

評価指標の検討 

本章では、まず、従来から行われている浸せき試験の結

果から塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高いコンクリー

トを評価し、次に迅速評価試験である非定常電気泳動試験

と電気抵抗率試験の結果を比較することで、塩化物イオン

の浸透が停滞するようなコンクリートを分類するための

評価指標を検討した。 

3．1  浸せき試験

塩化物イオン濃度分布の例を図‐4に示す。H36 では、

経時的に塩化物イオンが内部に浸透していることが確認

された。H36SG430では、H36と比較すると内部への塩
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化物イオンの浸透が抑制されているが、浸せき期間を通し

て経時的に塩化物イオンが浸透していると考えられる。一

方、H36SG650とH36FA220では、塩化物イオンの内部

への浸透が、浸せき期間 365 日以降は明確ではなく、停

滞しているように見える。

塩化物イオン浸透フロントの経時変化を図‐5 に示す。 

ここで、塩化物イオン浸透フロントは、塩化物イオン濃度

が 0.3kg/m3を超えた試料の中点までの距離と定義した。

これは、分析した試料の初期含有塩化物イオン濃度が

0.15kg/m3程度であったことを考慮し、0.3kg/m3を基準と

することで塩化物イオンが外部から浸透しているかどう

かを判断できると考えたためである。試料の中点までの距

離は、たとえば、表面からの距離5～10mmの範囲から採

取した試料の場合は7.5mm（=5mm+2.5mm）となる。 

H36、H36-S、H36SG430、H33SG430-S では、経時

的に塩化物イオン浸透フロントが増加しているのに対し、

H36SG650、H33SG650-S、H36FA220、H33FA220-Sで

は、浸せき 365 日以降に、塩化物イオン浸透フロントが

停滞した。このことから、後者のグループは、塩化物イオ

ン浸透抵抗性が極めて高いと考えられる。H36FA220 と

H33FA220-S の塩化物イオン浸透フロントが、

H36SG430 と H33SG430-S の場合と同程度まで達した

理由は、ポゾラン反応が顕著になって空隙構造が密になる

までに時間を要したためと推察される。なお、蒸気養生シ

リーズのH33FA220-Sの方が、H36FA220と比較して早

期に停滞する傾向があった。

表‐2 各試験実施時の材齢 

a) H36 b) H36SG430

c) H36SG650 d) H36FA220

図‐4 浸せき試験後の塩化物イオン濃度分布の例(水中養生シリーズ)
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3．2 浸せき試験と非定常電気泳動試験

見掛けの拡散係数Dapと塩化物イオン拡散係数Dnssmを

図‐6に示す。全体の傾向として、見掛けの拡散係数Dap

と塩化物イオン拡散係数Dnssmは相関関係にあることを確

認できる。

3.1 節で塩化物イオンの浸透が停滞した H36SG650、

H33SG650-S では、他の供試体よりも見掛けの拡散係数

Dapが小さい値を示した。一方、同様に塩化物イオンの浸

透が停滞したH36FA220、H33FA220-Sでは、H36SG650、

H33SG650-S よりも大きい値で浸透の停滞が確認された。

これは、浸せき試験の開始材齢が20または50日であり、

ポゾラン反応が顕著になる以前に塩化物イオンが浸透し

た影響で、見掛け上、拡散係数が大きくなったためと考え

られる。

塩化物イオン拡散係数Dnssmを図‐7に示す。浸せき365

日以降に塩化物イオンの浸透が停滞したことも踏まえて、

塩化物イオン浸透抵抗性を分類すると、1) 早強ポルトラ

ンドセメント単味の場合、2) 高炉スラグ微粉末 4000 を

置換率 30%で用いた場合、3) 高炉スラグ微粉末 6000 を

置換率 50%またはフライアッシュを置換率 20%で用いた

a) 水中養生シリーズ b) 蒸気養生シリーズ

図‐5 浸せき試験中の塩化物イオン浸透フロントの経時変化 

図‐6 見掛けの拡散係数Dapと塩化物イオン拡散係数Dnssm 図‐7 塩化物イオン拡散係数Dnssm
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場合となり、1)～3)は、4×10-12m2/sと2×10-12m2/sを閾

値としておおよそ区分することができた。

3．3 浸せき試験と電気抵抗率試験

見掛けの拡散係数Dapと電気抵抗率の関係を図‐8に示

す。また、図中には、反比例の関係を仮定し、最小二乗法

により得られた近似曲線も示す。ただし、3.2節で述べた

とおり、フライアッシュを用いた場合は、見掛けの拡散係

数 Dap がほかの混和材を用いた場合と比較して大きいこ

とを考慮して、近似曲線を算出する際には除外した。

全体的な傾向として、供試体の種類や材齢に関わらず、

両試験結果は、既往研究で確認されているとおり概ね反比

例の関係であることを確認できる 2)。浸せき365日以降に

塩化物イオンの浸透が停滞したことも踏まえて、電気抵抗

率を用いて塩化物イオン浸透抵抗性を分類すると、1) 早

強ポルトランドセメント単味の場合、2) 高炉スラグ微粉

末 4000 を置換率 30%で用いた場合、3) 高炉スラグ微粉

末 6000 を置換率 50%またはフライアッシュを置換率

20%で用いた場合となり、1)～3)は、100Ωm と200Ωm

を閾値としておおよそ区分することができた。なお、塩化

物イオン浸透の停滞が見られた材齢時点の電気抵抗率は、

H36SG650 、 H33SG650-S 、 H36FA220 お よ び

H33FA220-S でそれぞれ、240、327、545 および383Ω

mであり、いずれも200Ωmを超える値を示した。 

3．4  実環境における塩化物イオン浸透挙動と電気抵抗

率の対応 

ここで、浸せき 365 日以降の試験結果を踏まえ、電気

抵抗率が 100Ωm 程度のコンクリートの見掛けの拡散係

数を図-8中の近似式から求めると、Dap は2×10-12m2/s程

度となる。

浸せき試験で得られる見掛けの拡散係数は、コンクリー

ト中の含水率の違いなどの条件に起因して、屋外暴露試験

などで得られる実環境での見掛けの拡散係数よりも大き

くなることが知られている。既往研究 3)を参考に、波しぶ

きが直接かからない条件での新潟県および沖縄県の海岸

線を想定し、その違いを補正すると、実環境での見掛けの

拡散係数は、前述の浸せきによる見掛けの拡散係数Dap=2

×10-12m2/s に対してDap=0.4×10-12m2/s 程度になると推

定される。

実環境における見掛けの拡散係数Dap =0.4×10-12m2/s、

塩害環境が厳しい沖縄県の海岸線で波しぶきは直接かか

らない条件を想定した表面塩化物イオン濃度

4)C0=6.3kg/m3、初期含有塩化物イオン濃度 Ci=0.3kg/m3

の条件で、式(1)により、100年後の塩化物イオン濃度分布

を求めると、かぶり 70mm 位置で腐食発生限界塩化物イ

オン濃度1.2kg/m3以下となる。 

したがって、電気抵抗率100Ωm以上となり、従来のプ

レストレストコンクリートよりも電気抵抗率が大きい配

合に区分される場合は、塩害環境が厳しい沖縄県の海岸線

でも、波しぶきが直接かからない条件においては、100年

間で鋼材腐食は発生しないと考えられる。

3．5  塩化物イオン浸透抵抗性の分類

  塩化物イオン拡散係数Dnssmまたは電気抵抗率を指標と

して、塩化物イオン浸透抵抗性を分類した結果を表‐3に

示す。浸せき試験における塩化物イオン浸透挙動と、非定

常電気泳動試験または電気抵抗率試験の結果を関連付け

て整理することで、3 種類の区分に分類できた。ただし、

3)のフライアッシュを置換率 20%で用いた配合の場合に

は、一般にポゾラン反応が顕著になるまでに時間を要する

ため、電気抵抗率の増加も遅いことに留意が必要である。 

4．提案した指標値の実製品への適用方法の検討

  第3章では、浸せき試験と、非定常電気泳動試験および

電気抵抗率試験の結果を比較することで、塩化物イオン浸

透抵抗性を分類する指標値を提案した。本章では、全国各

地の PCaPC 製造工場（11 工場）のコンクリートを用い

て、様々な材料や製造条件において適用できるかを検証し

た。

また、第 3 章で提案した指標値は、浸せき期間 1 年以

表‐3 塩化物イオン浸透抵抗性の分類 

非定常電気泳動試験による

塩化物イオン拡散係数Dnssm

（×10-12m2/s）

電気抵抗率

（Ωm）

1) 早強ポルトランドセメント単味
(W/B36%)

従来から橋梁に

用いられているPCaPC ＞4 ＜100
塩害の影響度合いが最も激しい区分で

は，かぶりのみでは防食できず，塗装鉄

筋等併用

2) 高炉スラグ微粉末4000を置換率30%

で用いた場合（W/B33%or36%）

塩化物イオン浸透抵抗性

が高い
2～4 100～200

塩害の影響度合いが最も激しい区分で

は，100年間で，かぶり70mm位置の塩化

物イオン濃度が腐食限界値に達しない

3)
高炉スラグ微粉末6000を置換率50%，

または，フライアッシュを置換率20%

で用いた場合（W/B33%or36%）

塩化物イオン浸透抵抗性が

極めて高い
＜2 ＞200 塩化物イオンの浸透が停滞するため塩害

の影響を受けない

塩化物イオン浸透抵抗性の指標

塩化物イオン浸透抵抗性の

区分に応じた対策例
本実験での配合

塩化物イオンの

浸透抵抗性の区分
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上の結果を踏まえて設定したものであり、製品出荷前の段

階では適用できないことが想定された。そこで、若材齢時

の電気抵抗率の推移から、図-9 に示すように、供用後の

電気抵抗率を推定できないか検討した。

4．1  検討方法

PCaPC部材の製造工場において実機練りのコンクリー

トを採取し、製品と同一の蒸気養生を与えたφ100×

200mmの供試体（以下、工場供試体）を製作した。コン

クリートの配合、養生条件、および圧縮強度を表-4に示す。

本検討では 2 種類の混和材を使用し、結合材を早強ポル

トランドセメントのみとした配合（以下、H シリーズ）、

結合材に高炉スラグ微粉末 6000 を用いて置換率を 50%

とした配合（以下、SG650シリーズ）、フライアッシュⅡ

種を用いて置換率を15%とした配合（以下、FA215）とし

た。蒸気養生を実施した供試体は、末尾に-Sを付記した。

供試体は材齢 1 日に脱型し 20℃の水中で所定の材齢まで

養生した。次に、製作した3体の供試体を対象として、2.3

節および2.4節に示した方法により、非定常電気泳動試験

（材齢91日）および電気抵抗率試験（材齢1～91日）を

実施した。これらの試験結果では、供試体3体の平均値を

示す。

4．2 実験結果と考察

4.2.1  非定常電気泳動試験

材齢 91 日の塩化物イオン拡散係数Dnssmと電気抵抗率

の関係を図-10に示す。同図には、これらが反比例の関係

にあると仮定して回帰した近似線を示した。図全体を俯瞰

すると、過去のデータ 1)と同様に、塩化物イオン拡散係数

Dnssmと電気抵抗率は反比例の関係にあることが確認され

た。

全国各地の PCaPC 製造工場のコンクリ―トに対しても、

H シリーズと SG650 シリーズは明確に区別されており、

高炉スラグ微粉末を使用することによる塩化物イオン浸

透抵抗性の向上効果を、電気抵抗率試験および非定常電気

泳動試験で評価できている。また、表-3 に示した閾値と

比較すると、材齢91日の試験値であるものの、概ね対応

する結果が得られている。特に、電気抵抗率を指標とした

場合、200Ωmを閾値とすることで、早強単味配合と高炉

スラグ微粉末配合の場合を明確に区別できた。

4.2.2  電気抵抗率試験

各シリーズの電気抵抗率と材齢の関係を図-11 に示す。

いずれのシリーズも材齢経過に伴い電気抵抗率は高くな

るが、同種の結合材を用いた配合であっても製造した工場

表-4 コンクリート配合、養生条件、および圧縮強度 

HPC SG6 FA2 材齢1日 材齢28日
H-S 35.0 40.0 3.0 153 100 － － 蒸気養生 51.6 75.8

SG650-S 33.0 39.0 4.5 145 50 50 － 蒸気養生 48.5 66.4
H-S 35.4 38.8 4.5 157 100 － － 蒸気養生 47.8 82.8

SG650-S 33.4 43.0 4.5 150 50 50 － 蒸気養生 45.0 65.8
H 34.9 41.0 4.5 145 100 － － 気中養生 56.2 65.3

SG650 33.7 43.0 4.5 143 50 50 － 気中養生 49.6 78.3
H-S 36.0 44.5 4.5 150 100 － － 蒸気養生 41.2 66.6

SG650-S 36.0 42.0 4.5 150 50 50 － 蒸気養生 36.1 67.4
H-S 33.5 43.8 4.5 152 100 － － 蒸気養生 48.1 70.3

SG650-S 33.0 43.8 4.5 150 50 50 － 蒸気養生 37.9 73.5
H-S 33.5 43.8 4.5 152 100 － － 蒸気養生 49.1 69.5

SG650-S 32.0 47.5 5.5 160 50 50 － 蒸気養生 42.8 67.6
H-S 36.0 40.9 4.5 148 100 － － 蒸気養生 45.6 58.5

SG650-S 35.8 41.3 4.5 146 50 50 － 蒸気養生 43.3 65.7
H-S 36.0 44.4 4.5 163 100 － － 蒸気養生 42.4 58.7

SG650-S 34.0 38.9 4.5 162 50 50 － 蒸気養生 42.8 70.8
H-S 36.0 42.0 4.5 155 100 － － 蒸気養生 41.6 62.8

SG650-S 33.3 39.5 4.5 150 50 50 － 蒸気養生 48.3 68.9
H-S 37.4 41.0 4.5 157 100 － － 蒸気養生 40.4 58.0

SG650-S 33.0 45.0 4.5 160 50 50 － 蒸気養生 42.6 69.8
H-S 36.0 42.0 4.5 151 100 － － 蒸気養生 40.1 56.5

FA215-S 33.0 41.4 4.5 151 85 － 15 蒸気養生 40.7 55.9
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図-10 塩化物イオン拡散係数Dnssmと電気抵抗率ρtの関係 
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によって電気抵抗率に差があることが分かる。たとえば、

H シリーズおよびSG650 シリーズでは、材齢 7 日以降、

工場(C)の供試体の電気抵抗率は、工場(H)の供試体の2倍

以上であった。

ここで、材齢に伴う電気抵抗率の変化について考察する。

既往研究 1)から、材齢の経過に伴う塩化物イオン拡散係数

Dnssm の変化は、式(3)で表すことができると推定される。 

𝐷௧ ൌ 𝐷 ቀ


௧
ቁ


(3) 

ここに、Dt：任意材齢のDnssm（m2/s）、Dn：基準となる材

齢のDnssm（m2/s）、n：基準となる材齢（day）、t： 任意

材齢（day）、m：材齢経過に伴う塩化物イオン浸透抵抗性

の向上を示すパラメータである。

非定常電気泳動試験と電気抵抗率の関係は、図-10に示

したとおり反比例の関係があるため、式(4)で表すことが

できる。

𝐷௧ ൌ


ఘ
(4) 

ここに、A：試験結果から得られる定数（Ωm3/s）、ρt：任

意材齢の電気抵抗率（Ωm） 

式(4)に式(3)を代入してρt について解き、定数の部分を

新たに置きなおすと、式(5)が得られる。 

𝜌௧ ൌ 𝐵𝑡                (5) 

ここに、B：試験結果から得られる定数で、材齢初期段階

における電気抵抗率を示すパラメータ（Ωm/daym） 

全国各地の PCaPC 製造工場のコンクリ―トのデータ

を最小二乗法により式(5)にフィッティングし、近似曲線

を求めた例を図-12に示す。式(5)を用いることで、良好に

近似できることが確認された。なお、パラメータ B が大

きいほど材齢初期段階の電気抵抗率が大きいこと、パラ

メータm が大きいほど長期的な電気抵抗率の発現が大き

(a) Hシリーズ (b) SG650シリーズ (c) FA215

図-11 電気抵抗率ρtと材齢の関係 

図‐12 式(5)による電気抵抗率ρtの近似曲線の例 図‐13 式(5)のパラメータに基づいた 
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材齢経過に伴う塩化物イオン浸透抵抗性の

向上を示すパラメータ m

Hシリーズ 材齢14日で100Ωmに到達
SG650シリーズ 材齢91日で200Ωmに到達
FA215

材齢14日以内に

100Ωmに到達

着色した領域は，材齢

14日以内に100Ωmに到

達し，かつ，材齢91日

以内に200Ωmに到達

材齢91日以内に

200Ωmに到達

表-5 「塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高い」 

プレキャストコンクリートの条件（案） 

電気抵抗率

目標値（Ωm）

配合 水結合材比33～36%､

早強セメントを高炉ス

ラグ微粉末6000で
50%置換.

養生 前養生時間の確保や

適切な条件での蒸気

養生の実施が前提.

材齢14日以内に100Ωmに到

達すること.

ただし､式(5)のパラメータB，
m が図-13の着色した領域に

示した値であることが前提.

製造条件
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いことを意味する。

式(5)のパラメータに基づいて、電気抵抗率の変化状況

を整理した結果を図-13に示す。図中には、電気抵抗率が

材齢14 日以内に100Ωm に到達し、さらに材齢91 日以

内に200Ωmに到達するための条件を満たす領域も示す。

材齢14日は、工場から出荷する前に電気抵抗率試験を実

施することを想定して設定し、材齢 91 日は、図-10で示

した結果との対応を確認するために設定した。

図-13から、結合材の種類によって電気抵抗率に大きな

差があり、SG650 シリーズの場合は、材齢 14 日以内に

100Ωmかつ材齢91日以内に200Ωmに到達することを

確認できた。なお、SG650シリーズについては、工場(C)、

(D)、(E)、(F)、 (I)では材齢2～10日以内、工場(A)、(B)、

(G)、(H)、(J)では材齢24～70日以内には、電気抵抗率200

Ωm に到達していた。FA215 の場合は、1 件のみのデー

タではあるが、材齢14 日以内に100Ωm かつ材齢91 日

以内に200Ωmには到達できない結果であった。 

以上から、異なる材齢で複数回の電気抵抗率試験を実施

し、パラメータ B と m を求めることで、表-3 に示した

「塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高い」区分であること

を、工場から出荷前に確認することも可能と考えられる。

その条件の案を表-5 に示す。ただし、前養生時間の確保

や通常の条件の範囲で蒸気養生を実施するなど、適切な製

造条件であることが前提である。例えば、前養生の時間を

短縮すると微細ひび割れが発生 5)するなど、品質の低下に

つながるおそれがあるため、留意が必要である。

5．まとめ

令和 2 年度の検討では、混和材を用いたコンクリート

を対象として、塩化物イオン浸透抵抗性を迅速に評価する

指標および製造の初期段階で供用後の塩化物イオン浸透

抵抗性を推定する方法を検討した。以下に得られた知見を

まとめる。

1. 室内で製作した供試体を用いた検討では、高炉スラ

グ微粉末またはフライアッシュを用いた場合、浸せ

き365 日以降に塩化物イオンの浸透が停滞する場合

があることを確認した。また、見掛けの拡散係数Dap

と電気抵抗率の結果から、電気抵抗率と実環境にお

ける塩化物イオンの浸透挙動の関係を整理した。

2. 塩化物イオン拡散係数 Dnssm や電気抵抗率を用いて

閾値を定めることで、塩化物イオンの浸透が停滞す

るような塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高いコン

クリートの分類方法を提案した。

3. 全国各地の PCaPC 工場で製作した供試体を用いた

非定常電気泳動試験および電気抵抗率試験の関係は、

提案した塩化部イオン浸透抵抗性の分類と概ね対応

することを確認した。

4. 塩化物イオン浸透抵抗性を評価する指標として提案

した電気抵抗率を推定する式を用いて、電気抵抗率

の変化の状況を 2 つのパラメータで表して整理し、

工場から部材を出荷する前を想定した若材齢におい

て、塩化物イオン浸透抵抗性が極めて高いことを確

認するための条件の案を示した。

R3年度は、電気抵抗率を指標とした塩化物イオン浸透

抵抗性の評価方法について、繊維補強コンクリート等への

適用性の確認をするなど追加検討を行い、これまでの成果

のとりまとめを行う。

参考文献 
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7.1 最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発・評価

7.1.5   トンネルの合理的な更新技術に関する研究 

担当チーム：道路技術研究グループ（トンネル）／先端材料資源研究センター（iMaRRC） 

研究担当者：日下敦、巽義知、長谷川慶彦／新田弘之、島袋智尋

【要旨】

道路トンネルの更新工事として、断面を拡大する掘削（拡大掘削）や、覆工の切削、再構築が実施されている

が、拡大掘削時の地山や支保構造の力学的な特性や切削時の影響範囲など不明な点が多い。そこで、地山の初期

応力状態をパラメータとして拡大掘削と新設掘削を模擬した室内実験を行い、既設トンネルがある状態でその断

面を拡大掘削すると、周辺地山で圧縮ひずみが解放される割合が新設掘削と比較して小さくなること等を確認し

た。また、覆工の切削、再構築時の検討として、切削後の残存部分や切削範囲外の覆工への影響について数値解

析を行い、切削範囲前後の覆工への影響範囲は概ね5m未満であること等を、限られた条件下であるが確認した。 

キーワード：トンネル、更新、拡大掘削、覆工切削、数値解析

1．はじめに

供用中の道路トンネルでは、不具合の発生等の状況に

応じて更新工事が実施されている。例えば、大型車両の

トンネル壁面への接触や歩行者の危険等が発生する比較

的断面積が小さいトンネルを拡大する掘削(以下、拡大掘

削、図-1）や、ひび割れやうき、漏水等の変状が多数生

じた覆工の切削、再構築等がある。 

1．1 拡大掘削 

拡大掘削は、工事実績が少なく技術的な知見の少ない

現状では、既往の何もない地山に新たにトンネルを掘削

（以降、新設掘削）する場合に用いる基準類を参考に設

計・施工されることが多い。しかし、拡大掘削では、新

設掘削と比べ、力学的には以下のような違いがあると考

えられる。 

・拡大掘削では、既設トンネルの掘削による応力再分配

が発生した後の地山を掘削する。 

・既設トンネルの周囲を切り拡げるため、新設掘削と比

較して掘削断面積が小さく掘削部の形状が異なる。 

・切羽前方に既設トンネルが存在し、地山の変形に対す

る抵抗性が異なる可能性がある。等 

 これらにより、新たに設置する支保構造に生じる変位

や応力が異なる可能性がある。 

既往の数値解析結果によると、拡大掘削では、新設掘

削に比べて新たに設置するトンネルの支保構造に生じる

変位や応力が小さくなる傾向が示唆されている 1)。これ

を実現場で検証するには、拡大掘削と新設掘削を同一の

地山条件で比較する必要があるが、地山は不均質である

ことが多く困難である。そこで、先行研究 2)において、

拡大掘削時の周辺地山の挙動に関する基礎的な検討とし

て、拡大掘削と新設掘削を模擬した室内実験を行い比較

検証した。その結果、拡大掘削時に周辺地山の圧縮ひず

みが解放される割合が新設掘削時と比較して小さくなる

こと等を確認している。しかし、これは1組のケースの

限られた条件での比較結果であった。そこで、載荷条件

を変えた2組のケースでの実験を行い、検討を進めた。 

1．2 覆工の切削、再構築 

 覆工を切削、再構築する更新工事においては、実施に

あたり、切削後の残存部分の安定性に関する検討や、活 

図-1 拡大掘削のイメージ図 
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線施工時の防護工範囲設定等のために切削範囲外の覆工

への影響を検討する必要がある。また、この方法を効率

的に進めるためには、一度の切削延長を延ばすことが考

えられるが、切削延長の違いが切削範囲や周辺の覆工へ

及ぼす影響についても検討する必要がある。そこで、矢

板工法により建設されたトンネルの覆工を切削する場合

において、一度の切削延長が切削後の残存部分や切削範

囲外の覆工に与える影響について、3 次元数値解析によ

り検討した。 

2．拡大掘削室内実験の概要 

本研究では、2 次元載荷装置を用い、貧配合モルタル

で作成した模擬地山を同一の載荷条件下で拡大掘削と新

設掘削をそれぞれ模擬した室内実験を行い、掘削時の周

辺地山の挙動を比較検証した。 

2．1 2次元載荷装置概要、掘削手順 

写真-1、図-1に本研究で用いた2次元載荷装置を示す。 

2 次元載荷装置は、鋼材により縦1210mm、横1210mm、

深さ300mmの大きさの直方体の空間が形成されており、

図-2 に示すような鋼製で剛性の高い蓋を固定すること

で、その空間を密閉することができる。また、図-1の上

方と左方の壁は可動壁とすることができ、それぞれ3個

の油圧ジャッキにより載荷できる。 

蓋の中心部には、模擬地山を掘削するためのφ300mm

の円孔を設けている。円孔は、蓋と同厚φ300mm の鉄板

を付けたφ360 の円蓋をボルト固定することで密閉でき

る構造としている。さらに、円蓋の中央には、拡大掘削

における2段階の掘削を実施するため、φ180mm の円孔

を設け、その円孔は同厚φ180mmの鉄板を付けたφ240mm 

の円蓋をボルト固定することで密閉できる構造としてい

る（写真-2）。 

掘削手順は、図-3 に示すように、拡大掘削はφ180mm

の円孔で掘削した後に、φ300mm の円孔で掘削し、新設

掘削はφ300mm の円孔で一度に掘削した。なお、模擬地

山の掘削は、円孔内をエアピックでほぐしつつ、円孔の

形状に合わせてスコップで削り取る方法とし、掘削面を

可能な限り水平に保ちながら掘り下げた（写真-3）。 

2．2 載荷条件 

表-1に、先行研究2)で実施の1組（Case0-1とCase0-2）

と今回実施の 2 組（Case1-1 と Case1-2、Case2-1 と

Case2-2）のケースの載荷条件を示す。なお、Case0-1、

Case1-1、Case2-1は拡大掘削のケースであり、 Case0-2、

Case1-2、Case2-2は新設掘削のケースである。 

先行研究2)のCase0-1とCase0-2の載荷条件（以降、

載荷条件(A)）は、上方の1方向から、1ジャッキあたり

20kN、合計60kNで載荷し、他の3面は固定としていた。

この載荷条件では、左右の側壁面の反力は約1kNとなり、

つまり、側圧係数が約0の条件となっていた。 

図-1 2次元載荷装置概要図  図-2 2次元載荷装置の蓋 

写真-2 掘削部の円蓋 

図-3  掘削手順 

写真-3 φ300掘削状況 

写真-1 2次元載荷装置 
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今回のCase1-1とCase1-2の載荷条件（以降、載荷条

件(B)）は、上方の1方向から、1ジャッキあたり66.6kN、

合計200kNで載荷し、他の3面は固定とした。この載荷

条件では、上方の載荷重と下方の反力の平均値と左右の

反力の平均値との比がCase1-1は1：0.18、Case1-2は1：

0.22であったため、側圧係数が約0.2の条件となる。 

Case2-1とCase2-2の載荷条件（以降、載荷条件(C)）

は、上方と左方の2方向から、それぞれ1ジャッキあた

り50kN、合計150kNで載荷し、他の2面は固定とした。

この載荷条件では、上下方向と左右方向が同一の荷重で

あるため、側圧係数が約1の条件となる。 

2．3 模擬地山に使用する材料  

模擬地山は、先行研究2)と同様、表-2に示す貧配合モ

ルタルで作成した。同配合は、掘削の作業性を考慮し目

標強度が0.6N/mm2、その発現が打設日から3日程度とな

るよう設定している。各ケースの実験時における強度管

理用円柱供試体の圧縮強度は表-1の通りである。 

2．4 測定項目と測定方法 

測定項目は模擬地山のひずみとし、外径φ20mm、長さ

L=54mm、容量±5000μひずみ、見かけの弾性係数40N/mm2

のひずみ計（KM-50F）により測定した。ひずみ計は図-4

に示すように縦、横、斜め45°の測線上に計9個（E-1

～E-9）配置した。配置は、掘削中心から220mm、320mm、

および上方のみ470mmの位置（φ300の掘削面から70mm、

170mm、320mmの位置）にひずみ計の中心を合わせた。ま

た、設置深さは、中央の深さ150mmの位置とした。 

3. 実験結果

表-3(1)～(3)に各ケースの掘削過程におけるひずみの

測定結果を示す。なお、掘削開始時の測定値は各ケース、

最初の円蓋を開けた時点のものとした。同表（）内には、

掘削開始時の測定値を 100％とした圧縮ひずみの割合を

記している。図-5に圧縮ひずみの割合のグラフを示す。 

本研究では、各掘削、各測点における圧縮ひずみの割

合の減少量を、解放された圧縮ひずみの割合と捉え、拡

大掘削と新規掘削で比較検討した。表-4、図-6に拡大掘

削におけるφ180 とφ300 の各掘削で解放された圧縮ひ

ずみの割合、および拡大掘削と新設掘削における掘削開

始からφ300 掘削完了までの掘削全体を通じて解放され

た圧縮ひずみの割合を示す。  

なお、表-3(1)～(3)、表-4内網掛け部分の測点は、拡

大掘削、または新設掘削のひずみの値が、掘削開始以前

にひずみ計の容量（±5000μ）を超え、ひずみ計が損傷

した可能性があるため、本検討からは除外した。 

3．1 掘削全体を通じて解放された圧縮ひずみの割合

掘削開始からφ300 掘削完了までの掘削全体を通じて

解放された圧縮ひずみの割合について考察する。 

上下測線において、表-4、図-6より、先行研究2)で実

施の載荷条件(A)では、E-1、E-2、E-4、E-5 は、拡大掘

削と新設掘削でそれぞれ、E-1が5％と8％、E-4が80％

と72％、E-5が50％と54％と概ね同程度であった。 E-3

は拡大掘削で44％に対し、新設掘削で77％となり、拡大

掘削の方が明確に小さくなっていた。 

今回実施の載荷条件(B)ではE-3、E-4は、拡大掘削と

新設掘削でそれぞれ、E-3が34％と32％、E-4が51％と

63％と概ね同程度であった。 

また、載荷条件(C)ではE-1、E-2、E-3、E-5は、拡大

掘削と新設掘削でそれぞれ、E-1が6％と-4％、E-2が1％

と-3％、E-3が39％と31％、E-5が13％と12％と概ね同

程度であった。E-4は拡大掘削で36％に対し、新設掘削

で104％となり、拡大掘削の方が明確に小さくなった。 

斜め測線、左右測線においては、明確な傾向が見られ

なかった。載荷条件(A)、載荷条件(B)は実験条件上、左

右が固定されており、初期ひずみが小さくなることが原

因と考えられる。なお、載荷条件(C)は、今回、拡大掘削

表-3より、新設掘削において、中心からの距離が220mm 

の方で計測不能となり、比較検証できなかった。しかし、 

表-1 載荷条件、実験時圧縮強度 

載荷条件
実験日における

地山材料の圧縮強度

Case0-1 (拡大掘削) 0.68 N/mm2

Case0-2 (新設掘削) 0.63 N/mm2

Case1-1 (拡大掘削) 0.63 N/mm2

Case1-2 (新設掘削) 0.61 N/mm2

Case2-1 (拡大掘削) 0.61 N/mm2

Case2-2 (新設掘削) 0.67 N/mm2

ケース名

載荷条件(A)
上方より60kN

載荷条件(B)
上方より200kN

載荷条件(C)
上方と左方より
それぞれ150kN

表-2 貧配合モルタルの配合 

W/C セメント（kg） 水（kg） 砂（kg）

1.407 75.0 105.5 1000.0

図-4 ひずみ計の配置 
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のE-6、E-8は掘削後の圧縮ひずみの割合がそれぞれ57%、

58％であり、同距離のE-3の69％と概ね近く、上下測線

と同様の比較ができる可能性は考えられる。 

以上より、掘削全体を通じて解放された圧縮ひずみの

割合は、先行研究 2)と同様、今回の載荷条件でも、拡大

掘削と新設掘削は概ね同程度であることが確認された。 

3．2 拡大掘削時に解放された圧縮ひずみの割合 

拡大掘削と新設掘削におけるφ300mm の掘削で解放さ

れたひずみの割合について考察する。 

先行研究 2)で実施の載荷条件(A)では、 2 段階の掘削

を行う拡大掘削では、表-4、図-6より、例えばE-4では

φ180mmの掘削で55％の圧縮ひずみが解放され、そこか

らφ300mmの掘削では25％の圧縮ひずみが解放されてい

る。これに対し新設掘削のφ300mm の掘削では一度に

72％の圧縮ひずみが解放されている。掘削全体を通じて

解放された圧縮ひずみの割合は上述の通り、同程度であ

るが、拡大掘削時を想定したφ300mm の掘削のみに着目

すると新設掘削でφ300mm を一度に掘削するよりも解放

された圧縮ひずみの割合は小さいことが言える。 

今回実施の載荷条件(B)では、拡大掘削において、例え

ばE-4ではφ180mmの掘削で18％の圧縮ひずみが解放さ

れ、そこからφ300mmの掘削では33％の圧縮ひずみが解

放されている。これに対し新設掘削のφ300mm の掘削で

は一度に63％の圧縮ひずみが解放されており、載荷条件

(A)の結果と同様と言える。 

載荷条件(C)では、新設掘削で値の大きいE-4を除き、

拡大掘削のφ300mm の掘削と新設掘削のφ300mm の掘削

で解放された圧縮ひずみは概ね同程度であった。φ180mm

の掘削での圧縮ひずみの解放が小さく、明確な差が出な

かったと考えられる。 

以上より、先行研究 2)と同様、今回の実験結果からも

拡大掘削時を想定したφ300mm の掘削で解放される圧縮

ひずみの割合は、新設掘削でφ300mm を一度に掘削する

よりも小さいことが確認された。 

3．3 拡大掘削実験まとめ 

今回の実験では、先行研究 2)と同様、拡大掘削時に解

放される周辺地山の圧縮ひずみの割合は、新設掘削で一

度に掘削するよりも小さいことが確認された。これは素

掘りの条件下での結果ではあるが、支保工に発生する変

位や応力の大きさは基本的に地山のひずみの大きさと比

例する関係にあるため、既往の報告 1)で示唆される拡大

掘削において新たに設置するトンネルの支保構造に生じ

る変位や応力が新設掘削時よりも小さくなる傾向と概ね

一致していると考えられる。 

表-3 ひずみ測定結果 

(1) 載荷条件(A) （上方より60kN）

φ300mm

掘削開始 掘削完了 掘削完了 掘削開始 掘削完了

-198 -194 -188 -180 -165

(100%) (98%) (95%) (100%) (92%)

-114 -97 -73 -106 -63

(100%) (85%) (64%) (100%) (59%)

-118 -84 -66 -117 -27

(100%) (71%) (56%) (100%) (23%)

-84 -38 -17 -109 -30

(100%) (45%) (20%) (100%) (28%)

-88 -71 -44 -82 -38

(100%) (81%) (50%) (100%) (46%)

-2 -18 -22 4 -7

(100%) (900%) (1100%) (100%) (-175%)

-1 -6 -10 3 -12

(100%) (600%) (1000%) (100%) (-400%)

-17 -27 -46 -40 -11

(100%) (159%) (271%) (100%) (28%)

-5 -6 -11 -35 -18

(100%) (120%) (220%) (100%) (51%)

側線 位置

中心
から

の
距離

(mm)

測点

ひずみ（μ）

φ300mm

Case0-1（拡大） Case0-2（新設）

φ180mm

220 E-3

下部

-220 E-4

-320 E-5

左右

近 220 E-6

遠 320 E-7

上下

上部

470 E-1

320 E-2

斜め

近 220 E-8

遠 320 E-9

(2) 載荷条件(B) （上方より200kN） 

φ300mm

掘削開始 掘削完了 掘削完了 掘削開始 掘削完了

-9527 -9566 -9552 -9209 -9147

(100%) (100%) (100%) (100%) (99%)

-6383 -6286 -5964 -10719 -10860

(100%) (98%) (93%) (100%) (101%)

-3781 -3417 -2486 -4278 -2906

(100%) (90%) (66%) (100%) (68%)

-2205 -1798 -1087 -4979 -1862

(100%) (82%) (49%) (100%) (37%)

-4815 -4641 -4279 -5780 -5232

(100%) (96%) (89%) (100%) (91%)

110 -77 232 -902 -35

(100%) (-70%) (211%) (100%) (4%)

279 78 -178 -295 -431

(100%) (28%) (-64%) (100%) (146%)

-1175 -638 145 -1850 -27

(100%) (54%) (-12%) (100%) (1%)

165 202 604 -9135 -9485

(100%) (122%) (366%) (100%) (104%)

側線 位置

中心

から

の

距離

(mm)

測点

上部

下部

上下

470 E-1

320 E-2

220 E-3

-220

φ180mm φ300mm

Case1-1（拡大） Case1-2（新設）

ひずみ（μ）

近

遠

左右

220

320

320 E-9

E-8

E-4

E-5

E-6

E-7

-320

近

斜め

遠

220

(3) 載荷条件(C) （上方、左方より各150kN） 

φ300mm

掘削開始 掘削完了 掘削完了 掘削開始 掘削完了

-1918 -1898 -1797 -1529 -1592

(100%) (99%) (94%) (100%) (104%)

-2895 -2955 -2861 -733 -753

(100%) (102%) (99%) (100%) (103%)

-2750 -2598 -1686 -847 -586

(100%) (94%) (61%) (100%) (69%)

-2624 -2364 -1681 -347 13

(100%) (90%) (64%) (100%) (-4%)

-1037 -996 -898 -420 -368

(100%) (96%) (87%) (100%) (88%)

-8659 -8466 -5574 -953 -539

(100%) (98%) (64%) (100%) (57%)

-6070 -5939 -5364 -1506 -1380

(100%) (98%) (88%) (100%) (92%)

-6652 -6507 -2351 -776 -453

(100%) (98%) (35%) (100%) (58%)

-5133 -5078 -4822 -867 -755

(100%) (99%) (94%) (100%) (87%)

Case2-1（拡大） Case2-2（新設）
側線 位置

中心

から

の

距離

(mm)

測点

ひずみ（μ）

φ180mm φ300mm

上下

上部

470 E-1

320 E-2

220 E-3

下部

-220

E-7

斜め

近 220 E-8

遠 320 E-9

E-4

-320 E-5

左右

近 220 E-6

遠 320
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図-5 圧縮ひずみの割合 

表-4 解放された圧縮ひずみの割合

新設掘削
Case0-2

新設掘削
Case1-2

新設掘削
Case2-2

φ180 φ300 掘削全体
φ300

(掘削全体)
φ180 φ300 掘削全体

φ300
(掘削全体)

φ180 φ300 掘削全体
φ300

(掘削全体)

470 E-1 2% 3% 5% 8% - - - - 1% 5% 6% -4%
320 E-2 15% 21% 36% 41% - - - - -2% 3% 1% -3%
220 E-3 29% 15% 44% 77% 10% 24% 34% 32% 6% 33% 39% 31%
-220 E-4 55% 25% 80% 72% 18% 33% 51% 63% 10% 26% 36% 104%
-320 E-5 19% 31% 50% 54% - - - - 4% 9% 13% 12%

近 220 E-6 -800% -200% -1000% 275% 170% -281% -111% 96% - - - -
遠 320 E-7 -500% -400% -900% 500% 72% 92% 164% -46% - - - -
近 220 E-8 -59% -112% -171% 73% 46% 66% 112% 99% - - - -
遠 320 E-9 -20% -100% -120% 49% - - - - - - - -

斜め

下部

左右

載荷条件(A)

拡大掘削
Case1-1

拡大掘削
Case2-1

拡大掘削
Case0-1

上下
上部

載荷条件(C)

側線 位置

中心
から

の
距離

(mm)

測点

載荷条件(B)

 

(1) 載荷条件(A) (2) 載荷条件(B) (3) 載荷条件(C) 

図-6 解放された圧縮ひずみの割合（E-1～E-5） 
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4．覆工の切削、再構築の数値解析概要 

4．1 解析モデル 

 本解析では、矢板工法にて建設された内空半径 5.0m

の2車線トンネルにおける既設覆工の切削について3次

元有限差分法にて解析した。図-7に解析モデル全体図お

よびトンネルの横断面図を示す。モデルは左右対称を想

定して半断面モデルとした。構成要素は、矢板工法にて

建設されていることを想定して、鋼アーチ支保工はモデ

ル化せず、厚さ60cmの覆工コンクリートをソリッド要素

でモデル化し、地山荷重を支持するものとした。覆工の

メッシュサイズは、周方向に50cm程度、厚さ方向に10cm、

縦断方向に50cmとした。覆工は、初期応力として地山か

らの荷重を負担していると仮定し、全延長の掘削と同時

に全延長の覆工を設置することとした。地山はソリッド

要素でモデル化し、解析領域はトンネル掘削径Dに対し

て上下左右に5Dを確保し、延長は100mとした。境界条

件は、上面を自由面、左右をローラー境界、底面を固定

境界とした。また、側圧係数は1.0とした。 

4．2 解析条件および解析ステップ 

 地山等級 DⅠを想定した弾性解析を実施した。解析条

件を表-5に示す。覆工の切削延長は、表-6に示すとおり

5m、10m、30m、50m の 4 ケースとし、切削位置はモデル

中央部とした（図-8 参照）。切削厚さは、全ケースにお

いて覆工表面から30cmとし、覆工切削にあたっては、切

削対象とする覆工を一括で削除した。 

5．解析結果 

5．1 切削範囲中央部での影響 

図-9に各ケースの切削範囲中央部（モデルの50m地点）

における覆工の表面、内部、地山側の周方向応力分布を

示す。横軸は、天端部を 90°とした角度で表しており、

SL部が0°となる。初期応力の分布を見ると、覆工は全

圧縮状態であり、表面における脚部の応力が最も大きな

値を示す。一方、肩部から天端部（30°～90°）にかけ

ては、各部位でほぼ一定の値を示している。図-10 に切

削延長別における切削後の残存部分の覆工応力と初期応

力の比較を示す。図中の（a）は覆工内部における切削延

長別の応力分布、（b）は地山側における切削延長別の応

力分布を示す。覆工内部においては、脚部の応力が大き

く増加する。一方、肩部から天端にかけては、概ね一定

の割合で応力が増加していることがわかる。（b）に示す

地山側における応力分布においても同様の傾向が確認で

き、脚部における応力の変化は比較的大きいが、その他

の部位に関しては概ね一定の割合で応力が増加している。

（a）に示す覆工内部は、切削を行った場合に残存する部

分であり、切削後に応力の最大値を示す位置となる。そ

のため、これ以降は（a）覆工内部に着目した結果を示す。 

図-11 に天端、脚部における切削前後の覆工内部の周

方向応力の値を示す。天端部では初期応力が10.56N/mm2

に対し、ケース1で16.73N/mm2、ケース4で19.38N/mm2、

脚部では、初期応力が 6.23N/mm2 に対し、ケース 1 で

13.91N/mm2、ケース4で15.56N/mm2となる。天端、脚部

ともに切削延長が短いほど初期応力に対する応力増加は

小さくなる。また、切削延長が長くなると、切削延長の

違いによる増加応力の差は小さくなる傾向にある。 

5．2 トンネル縦断方向への影響 

 覆工切削延長の違いによるトンネル縦断方向への影響

を確認するため、図-12 に天端、脚部における周方向応

力の縦断方向分布を示す。横軸は切削範囲端部を0とし 

表-5 解析条件 

要素
タイプ

モデル
タイプ

単位体積
重量

(kN/m2)

変形係数
(MPa)

ポアソン
比

仕様等

地山 ソリッド 弾性 22 500 0.35

覆工 ソリッド 弾性 23 22,000 0.20 t=60cm

表-6 解析ケース

ケース 既設覆工厚（cm） 切削厚(cm) 覆工切削延長 L (m)

ケース1 5

ケース2 10

ケース3 30

ケース4 50

60 30

図-8 切削位置（縦断図）

(a)モデル全体図 (b)横断面図 

図-7解析モデル 
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た縦断方向の距離を表している。天端部における縦断方

向の影響として、切削範囲端部付近で応力の増加が見ら

れるが、切削範囲外への影響範囲は5m未満となっている。

また、切削範囲内においても応力の増加は切削範囲端部

から5m程度で概ね収束している。いずれにおいても切削

延長の違いによる影響範囲への大きな差は見られず、全

ケースで同等の結果となっている。脚部においても切削

延長の違いによる影響範囲の差は確認できず、切削範囲

端部からの影響範囲は天端部よりも小さい結果となった。 

5．3 覆工の切削、再構築の数値解析まとめ

本研究における解析条件下では、切削後の残存部分の

応力は、いずれのケースにおいても初期応力に比べて増

加し、切削延長が短いほどその割合は小さい。また、切

削範囲前後の覆工への影響範囲は概ね5m未満であり、切

削延長の違いによる影響は見られなかった。 

6．まとめ 

以上より、拡大掘削と新設掘削を模擬した室内実験か

らは、トンネル掘削による地山変形が弾性範囲内に収ま

ると想定される載荷条件、およびトンネル掘削により地

山の塑性変形が生じると想定される載荷条件のいずれに

おいても、周辺地山において圧縮ひずみが解放される割

合が新設掘削時と比較して小さくなること等を確認した。

円形の素掘り条件下での結果ではあるが、既往の数値解

析結果 1)で示唆される拡大掘削において新たに設置する

トンネルの支保構造に生じる変位や応力が新設掘削より

も小さくなる傾向と、今回の実験結果についても概ね一

致していると考えられる。今後は数値解析において、実

験結果の詳細な分析を実施するとともに、実構造物ス

ケールの検討を進めていきたい。 

また、覆工の切削、再構築をする場合の検討として、

切削後の残存部分や、切削範囲外の覆工への影響につい

て数値解析を行い、前述の条件においては、切削範囲前

後の覆工への影響範囲は概ね 5m 未満であること等を確

認した。これらは限られた条件下での一例であるが、切

削時の覆工の応力変化を基にした場合の防護工範囲設定

に資する基礎的な情報が得られたと考える。なお、切削

範囲前後の覆工への影響としては、振動の影響3）等も考

えられ、今後は、それらの影響も含めて総合的に影響範

囲の検討を進めていきたい。 
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7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

7.1  最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発・評価 

7.1.6  土工構造物の信頼性向上に向けた設計法・施工管理手法の研究（補強土壁） 

担当チーム：地質・地盤研究グループ（施工技術チーム） 

研究担当者：宮武裕昭、澤松俊寿、小出央人、青木信哉

【要旨】

本研究では、補強土壁の新たな変状形態である重力式基礎からのすべり落ちの対策として、重力式基礎の肩と

壁面材の間の余裕幅を確保する手法に着目し、その必要な値を検討した。具体的には、複数の壁高、入力地震動

等の条件に対して、ニューマーク法による残留変形解析を系統的に実施した。また、1995 年兵庫県南部地震及び

2016 年熊本地震で強い地震動の作用を受けた重力式基礎上の補強土壁の被災事例に対し、観測された残留水平変

位と計算で得た残留水平変位からモデル化による誤差の程度を検討した。その結果、残留水平変位のバイアス（被

災事例における実測値 / 残留変形解析における計算値）を考慮し、すべり落ち対策として重力式基礎の肩と壁面

材の間に必要となる余裕幅の１つの目安として 0.5 m を提案した。 

キーワード：ニューマーク法，水平滑動変位，設計，変状事例

1．はじめに

補強土壁は柔な構造的特性を有しており、例えば多少

の基礎地盤の沈下に対しては、これに追従できるが、性

能を十分に発揮するためには、支持層とみなせる硬固な

地盤に支持させることが前提となる。補強土壁の壁面材

の基礎 1)としては、支持層が比較的浅い位置にある場合

には図-1 (a)の布基礎が多く用いられる。山岳部で特に深

いV字谷等の場合には、平坦な基礎地盤面を確保し、壁

面材等からの荷重を崩積土等の軟弱な土層を避けて岩盤

等の支持層に伝達するために、図-1 (b)の重力式基礎が用

いられる場合がある。重力式基礎を用いた場合には、重

力式擁壁と補強土壁からなる混合擁壁となり、地震時に

おいては個々の擁壁としての挙動とは異なると考えられ

る。過年度の研究において、補強土壁の変状形態を体系

的に整理した結果、2016年熊本地震では、重力式基礎上

の補強土壁が強い地震動によって滑動し、すべり落ちた

可能性のある事例が認められた（図-2）2)。重力式基礎か

ら補強土壁がすべり落ちた場合、特に重力式基礎が用い

られやすい山岳地等においては代替路がない場合が多く

あるため、道路機能に重大な影響を与えることからも、

何らかの対策を講じる必要があると考えられる。令和２

年度は、重力式基礎からの補強土壁のすべり落ちに着目

し、すべり落ち対策手法について検討した。 

2．すべり落ちが疑われる事例

補強土壁の新たな変状形態であると考えられる重力式

基礎からのすべり落ちは 2016 年熊本地震において確認

された事例である。ここでは、その変状事例について説

明する。2016年熊本地震では、熊本件益城町を震源にマ

グニチュード7.3の地震が発生し、最大震度は震度7、最

大加速度は熊本県大津町の強震観測所にて 1791 gal（三

成分合以上の地域に被害が集中し、93か所の国道及び県

重力式擁壁

壁面材
補強材

原地盤面

砕石

壁面材
補強材

原地盤面 砕石

布状基礎

基礎地盤面

余裕幅

(a) 布基礎 (b) 重力式基礎

図-1 補強土壁の壁面材の基礎の例 

図-2 熊本地震における補強土壁の被災状況 
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道で通行止めとなった 3)。図-2 には、震度 5 以上が確認

された地域において調査した871件の補強土壁の被災状

況を示している。871 件の調査結果より、道路土工構造

物技術基準 4)の要求性能に関する考え方に照らして被災

レベルを分類した。871件の内857件 (98.4%)は被害無し

又は壁面材の角欠け、クラック等の軽微なものであり、

補強土壁の高い耐震性が示された。一方、被害が特に大

きかった3件 (0.3%)の内、斜面全体が崩壊した補強土壁

を除く1件が図-3 (a)の補強土壁であり、過年度にこの補

強土壁について現地調査、土質試験、補強材引抜き試験

及び数値解析結果に基づき、変状要因を分析した 2)。当

該補強土壁は重力式基礎上に構築されており、重力式基

礎上の補強土壁には根入れはされていない。当該補強土

壁残存部における壁面変位の計測により、重力式基礎肩

部から壁面材の間の余裕幅（以下「余裕幅」という。）が

崩壊部に近づくにつれ小さくなることが確認されている

（図-3 (a)）。重力式基礎自体には問題となるような変位

及び損傷は生じていなかったことからも、図-3 (b)のよう

に地震動により重力式基礎上で補強土壁が滑動し、重力

式基礎から補強土壁がすべり落ちた可能性がある。補強

土壁は設計上、滑動に対しては力のつり合いに基づいて、

その安定が確保されていることを照査しているものの、

補強土壁がすべり落ちた場合、補強土壁の補強メカニズ

ムが失われ、崩壊に直結する可能性が高い。なお、当該

補強土壁から 2.4 km 離れた場所に位置する強振観測所

では、壁面法線方向で最大1253 galの加速度が記録され

ており、背後の地山には断層が確認されていた 5)ことか

らも、非常に強い地震動が作用していたと推定される。

また、当該補強土壁は当時の補強土壁工法のマニュアル

に基づき設計されているが、現在では耐震設計の方法が

異なっている。 

3．重力式基礎等からの補強土壁のすべり落ち対策

本研究では、重力式基礎からの補強土壁のすべり落ち

対策として重力式基礎の肩と壁面材の間の余裕幅を確保

する手法に着目し、必要な余裕幅の大きさを設定するた

めに、複数の壁高と入力地震動の条件に対して、ニュー

マーク法による残留変形解析を系統的に実施した。また、

2016 年熊本地震及び 1995 年兵庫県南部地震において強

い地震動の作用を受けた重力式基礎上における補強土壁

の被災事例に対し、観測された残留水平変位と計算で得

た残留水平変位からモデル化による誤差（以下「モデル

化誤差」という。）を算出した。これらの結果を考慮して、

すべり落ち対策として重力式基礎の肩と壁面材の間に必

図-3 壁面材の基礎の形式と構造の例 

(a)重力式基礎上で滑動した事例 (b)滑動の状態の模式図 

壁面材

重力式基礎

補強材 滑動

壁面材

崩壊部

重力式基礎

重力式基礎に異常は確認されなかった

余裕幅
すべり落ち

①余裕幅の確保 ②突起の付与

メリット

・構造が単純かつ、基礎形

状が従来と大きく変わ

らない。 

・施工性に長けている。 

・抵抗機構が明確である。 

デメリット

・余裕幅の大きさによって

は、重力式基礎の基礎及

び掘削量が大きくなる。 

・突起と重力式基礎が一体と

なるように施工する必要 

・突起が抵抗した場合の他の

部材への影響が不明瞭 

課題
・必要な余裕幅の設定 ・突起への作用の設定 

・他部材への影響の回避 

概要図

十分な
余裕幅

突起の
付与

表-1 すべり落ち対策の例 
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要となる余裕幅を設定した。 

3．1 すべり落ち対策手法の検討

図-3に示した事例の補強土壁の挙動を踏まえて、補強

土壁が滑動し、重力式基礎からすべり落ちるモードに着

目し、その対策手法について検討した。ここで、対策す

ることにより極力、従来の重力式基礎と形状及び寸法が

変わらないような手法としては、大きく分けて２つが考

えられる（表-1）。１つ目は補強土壁が滑動してもすべり

落ちないように、重力式基礎の肩と壁面材の間の余裕幅

を大きくとるものである。構造が単純かつ従来と基礎形

状が大きく変わらず、また施工性に長けている。ただし、

必要な余裕幅の大きさによっては重力式基礎の規模及び

掘削量が従来よりも大きくなる。さらに設計において、

必要となる余裕幅を適切に設定することが求められる。

２つ目は、補強土壁の滑動に対する抵抗力を付与するた

めに、重力式基礎の天端に突起を設けるものである。抵

抗機構が比較的明確な反面、重力式基礎本体と突起が一

体となるように施工する必要があること、突起が補強土

壁の滑動に抵抗した場合に、壁面材等の他の部材に損傷

を誘発するおそれがあるが、その影響が不明瞭なこと等

が問題点として考えられる。 

ここで、道路擁壁の根入れの役割に基づいて、すべり

落ち対策を検討する。布基礎の場合には、通常、補強土

壁の壁面材は根入れされるが、重力式基礎及び置換えコ

ンクリートの場合には補強土壁の壁面材は根入れされな

いこととなる。道路土工－擁壁工指針 1)では、直接基礎

の擁壁の根入れ深さについては、「将来予想される地盤の

洗掘や掘削の影響を考慮し、適切な根入れ深さを確保す

る。」こととされている。すなわち、擁壁の支持層が長期

にわたり安定して存在し、必要な強度及び剛性を発揮す

るために、直接基礎の擁壁の根入れ深さに相当する地盤

には、支持層を保護できるように長期にわたり安定して

存在することが要求されていると解することができる。

このことに照らせば、重力式基礎等の場合には、重力式

基礎等が長期にわたり、あり続ければよく、重力式基礎

等の天端において補強土壁の滑動に対して水平抵抗力を

付与しなくてもよいと考えることができる。 

したがって、ここでは重力式基礎の肩と壁面材の間の

余裕幅を大きくとる手法に着目した。 

3．2 水平滑動変位と余裕幅に関する数値解析

重力式基礎の肩と壁面材の間の余裕幅を大きくとる手

法において、どの程度の大きさの余裕幅が必要となるか

を把握するために、盛土高さ及び嵩上げ盛土高比の条件

を段階的に変更した系統的な補強土壁の試設計断面に対

して、地震時に補強土壁の滑動によって生じる水平方向

の変位（以下「水平滑動変位」という。）を算出した。さ

らに、重力式基礎が用いられていた補強土壁で強い地震

動を受けたものの中から、定量的な変位の調査結果が入

手できた事例についても解析し、解析結果と変状事例を

比較することで、解析結果の妥当性を評価するとともに、

必要な余裕幅を設定した。なお、参考までに、補強土壁

の滑動時に作用する水平力を算出し、必要となる突起の

抵抗力についても算出した。 

3.2.1  解析方法

本解析では、道路における補強土壁の設計 1)に準拠し、

円弧すべりを仮定したニューマーク法による残留変形解

析を行った。すべり円弧に対して、すべり土塊の運動方

程式を時間領域で数値積分することで、すべり円弧上を

すべる土塊の残留回転角を算出した。ここですべり土塊

の運動方程式は次式で与えられる。 

0 RTRCRkhRWDkhDW MMMMMMJ  (1) 

JMMkk RKDKyh ))(( 
(2)

ここに、θは回転角、Jは慣性モーメント、khは水平震

度、kyは降伏震度、MDWは自重による滑動モーメント、

MRWは自重による抵抗モーメント、MRCは粘着力による

抵抗モーメント、MRT は補強材による抵抗モーメント、

MDKは地震慣性力の基準滑動モーメント、MRKは地震抵

抗力の基準抵抗モーメント、MDkhは地震慣性力による滑

動モーメント（=kh･MDk）、MRkhは地震慣性力による抵抗

モーメント（＝－kh･MRk）である。 

ここで、降伏震度 kyは，安全率Fs = 1.0となるときの

水平震度 khであり、次式により与えられる。 

RKDK

DWRTRCRW
y MM

MMMM
k





(3)

数値積分は、ピーク強度又は残留強度において安全率

盛土高さ H 5, 10, 15, 20 m 

嵩上げ盛土高比 n 0.5, 0.75, 1.0 

設計水平震度kh 0.15 

盛土材 

単位体積重量 = 19 kN/m3 

粘着力c = 10 kN/m2 

せん断抵抗角  = 30° 

入力地震動 

レベル２地震動 タイプ１（9波） 

レベル２地震動 タイプ２（9波） 

2016年熊本地震 長陽庁舎（1波） （計19波） 

表-2 解析条件 
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が1となる水平震度が発生した時点から回転速度がゼロ

になるまでを積分範囲として行った。残留回転角にすべ

り円弧の半径Rを乗じたものを残留変位量とし、補強土

壁のつま先の残留変位量の水平成分を幾何学的に計算し

た。 

円弧すべりの計算には、道路土工―盛土工指針 6)に基

づき、修正フェレニウス法を用いた。なお、重力式基礎

は岩盤等の堅固な地盤に支持させることを前提とし、こ

こでは重力式基礎上における補強土壁の滑動モードのみ

を対象として、重力式基礎自体の移動、傾倒、重力式基

礎より下方を通るすべりは考慮していない。 

3.2.2  解析条件

表-2は解析条件の一覧である。解析に用いた補強土壁

の横断面は、図-4に示すように、盛土高H = 壁高h1 + 嵩

上げ盛土高h2と定義し、盛土高H及び壁高比n ( = h1 / H)

が異なる12断面とした。各断面の設計計算では安全側の

結果を得るために、地震動の作用に対する照査をレベル

１地震動に対して実施し、かつ一般的に重力式基礎が適

用される下限の地盤条件としてその地盤種別にⅡ種地盤

を想定し、設計水平震度を kh = 0.15とした。 

盛土材は、道路の補強土壁に一般に用いられる砂質土

を想定し、その強度定数は、締固め度Dc = 95%で締固め

た砂質土の力学試験結果を参考に、工学的判断を加え安

全側に評価した値として設定した（図-5）。 

入力加速度には、道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編
8)のレベル2地震動（タイプⅠ及びタイプⅡ、計18波）

及び 2016 年熊本地震の入力加速度 2)を加えた計 19 波を

用いた。したがって、断面と入力地震動の異なる228ケー

ス（12断面×19波）について計算した。 

3.2.3  解析結果

図-6は、計算結果の一例として、盛土高H = 15 (m)、

壁高比n = 0.50の試設計断面に対して、熊本地震で観測

された地震動を入力加速度として与えた時のニューマー

ク法による水平滑動変位の時刻歴を示したものである。

青線が入力地震動の加速度、橙線が降伏震度、赤線が水

平滑動変位を示し、水平滑動変位は、円弧すべりの回転

変位を補強土壁つま先での水平方向の変位に換算し、算

出している。この条件では、17~25 secに水平滑動変位が

増加し、最終的に0.35 m程度変位していることが分かる。 

図-7 は補強土壁の断面形状に応じた降伏震度と

ニューマーク法によって算出した水平力不足分の最大値

及び水平滑動変位の関係である。図-7上段には降伏震度

を、図-7中段及び下段にはそれぞれ、ニューマーク法か

ら求めたすべり土塊下端に作用する水平力不足分の最大

値 FH と水平滑動変位H のボックスプロットを示してい

る。ボックスプロットのボックス上下の端部はそれぞれ

75%点及び25%点を、ボックス内の実線は50%点を示し

ている。盛土高 H が大きい程又は壁高比 n が小さい程、

つまり嵩上げ盛土を有し規模が大きい断面形状である程、

降伏震度 kyは小さくなった。また、すべり土塊下端に作

図-6 ニューマーク法による水平滑動変位算出結果 
（盛土高：15 m、入力地震動：熊本地震 地震波） 
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図-7 設計断面形状に応じた降伏震度とすべり土塊下端に作用する水平力及び水平滑動変位の関係 

図-8 降伏震度と水平滑動変位の関係 
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用する水平力の最大値及び水平滑動変位は、降伏震度 ky

が小さくなるほど大きくなる傾向が得られた。水平力の

不足分の最大値FHに関しては、最低でも3000 kNもの大

きな荷重が作用することから、重力式基礎天端に突起等

の滑動抵抗力を付与する対策（表-1）は、現実的ではな

いことが分かる。 

図-8 には降伏震度 kyと水平滑動変位Hの関係を示す。

ニューマーク法で計算した水平滑動変位H（以後、特段

の断りなく計算値という場合にはこれを意味する。）は凡

例のとおり、壁高比毎にシンボルを、地震動毎に色をそ

れぞれ変えて示している。また、計算値が存する範囲を

グレーのハッチングで示したが、これは kh = 0.15（レベ

ル１地震動）で設計した場合に、この解析で設定したレ

ベル２地震動に対して計算上とりうる降伏震度kyと水平

滑動変位Hの範囲を表している。また、ベンチマークと

して、重力式基礎が用いられていた補強土壁で強い地震

動を受けたものの中から、定量的な変位の調査結果が入

手できた 2016 年熊本地震 2)及び 1995 年兵庫県南部地震
9) の事例について、3 か所で実測された残留水平滑動変

位も合わせてプロットした。矢印でつながれた四角のプ

ロットは、これらの事例の計算値と実測値の比較を示し

ている。2016年熊本地震では、佐藤ら 2)が解析した残存

部2か所及び崩壊部における計算値（図-8の熊本(cal 1)、

熊本(cal 2)及び熊本(cal 3)）と実測値（図-8の熊本(obs 1)、

熊本(obs 2)）を比較した。崩壊部では、補強土壁の崩壊

により水平滑動変位の実測値を得ることができないため、

計算値のみ（図-8 の熊本(cal 3)）をプロットしている。

1995年兵庫県南部地震では、強い地震動は受けたものの

補強土壁の滑動は確認されなかった（水平滑動変位の実

測値は0）箇所の計算値（図-8の兵庫(cal 1)及び兵庫(cal 

2)）と実測値（図-8 の兵庫(obs 1)）を比較した。なお、

当該補強土壁における盛土材の土質試験結果が収集でき

ず、盛土材の強度定数が不明であったため、ここでは便

宜的に土の単位体積重量及び粘着力をそれぞれ、= 19.0 

(g/cm3)、c = 10 (kN/m2)と仮定し、土のせん断抵抗角は2

種類（ = 30, 35 (°)）で、計算値を算出している。試設

計断面における計算値のプロットでは、降伏震度は最小

でも ky = 0.18となった。また、計算値及び計算値のばら

つきは降伏震度 ky = 0.30以下で増加する傾向がみられた。

さらに、降伏震度 ky = 0.30以下のプロット群に着目する

と、水平滑動変位Hが大きい図-8の赤の破線で囲まれた

プロット群はいずれも盛土高H = 15, 20 (m)の条件が集中

しており、中でも壁高比n = 0.50の条件は水平滑動変位

が最も大きくなっている。一方、被災事例における計算

値と実測値のプロットに着目すると、すべてにおいて実

測値が計算値を大幅に下回っており、概ね実測値は計算

値の半分程度以下となっている。また、実測値は試設計

断面における計算値の95%非超過範囲の下限値を下回っ

ていることからも、ニューマーク法における計算値は過

度に安全側に評価する傾向があり、実測値及び計算値の

図-9 バイアスで補正した水平滑動変位 （バイアス0.32で補正した場合） 
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バイアス（実測値 / 計算値）は非常に大きいことが判断

できる。このバイアスはニューマーク法におけるモデル

化誤差に起因していると考えられる。ニューマーク法で

は、盛土材の強度定数の感度が高く、これがバイアスが

大きくなった原因であると予想される。 

図-9には、降伏震度 kyとバイアスで補正した試設計断

面における計算値をプロットしている。ここでは、バイ

アスは熊本地震における被災事例の計算値と実測値の比

（バイアスは0.32）、計算値の補正値は、元の計算値にバ

イアス0.32を乗じた値と定義し、このバイアスを考慮す

れば、水平滑動変位の分布は、元の計算値（灰色）から

補正値（カラー）となる。すなわち、設計水平震度 kh = 0.15

で設計していれば、水平滑動変位は全てのケースで0.5 m

以下となる。 

したがって、重力式基礎等を適用する際に、補強土壁

が滑動してもすべり落ちないように重力式基礎の肩と壁

面材の間の余裕幅を大きくとる対策を講じる場合の必要

な余裕幅の値は、少なくとも次の①から③のすべてを満

足する場合には、0.5 m が１つの目安となると考えられ

る。 

① 補強土壁に先行して重力式基礎が不安定化すること

がないよう、重力式基礎を岩盤等の硬固な地盤に確実

に支持させる。 

② 補強土壁の盛土材には砂質土相当以上の材料を使用

し、これを入念に締め固める。 

③ 道路土工－擁壁工指針に従って、補強土壁の内的安定

及び外的安定について地震時の照査を満足する。 

4．まとめ

本研究では、重力式基礎上における補強土壁の地震動

の作用に対するすべり落ち対策手法として、重力式基礎

の肩と壁面材の間に十分な余裕幅を確保する手法に着目

し、盛土高さ等の条件を段階的に変更した系統的な試設

計断面及び被災事例に対して円弧すべりを仮定した

ニューマーク法による補強土壁の水平滑動変位を算出し、

必要となる余裕幅を検討した。本検討の範囲で得られた

知見を以下に示す。 

・ ニューマーク法から求めたすべり土塊下端に作用す

る水平力不足分の最大値FHは、3000 kN を上回る荷

重が作用する解析結果を得たことから、重力式基礎天

端に突起等の滑動抵抗力を付与する対策は、現実的で

はない可能性があることが示された。 

・ 盛土高 H が大きい程又は壁高比 n が小さい程、降伏

震度 kyは小さくなり、水平滑動変位H及びその地震

動特性によるばらつきは大きくなった。また、その傾

向は降伏震度 ky = 0.30以下で顕著になった。 

・ 2016年熊本地震及び1995年兵庫県南部地震で被災し

た重力式基礎上の補強土壁を取り上げ、計算値と実測

値を比較した結果、いずれの実測値も計算値を大幅に

下回る結果が得られ、計算値は過度に安全側に評価す

る結果が得られた。 

・ 熊本地震の被災事例を参考に、バイアスを 0.32 とす

ると、全てのケースにおいて水平滑動変位は0.5 m以

下となることから、本解析の前提条件を満足すれば、

すべり落ち対策として重力式基礎の肩と壁面材の間

に必要となる余裕幅は、0.5 mが目安となると考えら

れる。ただし、その場合には、少なくとも次の①～③

が前提となる 

① 補強土壁に先行して重力式基礎が不安定化するこ

とがないよう、重力式基礎を岩盤等の硬固な地盤

に確実に支持させる。 

② 補強土壁の盛土材には砂質土相当以上の材料を使

用し、これを入念に締め固める。 

③ 道路土工－擁壁工指針に従って、補強土壁の内的

安定及び外的安定について地震時の照査を満足す

る。 

令和３年度は、同様の変状が認められた事例の収集を

試み、これが認められれば本手法の適用性を検証し、手

法の信頼性を高める予定である。 
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7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

7.1  最重要路線等において高耐久性等を発揮する構造物の設計、構造・材料等を開発・評価

7.1.7  土工構造物の信頼性向上に向けた設計法・施工管理手法の研究（カルバート） 

担当チーム：地質・地盤研究グループ（土質・振動チーム）

研究担当者：佐々木 哲也、東 拓生、谷本 俊輔、稲垣 由紀子

【要旨】

高耐久性等を発揮するカルバートの設計法の検討に向け、カルバートの変状の把握とその要因の分析、フォル

トツリーの作成と見直しを継続してきた。変状が確認された部材・部位は多岐にわたり、材料的要因（コンクリー

トの特性や継手部材の劣化等）が考えられる変状、構造的要因（カルバートへの外力の作用）が考えられる変状

ともに見られた。構造的要因のうち偏土圧の影響については、変状事例を参考に各部材の応力度照査を試行した

結果、側壁で鉄筋やコンクリートの許容応力度に対して比較的余裕があることと、水平方向の顕著なひびわれが

見られないことは概ね整合した。左右の水平土圧の差によっては頂版の最大応力やその発生位置が若干変わるこ

とを確認した。また、継手の開きが見られたカルバートを例に、現地での追加の地質調査と縦断方向の試算を行っ

た結果、カルバートが前後区間の拡幅盛土の沈下に引き込まれる挙動をしたことが考えられ、これを考慮した計

算手法の必要性が確認された。

キーワード：カルバート、偏土圧、応力度照査、盛土の沈下、継手の開き

1．はじめに

高耐久性等を発揮するカルバートの設計法を検討する

に当たり、カルバートで生じている変状を把握し、その要

因について分析したうえで、現状の課題への対応に反映す

る必要がある。 
平成 28 年度より、カルバートの変状事例を収集・整理

し、「樋門・樋管のコンクリート部材における点検結果評

価のポイント（案）」1)を参考に、変状パターンとその要因

の関係を継続的に分析している。また、平成 29 年度にカ

ルバートの変状の傾向を把握し、カルバートの各種変状形

態と要因、素因の関係をフォルトツリーにまとめたが、こ

れについても追加事例や現地調査の状況も踏まえ、妥当性

の確認を継続している。平成 30 年度は、構造的要因のう

ち、偏土圧の作用による影響について、偏土圧を作用させ

た場合の曲げモーメント分布を試算し、頂版の片側へのひ

びわれの集中との関係を確認した。 
 令和元年度からは、事例を参考に偏土圧等を作用させた

場合のカルバートの各部材の応力度を試算し、活荷重およ

び偏土圧の影響による各部材への影響について確認して

いる。 
令和 2 年度は、「シェッド，大型カルバート等定期点検

要領」2)、3)に基づく定期点検の2 巡目の1 年目の点検結果

と同一のカルバートの1巡目の点検結果の比較を行い、変

状の進展状況について確認している。また、事例を参考に、

継手の開きについて、弾性床上の梁としての試算を行って

再現を試みるとともに、計算方法の課題を整理した。 

2．カルバートの変状に関する事例整理 
カルバートの変状事例について、カルバート毎に以下の

項目について確認、整理した。各項目の確認は、資料から

の読み取りまたは類推を基本とした。微地形区分は、防災

科学技術研究所の J-SHIS4)（地震ハザードステーション）

マップ上で確認した。斜角や土かぶりが不明な一部の事例

では、Google Earth上での判別も用いた。 
1) 構造物名 
2) 施設種別 
3) 所在地の緯度・経度 
4) 微地形区分 
5) 構造形式 
6) 形状 
7) 内空断面寸法 
8) 全長 
9) 土かぶり 
10) 斜角 
11) 上部道路盛土ののり面勾配 
12) 補強土壁上の盛土への該当の有無 
13) カルバート坑口の構造 
14) 基礎形式 
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15) 基礎地盤の改良状況 
16) 設計法 
17) 変状に対する措置の有無 
18) 変状の進展可能性 
19) 供用開始時期 
20) 変状 
21) 設計・施工上注意を要する立地条件への該当の有無 
22) 変状の要因 
対象とした変状事例は、平成 28 年度に 110 事例、平成

29年度に20事例、平成30年度に40事例、令和元年度に

90事例で、それぞれ以下のとおりである。 
（平成28年度対象事例） 
・過去の技術相談案件から9事例 
・「シェッド、大型カルバート等定期点検要領」（平成 26
年6月）5)、6) に基づく定期点検（以下、定期点検）で判定

区分Ⅲ（早期措置段階）以上が報告された101事例 
（101事例の内訳） 

国土交通省・平成26年度：21事例 
国土交通省・平成27年度：23事例 
地方自治体・平成27年度：57事例 

（平成29年度対象事例） 
・国土交通省・平成 28 年度の定期点検で判定区分Ⅲ以上

が報告された20事例 
（平成30年度対象事例） 
・平成 29 年度の定期点検で判定区分Ⅲ（早期措置段階）

以上が報告された 40 事例（うち、国土交通省：27 事例、

地方自治体：13事例） 
（令和元年度対象事例） 
・平成 30 年度の定期点検で判定区分Ⅲ（早期措置段階）

以上が報告された 20 事例（うち、国土交通省：20 事例、

地方自治体：70事例） 
定期点検結果の事例は、平成26年度から平成30年度の

定期点検 7)で判定区分Ⅲ（早期措置段階）以上が報告され

た中から、点検調書上の情報量が極端に少ないものを除い

たものである。判定区分Ⅲ以上の全体数に対する対象事例

数（対象とした事例数/判定区分Ⅲ以上の構造物の全体数）

は、国土交通省・平成26年度、国土交通省・平成27年度、

地方公共団体・平成27 年度、国土交通省・平成28 年度、

国土交通省・平成29 年度、地方公共団体・平成29 年度、

国土交通省・平成30年度、地方公共団体・平成30年度で

それぞれ、21/22、23/45、57/77、20/25、27/29、13/47、20/30、
70/78 で、平成26 年度から30年度の定期点検1 巡目の点

検結果について概ねの傾向は捉えることが可能と考えら

れた。 

3．分析対象のカルバートの主要諸元 
まず、令和元年度までに対象とした260のカルバート

の主要諸元の分布について図-1に示す。図-1の各グラフ

上の数値は、“該当件数、対象260事例中での該当割合

（%）”で示している。 
構造形式（図-1(a)）では、場所打ちボックスカルバー 

トが92%と大部分を占めていた。次にプレキャストアー

チカルバートが多く、他にはプレキャストボックスカル 
バートや場所打ちアーチカルバートがあった。特殊な構

造としては、底版がなく露頭した岩に直接RC部材で

ボックスを構築しているものもあった。 
単連または多連の別（図-1(b)）では、単連が69%、2

連1層が21%でこれらが90%を占めた。3連1層や4連
1層のものも見られており、アンダーパスや道路横断カ

ルバートとして、上下線方向にそれぞれ車道と歩道が設

けられ、上下線や車道と歩道の間が中壁または中柱で区

切られたものであった。 
坑口形状（図-1(c)）については、両坑口とも両側にウ

イングがあるものが58%、両坑口とも両側が擁壁に接続

しているものが12%で、これらのいずれかのものが70%
程度を占めた。 
設計法（図-1(d)）は、カルバートの設計に関する指針

やマニュアル類で、当該カルバートの設計で参照したと

推定されるものについてまとめている。供用開始年度等

が不明なため「推定不可」としたものが全体の29%を占

めるが、その多くは資料中の写真の様子からも、古い構

造物で建設や供用開始当時の情報が残っていないものと

考えられた。ヒンジ式アーチカルバートのような近年開

発された工法のものについては独自のマニュアル、それ

以外については、設計当時の最新の道路土工指針に基づ

いていると考えられる。最も古い昭和31年11月の「道

路土工指針」から平成22年3月発刊で現行の「道路土工

－カルバート工指針（平成21年度版）」まで幅広く分布

しており、比較的新しい構造物にも変状が見られる。 
延長（図-1(e)）については、15m以上50m未満が59%

を占めた。場所打ちボックスカルバートでは一般に継手

間隔は10～15m程度であり、1、2箇所程度の継手を有す

る事例が多かった。300mを超える長いものもあるが、多

くがアンダーパスであった。 
基礎形式（図-1(f））では、点検調書等から読取りや推

定できたものは全体の29%であったが、その中の大部分

が直接基礎であった。 
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(a) 構造形式 

(b) 単連または多連の別 

(c) 坑口の形状

(d) 設計方法 

(e) 延長 

(f) 基礎形式 

(g) 土かぶり 

(h) 斜角 
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図-1 対象事例の主要諸元
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土かぶり（図-1(g)）は、「カルバート上面から路面まで

の高さ」として、「道路土工－カルバート工指針（平成21
年度版）」8)でも定義され、カルバートの設計上重要な指

標となる。対象事例の範囲では0.5m以上3m未満が64%
を占めたが、0.5mに満たないものから10m以上まで幅広

く分布した。 
斜角（図-1(h)）は、カルバートと上部道路の中心軸が

交わった時の鋭角の大きさで、両者が直交すれば90°、

平行になれば0°となる。一般に直交する（斜角90°）

のが構造上望ましいが、小さな斜角で交わらざるを得な

い場合もあり、その際に偏土圧の影響を受けることがあ

る。全体の41%は斜角が90°であったが、それよりも小

さな斜角のものが57%あり、45°に満たない小さなもの

も見られた。 

4．変状とその要因の傾向

対象事例の範囲では、耐久性低下や利用者被害が懸念さ

れる事例はあったが、即座にカルバート内空や上部道路の

機能を損なうような事例はなかった。 
 多く見られた変状を順に並べると表-1 のようになる。

表-1 の件数および割合は、令和元年度までに対象とした

計260のカルバートのうち、各変状が確認された件数およ

び割合であり、1つのカルバートで複数の変状が同時に見

られていることがほとんどである。頂版と側壁の両方にひ

びわれが見られたものが多く、継手部材の劣化・破損、コ

ンクリートの剥離や鉄筋露出、遊離石灰等も多く見られて

いる。 
 また、カルバートの設計・施工上注意を要する立地条

件、推定される変状要因について、表-2、表-3に該当が

多い順に示す。表-2、表-3の件数および割合も、対象と

した260のカルバートのうち、各事項に該当する件数お

よび割合である。1つのカルバートで複数の事項に該当

する場合は、それぞれの事項の件数に含まれている。 
 表-2の立地条件への該当は、点検調書や技術相談資料

上に記載の情報から確認したほか、これらに情報がなく

以下のように推定したものも含む。 
・斜角：Google Earth上での判別、点検調書の変状図に示

されたカルバート坑口の形状をもとに推定 
・寒冷地：所在地が（公社）雪センターのHPの積雪寒

冷地域の地図 9)または国土交通省北陸雪害対策技術セン

ターの「雪国 日本」に示される「日本の積雪寒冷地

域」10)で寒冷地に該当することの確認。対象事例の範囲

では、北海道、東北地方、北陸地方のほか、山梨県、長

野県で該当があった。 

・土かぶり：点検調書の写真やGoogle Earthの標高から

の類推 
・塩害の影響地域に該当：所在地が「道路橋示方書・同

解説 Ⅳ下部構造編」11)、12)および「道路橋示方書・同解

説 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編」13)、14)の塩

害の影響地域に含まれることの確認 
表-3 の推定される変状要因は、点検調書や技術相談資

料の記載や写真・図面等から以下のように分類した。その

ため、必ずしも正確な要因ではない可能性もあるが、ここ

では大まかな傾向を分析する目的で整理した。 
・コンクリート材料に起因する要因：コンクリートの強度

発現機構や材料特性に起因する変状（温度応力ひびわれ、

乾燥収縮ひびわれ）、鉄筋かぶり不足が考えられる変状（コ

ンクリートのうき・剥離・鉄筋露出等）、コンクリート打

設不良と考えられる変状（ジャンカ、打継ぎ目の不良等）

など 
・継手部材の経年劣化：継手部材に経年劣化と考えられる

変色や傷が見られたもの 
・活荷重の影響：カルバート頂版の中央部に縦断方向のひ

びわれが多数見られたもので、土かぶりが概ね 2.5m 以下

のもの 
・盛土の変形：継手部やウイング取付部の開き・ずれから

カルバートブロックやウイングの変位が疑われるもの、上

部道路面に亀裂や段差の見られたものなど 

表-1 確認された変状形態と該当割合 
変状形態 該当件数（割合） 

頂版のひびわれ 215（82.7%） 
側壁のひびわれ 185（71.2%） 
頂版の剥離・鉄筋露出 140（53.8%） 
頂版の漏水・遊離石灰 131（50.4%） 
ウイングのひびわれ・剥離 122（46.9%） 
側壁の漏水・遊離石灰 118（45.4%） 
継手部材の劣化・破損 116（44.6%） 
側壁の剥離・鉄筋露出 115（44.2%） 
錆汁 83（31.9%） 
継手部の開き・ずれ 62（23.8%） 
内空道路の亀裂・段差 61（23.5%） 
カルバート内空への土砂の流入・水溜り 56（21.5%） 
継手部のずれ（水平方向） 48（18.5%） 
カルバートブロックの水平変位 37（14.2%） 
排水施設の不具合 35（13.5%） 
土砂の堆積 33（12.7%） 
カルバートブロックの不同沈下 32（12.3%） 
カルバートブロック間の段差 21（8.1%） 
継手部のずれ（鉛直方向） 19（7.3%） 
上部道路の亀裂・段差 17（6.5%） 
ウイング取付部の開き 12（4.6%） 
ウイングの水平変位 11（4.2%） 
頂版・側壁の傾斜 7（2.7%） 
ウイングの鉛直変位 3（1.2%） 
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表-2 設計・施工上注意を要する立地条件 
立地条件 該当件数（割合） 

斜角（90度未満） 149（57.3%） 
軟弱地盤 129（49.6%） 
寒冷地 114（43.8%） 
集水地 95（36.5%） 
傾斜地盤 86（33.1%） 
塩害影響地域 21（8.1%） 
土かぶりが0.5m未満または10m超 19（7.3%） 

表-3 推定される変状要因 
材料・施工条件 該当件数（割合） 

コンクリート材料に起因する要因 252（96.9%） 
継手部材の経年劣化 106（40.8%） 
活荷重の影響 77（29.6%） 
盛土の変形 64（24.6%） 
基礎地盤の沈下 51（19.6%） 
偏土圧の影響 33（12.7%） 
塩分の飛来 29（11.2%） 
上載土圧の影響 18（6.9%） 
凍上 10（3.8%） 
洗掘 5（1.9%） 

・基礎地盤沈下：継手部を境とした頂版や内空道路面の段

差から基礎地盤沈下が疑われるものや、カルバート沈下量

観測の結果基礎地盤沈下が確認されたもの 
・偏土圧の影響：カルバート片側に集中して縦断方向のひ

びわれが見られたもの 
・塩分の飛来：塩害の影響地域に該当するものの他、内空

道路面に凍結防止剤を使用していることが想定されるカ

ルバートで、内空の附属物の鋼材の腐食が見られ、飛来塩

分の影響を受けたことが考えられるもの 
・上載土圧の影響：カルバート頂版の中央部に縦断方向の

ひびわれが多数見られたもので、土かぶりが概ね7m以上

のもの 
・凍上：寒冷地で上部道路面全体にわたり幅の大きなひび

われが見られたもの 
・洗掘：水路カルバート坑口付近の基礎地盤が水の流れで

侵食され、底版直下に空洞が広がったもの 
立地条件については、表-2より、1つのカルバートで

複数の条件に該当する場合もあるが、過半数が何らかの

注意を要する条件であったことがわかる。 
変状要因については、表-3より、9割以上のカルバー

トでコンクリート材料に起因する要因での変状が見られ

た。これに次いで、継手部材の経年劣化、活荷重や盛土

の変形が要因の変状が見られたカルバートが多かった。 

5．各部材・各部位の変状と要因

部材や部位毎に主に以下のような変状が見られた。それ

ぞれ、点検調書や技術相談資料にある写真やスケッチ等か

ら確認される特徴、推定される要因、当該変状が多く見ら

れた条件（立地、供用開始時期等）の関係を整理する。 

5．1  頂版のひびわれ

カルバート頂版のひびわれについては、①カルバート中

央付近に比較的狭い間隔で見られる縦断方向のひびわれ、

②中央付近であってもカルバート横断方向も含め不規則

に見られるひびわれ、③坑口付近に見られるひびわれが多

かった（図-2(a)および写真-1）。 
①については上載荷重の影響が考えられた。①が見られ

た事例では、概ね土かぶりが 2.5m 以下または 7m 以上で

あった。土かぶりが7m以上の一部の事例を除き、カル 
バートの上部は道路となっていた。土かぶりが2.5m 以下

の事例では主に活荷重、土かぶりが7m以上の事例では主

に上載土圧の影響が考えられる。 
②および③については、乾燥収縮や温度応力が主な要因

と考えられるものであり、ほぼ全てのカルバートで見られ

た。 
その他、斜角が 90 度未満のカルバート、上部道路と直

交していてもカルバート坑口の形状が対称形でないカル

バート等では、ひびわれがカルバートの片側に集中してい

るのが見られた（図-2 (b)）。これについては、偏土圧が影 
響していると考えられる。 
頂版には上述のように特徴の異なる複数のひびわれが

同時に生じていることも多く、発生要因の適切な推定が必

要である。 

5．2  側壁のひびわれ

側壁のひびわれについては、底版から立ち上がる、また

は頂版から下に向かう鉛直ひびわれで、数10cm ないし 2
～3m程度の間隔で発生したものが多かった（写真-2およ

び図-3）。これらは、温度応力または乾燥収縮によるひび

われと考えられた。 
一方、少数ではあるが、水平方向や斜め方向に入るひび

われが確認された事例や、局所的に幅や長さの大きなひび

われが見られた事例もあった。水平方向のひびわれはコー

ルドジョイント、斜め方向のひびわれは不同沈下が要因と

考えられた。局所的で大きなひびわれについては、ひびわ

れの方向や長さ等の特徴も事例毎に異なり、施工不良や供

用後に衝突等の荷重を受けることがなかったか個別に確

認が必要と考えられる。 
側壁のひびわれは、温度応力や乾燥収縮のようなコンク

リートの材料特性に起因するものか、施工条件や供用後に

受けた荷重によるものかで、部材やカルバートの耐久性へ

の影響が異なると考えられるため、発生要因の適切な推定

が必要である。 
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(a) 上載荷重によるひびわれおよび 

乾燥収縮または温度応力によるひびわれ 

(b) 横断方向片側に集中したひびわれ 

図-2 頂版のひびわれの例

(a) 上載荷重によると考えられる軸方向ひびわれ 

（本写真は活荷重による例） 

(b) 乾燥収縮によると考えられる不規則なひびわれ 

写真-1 頂版のひびわれの例 

写真-2 側壁の鉛直方向ひびわれの例 

図-3 側壁のひびわれの例 

5．3 ウイングのひびわれ 
ウイングのひびわれでは、亀甲状で茶褐色の変色がある

もの（写真-3 (a)）や不規則で変色のないもの（写真-3(b)） 
が多く見られた。それぞれ、アルカリ骨材反応、乾燥収縮

が主な要因と考えられる。 

(a) アルカリ骨材反応によるひびわれ 

(b) 乾燥収縮によるひびわれ 

写真-3 ウイングのひびわれの例 

上載荷重による可能性が高い

乾燥収縮または温度応力による

可能性が高い

偏土圧による可能性が高い

温度応力または乾燥収縮による

可能性が高い
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5．4 材料劣化に伴うコンクリート部材の変状

頂版、側壁、ウイングのコンクリート部材において、コ

ンクリートのうき・剥離や鉄筋露出、錆汁が生じて、利用

者被害防止の観点からも措置を要する状態が見られた（写

真-4(a)、(b)）。これらは、鉄筋かぶりの不足で鉄筋が空気

や水に触れて腐食・膨張し、コンクリートが押し出される

ことや、車両の衝突等によるコンクリート面の欠損に伴っ

て生じていると考えられる。その他、漏水や遊離石灰も見

られた（写真-4(c)）。 
こうしたコンクリート部材の変状は、ひびわれから派生

したものや、5.5に後述する継手部の変状から進展したも

の、つまり、変状した継手部からの常時や多量の漏水の影 

(a) コンクリートのうき・剥離および鉄筋露出 

(b) 錆汁 

(c) 遊離石灰 

写真-4 コンクリート自体の変状の例 

響で、遊離石灰、うきや剥離が生じたものもあった。ひび

われや継手部の変状が、うき・剥離、鉄筋腐食等、利用者

被害や耐荷力不足のおそれがある状態へ進展することが

ないか、経過観察が必要である。 

5．5 カルバート継手部の変状

継手部の変状も多く見られた。写真-5(a)のように、継手

部に用いられる止水材の破損やそこからの漏水として確

認されることが多かった。破損した継手部から土砂の流入

が見られる事例もあった（写真-5(b)）。漏水とともに炭酸

カルシウムと考えられる白い塊が継手部付近に浮き出て

見え、点検調書上で「遊離石灰」と報告された事例も多かっ

た（写真-5(c)）。継手部からの漏水の著しい寒冷地のカル

バートにおいては、冬季に漏水が凍結して大きな氷柱を生

じた例も見られた（写真-5(d)）。 
漏水の他には、継手部の両側での頂版や側壁の段差、継 

手部の開きが見られ、段差や開きの大きさが空間的に偏っ

ている場合もあった。 
このように継手部の変状の現れ方は多様であるが、大き

くは部材の劣化・破損のみのものと、継手部の開き・ずれ 
を伴うものに分けられる。前者の要因には止水材の経年

劣化が考えられる。対象事例の範囲でも、経年劣化による

変状が見られたのは供用開始年の新しいものでも 2006 年

頃と 10 年以上が経過し、継手部について補修歴がないと

考えられるものであった。後者の要因としては、基礎地盤

の沈下やそれに伴うカルバートブロックの沈下、盛土の変

形に伴うカルバートブロックの変位などが考えられた。 
5．6 ウイング取付部の変状 
 事例数としては少ないが、ウイング取付部の変状も確認 
された。ウイングがカルバートに取り付けられる部分にお

ける止水材の劣化・破損、そこからの水や土砂の流出とし

て確認される場合（写真-6(a)）や、ウイングとカルバート

の面の段差として確認される場合（写真-6(b)）があった。

その他、盛土への取付部に隙間を生じている場合（写真-

6(c)）もあった。 
これらの変状は5．5に示した継手部の変状とも類似し

ており、止水材の劣化・破損のみの場合は止水材の経年劣

化が考えられる。一方、取付部のずれ・開きを伴う場合は、

基礎地盤の沈下やそれに伴うウイングの沈下、盛土の変形

に伴うウイングの変位などが考えられた。 
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(a) 継手部材の劣化と漏水 

(b) 継手部からの土砂の流入

(c) 炭酸カルシウムが浮き出た例 

(d) 頂版継手部の氷柱 

写真-5 継手部からの水や土砂の流入の例 

(a) 止水材の劣化・破損および水の流出 

(b) カルバートとウイングの表面の段差 

(c) 盛土とウイングの隙間 

写真-6 ウイング取付部の変状の例 

5．7 排水施設の不具合 
排水施設の不具合として、カルバートブロック間等に設

けられた導水工の破損による漏水（写真-7(a)）、排水溝へ

の土砂の詰まり（写真-7(b)）が見られた。 
 導水工の破損には、部材の経年劣化や供用後に受けた衝

突等の荷重により損傷や変形したと考えられるものが見

られた。また、継手部材と同様にカルバートブロック間に

設けられる場合も多いため、取付が適切でなかった、ある
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いはカルバートブロックの沈下や変位に追随できなかっ

たと考えられる部分から漏水が見られた事例もあった。導

水工前後のカルバートブロックの沈下や変位に伴う漏水

の要因としては、基礎地盤の沈下や盛土の変形が考えられ

た。 
排水溝の詰まりを生じる土砂は、継手部の開きからの流

入や導水工からの漏水に混じって流入するほか、坑口付近

で侵食された土砂が風などによって流入し、長期的に堆積

していると考えられた。 

(a) 導水工の破損による漏水 

(b) 排水溝の土砂詰まり 

写真-7 排水施設の不具合 

5．8 底版の変状 
 底版の変状は、道路カルバートであれば舗装により保護

されて変状しない、あるいは目視できないことにより、施

工時の荷重によるひびわれ発生が判明した場合等を除け

ば報告されることはほとんどないと考えられる。 
ただし、対象事例のうち 4 事例ではあるが、水路カル

バートにおいて、カルバート直下の基礎地盤が洗掘を受け、

空洞となっている事例（写真-8）が見られた。 

写真-8 底版直下の洗掘による空洞 

5．9 内空道路面の変状 
 内空道路面の主な変状は舗装面の亀裂・段差であったが、

大きく分けて継手位置に沿って内空道路横断方向に生じ

たもの、内空道路面全体に生じたもの、局所的、不規則に

生じたものが見られた。 
継手位置に沿ったものについては、カルバートブロック

の沈下や変位に追随して生じたと考えられた（写真-9(a)）。
この要因として、盛土の変形や基礎地盤の沈下が考えられ

る。 
全体に生じたものについては、凍結融解が要因と考えら

れた（写真-9(b)）。舗装面の亀裂と併せて、凍結融解に備

えて内空道路面に散布される凍結防止剤の塩分により、照

明器具等の付属物の取付部が腐食しているのが見られる

場合もあり、利用者被害防止の観点からも注意を要すると

考えられた。 
局所的、不規則なものについては、舗装材の劣化による

ものと考えられた。 
5．10 上部道路面の変状 
上部道路面の主な変状も舗装面の亀裂・段差であったが、

大きく分けて上部道路を横断するようにカルバートと盛

土の境界に沿って生じたもの（写真-10(a)）、上部道路縦断

方向も含めて幅の広い亀裂が生じたもの（写真-10(b)）、局
所的、不規則に生じたものが見られた。 
カルバートと盛土の境界に沿うものは、盛土の不同沈下

により発生したことが考えられる。寒冷地において縦断方

向等に幅の広い亀裂が生じたものは凍上による影響と考

えられる。局所的、不規則なものは、舗装材の劣化による

と考えられる。 
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(a) 継手位置に沿った亀裂・段差 

(b) 凍結融解によると考えられる亀裂 

写真-9 内空道路面の亀裂・段差 

5．11 新形式のカルバートの変状 
ヒンジ式アーチカルバートのような新形式のカルバー

トでは、大部分を占める場所打ちボックスカルバートとは

異なる変状が見られた。写真-11 (a) は、ヒンジ部を有す

るプレキャストアーチカルバートの側壁に無数のひびわ

れが生じた例である。温度応力ひびわれや乾燥収縮ひびわ

れ（写真-2、図-3）とは、発生状況が明らかに異なる。斜

角に伴う偏土圧により側壁のアーチに曲げが生じたもの

と考えられる。 
また、写真-11(b)は、アーチ頂部付近のウイングに鉛直

方向に幅・長さの大きなひびわれが入った例である。ウイ

ングのひびわれで多く見られた乾燥収縮やアルカリ骨材

反応によると考えられるひびわれ（写真-3）とは異なり、 
構造形式に特有の応力条件等が要因になったとも考えら

れる。 
新形式のカルバートでは、多数のブロックが連結や接合

された箇所が多く、盛土の変形や基礎地盤の沈下の影響を

受けて開きや段差の発生、隣接するブロック同士が引き合

い欠損の発生も想定される。内空への水や土砂の流入、ブ

ロックの強度不足等への進展可能性がある変状の起こり

やすい箇所が多いといえるので、見逃さず、適切な措置に 

(a) カルバートと盛土の境界に沿った亀裂 

(b) 上部道路縦断方向も含む亀裂 

写真-10 上部道路面の亀裂・段差 

(a) ヒンジ式アーチカルバート側壁のひびわれの例 

(b) ヒンジ式アーチカルバートウイングのひびわれの例 

写真-11 新形式カルバートの変状の例 
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つなげる必要が考えられる。 
供用開始年が 2000 年以降のものが多く比較的新しい構

造形式のため事例が少ないが、今後注意すべき変状の1つ
になると考えられる。 

6．カルバート変状に関するフォルトツリー（変状までの

部分） 

平成 29 年度にカルバートの各種変状形態と要因、素因

の関係をまとめたフォルトツリーを作成したが、その後も

変状事例分析の対象事例追加を踏まえ、妥当性の確認を

行った。以下に示す各フォルトツリーは、この結果を反映

したもので、定期点検1巡目を通した状況を概ね踏まえた

ものといえる。 
5．まででカルバートの部材別・部位別の各種変状と考

えられる要因を整理した結果をもとに、カルバートに関す

るフォルトツリーを検討している。 
 ここでのフォルトツリーでは、図-4 のように、素因を

背景に、各種変状の要因となる作用や現象が起こり、変状

が発生、進展した場合の機能への影響に至るまでの経路を

整理した。各部材・部位の変状が進展しても、耐久性低下

や利用者被害は懸念されるが、必ずしも機能喪失には至ら

ない場合も考えられる。一方、変状の種類によっては、耐

久性低下・利用者被害・機能喪失が同時に発生することも、

直接または耐久性低下や利用者被害を生じ得る状態を経

て機能喪失に至ることも考えられる（図-4）。 

図-4 フォルトツリーイメージ 

 以下、フォルトツリー全体のうち、各変状に至るまでの

経路（素因－要因－変状）の部分を整理した。なお、ここ

での変状の要因や素因は、対象事例において推定できた範

囲のものである。 
6．1 コンクリート部材のひびわれ 

5．1 より、頂版のひびわれの要因としては、主に、乾

燥収縮、温度応力、活荷重、上載土圧、偏土圧が考えられ

る。 
 乾燥収縮、温度応力は、コンクリートの強度発現機構上

生じるものである。活荷重および上載土圧によるひびわれ

は土かぶりの影響を受け、それぞれ2.5m以下、7m以上に

おいて生じやすかった。活荷重によるひびわれは、上部道

路の交通量や施工中の荷重の影響も受けると考えられる。 
土かぶり 2.5m 以下のカルバートの中でも、比較的土か

ぶりが薄く、上部道路の交通量が昼夜 12 時間自動車類交

通量 10,000 台、大型車混入率 20%を超えるような条件に

設置されたカルバートでは、ひびわれの本数も多く、開口

幅が1mm前後のひびわれも含まれる傾向であった。 
偏土圧が疑われるひびわれは、斜角を有する、または坑

口形状が非対称な立地条件で見られた。偏土圧が疑われた

33事例のうち30事例、つまり90.9%が斜角を有しており、

斜角を有する割合は全 260 事例中の斜角を有する割合

（57.3%）に比べて約1.6倍となった。 
また、偏土圧が疑われた33事例のうち19事例、つまり

57.6%が傾斜地盤に設置されており、全260事例中の傾斜

地盤に設置される割合（33.1%）に比べると多かった。 
5．2 より、側壁のひびわれの要因として偏土圧や不同

沈下が考えられる事例も若干あったが、ほとんどは乾燥収

縮または温度応力によるものであると考えられる。これら

はコンクリートの強度発現機構によるものである。 
5．3 より、ウイングのひびわれの要因の多くは、乾燥

収縮やアルカリ骨材反応であり、コンクリートの強度発現

機構や打設条件によるものである。 
 これらは、対象としたカルバート変状事例において主に

見られたひびわれとその発生要因・素因のパターンであり、 
コンクリート構造物としては他のパターンも想定して点

検する必要が考えられる。例えば、不同沈下、凍害、コー

ルドジョイント、施工時の荷重等によるひびわれも想定さ

れる。また、偏土圧によるひびわれは、必ずしも頂版のみ

に現れるのではなく、片側の側壁にひびわれ本数が多くな

る形で現れることなども想定される。 
 そこで、頂版・側壁・ウイングの各コンクリート部材の

ひびわれについて、変状経路をまとめたフォルトツリーは

図-5 のようなものが想定される。ひびわれは、カルバー

変状
（進展により機能に影響を与え得る，

各部材・部位の変状）

素因

（要因となる事象が起こりやすい条件
（立地条件，諸元，年代，供用状況等））

要因
（各種変状を発生させた作用や現象

（場合によっては他の変状））

上部道路または
内空の機能喪失
となり得る状態

（内空または上部
道路が供用不可
となり得る状態）

耐久性低下，
利用者被害等
を生じ得る状態

（各部材・各部位の変
状が進展し，機能に
影響し得る状態）
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トが偏土圧や盛土の変形のような外力を受ける構造的要

因で発生する場合と、コンクリートの強度発現機構や打設

不良のような材料的要因で発生する場合があり、図-5 で

はこれらを分けて示した。 
6．2 材料劣化に伴うコンクリート部材の変状 

5．4 より、頂版、側壁、ウイングの各コンクリート部

材において、ひびわれ以外に見られた漏水、遊離石灰、欠

損、うき、剥離、鉄筋露出、錆汁等の各種変状の要因には、

コンクリートの打設不良、衝突、鉄筋かぶり不足、鉄筋腐

食等が考えられた。これらの各種変状やその要因と考えら

れる事象は、コンクリートが水に触れやすい環境において

促進されると考えられる。 
頂版または側壁の漏水・遊離石灰、剥離・鉄筋露出が見 

表-4 コンクリート部材の変状と集水地への該当状況 

コンクリート 

部材の変状 

集水地への該当 

（変状ありの事例中） 

集水地への該当

（全体） 

頂版の漏水 （53/131）＝40.5% 

（95/260）＝36.5% 
側壁の漏水 （55/118）＝46.6% 

頂版の剥離 （57/140）＝40.7% 

側壁の剥離 （42/115）＝36.5% 

られた事例のうち集水地に立地する割合は、表-4 に示す

とおり、全体での割合に比べて高い。集水地に設置される

ことでコンクリート部材の変状が進展しやすくなると考

えられる。 
その他、コンクリート部材の変状がひびわれや継手部の

変状、破損した導水工からの漏水を契機に進展した事例も

見られるので、これらが発生しやすい条件もコンクリート

部材変状の素因になると考えられる。 
以上より、変状経路は図-6のように整理される。 

図-6 コンクリート部材の変状への経路 

6．3 カルバート継手部の変状 
5．5 より、継手部の変状には経年劣化による止水部材

の劣化・破損のみのものと、開き・ずれを伴い、盛土の変

形や基礎地盤の沈下が要因と考えられるものがあった。 

導水工の破損

材料劣化に伴うコンクリート部材の変状
（漏水，遊離石灰，欠損，うき，剥離，鉄筋露出，錆汁）

衝突継手部の開き・
ずれからの漏水

・交通条件
継手部の開き・ずれひびわれ

ひびわれ
からの進展

破損した導水工
からの漏水

衝突型枠のはらみ

コンクリート部材のひびわれ（材料的要因）

・施工不良

すり減りコールド
ジョイント

・コンク
リートの
打設不良

・水路カル
バートの常
時の水面
付近

・寒冷地

凍害乾燥
収縮

・コンクリートの
強度発現機構

アルカリ
骨材反応

・コンクリー
トの打設条
件

温度
応力

鉄筋
腐食

・集水地
・塩害影
響地域

・凍結防
止剤の塩
分

・寒冷地

・コンクリート
の打設条件

・空気・水分
の流入
・中性化

・空気・水分の流入
・鉄筋かぶり不足
・塩害

鉄筋
かぶり
不足

・交通条件

施工時の荷重不同沈下

・軟弱地盤
・集水地
・傾斜地盤
・基礎地盤
条件変化部

コンクリート部材のひびわれ（構造的要因）

偏土圧活荷重 上載土圧

・坑口形状
が非対称

・斜角を有
する
・傾斜地盤

・土かぶり
が厚い（概
ね7m以上）

・土かぶり
が薄い（概
ね2.5m以
下）

図-5 コンクリート部材ひびわれへの経路 
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後者が生じやすい立地条件としては、軟弱地盤、集水地、

傾斜地盤が想定された。そこで、軟弱地盤、集水地、傾斜

地盤に立地する割合について、盛土の変形や基礎地盤の沈

下が考えられた事例に対する割合と、全体での割合を表-

5のとおり比較した。その結果、盛土の変形や基礎地盤の

沈下が考えられる場合に限定すると、軟弱地盤および集水

地に立地する割合が高くなるが、傾斜地盤に立地する割合

は高くならなかった。軟弱地盤や集水地では盛土の変形や

基礎地盤の沈下が起こりやすくなると考えられる。 
 その他、少数ではあるが、カルバート縦断方向や横断方

向で支持地盤までの厚さにばらつきがあるなど、基礎地盤

条件の変化により不同沈下が生じたと考えられる事例も

あった。 
以上より、変状経路は図-7のように整理される。 

表-5 軟弱地盤等に立地する割合 
軟弱地盤 集水地 傾斜地盤 

盛土の変形が疑われる

65事例中 
40/65 

＝61.5% 
32/65 

＝49.2% 
25/65 

＝38.5% 
基礎地盤の沈下が疑わ

れる51事例中 
35/51 

＝68.6% 
23/51 

＝45.1% 
13/51 

＝25.5% 

全260事例中 129/260 
＝49.6% 

95/260 
＝36.5% 

86/260 
＝33.1% 

図-7 継手部の変状への経路 

6．4 ウイング取付部の変状 
5．6 より、ウイング取付部の変状は継手部の変状と類

似しており、開き・ずれがカルバートブロック間ではなく、

カルバートや盛土とウイングの間で生じた状況といえる。 
 要因として、盛土の変形や基礎地盤の沈下が考えられ、

6．3 で前述のとおり、軟弱地盤や集水地、基礎地盤条件

の変化部に該当しやすい。そのため、変状経路はカルバー

ト継手部（図-7）と同様に整理される。 

6．5 排水施設の不具合 
5．7 より、排水施設の不具合には、カルバートブロッ

ク間に設けられた導水工からの漏水で、経年劣化や衝突を

受けたことによる部材の破損によるもの、取付不良のもの、

軟弱地盤や集水地での盛土の変形や基礎地盤の沈下が要

因と考えられるものがあった。また、継手部の開きやずれ

による隙間から流入した水や土砂、カルバート付近で侵食

された土砂が風等により流入して溜まり、排水溝が詰まっ

たものがあった。そのため、変状経路は図-8 のように整

理される。 

(a) 導水工の破損による漏水への経路 

(b) 排水溝の詰まりへの経路 

図-8 排水施設の不具合への経路 

6．6 底版直下の空洞発生 
5．8 に示した、水路カルバート坑口付近の基礎地盤が

洗掘を受け、底版直下に空洞ができた5事例は全て集水地

に立地し、うち3事例は傾斜地盤の立地していた。対象事

例の範囲では水路としての供用を含むカルバートは 28 事

例あったが、そのうち集水地のものが 27 事例（96.4%）、

傾斜地盤のものが13事例（46.4%）であった。集水地や傾

斜地盤に立地する割合が、全260事例に対する割合（集水

地：36.5%、傾斜地盤：33.1%）に比べると高い。水路カル

排水溝の詰まり

土砂の流入

継手部開き
からの流入

侵食や風
による流入

侵食や風の多い
立地条件

継手部の
開き・ずれ

導水工取付部の
開き・ずれ

導水工からの
漏水とともに流入

部材の劣化・破損のみ

部材の経年劣化

・供用開始年
・補修歴

不同沈下

軟弱地盤，集水地，
基礎地盤条件変化部

開き・ずれ

盛土の変形 基礎地盤の沈下

継手部・ウイング取付部の変状

破損した導水工からの漏水

取付不良部材の劣化・破損のみ

・部材の経年劣化
・供用後の荷重

・供用開始年
・補修歴

不同沈下

軟弱地盤，集水地，
基礎地盤条件変化部

開き・ずれ

盛土の変形 基礎地盤の沈下

・施工不良

・供用後の
荷重
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バートがその目的から集水地や傾斜地盤といった、洗掘を

受けやすい立地条件となる傾向にあったと考えられる。 
また、対象とした260事例中では該当がなかったが、不

同沈下によって底版直下に空洞が発生することも考えら

れる。 
以上を踏まえ、変状経路は図-9のように整理される。 

図-9 底版直下の空洞発生への経路 

6．7 内空道路面の変状 
5．9 より、継手位置に沿った内空道路面の亀裂は、盛

土の変形や基礎地盤の沈下を要因とした継手部の開き・ず

れによるもので、軟弱地盤や集水地で発生しやすいと考え

られる。凍結融解による亀裂は寒冷地において、舗装材の

劣化による亀裂は内空の交通等、供用状況に応じて生じる

と考えられるため、変状経路は図-10のように整理される。 

図-10 内空道路面の変状発生への経路 

6．8 上部道路面の変状 
5．10に示した、背面盛土の沈下によると考えられる上

部道路面の亀裂は軟弱地盤や集水地、凍上によると考えら

れる亀裂は寒冷地で発生しやすいと考えられる。舗装材の

劣化による亀裂は上部道路の交通等、供用状況に応じて生

じると考えられる。これらの他、継手部やウイング取付部

が開いた隙間からの盛土材流出が進んで盛土内が空洞化

した場合にも、上部道路面の亀裂発生が想定される。以上

より、変状経路は図-11のように整理される。 

図-11 上部道路面の変状発生への経路 

７．カルバートの変状進展状況の確認 
7．1 対象事例 
定期点検 2 巡目の 1 年目に当たる令和元年度に定期点

検を実施したカルバートについては、1 巡目（平成 26 年

度から 30 年度まで）に実施された定期点検結果との比較

により、変状の進展状況を整理した。 
ここでは、令和元年度（2巡目の1年目）に定期点検が

実施され、かつそれ以前（1巡目）の定期点検のどちらか

で判定区分Ⅲ（早期措置段階）以上となったことがあるカ

ルバートで、1巡目と2巡目両方の点検結果の情報が揃っ

たカルバートを対象とした。対象としたカルバートは計

71 件で、1 巡目→2 巡目の判定区分の推移を分類すると、

それぞれの件数は以下のとおりである。 
1)判定区分Ⅱ（予防保全段階）以下→Ⅲ 
国土交通省：13件、地方自治体：10件、計23件 

2)判定区分Ⅲ→Ⅲ 
国土交通省：14件、地方自治体：12件、計26件 

3)判定区分Ⅲ→Ⅱ以下 
国土交通省：8件、地方自治体：14件、計22件 

7．2 状態の変化の事例 
1巡目から2巡目までの状態の変化の代表例を以下に示

す。 
継手の開き・ずれに関しては、今回対象としたカルバー

トでは明らかに進展した事例は確認されなかった。 写真

-12は、継手のずれが見られた例であるが、1 巡目と2 巡

目で継手のずれや周辺のコンクリートの劣化の状況に、違

いが見られない。当該カルバートは 1960 年代に建設され

たもので、変状は供用開始から定期点検 1 巡目までの 50
年程度の間に発生した後、進展がなかったと推察される。 
コンクリート部材の劣化に関しては、進展や新規発生の

有無は、箇所毎に異なっていた。写真-13と図-12はそれ

ぞれコンクリート部材劣化の進展や新規発生がなかった

場合とあった場合の例である。 

内空道路面の変状（舗装面の亀裂・段差）

寒冷地

舗装材の劣化 継手部の開き・ずれ 凍結融解

・供用開始年
・補修歴
・内空の交通

底版直下の空洞発生

集水地，傾斜地盤

洗掘 不同沈下

軟弱地盤，集水地，
基礎地盤条件変化部

上部道路面の変状（舗装面の亀裂・段差）

寒冷地

舗装材の劣化 背面盛土の
沈下

凍上

軟弱地盤，
集水地，
基礎地盤
条件変化部
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(a) 定期点検1巡目（平成26年度） 

(b) 定期点検2巡目（令和元年度） 

写真-12 継手のずれ（進展なし）の例 

写真-13は、コンクリートの漏水・遊離石灰に関する例

で、1巡目と2巡目で範囲や、周辺の部材の状態に違いが

見られない。当該カルバートは 1990 年代に建設されたも

ので、変状は供用開始から定期点検1 巡目までの20 年程

度の間に発生し、その後進展がなかったと推察される。 
図-12は、2 巡目の点検結果として1 巡目の点検後に発

生した漏水・伝い水が色付きのスケッチで報告された例で

ある。頂版に漏水箇所が生じ、そこを通って上部道路から

の排水が伝ってきたものとして報告されていた。 
コンクリートのひびわれに関しては、進展や新規発生が

確認された事例は少なかった。図-13のように、2 巡目の

ひびわれ状況について、1巡目から記録されていたひびわ

れと 1 巡目で記録漏れのあったひびわれを線の色で区別

して示したスケッチで報告された例があった。 
以上のように、2巡目の1年目の点検結果と1巡目の点

検結果の比較の限りではあるが、明らかな変状の進展や新

規発生が見られた事例はほとんどなく、変状の進展が少な

いことから、今後点検作業の効率化が期待できると考えら

れる。一方で、変状の進展が考えられる報告もあり、主に 

(a) 定期点検1巡目（平成26年度） 

(b) 定期点検2巡目（令和元年度） 

写真-13 コンクリートの劣化（進展なし）の例

図-12 頂版への漏水・伝い水の新規発生の例

コンクリート部材の劣化であった。コンクリートの劣化に

関しては、うきや剥離に進展して利用者被害に至るのを防

ぐ観点から、重点的な点検が必要と考えられる。 
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図-13 2巡目の頂版のひびわれ状況の例 

８．偏土圧がカルバートのひびわれに与える影響 

カルバートの変状事例について整理する中で、5．1 お

よび6．1でも述べたとおり、頂版の片側に集中した縦断

方向ひびわれも比較的多く見られた。こうした事例では、

斜角を有する場合や、坑口付近の盛土の形状が非対称であ

る場合など、周辺地盤からカルバートに作用する土圧の分

布が非対称となる偏土圧による影響が現れたと考えられ

た。そこで、偏土圧による影響を確認するため、周辺盛土

の形状とひびわれの集中する位置との関係について整理

を試みた。 
8．1 縦断方向ひびわれの集中と坑口の形状 
 頂版の片側に縦断方向ひびわれの集中が見られた事例

は、主に斜角を有するカルバートであった。斜角を有する

カルバートにおける坑口の形状は、主に上部道路中心線の

方向と平行となっている形状（図-14）、斜角が小さく、か

つ土かぶりが厚く片側坑口が盛土のり面から突出してい

る形状（図-15）が見られた。 
前者の場合、坑口付近の頂版の先端が鋭角である側に縦

断方向ひびわれが集中する傾向であった（図-14）。カル

バート本体が斜角を有し左右対称ではないことや、ウイン

グ形状の違いによる左右の水平土圧の違い等が影響して

いる可能性が考えられる。後者の場合、カルバート横断面

で見ると、上部道路盛土のり面下の左右の側壁の位置で土

かぶり差が生じる。土かぶりが大きくなる側の頂版（図-

15 の上側）に、縦断方向ひびわれの若干の集中が見られ

た（図-15）。 
一方、両者とも側壁のひびわれは主に温度応力や乾燥収

縮によるものと考えられ、両側の側壁で特徴的な違いは見

られなかった。 
8．2 断面力分布とひびわれの集中の関係

8．1 より、カルバート頂版の片側に縦断方向ひびわれ

が集中する状況では、カルバート本体が非対称である影響

の他、カルバートの左右で土かぶりや裏込めの範囲が異な 

図-14 斜角を有するカルバート（上部道路中心線と平行な形状） 

図-15 斜角を有するカルバート（片側坑口が突出した形状） 

り、カルバートに作用する土圧が非対称であることが影響

している可能性が考えられた。 
そこで、一般的なボックスカルバートの両側で土かぶり

や土圧係数が異なる状況を想定し、簡易な試算で求めた各

部材に作用する曲げモーメント分布と、8．1 の事例でひ

びわれの集中した位置との関係を確認した。 
試算では、内空幅 6m、内空高 5m の一連ボックスカル

バートを例に、表-7 に示す諸元を考慮して各部材に生じ

る曲げモーメントの分布を求めた。断面両側の土かぶりお

よび土圧係数が等しく、周辺盛土からの荷重分布が対称で

ある場合を基本に、断面の両側で土かぶりや土圧係数が異

なることにより図-16 の例のように周辺盛土からの荷重

分布が非対称となる場合を想定して、各部材に生じる曲げ

モーメント分布の相対的な違いに着目した。曲げモーメン

トはカルバート内空側に引張を生じさせる方向を正とし

た。 

頂版 

→ 終点側

側壁 

起点側 ← 

側壁 

起点側坑口 

頂版 

終点側坑口 

→ 終点側起点側 ← 

側壁 

頂版 

上部道路盛土 

のり尻 

側壁 

上部道路盛土のり面 

終点側坑口 

―：1巡目に記録漏れのあったひびわれ 
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表-7 試算で考慮した諸元 

 

pvd：上載土による鉛直土圧（kN/m2） 

γ：土の単位体積重量 

phd：地表面からの深さ zにおける水平土圧（kN/m2） 

K0：土圧係数 

pv：底版反力（kN/m2） 

D0：底版を除くカルバート単位長さ当たりの重量（kN/m） 

図-16 非対称な土圧分布 

左右両側とも土かぶり3mの場合を基本に右側の土かぶ

りのみ 2m、1m、0m と低くなる条件、左右両側とも土か

ぶり 1m、土圧係数 0.5 の場合を基本として右側のみ土圧

係数を 0.3、0.7、1.0 と変えた条件で試算した。本来は上

部道路の活荷重の影響も受けるが、ここでは周辺盛土によ

る荷重による影響に着目したため、考慮していない。 
左右とも土かぶりが3mある状態から右側の土かぶりが

低くなるほど、頂版の正の曲げモーメントが最大となる位

置は土かぶりの高い左側へずれた（図-17）。一方、曲げモー

メントの最大値は右側の土かぶりが低く、上載土圧が小さ

くなるのに伴い、小さくなっている。また、側壁では、右

側の土かぶりによらず、多くの範囲で負の曲げモーメント

が生じ、右側の土かぶりが小さくなると、右側壁の下部で

曲げモーメントが大きくなった。図-15の事例で頂版に縦

断方向ひびわれが集中したのも土かぶりが高い方に寄っ

ており、曲げモーメントが最大となる位置については概ね 

図-17 右側の土かぶりによる曲げモーメント分布の違い 

図-18 右側の土圧係数による曲げモーメント分布の違い 

整合しているものの、曲げモーメントの増減の傾向につい 
ては整合していない。 
左右とも土かぶりが1m で左側の土圧係数が0.5 の場合

の頂版の正の曲げモーメントが最大となる位置は、右側の

土圧係数を0.5 より大きくすると右側、小さくすると左側

と、相対的に水平土圧の大きい側へずれた（図-18）。一方、

頂版の曲げモーメントの最大値は、右側の土圧係数が小さ

く、水平土圧が小さくなるのに伴い大きくなった。側壁で

は、右側の土圧係数によらず多くの部分で負の曲げモーメ

ントとなり、静止土圧係数を0.5より大きくした場合に曲

げモーメントが大きくなった。図-14の事例では、頂版の

縦断方向のひびわれは頂版先端が鋭角となる側に集中し、

側壁にはひびわれは見られなかったが、この状況と整合す

るのは、片側の土圧係数を小さくした場合となった。 
以上より、盛土形状の違いや、ウイング形状の違い等に

土かぶりh 

p
hd
＝ K

0 
・ γ ・ z 

p
hd
＝ K

0 
・ γ ・ z 

p
v
＝p

hd
 ＋ D

0
 /B 

内空高H：5m 

内空幅B：6m 

p
hd
＝ γ ・ h 

土の単位体積重量 19kN/m3（砂質土）
鉄筋コンクリートの単位体積重量 24.5kN/m3

頂版厚 0.5m

側壁厚 0.6m

底版厚 0.7m

-223.7

76.4

-165.6

-123.1

-126.0

87.6

単位：kN・m/m 

（斜角73°における最大土かぶり差に相当）
（斜角53°における最大土かぶり差に相当）
（斜角26°における最大土かぶり差に相当）

-204.7 -198.3

-231.3 -153.3

162.0
112.1

単位：kN・m/m 
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よる左右の水平土圧の違いによって、頂版の片側に縦断方

向ひびわれが偏って生じる可能性があり、特に片側の水平

土圧が小さくなる場合に、事例における変状との整合性が

高かったことが推察される。 
９．偏土圧の影響を受けたカルバート各部材の応力状態 
８．の試算では定性的であるが、偏土圧を受けるカル

バートでひびわれの集中する位置と曲げモーメントの分

布の関係が示された。また、図-19に示すように、斜角を

有するカルバートの場合には、左右対称な土圧が作用する

横断面もあるが、左右非対称な水平土圧が作用する可能性

がある場合や、左右で土かぶり差が生じる場合のように、

偏土圧を受ける横断面も存在する。 
しかし、現行の設計では最も土かぶりが大きくなる断面

において左右対称な土圧を作用させて断面設計が行われ、

その条件がカルバート縦断方向全体にわたり適用される

ことが多く、設計上偏土圧の影響は考慮されているとは限

らない。 
そこで、偏土圧の影響を考慮した場合の各部材の鉄筋や

コンクリートに生じる応力度について照査を試みた。照査

に当たっては、断面寸法や配筋は斜角を有する実際のカル

バートを参考とし、荷重としては死荷重や土圧のほか活荷

重も考慮した。 

図-19 斜角を有するカルバートの断面 

9．1 検討事例 
検討事例は斜角（カルバートと上部道路の中心軸が交

わった時の鋭角の大きさ）が 50°未満で、カルバートに

おける坑口の形状が上部道路中心線の方向と平行な形状

のカルバートである（図-20）。当該カルバートは建設年度

から、昭和42年（1967年）の道路土工指針に基づき設計

されたと推定され、土かぶりが0.5m未満、内空高が4.5m
程度、両坑口の内空幅は9.5m程度である。 
配筋は図-21に示すとおりで、頂版や底版では横断面照

査における軸方向鉄筋が坑口や上部道路と平行、つまり側 

(a) 平面図（全体） 

 

(b) 平面図（カルバート本体のみ） 

(c) 正面図（A方面坑口） 

図-20 参考事例としたカルバートの形状 

斜角

左右非対称な
盛土形状

左右に土か
ぶり差あり

左右同じ
土かぶり

カルバート軸

上部道路中心線

カルバート本体A
方
面
坑
口
（
照
査
対
象
断
面
）
 

B
方
面
坑
口
（
照
査
対
象
断
面
）
 

A方面 
B方面 
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壁とは斜角θで交わるように配筋されていた。そのため、

主筋方向で照査した。 

(a) 断面図（側壁に直角） 

(b) 頂版 

(c) 底版 

(d) 側壁 

図-21 参考事例の配筋図 

9.1.2 荷重の考慮 
各種荷重の載荷方法、使用材料や許容応力度は、現行の

設計指針である「道路土工－カルバート工指針（平成 21
年度版）」8)（以下、現行指針）に準拠した。なお、活荷重

の載荷方法は平成 11 年（1999 年）3 月の指針以降変更と

なっている。 
カルバートの断面力を計算する際の荷重の組合せにつ

いては、現行指針を踏まえ、を図-22に示す3通りを基本

とした。活荷重が後輪荷重のみ頂版中央に載荷されるパ

ターン1（図-22 (a)）、頂版への輪荷重は載荷せず、両側

壁に活荷重による水平土圧として 10K0 kN/m2 を載荷する

パターン2（図-22(b)）、後輪荷重と前輪荷重が全分布幅で

頂版に載荷さするパターン 3（図-22(c)）でそれぞれ断面

力を計算した。 
9.1.3 照査方法 
照査は、坑口に平行で内空幅が 9.5m 程度の断面を対象

に、図-22のような荷重の組合せに対して、曲げモーメン

トの分布を求めた。これらの断面力が生じる時の鉄筋およ

びコンクリートの曲げ応力度を許容応力度と比較した。頂

版、側壁、底版の各部材における照査は、ハンチの付け根

の位置や、ハンチのない部分のうち正または負の断面力が

最も大きくなる位置などで行った。照査に当たり、断面力

は各荷重の組合せにおける照査位置での断面力の中から、

最も大きな値を採用した。 
また、応力度は以下の仮定のもと計算した。 

・軸ひずみが中立軸からの距離に比例 
・鉄筋とコンクリートのヤング係数比が15 
・コンクリートの引張応力度は無視 
鉄筋の許容引張応力度は SD295A 相当のσ sa＝

160N/mm2とした。コンクリートの許容応力度は設計基準

強度 21N/mm2 に対応して、許容曲げ圧縮応力度σca＝

7.0N/mm2 を用いた。その他、許容応力度や照査方法に関

する詳細は現行指針に準拠した。 
9．2 左右の土圧係数の違いのみ考慮した照査 
9.2.1 照査条件 
まず、カルバート左右とも土かぶりが0.39mとし、左右

対称な水平土圧が作用する場合と、偏土圧が作用する場合

で照査を行った。カルバート設計時には通常、左右両側の

側壁には土圧係数 K0 を 0.5 とした水平土圧を載荷するた

め、左右両側の土圧係数を0.5として左右対称な水平土圧

を作用させた場合（偏土圧なし）と、右側のみ土圧係数を

1.0として左右非対称な水平土圧とした場合（偏土圧あり）

について照査を行った。 

斜角θ

カルバート軸方向
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(a) パターン1 

(b) パターン2 

(c) パターン3 

図-22 荷重の組合せ 

9.2.2 断面力分布

内空側に引張を生じさせるモーメントを正とし、偏土圧

なしと偏土圧ありの場合の曲げモーメント図を図-23 に

示す。曲げモーメント図の各図中のプロットは当該位置に

おける断面力で、図-22に示した3パターンの各荷重の組

合せに対して計算した中から絶対値が最大となる値を代

表してプロットしたものである。プロットの色は荷重の組

合せパターンであり、赤がパターン1、黄色がパターン2、
青がパターン 3 で断面力が最大となったことを示してい

る。また、応力照査の対象とした箇所は●、それ以外の箇

所は▲で示している。また、図中の数値は、応力照査の対

象とした箇所の曲げモーメント（単位：kN・m）である。 
今回の例では、頂版のほとんどの部分で、パターン1の

荷重の組合せにおいて曲げモーメントが最大となる結果

であった。 

▲●：代表値（パターン1） ▲●：代表値（パターン2） 

▲●：代表値（パターン3） ●●●：断面照査に用いた値 

  単位：kN・m 

(a) 偏土圧なし（左右ともK0=0.5） 

(b) 偏土圧あり（右側のみK0=1.0） 

図-23 曲げモーメント図 

wd1：頂版に作用する死荷重 
＝頂版死荷重＋上載土による鉛直土圧 

Pl1：後輪荷重 
＝2×100（kN）×（1+0.3）/2.75（m）＝94.5kN/m 

Pl2：前輪荷重 
＝2×25（kN）×（1+0.3）/2.75（m）＝23.6kN/m 

pvl1：後輪荷重による鉛直土圧＝Pl1/（2h＋0.2）（kN/m2） 
pvl2：後輪荷重による鉛直土圧＝Pl2/（2h＋0.2）（kN/m2） 
phd：カルバート側方の土による水平土圧 

＝K0×γ×地表面からの深さ（kN/m2） 
K0：土圧係数 

h

Pl1

pvl1

wvd1

pv2

phd

wvd1

pv2

phdphd

10K010K0

10kN/m2 10kN/m2

h

6m

Pl1 Pl2

pvl1
pvl2

wvd1

pv2

phdphd

-270.3

-161.1

195.6 

-233.2

-277.4

-268.1

268.4 

-252.5

191.6 

-284.7

-370.7

280.7 
-363.7

-207.1

-319.1

-290.4
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負の曲げモーメントについては、右側の土圧係数を 1.0
とした偏土圧ありの場合、左右両側とも土圧係数が0.5の
偏土圧なしの場合に比べ、土圧が大きくなる右側の側壁だ

けでなく全体的に大きくなり、各部材に生じる曲げ応力が

大きくなった。 
今回の例では、偏土圧の有無によらず、頂版の正の曲げ

モーメントは中央で最大となり、側壁の曲げモーメントは

全体で負の曲げモーメントとなった。偏土圧ありの方が頂

版の曲げモーメントの最大値が小さくなった点では８．の

試算と傾向が合っているが、値としては大きな差が見られ

ない。 
9.2.3 応力度照査

曲げ応力度照査の結果を表-8 に示す。曲げ応力度照査

は、偏土圧なしでは各照査位置で満足したが、右側の土圧

係数をK0＝1.0とした偏土圧がありの場合では頂版端部や

ハンチ始点、底版端部で許容値を超過した。検討事例のカ

ルバートでは、図-24に示すように頂版に活荷重や偏土圧

の影響と考えられる縦断方向のひびわれが多数見られた

一方、側壁では主に乾燥収縮によると考えられる鉛直方向

のひびわれが見られた程度であった。 
側壁については、応力度照査で鉄筋やコンクリートの許

容応力度に対して比較的余裕があるが、これは水平方向の

顕著なひびわれが見られない実態と概ね整合すると考え

られる。一方、事例においては頂版全体に縦断方向ひびわ

れが見られるが、今回の解析では頂版中間部で応力度が高

いという限りはなく、整合していない。 

表-8 曲げ応力度照査結果

(a) 偏土圧なし（左右ともK0=0.5） 

 

 
 

(b) 偏土圧あり（右側のみK0=1.0） 

 

端部 ハンチ始点 中間部 端部 中間部 下端部 ハンチ始点 上端部
外側 外側 内側 外側 内側 外側 外側 外側

パターン1 パターン1 パターン1 パターン3 パターン3 パターン3 パターン1 パターン1
曲げモーメント（kN・m） 233.2 161.1 195.6 268.1 268.4 324.8 252.5 270.3
軸力（kN） 48.3 48.3 48.3 124.6 124.6 277.4 154.6 147.9
部材幅（mm） 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
部材高（mm） 631 450 450 713 600 762 679 812
有効高（mm） 556 375 390 613 540 660 577 710
かぶり（mm） 75 75 60 100 60 102 102 102

31.14 31.14 36.61 48.58 42.08 48.58 31.14 31.14

D19・92mm
ピッチ

D19・92mm
ピッチ

D22・184mm
ピッチ+D19・
184mmピッチ

D25・184mm
ピッチ+D22・
184mmピッチ

D22・92mm
ピッチ

D25・184mm
ピッチ+D22・
184mmピッチ

D19・92mm
ピッチ

D19・92mm
ピッチ

かぶり（mm） 241 60 75 173 100 164 81 214
15.57 15.57 15.57 21.04 21.04 15.57 15.57 15.57

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D22・184mm
ピッチ

D22・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

コンクリート 5.2<7.0 6.1<7.0 6.8<7.0 4.3<5.25 5.2<7.0 4.7<5.25 4.9<7.0 4.0<7.0
鉄筋 142<160 151<160 153<160 92<160 123<160 91<160 133<160 114<160

引張鉄筋
鉄筋量As（cm

2）

圧縮鉄筋
鉄筋量Ac（cm

2）

曲げ応力度照査

（N/mm2）

断面寸法

頂版 底版 側壁

断面力

端部 ハンチ始点 中間部 端部 中間部 下端部 ハンチ始点 上端部
外側 外側 内側 外側 内側 外側 外側 外側

パターン1 パターン1 パターン1 パターン3 パターン3 パターン3 パターン1 パターン1
曲げモーメント（kN・m） 284.7 207.1 191.6 370.7 280.7 363.7 290.4 319.1
軸力（kN） 75.2 75.2 75.2 245.8 160.1 183.1 164.5 157.9
部材幅（mm） 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
部材高（mm） 631 450 450 713 600 762 679 812
有効高（mm） 556 375 390 613 540 660 577 710
かぶり（mm） 75 75 60 100 60 102 102 102

31.14 31.14 36.61 48.58 42.08 48.58 31.14 31.14

D19・92mm
ピッチ

D19・92mm
ピッチ

D22・184mm
ピッチ+D19・
184mmピッチ

D25・184mm
ピッチ+D22・
184mmピッチ

D22・92mm
ピッチ

D25・184mm
ピッチ+D22・
184mmピッチ

D19・92mm
ピッチ

D19・92mm
ピッチ

かぶり（mm） 241 60 75 173 100 164 81 214
15.57 15.57 15.57 21.04 21.04 15.57 15.57 15.57

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D22・184mm
ピッチ

D22・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

D19・184mm
ピッチ

コンクリート 6.4<7.0 7.9>7.0 6.7<7.0 5.9>5.25 5.5<7.0 5.1<5.25 5.6<7.0 4.7<7.0
鉄筋 171>160 191>160 146<160 121<160 125<160 113<160 156<160 137<160

引張鉄筋
鉄筋量As（cm

2）

圧縮鉄筋
鉄筋量Ac（cm

2）

曲げ応力度照査

（N/mm2）

断面寸法

頂版 底版 側壁

断面力
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図-24 参考事例におけるひびわれ発生状況 

9．3 左右の土かぶりの違いも考慮した照査 
9.3.1 照査条件 
検討事例のカルバートでは，上部道路に5％程度の縦断

勾配があるため，カルバート左右の土かぶりに差がある。

また、図-20 (a)のA 方面坑口では全体としてB 方面坑口

に比べて土かぶりが0.2m程度ずつ厚い。 
そこで、カルバート横断面左右や、カルバート縦断方向

での土かぶりの違いによる偏土圧も考慮した照査を行っ

た。照査に当たり，各方面の坑口の土かぶりは図-25に示

すように考慮した。 
活荷重は、先の9.2.2において頂版の曲げモーメントと

しては、図-22(a)のパターン1の荷重の組合せで不利にな

りやすいと考えられた。そのため、後輪荷重中心が頂版中

央に来る位置（図-26）で作用させるケースを基本に、活

荷重の作用位置を偏土圧との組合わせで頂版の正の曲げ

モーメントの最大値として不利になる位置にずらした

ケースでも照査を実施した。また、偏土圧による影響と活

荷重による影響の別を確認するため活荷重を作用させな

いケースでも照査を実施した。 
土圧係数は指針では左右両側とも0.5とされるが，盛土

に緩みや変形が生じた場合を想定し、図-20(a)の盛土の形

状より緩みが生じやすいと考えられた側を0.3としたケー

スでも照査した。A方面、B 方面ともに、図-25の左側の

土圧係数を0.3とした。 
以上のように活荷重の載荷条件および土圧係数を変え、

表-9に示すケースで照査を行った。 

(a) A方面 

(b) B方面 

図-25 坑口形状と土かぶり 

図-26 活荷重の載荷位置（後輪荷重の中心が頂版中央） 

表-9 照査ケース 
ケース 坑口 土圧係数 活荷重の載荷条件 

A-1 

A方面 

左右とも
0.5 

後輪荷重の中心が頂版中央 

A-2 
不利な位置 
（後輪荷重の中心を頂版中

央から右へ0.1mずらす） 
A-3 載荷なし 

A-4 左0.3、
右0.5 

不利な位置 
（後輪荷重の中心を頂版中

央から右へ0.2mずらす） 
A-5 載荷なし 
B-1 

B方面 

左右とも
0.5 

後輪荷重の中心が頂版中央 

B-2 
不利な位置 
（後輪荷重の中心を頂版中

央から左へ0.1mずらす） 
B-3 載荷なし 

B-4 左0.3、
右0.5 

不利な位置 
（後輪荷重の中心を頂版中

央から左へ0.1mずらす） 
B-5 載荷なし 

9.3.2 断面力分布 
A方面、B方面ともに、活荷重載荷位置や左右の土圧係

数の違いによる顕著な違いが見られなかったため、曲げ

モーメント分布は、カルバート内空側に引張を生じさせる

方向を正とし、A 方面と B 方面それぞれの左右の土圧係

数を変えたケースを代表例として図-27に示す。図-27中

の数値は、活荷重を載荷したケースにおける各部材端部の

曲げモーメントおよび頂版の正の曲げモーメントの最大

値を示したもので、単位はkN・mである。 

A方面 

B方面 

0.284 0.556 0.828

10.878

上部道路面5%

単位：m 

土かぶり

6m
後輪荷重 前輪荷重
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(a) A方面坑口 

(b) B方面坑口 

図-27 曲げモーメント分布の例（土圧係数左0.3、右0.5の場合） 

A方面では、左側で土かぶりが低く、かつ土圧係数が小

さいことにより、左右の水平土圧に差が生じたことで曲げ

モーメント分布には左右非対称性が見られた。また、頂版

や側壁の上方では、活荷重を載荷したケース A-4 の各位

置における曲げモーメントは活荷重を載荷しないケース

A-5の2倍程度となり、活荷重の載荷による影響も大きい

ことが確認された。 
B方面でも、曲げモーメント分布に左右非対称性は見ら

れたが、A方面に比べて左右の曲げモーメント分布の偏り

は少なかった。A方面では土圧係数、土かぶりともに左側

で小さいのに対し、B方面では土圧係数は左側、土かぶり

は右側と反対側で小さくなっているため、左右の水平土圧

の差が少なくなったことによると考えられる。活荷重によ

る影響については A 方面と同様、活荷重を載荷すると頂

版や側壁の上方の各位置における曲げモーメントが 2 倍

程度となり、活荷重の影響が大きいことが確認された。 
次に、頂版に着目し、各ケースの正の曲げモーメントの

最大値とそれが確認された位置の関係を図-28に示す。 
A方面では図-28 (a)より、ケースA-1とケースA-2に比

べてケースA-4、ケースA-3 に比べてケースA-5 の方が、

頂版中央より右にずれた位置で正の曲げモーメントが最 

(a) A方面坑口 

(b) B方面坑口 

図-28 頂版の正の曲げモーメント最大値とその発生位置 

大値となり、若干ではあるが，値も大きい。活荷重載荷の

有無によらず，土圧係数が左0.3，右0.5となった場合，正

の曲げモーメントが最大となる位置が相対的に水平土圧

の大きな右側へ0.1～0.3m程度ずれた。また、ケースA-2
やケース A-4 では偏土圧と同時に載荷した時に頂版の正

の曲げモーメントの最大値が最も大きくなる位置で活荷

重を載荷したが、後輪荷重の中心が頂版中央に来るように

載荷したケース A-1 と比べ、頂版の正の曲げモーメント

の最大値が発生する位置はずれるものの、曲げモーメント

の最大値には有意な差がなかった。 
B方面では図-28(b)より、ケースB-1に比べてケースB-

2 やケースB-4 で頂版中央より左に0.1m 程度ずれた位置

-329.254 -282.638

-276.235

208.558 

単位：kN・m 
―A-4（活荷重載荷） 

―A-5（活荷重なし） 

-405.186

―B-4（活荷重載荷） 

―B-5（活荷重なし） 単位：kN・m 

-286.478 -252.618

-299.366

193.377 

-322.168

0

50

100

150

200

250

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
最

大
値

（
kN

・m
）

曲げモーメント最大位置（支間中央からの距離：m）

A-1（左右とも土圧係数0.5，後輪荷重中心を支間中央）

A-2（左右とも土圧係数0.5，後輪荷重中心を支間中央から右へ0.1m）

A-3（左右とも土圧係数0.5，活荷重載荷なし）

A-4（左のみ土圧係数0.3，後輪荷重中心を支間中央から右へ0.2m）

A-5（左のみ土圧係数0.3，活荷重載荷なし）

0

50

100

150

200

250

-0.5 -0.4 -0.3 -0.2 -0.1 0

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
最

大
値

（
kN

・m
）

曲げモーメント最大位置（m）

B-1（左右とも土圧係数0.5、後輪荷重中心を支間中央）

B-2（左右とも土圧係数0.5，後輪荷重中心を支間中央から左へ0.1m）

B-3（左右とも土圧係数0.5，活荷重載荷なし）

B-4（左のみ土圧係数0.3，後輪荷重中心を支間中央から左へ0.1m）

B-5（左のみ土圧係数0.3，活荷重載荷なし）
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で正の曲げモーメントが最大値となる。ケースB-2および

ケース B-4 ではいずれも不利な位置で活荷重を載荷して

いるが、正の曲げモーメントが最大となる位置には、左右

の土圧係数による顕著な違いは見られない結果であった。

曲げモーメントの最大値は土圧係数を左のみ 0.3 とした

ケースB-4の方が若干大きい。また、ケースB-3で正の曲

げモーメントが最大となった位置は頂版中央から0.5m 近

く左、ケースB-5 では0.1m 程度左にずれた。活荷重を載

荷しない場合、土圧係数が左右とも0.5である方が、正の

曲げモーメントが最大となる位置の頂版中央からのずれ

が大きい結果である。これは、B方面坑口では左側で土か

ぶりが大きいため、左側の土圧係数が0.5の場合に左右の

水平土圧の差が大きくなったことによる。正の曲げモーメ

ントの最大値は、左のみ土圧係数を 0.3 としたケースB-5
の方が若干大きいが有意な差ではなかった。 

A 方面では B 方面に比べて全体的に土かぶりが厚いた

め、多くの部分で曲げモーメントの値も大きくなる傾向で

あった。正の曲げモーメントが最大となる位置は、A方面、

B方面とも活荷重の載荷がない条件、つまり偏土圧のみ考

慮した条件では、左側の土圧係数が0.3になると土圧係数

が 0.5 である右側に 0.3m 程度移動した。活荷重を考慮し

た場合、特にB方面では左側の土圧係数が0.3になっても

正の曲げモーメントが最大となる位置の移動が少なく抑

えられた。曲げモーメントの分布には偏土圧よりも活荷重

による影響が大きかったことと併せ、水平土圧を相対的に

大きくする土かぶり、土圧係数ともに右側で大きくなるA
方面に比べて、B方面では土かぶりは左側、土圧係数は右

側と異なる側で大きくなり、A方面に比べて左右の水平土

圧の差が小さく、偏土圧の影響が抑えられた。 
9.3.3 応力度照査 
 方面別に頂版の正の曲げモーメントが最大となった

ケース、つまりA方面ではケースA-4、B方面ではケース

B-4 で 9.1.3 に示す方法で照査を行った結果を表-10 に示

す。 

表-10 頂版の照査結果の例 

ケース A-4 では鉄筋・コンクリートともに今回設定し

た許容応力度に対して若干の超過が見られたが、全体的に

土かぶりが低く曲げモーメントも小さい B 方面のケース

B-4 では許容応力度に対する超過は見られなかった。コン

クリートの設計基準強度や鉄筋の引張強さが最低の条件

に対しては、偏土圧や活荷重を不利な条件で考慮した場合

に許容応力度に対して若干余裕がなくなる可能性も考え

られた。 

10．盛土や基礎地盤の挙動が継手の開きに与える影響

カルバートの変状事例について整理する中で、5．5 お

よび6．3でも述べたとおり、継手の開きやずれも比較的

多く見られた。こうした変状は軟弱地盤や集水地に立地し

ているカルバートで多く見られ、盛土の変形や基礎地盤の

沈下の影響を受けたと考えられる。また、カルバート縦断

方向や横断方向で支持地盤までの厚さにばらつきがある

など、基礎地盤条件の変化による不同沈下の影響を受けた

とも考えられる。 
盛土の変形や基礎地盤の沈下、不同沈下がカルバートに

与える影響についての設計での考慮の有無や、考慮してい

る場合の具体的な手法は、事例毎に異なり、明確にはなっ

ていない。 

そこで、盛土の変形や基礎地盤の沈下、不同沈下の影響

を設計に考慮する方法の検討に向け、継手の開きが見られ

たカルバートを例に、盛土や基礎地盤の挙動の影響を受け

て継手が開いた状況について、縦断方向の試算により再現

を試みるとともに、現地周辺の地質調査を行い、現象を分

析した。 
10．1 検討事例

検討事例は、道路の下を通る場所打ちボックスカルバー

トで、内空幅、内空高さともに「道路土工－カルバート工

指針（平成 21 年度版）」8)でいう従来型ボックスカルバー

トの範囲内の寸法のものである。土かぶりは3m程度、斜

角はほぼ 90 度で、上部道路と直行する。縦断方向に長さ

10m 程度のカルバートボックスが山地側から平地側に向

かって3 体並び、ボックス間の継手2 箇所を有する（図-

29）。山地側の 2 体のボックス（以下、「既設ボックス」）

が先に建設された後、平地側の1体のボックス（以下、「新

設ボックス」）が建設され、拡幅盛土がされている。 
このカルバートには被災履歴はないが、新設ボックスと

既設ボックスの間の継手では、常時の作用による影響とし

ては比較的大きな開きが生じた。継手の開きの幅は鉛直上

方に向かうほど大きくなるばらつきがあるが、新設ボック

スと既設ボックスの側壁面や頂版面の段差は見られてい

A-4 B-4

曲げモーメント（kN・m） 208.6 193.4

軸力（kN） 42.8 34.4

部材幅（mm）

部材高（mm）

有効高（mm）

かぶり（mm）

かぶり（mm）

コンクリート 7.2>7.0 6.7<7.0

鉄筋 164>160 153<160

引張鉄筋

圧縮鉄筋

曲げ応力度照査

（N/mm2）

D22・184mmピッチ+D19・184mmピッチ

D19・184mmピッチ

60

36.61

75

15.57

鉄筋量As（cm
2）

鉄筋量Ac（cm
2）

1000

450

390

断面力

断面寸法
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ない。こうした状況から、新設ボックスが平地側に向かっ

て沈み込むような挙動をしたことが考えられた。 

(a) 側面図 

(b) 側面図 

(c) 断面図 

図-29 参考事例 

10．2 現地の地質調査 
既設ボックスが建設された当時のボーリング調査の結

果、図-29(a)に示されたボーリング柱状図が得られ、これ

を基に、既設ボックス直下および新設ボックス直下の置換

えが行われたと推定される。 
仮に、カルバート縦断方向で軟弱粘土層の厚さが異なり、

新設ボックス直下で既設ボックス直下よりも軟弱粘土層

が厚い場合は、新設ボックスが平地側に向かって沈み込む

ような沈下も想定される。 
そこで、新設ボックスの挙動を正確に把握するため、新

設ボックスの坑口付近で標準貫入試験、新設ボックスおよ

び既設ボックス 2 の坑口付近でスウェーデン式サウン

ディング試験を行った。これらの調査結果と図-29(a)に示

される既存のボーリング柱状図をもとに、ボックス直下の

置換え前の地盤条件が図-30のように推定された。 
 軟弱粘土層の厚さは新設ボックス坑口に向かって薄く

なり、より浅い位置で砂礫層に到達すると考えられる結果

であった。今回実施した標準貫入試験では軟弱粘土層、砂

礫層ともに既存のボーリングデータに比べて N 値が小さ

な結果であったが、新設ボックス直下の置換え厚さの不足

はなく、それにより新設ボックスが沈下した可能性は低い

と考えられる。 
10．3 弾性床上の梁としての縦断方向の試算 
10.3.1 弾性床上の梁モデル 

10．1の参考事例について、構造諸元と10．2の地質調

査結果を参考に弾性床上の梁としてモデル化し、縦断方向

の試算を行って継手の開きの再現を試みた。 
数値解析モデルは、縦断方向に新設ボックスと既設ボッ

クスが並んだ骨組みモデルとし、2箇所の継手部分はいず

れもピン結合とした。荷重は、カルバートボックスの自重、

盛土による上載土圧、揚圧力を考慮した（図-31）。 

 

図-30 カルバート直下の置換え前の地盤条件（推定） 

新設ボックス 既設ボックス1 既設ボックス2 

拡幅盛土 既設盛土 

→山地側平地側← 

新設ボックス
既設 

ボックス2 

既設 

ボックス1 →山地側平地側← 

新設ボックス置換え

平地側← →山地側拡幅盛土 既設盛土 

新設ボックス 既設ボックス1 既設ボックス2 

既設ボックス置換え
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図-31 カルバート縦断方向のモデル化 

新設ボックス下と既設ボックス下の地盤ばねは、平成

24年の「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造偏」15)の多層

系地盤として換算した N 値から地盤反力係数を求める手

法により設定した。多層系地盤として N 値を換算するに

当たり、地表面から 2.7m までは新設ボックス直下、既設

ボックス直下ともに N 値 40 相当の置換え土を想定した。 
置換え土の下は、新設ボックス下で N 値 30 相当、既設

ボックス下でN値50相当が続くことを想定した。 
10.3.2 試算結果 
 ボックス毎に両端部の沈下量を求め、図-32に示すよう

に両端部における沈下量の差から回転角を算出した結果

は、表-11のとおりであった。 
新設ボックスの回転角は-0.00752mrad と負の値となり、

坑口側が持ち上がる回転をする結果となり、新設ボックス

が坑口に向かって沈み込むような実際の挙動とは異なっ

ている。また、継手の上方が大きく開く状況を再現するに

は、各ボックスの回転角が全て正で、新設ボックス＞既設

ボックス1＞既設ボックス2の順に大きくなる必要がある

が、この条件を満たしていない。 
上載荷重と地盤ばねのみ考慮した今回の計算方法では、

新設ボックスと既設ボックス 1 の間の継手のみ上部ほど

大きく開いた状況は、再現できなかった。新設ボックスと

既設ボックスの直下の地盤条件が大きく変わらず、実際に

は新設ボックスが前後区間の盛土の沈下に引き込まれる 

 

図-32 各ボックスの回転角 

表-11 各位置の変位とボックスの回転角 

新設ボッ

クス坑口 

継手 
（新設－

既設1） 

継手 
（既設1－
既設2） 

既設ボッ

クス2 
坑口 

沈下量

（mm） 3.284 3.372 2.685 1.974 

沈下量差

（mm） -0.088 0.687 0.711 

縦断方向

長さ

（mm） 

新設ボックス 既設 
ボックス1 既設ボックス2 

11,700 10,550 10,550 

回転角 
（mrad） -0.00752 0.06512 0.06739 

挙動をしたことが考えられるが、この状況を計算で再現す

るモデルや、設計で考慮する方法を引き続き検討したい。 

11．まとめ 
過去の技術相談案件、「シェッド，大型カルバート等定

期点検要領」に基づく定期点検結果で確認されたカルバー

トの変状について、技術相談資料や点検調書の情報をもと

に変状やその要因、立地条件との関連について整理し、各

変状に至る経路（フォルトツリー）をまとめた。事例整理

やフォルトツリーの内容については、事例が追加されるご

とに、妥当性の確認や表現の見直しも継続してきた。 
変状が確認されているカルバートは、建設時期が古いも

のから新しいものまであるが、半分以上がカルバートの設

計・施工上注意を要する立地条件に建設されていた。特に、

軟弱地盤や集水地に建設されたカルバートでは、基礎地盤

の沈下や盛土の変形を要因とする変状が起こりやすくな

り、その範囲も多岐にわたるので注意を要すると考えられ

た。 
 変状が確認された部材・部位は、頂版・側壁・ウイング

の各コンクリート部材のほか、継手部、排水施設、内空道

路面、上部道路面まで多岐にわたった。 
 変状の中でも、温度応力や乾燥収縮によるひびわれ、遊

離石灰等、コンクリートの強度発現機構や材料特性に起因

する変状や、鉄筋露出、頂版や側壁のうき・剥離等、鉄筋

かぶりに起因する変状のように、コンクリート材料に起因

するもののほか、継手部材の経年劣化のような材料的要因

での変状も多く見られた。遊離石灰やうき・剥離、鉄筋露

出のように水に触れると促進される変状は、集水地で多く

見られる傾向にあったが、それ以外の変状については、特

定の条件によらず発生する可能性が考えられる。 
 一方、ひびわれでも上載土圧や上部道路の活荷重による

と考えられるもののほか偏土圧によると考えられるもの、

上載荷重（ボックス自重＋上載土圧‐揚圧力） 

新設ボックス 既設ボックス1 既設ボックス2

ピン結合 

地盤ばね（新設） 地盤ばね（既設） 

沈下量1 
沈下量2 

カルバートボックス縦断方向長さL 

回転角（mmrad） 

＝（沈下量1‐沈下量2）/ L 

カルバートボックスの元の位置 
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基礎地盤の沈下や盛土の変形に伴うカルバートブロック

の沈下や変位に起因すると考えられる各種変状（継手部や

ウイング取付部の変状、カルバートブロック間に設置され

た導水工の破損、内空道路面や上部道路面の亀裂等）のよ

うに、カルバートに作用した外力による構造的要因での変

状も見られた。 
定期点検1巡目（平成26年度から平成30年度）の点検

結果を中心に事例分析の対象とした 260 のカルバートの

中で、材料的要因のみ、構造的要因のみ、これら両方の要

因で変状が生じたと考えられたのは、それぞれ、93 件

（35.8%）、6件（2.3%）、162件（62.3%）であった。 
 外見が似た変状でも、要因を適切に推定する必要性が確

認された。例えば、継手部や導水工の変状に関しては、部

材の経年劣化のみの材料的要因のものから、外力を受けて

部材が破損した構造的要因のものまであり、要因の把握と

措置を適切に行わないと土砂や水の流入にも進展し得る

ので、注意を要すると考えられる。舗装面の亀裂や段差に

ついても、カルバートや盛土の沈下を伴うものと、局所的

な舗装材の劣化では、措置の内容も大きく変わると考えら

れる。進展可能性が高い、進展した場合の影響が大きいな

ど、注意を要する変状を適切に把握する必要がある。 
例えば、活荷重によると考えられる頂版のひびわれにつ

いては、土かぶりが薄く、上部道路の交通量が多い場合は、

進展の可能性が高いと考えられる。偏土圧によるひびわれ

についても、特定の部分に集中して現れ、進展の可能性が

高いと考えられる。 
また、事例数としては少ないが、水路カルバートで基礎

地盤が洗掘されて底版直下に空洞が進展した事例や、比較

的新しい構造形式のカルバートで場所打ちボックスカル

バートとは異なるひびわれが多く見られた事例もあり、今

後注意すべきと考えられた。 
令和 2 年度は、定期点検 2 巡目の 1 年目に当たる令和

元年度の定期点検結果を対象に、定期点検1巡目の点検結

果との比較を行った。 
同一のカルバートで同一箇所の変状についての報告が

あった場合でも、1巡目の定期点検から5年程度の間に明

らかな変状の進展が見られた事例はほとんどなく、構造的

要因による変状の進展が明らかな事例は見当たらなかっ

た。一部のカルバートでコンクリートの遊離石灰や漏水の

範囲の広がりは報告されていたが、周辺からの水の流入を

受けるカルバートなどに限られていた。2巡目の1年目の

点検結果から見る限り、5年程度では変状の進展が見られ

る可能性が低いため、進展した場合に利用者被害が懸念さ

れる変状に重点を置くなど、今後の点検作業の効率化が期

待できると考えられる。変状の進展状況について引き続き

事例の蓄積と分析を行い、確認したい。 
 定期点検等で報告されている各種変状のうち、偏土圧に

よる影響については、カルバート横断面に左右非対称な土

圧を作用させて断面力分布を試算した。その結果、カル

バート内空側に引張を生じさせる曲げモーメントが大き

くなる部分と、偏土圧によると考えられるひびわれの集中

した位置は概ね整合することを確認した。 
令和元年度および2年度は、偏土圧によると考えられる

変状の見られた斜角の小さなカルバートを例に、「道路土

工－カルバート工指針（平成21年度版）」に基づき、左右

の土かぶり差や土圧係数の違いによる偏土圧を考慮して

断面照査を試みた。その結果、側壁については、応力度照

査で鉄筋やコンクリートの許容応力度に対して比較的余

裕があることと、水平方向の顕著なひびわれが見られない

状況は概ね整合すると考えられた。左右の水平土圧の差に

よっては頂版の最大応力やその発生位置が若干変わった。 
 また、基礎地盤の沈下や盛土の変形による影響について

は、継手の開きが見られたカルバートを例に、弾性床上の

梁として縦断方向の試算を行った。検討事例の継手が上部

ほど大きく開いた状況は、上載荷重と地盤ばねの考慮のみ

では再現できなかった。ボックスが前後区間の拡幅盛土の

沈下に引き込まれる挙動をしたことが考えられるが、今後

はこの影響を考慮してボックスの挙動や継手の開きの状

況を再現可能な計算方法を検討する。 
変状進展状況についての事例分析と、構造的要因による

変状について精度良く状況を再現可能な数値解析手法の

検討を深め、点検作業の効率化や構造的要因を考慮したカ

ルバートの設計手法に反映させることを目指す。 
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7.2  サービスを中断することなく更新が可能となるような設計、構造・材料等を開発評価

7.2.1  トンネルの合理的な更新技術に関する研究

担当チーム：道路技術研究グループ（トンネル）／先端材料資源研究センター（iMaRRC）

研究担当者：日下敦、森本智／新田弘之、島袋智尋 

【要旨】

既設のトンネルに変状が発生した場合の対策工の選定は、個別の変状に対して過去の経験や実績等による場

合が多く、補修・補強工法の設計手法としては未確立な面が残されている。また、トンネルの補修・補強を実

施する際には長時間の交通規制を伴うため、社会的コストへの影響を最小限に抑えるために補修・補強工の耐

久性の向上や施工の簡略化なども求められている。 

令和 2年度は、従来から適用実績が多い炭素繊維と比較して、低強度の材料を用いた対策工についてはく落

抵抗性能を評価するため押抜き試験を実施した。また、はく落対策工の長期的な耐久性評価方法の確立に向け、

令和元年度に引き続き、促進条件の検討を目的に、室内促進劣化試験と屋外暴露試験の比較を行った。 

その結果、炭素繊維を用いた従来工法と比較して、低強度の樹脂系材料を用いた対策工では、シート等のは

く離と比較して変形が進行しやすく荷重の増加は小さい特性を示すことが明らかとなった。また、促進条件の

検討では、室内促進 40℃または 60℃の 14日浸漬で、屋外暴露 2年目の状態を予測できることが可能性として

示唆された。 

キーワード：インフラ、道路トンネル、維持管理、長寿命化、更新、補修・補強

1．はじめに

国内の道路トンネルは約1.1万箇所あり、建設後50

年を経過したトンネルの割合は、現在は約 22%である

のに対し、10年後には約36%に増加するとされる 1)。

このような状況のなか、道路トンネル定期点検要領 2)、

3)に基づいた点検が1巡目した結果の分析 1)によれば、

早急に補修・補強といった対策が必要なトンネル(健

全性がⅢまたはⅣ相当)は全体の 3 割以上存在するこ

とが報告されている。

また、建設年代の古いトンネルの中には、断面が小

さく建築限界に余裕がないトンネルや、歩道や路肩が

狭隘なトンネルが存在するとともに、外力が作用した、

あるいは、経年劣化が進行したトンネルでは外力によ

るひび割れやうき、はく離、はく落、さらに漏水等の

変状が多数存在し、利用者被害の発生が課題となって

いる。このようなトンネルで用地の制約等により新規

にトンネルを建設することができない場合は、防水化

が可能となる覆工の打替、インバート設置等を含めた

大規模な更新が必要となっている。 

今後、このような対応を要するトンネルが増加する

傾向にあると考えられるが、更新やトンネルの断面に

対する補修・補強工法の設計手法は、個別の変状に対

して過去の経験や実績等による場合が多く、未確立な

面が残されている。さらに、変状発生要因別に適切な

対策工法を選定するためには高度な知識と経験が必

要であるとともに、補修・補強を実施する際には長時

間の交通規制を伴うため、社会的コストへの影響を最

小限に抑えるために補修・補強工の耐久性の向上や施

工の簡略化なども求められている。 

本研究では、より効果の高い、施工性や維持管理性

に優れた、新たな補修・補強工法の提案に対する要請

に応えることを目的に、それらに優れたトンネルの補

修・補強工法の開発を行うものである。 

令和2年度は、従来から適用実績が多い炭素繊維と

比較して、低強度の材料を用いた対策工について、は

く落抵抗性能を評価するため押抜き試験を実施した。

また、はく落対策工（以下、「対策工」と称する）の

長期耐久性評価として促進劣化試験の確立に向け、令

和元年度に引き続き、促進条件の検討を目的に、室内

促進劣化試験と屋外暴露試験の比較を行った。さらに、

共同研究で開発した対策工の試験施工について、2年

目の状態観察を行った。 
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2．交通を妨げることなく、補修・補強が可能となる

ようなトンネルの設計・施工法、および材料の開発・

評価 

2．1 実験・解析による補修・補強工法に求められ

る強度や力学的メカニズムの解明

山岳トンネル工法（いわゆるNATM）により建設され

た道路トンネルに発生するうき・はく離の面積は、

0.1m2未満が 92%以上、0.2m2未満が 95%以上を占めて

おり小規模のものが多いことが報告 4)されている。対

策工の開発においては、対象とするはく落塊の規模を

限定し、従来の対策工と比較して低強度の材料を用い

ることにより、経済性や施工性等の向上が期待される。

一方、使用する材料の強度特性や繊維の構造等によっ

ては、荷重-変位特性や破壊形態等について、従来の対

策工とは異なる性能を示す可能性が考えられる。さら

に、対策工の耐荷力特性の評価方法は、その破壊形態

によって異なることが考えられ、従来の対策工と破壊

形態が異なる場合、新たな耐荷力特性の評価方法の設

定が必要と考えられる。 

本研究では、炭素繊維を用いた従来工法と比較して、

低強度の材料を用いた対策工を対象に、はく落抵抗性

能を評価するための基礎資料を得ることを目的とし

て押抜き試験を実施し、荷重-変位特性や破壊形態、耐

荷力特性の評価方法の分析等を行った。 

2.1.1 試験方法 
押抜き試験は、はく落塊を模した押抜き部を設けた

コンクリート供試体に対策工を設置し、ジャッキを用

いて変位制御により載荷した（図-1）。対象とした対策

工は、表-1に示すように、Case1はオリフィンを素材

とする対策工（以下、「網状シート」と称する）、Case2

はウレタンを素材とする対策工（以下、「塗布シート」

と称する）、Case3は炭素繊維を素材とする従来から適

用実績が多い対策工（以下、「従来工法」と称する）の

3 種類とした。網状シート・塗布シートの引張強度・

引張弾性係数は、従来工法と比較し十分に小さい特性

を示す（表-1）。また、網状シート・塗布シートの特徴

として、透過性を有する（写真-1のように施工後にお

いてもコンクリート表面の状況が確認できる）こと、

コンクリート供試体の下地処理（ケレン）後の施工性

が良い（網状シートは接着剤を塗布し網状シートを貼

付する2工程、塗布シートはプライマー塗布し樹脂材

料をローラーにて塗布する2工程）こと等があげられ

る。計測項目は、押抜き載荷による変位（変位(mm)）、

押抜き載荷に対する抵抗荷重（荷重(kN)）とした。ま

た、変位の増加に伴うはく離状態等を観察した。 

2.1.2 試験結果

(1)低強度材料を用いた対策工の荷重-変位特性 

図-2 に荷重と変位の関係を示す。Case1 の荷重は、

変位の増加に伴い増加し、変位 18mmにて最大 1.47kN

となった。その後、荷重は低下し変位20mmにて0.94kN

程度となった。Case2の荷重は、変位の増加に伴い増

加し、変位9.2mmにて最大0.70kNとなった。その後、

荷重は低下し変位16mmにて0.40kNとなった。それ以

降の荷重は、変位の増加に伴う変化は小さく、微増あ

るいは横ばいとなった。一方、Case3 の荷重は、網状

シート・塗布シートと比較して十分に大きく、変位の

増加に伴い荷重が増加し、変位 20mmにて最大 11.3kN

となった。 

(2)低強度材料を用いた対策工の破壊形態 

写真-2に観察結果を示す。写真-2(a)に示したCase1

では変位の増加に伴いはく離が進行するものの、各層

の繊維が独立した挙動を示し、徐々に繊維が破断した。

写真-2(b)に示した Case2 ではシートのはく離と比較

して変形が進行し変位 32mmで寸法 2mm 程度の部分的

な破断が確認され、変位 50mm 程度で破断が拡大し、

はく離の進展は停止した。一方、写真-2(c)に示した

Case3では変位の増加に伴うはく離の進展が供試体端

図-1 試験状況 

はく離長さ

はく離角度

X軸

Y軸

押抜き変位

600

40
0

押抜き載荷

シート系当て板工
（樹脂系材料）

押抜き部
（Case.1の例）

はく離周長

抵抗荷重

表-1 材料特性 

対策工 

写真-1 施工後の状況 

Case番号 Case1 Case2 Case3

材料 網状シート 塗布シート 従来工法

素材 オリフィン ウレタン 炭素繊維

引張強度
（N/mm2）

35 40 4,124

引張弾性係数
（N/mm2）

409 14 262,000

シート厚
（mm）

0.33 0.16 0.0556

材料
特性

対策工の背面が視認可能 

(a)Case1網状シート (b)Case2塗布シート 

対策工の背面が視認可能 
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部に到達するまで繊維の破断は確認されなかった。 

ここで、既往の研究 5)では、炭素繊維を用いた従来

工法の場合、変位の増加により繊維が破断することな

くはく離が概ね均等に進展し、はく離周長に比例して

荷重が増加する結果が得られており、その耐力は単位

はく離強さ（荷重／はく離周長）をもとに評価できる

としている。本実験結果について、荷重とはく離周長

の関係を図-3に示す。Case3の場合、既往の研究の結

果と同様に、はく離の進展（=はく離周長の増加）に伴

い荷重が一定の割合で増加していることがわかる。一

方、Case1の場合､はく離は進展するものの荷重の増加

は限定的であり、Case2 の場合、はく離の進展が限定

的で荷重の増加も限定的であった。この結果から、低

強度の材料を用いた対策工では、荷重-変位特性や破

壊形態が従来工法と異なるため、従来の単位はく離強

さのみでは耐荷力特性の評価が難しいことがわかる。 

(3)単位繊維強さによる照査 

Case1のように繊維が独立して挙動し荷重を受け持

つ構造の場合、破壊形態を踏まえると、繊維強度×繊

維本数でシート耐力を評価できると考え、単位繊維荷

重（押抜き荷重／有効繊維本数 n）を算出して各ケー

スで比較を行った。ここで、有効繊維本数は、押抜き

部と供試体をつなぐ繊維の本数であり、1 本破断ある

いは端部はく離するごとにマイナス 1 本となる。す

なわち、耐荷力として有効に機能している繊維の本数

である。図-4に単位繊維荷重と変位関係を示す。単位

繊維荷重は、変位の増加に伴い変動するものの、概ね

20～35（N/本）で推移する結果となり、シートの仕様

によっては単位繊維強度も考慮してシート耐力を評

価する必要があると考えられる。 

以上より、従来工法と比較して、低強度の材料を用

いた対策工のはく落抵抗性能に関して以下の知見が

得られた。 

網状シートのような繊維の編込み構造を有する

シートでは、従来工法と異なり、各層の繊維が独立し

た挙動を示し、はく離が進展するものの荷重の増加は

小さい。このような破壊形態に対しては、単位繊維強

度も考慮してはく落抵抗性能を評価する必要がある

と考えられる。 

塗布シートのような樹脂材料を塗布し塗膜を形成

するシートでは、従来工法と異なり、シートのはく離

と比較して材料の伸びが先行し、局所的な破断が発生

し破断が進展する。はく離の進展は限定的で荷重の増

加は小さい。 

図-2 荷重と変位 

(b) Case2塗布シート

変位32mmで破断確認 実験終了の状態 

破
断
箇
所

写真-2 観察結果
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図-3 荷重とはく離周長 

(c) Case3従来工法
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2．2 実験・解析による補修・補強に求められる革新

的材料の劣化メカニズムの解明

道路トンネルにおける変状対策は、ひび割れなどの

変状が顕著に現れている箇所に対して、補修・補強の

必要性や施工規模を過去の事例や経験に基づき検討

し、対症療法的に実施している 6)。道路トンネルに発

生するうき・はく離の対策工の設計手法については、

未解明な設計荷重や力学的なメカニズムのもと、個々

の変状に対し経験や実績などで対処しており、その効

果の持続性や耐久性についても実績から判断せざる

を得ない状況にある。老朽化した道路トンネルを中長

期的に維持していくためには、施工する対策工の長期

的な耐久性を把握しておく必要があり、その評価方法

の確立が望まれる。 

 そこで本稿では、道路トンネル対策工の長期的な耐

久性を評価する促進劣化試験方法の確立に向け、促進

条件の検討として、対策工を用いた室内での促進劣化

試験と屋外での暴露試験を行い、両試験を比較検討し

たので報告する。また、共同研究で開発を進めている

対策工の既設トンネル（旧宇津トンネル）での試験施

工から約2年が経過し、その経過観察を行ったので状

況を報告する。 

2.2.1 試験方法 
(1)供試体の作製 

供試体の形状を図-5 に示す。供試体には、コンク

リート2次製品として入手が容易なJIS A 5371に規

定する舗装用コンクリート平板（寸法：300×300×60 

mm）を用いた。中央部をコアドリルを用いてφ100 mm

の円形状にカットしていき、貫通はさせず、平板の厚

さに対して 5 mm残存する加工とした。対策工は平板

の表面全体（コア部の残存側）に施工した。今回試験

に使用した対策工は、施工性や維持管理性の改善を目

的として検討中のタイプの異なる5種類（A、B、C、D

および E）を用いた。5種類の対策工の諸元を表-2に

示す。 

(2)室内促進劣化試験 

 室内促進劣化試験は、写真-3に示すように一定の温

湿度に制御した恒温恒湿槽内で、飽和水酸化カルシウ

ム水溶液（以下、「アルカリ水」と称する）中に(1)で

作製した供試体を半浸漬した状態で実施した。アルカ

リ水を使用する理由は、一般的なトンネル環境下では

紫外線による影響はほとんどなく、高温にもさらされ

ないと考え、対策工に対する劣化因子は主に水分と 

考えられた。予備試験において、水とアルカリ水の浸

漬試験を行った結果、アルカリ水による浸漬の方が促

進効果が高かったため、コンクリート浸出水を想定し

たアルカリ水浸漬試験を行うこととした。今回の室内

促進劣化試験で設定した促進条件（試験温度および湿

度、浸漬期間）を表-3に示す。 

写真-3 室内促進劣化試験の状況 

表-2 対策工の諸元 

図-5 供試体の形状（単位： mm） 
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温度 湿度 浸漬期間 

20℃ 

90％ 
0、7，14，28，56日 

40℃ 

60℃ 0、7，14，28日 

(3)屋外暴露試験 

  屋外暴露試験は、(1)で作製した供試体を写真-4

に示すように既設トンネル（廃道）内の側壁に立て掛

ける形で実施した。10年分の供試体を暴露しており、

本稿では、2 年間暴露した供試体を持ち帰った。暴露

期間中の温度および湿度については、温度・湿度デー

タロガーで常時測定した。 

(4)耐荷力の試験方法 

 (2)室内促進劣化試験および(3)屋外暴露試験を終

えた供試体の耐荷力を試験した。試験方法は、土木学

会規準「コンクリート片のはく落防止に適用する表面

被覆材の押抜き試験方法（JSCE-K533-2013）」7)に準拠

した。本来この規準は、鉄筋コンクリート構造物には

く落防止対策が実施されていることを想定しており、

トンネルでの覆工コンクリートのはく落対策は想定

していない。しかし、現状では、多くの対策工法にお

いて、この規格である押抜き性能 1.5 kNを満たすよ

うな条件を基準として用いている。 

 試験状況を図-6に示す。試験時の温度は、23±2℃

に設定し、載荷は、まず 1 mm/minの速度で供試体コ

アの残存部分が破壊するまで載荷し、破壊後は、5 

mm/minの速度で載荷し続け、最大荷重を測定した。 

2.2.2 試験結果 
(1)供試体の外観変化 

表-4 に、室内促進劣化試験の供試体（40℃、56 日

間）と屋外暴露試験の供試体（1、2年間）の外観変化

を示す。 

 供試体 A では、室内促進において、40℃で 56日間

行うと対策工の表面全体に膨れが生じていた。屋外暴

露したものについては、膨れや割れなどの変状は見ら

れなかった。供試体Bは、室内促進では、膨れや割れ

などの変状は見られず、屋外暴露したものについても

同様であった。供試体 C については、室内促進では、

膨れや割れなどの変状は見られなかったが、屋外暴露

工法
室内促進劣化試験

（40℃、56日経過） 

屋外暴露試験

（1年経過） 

屋外暴露試験

（2年経過） 

A 

B 

C 

D 

E 

写真-4 屋外暴露試験の状況 

00

供試体

球座

ロードセル

はく落防止対策工

図-6 押抜き試験 

表-3 室内促進劣化試験での促進条件 

表-4 室内促進と屋外暴露後の供試体外観 
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したものにおいては白い斑点が生じていた。供試体 D

については、室内促進では、膨れや割れなどの変状は

見られなかったが、屋外暴露したものにおいては汚れ

が生じていた。最後に、供試体Eについては、室内促

進では、対策工の表面全体に膨れが生じていた。屋外

暴露については、汚れが生じていた。 

(2)トンネル内の気温変化 

 屋外暴露試験を行っているトンネル環境中の気温

および湿度を図-7に示す。8月頃は約 20℃～25℃、1

月頃は約0℃～5℃であり、季節による温度変化が見ら

れた。湿度は、0～100％の間を大きく変動し、平均湿

度は80％であった。湿度が大きく変動した理由として、

トンネル内の気温変化により結露が発生し、湿度セン

サーに付着したことが考えられる。 

(3)押抜き試験 

室内促進及び屋外暴露を終えた供試体（A、B、C、D

およびE）の押抜き試験結果を図-8に示す。 

押抜き試験の初期値は、供試体 Aは 5 kN程度、供

試体B～Eは1.5～2.5 kN程度であった。供試体Aは、

室内促進の温度にかかわらず、0日から 7日にかけて

2～3 kN程度、40℃では2 kN程度まで最大荷重が低下

した。加えて、40℃と60℃は7日以降も低下した。屋

外暴露においても、最大荷重が 1年で 2.5 kN程度ま

で低下し、2 年目にかけて僅かに増加する結果となっ

た。室内促進と屋外暴露の結果を比較すると、室内促

進 40℃の 14日と屋外暴露 2年目の最大荷重が同等と

なった。供試体 B は、室内促進の 20℃と 40℃におい

て、最大荷重の変化はほとんど見らなかった。60℃に

おいては、僅かに低下傾向を示した。屋外暴露におい

ては、最大荷重が初期値から僅かに増加した。室内促

進と屋外暴露の比較では、最大荷重の変化に同じ傾向

は見られなかった。供試体 C は、室内促進の 20℃と

40℃において、最大荷重の変化はほとんど見られな

図-8 各供試体の押抜き試験結果 
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図-7 屋外暴露環境中の気温および湿度 
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かった。しかし、60℃においては、最大荷重が初期値

から僅かに低下した。屋外暴露においても、最大荷重

が僅かに低下する結果となった。室内促進と屋外暴露

の比較では、室内促進 60℃の14日と屋外暴露 2年の

最大荷重が同等となった。供試体Dは、室内促進にお

いて温度にかかわらず、0日から28日にかけて最大荷

重が増加した。その後、20℃と40℃においては、最大

荷重が減少傾向に転じた。屋外暴露においては、最大

荷重が 1年目で僅かに減少し、2年目には増加する結

果となった。室内促進と屋外暴露の比較では、室内促

進40℃と60℃の14日において、屋外暴露の2年目と

最大荷重が同等となった。供試体 E は、室内促進の

20℃と 40℃では同じような低下傾向にあり、56 日で

最大荷重が 1 kNまで低下した。60℃については、14

日で 1 kNを下回った。屋外暴露においても、最大荷

重が 1年目で 1 kNまで低下した。室内促進と屋外暴

露の比較では、室内促進 60℃の 14日において、屋外

暴露2年目と最大荷重が同等となった。 

以上の結果を踏まえ、対策工の材料がエポキシ系、

ウレタン系、繊維の有無によって最大荷重の変化傾向

が異なることが分かった。また、室内促進と屋外暴露

を比較すると、供試体A、C、Dにおいて、屋外暴露の

最大荷重の変化傾向が室内促進の 40℃または 60℃の

傾向と近くなることが分かった。加えて、屋外暴露 2

年目の最大荷重は、供試体Bを除いて、室内促進40℃

または 60℃の 14日の最大荷重と同等となった。その

ため、室内促進 14日の最大荷重から、屋外暴露 2 年

目の最大荷重が予測できる可能性が示唆される。しか

し、屋外暴露のデータは今後も観測が必要であるため、

来年度以降もデータを収集し、より精度の高い比較を

行うことが求められる。 

2.2.3 既設トンネルでの試験施工（約2年経過） 
道路トンネルの対策工について、既設トンネル（廃

道）を利用した実環境下での試験施工について、2年

目の状態観測を行った。観察した際の対策工の状況を

図-9に示す。工法Aでは、対策工表面に膨れや割れな

どの変状は見られなかった。また工法 B においても、

多少の汚れだけで同様であった。工法Cにおいて、膨

れや割れは確認されなかったが、1年目よりも施工表

面の白濁が進行していた。工法Dにおいて、対策工表

面の汚れだけで変状は確認されなかった。一方、工法

E の対策工表面には、1 年目よりも膨れと汚れが進行

していることが確認された。 

3. まとめと今後の課題

3．1 実験・解析による補修・補強工法に求められる

強度や力学的メカニズムの解明

従来工法と比較して、低強度の材料を用いた対策工

のはく落抵抗性能に関して以下の知見が得られた。 

・網状シートのような繊維の編込み構造を有するシー

トでは、従来工法と異なり、各層の繊維が独立した

挙動を示し、はく離が進展するものの荷重の増加は

小さい。このような破壊形態に対しては、単位繊維

強度も考慮してはく落抵抗性能を評価する必要が

あると考えられる。

・塗布シートのような樹脂材料を塗布し塗膜を形成す

るシートでは、従来工法と異なり、シートのはく離

と比較して材料の伸びが先行し、局所的な破断が発

生し破断が進展する。はく離の進展は限定的で荷重

の増加は小さい。

今後は、これらの結果を踏まえ、従来工法と比較し

低強度の材料を用いる場合の荷重-変形特性や破壊形

態等を考慮した性能評価手法の検討や、現場適用の際

の留意事項の整理等が必要である。 

3．2  実験・解析による補修・補強に求められる革

新的材料のメカニズム解明

促進劣化試験の確立に向けた促進条件の検討を目

的に、工法の異なる5種類の対策工を用いて室内促進

劣化試験と屋外暴露試験を行い、押抜き試験を実施し

た結果、令和2年度に得られた成果は以下のとおりで

あった。

・対策工の工法（エポキシ系、ウレタン系、繊維の有

無）によって、最大荷重の変化傾向が異なることが

図-9 対策工の状態（約2年経過） 

A B 

D 

E 

C 
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明らかとなった。

・室内促進劣化試験と屋外暴露試験の比較では、供試

体 B を除いて、室内促進 40℃または 60℃の 14 日

と、屋外暴露2年目の最大荷重が同等となった。そ

のため、室内促進14日の最大荷重から、屋外暴露2

年目の最大荷重が予測できる可能性が示唆される。 

・対策工の試験施工において、2 年目の状態観察を

行った。変状がほとんど見られないものがある一方、

一部のもので対策工表面に膨れと汚れが進行して

いた。

今後も、屋外暴露試験を継続し、データ収集を行う

ことで、室内促進試験から予測される劣化傾向の精度

の向上を目指す。 
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7.2  サービスを中断することなく更新が可能となるような設計、構造・材料等を開発・評価 

7.2.2  土工構造物の信頼性向上に向けた設計法・施工管理手法の研究（補強土壁） 

担当チーム：地質・地盤研究グループ（施工技術チーム） 
研究担当者：宮武裕昭、澤松俊寿、小出央人、青木信哉

【要旨】

本研究では、補強土壁において盛土材の漏出を防止する目的で一般的に用いられる不織布に着目し、その漏出

抑制効果の評価手法を検討した。具体的には、壁高約 6 m の土被り圧を再現した隣接する壁面材どうしの接合部

の模型実験を実施し、不織布の幅、剛性及び粗度をパラメータとして、壁面材の開きに対する不織布の挙動を調

べた。実験で得た接合部の開きと不織布のたわみの関係において、開きの増加に対して不織布のたわみが急増す

る点と盛土材の漏出抑制機能が限界となる点をそれぞれ工学的に定義し、ワイブル分布曲線式を利用してこれら

の限界点を定量的に表した。さらに、盛土材の漏出抑制に有効に機能する不織布の幅として有効不織布幅を定義

し、有効不織布幅と上記の２つの限界点に対応する開きの関係を定式化した。同式は、設計上の壁面材どうしの

接合部の開きが与えられれば、これに必要となる不織布幅を算出できるほか、補強土壁の点検において盛土材漏

出抑制機能に基づいた壁面材どうしの接合部の健全性評価の指標となり得ることを示唆した。

キーワード：不織布，補強土壁，盛土材のこぼれ出し，限界状態

1．はじめに

補強土壁は盛土材、補強材及び壁面材が相互に拘束

され一体となって安定するものである。したがって、

盛土材の漏出はその量によっては補強土壁のメカニ

ズムを損ない、安定性に大きく影響を与える。平成 28
年度から平成 30 年度に実施した変状事例調査による

と、盛土材の漏出は事例の数は限定的であるものの、

(a)壁面材と連続する構造物等との接続部及び(b)隣接

する壁面材どうしの接合部（以下「壁面材どうしの接

合部」という。）で確認されている（図-1）。盛土材の

漏出を抑制するための構造としては、壁面材の背面に

不織布を設置することが多いが、(a)及び(b)にずれ及び

開きが生じた際の不織布の挙動は必ずしも明らかに

はなっていない。

令和元年度は、(a)に着目して、不織布の配置及び寸

法をパラメータとした壁高 2.0 m の模型を用いた実験

を実施し、盛土材の漏出を抑制するためには幅の大き

な不織布が効果的であることを報告した。令和２年度

は、(b)に着目して、盛土材の漏出抑制として設置する

不織布の機能を、壁高 5.6 m 相当の土被り圧を再現し

た模型実験により、不織布の幅及び壁面材の剛性、粗

度をパラメータとして、壁面材の開きに対する不織布

の挙動を確認し、盛土材漏出抑制機能が限界となる状

態を調べた。

2．実験目的

(b)においても、(a)と同様に盛土材の漏出を抑制する

ために不織布が多く用いられている。ここでは、盛土

材の漏出が生じる際の挙動や不織布による漏出抑制

効果を調べることを目的に、(b)における壁面材の開

きを模擬することができる模型を用いて実験を行っ

た。

3．実験方法

3．1 実験装置

壁面材どうしの接合部における壁面材の開きを模

擬することができる実験装置を作製した。図-2 に実

験装置の概要図をそれぞれ示す。実験装置は、底の開

いた幅 2.30 m×奥行 0.75 m×高さ 1.60 m の土槽、そ

の底面部に設置した壁面材を模擬した２枚のコンク
図-1(a)壁面材と連続する構造物等との接続部からの漏出

(b)壁面材どうしの接合部からの漏出

(a) (b) 
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リート平板とそれを移動させるためのジャッキからなる。

この２枚のコンクリート平板により補強土壁の壁面材ど

うしの接合部を再現した。以下、このコンクリート平板を

「壁面材」と称する。後述のとおり、この実験装置には壁

面材を水平方向に移動させる機構を備えており、これに

より任意の量の壁面材面内方向の接合部の開きを導入す

ることができる。 
通常、壁面は鉛直又は鉛直に近い勾配であるが、図-3に

示すとおりこの実験では水平、すなわち壁面材の前面を

鉛直下向きになる状態とした。これは、実験において極力

大きな土被り圧を作用させることを目的に、壁面材の背

面に作用する土圧に、通常の水平方向又は水平に近い方

向に代わって鉛直方向の土圧を用いるためである。すな

わち、この実験装置において壁面材背面に作用する土圧

は、実験装置で土被り1.5 mとした場合、壁面が鉛直な場

合の深さ 5.6 m の位置の壁面材背面に作用するランキン

の主働土圧に相当する（盛土材のせん断抵抗角を表-1 に

示した値とした場合）。なお、本実験では壁面材の移動に

起因した不織布の挙動に着目していることから、補強土

壁の補強材は設置していない。 
3．2 使用材料

3.2.1  盛土材料

盛土材料には、川砂を使用した。川砂の特性を表-1 に

示す。盛土材の漏出が発生しやすいようにその含水の程

度を気乾状態とした。また、ホッパーを用いて空中落下法

により盛土を構築する際に、極力大きな間隙比が得られ

るように落下高さを設定した。その結果、盛土の相対密度

Drは65%程度を得た。 
3.2.2 不織布

実験に使用した不織布については、実際に補強土壁の

盛土材漏出抑制に使用されている複数の不織布の実態を

調査し、その強度が中間的なものを選定した。実験に用い

た不織布の特性を表-2に示す。 
3．3 計測方法

壁面材どうしの接合部の開きに対する不織布の挙動を

調べるために、盛土材の漏出が確認されるまで壁面材を

片側 10 mm/min の載荷速さで両側同時に移動させ、図-4
に示すように、①接合部の開き W、②不織布中央のたわ

みdctr、③不織布の引き抜け量dpoの計測を行った。 
3．4 実験ケース

不織布の幅及び土被り厚、不織布の粗度、剛性をパラ

メータとして、７ケースの実験を行った。表-3に実験ケー

＜正面図＞ ＜側面図＞ 

図-2 実験装置の概要図 

図-3 実験における壁面材の向き 

表-1 盛土材の特性値 

（通常）
壁面材不織布

接
合
部
の

開
き
方
向

（実験）

不織布

接
合
部
の

開
き
方
向

壁面材

90°回転

項目 規格値

材料・製造方法
ポリエステル

連続長繊維不織布

重量 400 g/m2 
厚さ 4 mm 

引張強度
タテ 588 N/5cm，

ヨコ 441 N/5cm
引張伸度 タテ 60%，ヨコ 60%

項目 内容

土粒子密度 ρs (g/cm3) 2.687 
最大間隙比 emax (-) 0.930 
最小間隙比 emin (-) 0.560 
内部摩擦角 φd (°) 39.9 
粘着力 cd (kN/m2) 4.5 
平均粒径 D50 (mm) 0.35 
細粒分含有率 Fc (%) 5.5 

表-2 不織布の特性 
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表-3 実験ケースの概要

ケース 
主不織布幅

(mm) 

土被り圧 

(kN/m2) 

不織布表面の状態 

[摩擦係数] 

不織布 

の枚数 
概要 

１ 300 22.1 
上面：盛土材 

下面：コテ仕上げ[0.55] 
1 

実験装置の検証のため、補助不織布を 100mm、検証区間を

400mm 

２ 300 22.1 
上面：盛土材 

下面：コテ仕上げ[0.55] 
1 基本ケース 

３ 300 22.1 
上面：盛土材 

下面：不織布[0.23] 
1 主不織布と壁面材の間の摩擦抵抗を小さくした 

４ 500 22.1 
上面：盛土材 

下面：コテ仕上げ[0.55] 
1 主不織布幅を大きくした 

５ 300 9.6 
上面：盛土材 

下面：コテ仕上げ[0.55] 
1 土被り圧を小さくした 

６ 300 22.1 
上面：盛土材 

下面：コテ仕上げ[0.55] 
2 不織布を2枚重ねし、剛性を強くした 

７ 300 22.1 
上面：不織布[0.23] 

下面：不織布[0.23] 
1 

主不織布の両面に不織布を設置するとともに、主不織布が引き

抜けやすくなるよう主不織布上面の不織布を中央で分割した 

スの概要を、図-5に不織布の配置の概要図を示す。なお、

実験装置の構造上の制約から、壁面材を所定の方向に移

動させるためにガイドを設けたが、このガイドによって

不織布の盛土材の漏出抑制機能に影響を与えることはこ

の実験では意図していない。そのため、挙動を評価する範

囲の不織布に対するガイドの影響を回避するために、影

響の緩和区間として補助不織布を設置した。この補助不

織布に対して、評価のために用いる不織布を主不織布と

呼ぶこととする。 
また、主不織布と補助不織布がラップする幅はすべて

のケースで75 mmに固定した。 
実験模型の構造上の制約からやむを得ず設置している

補助不織布が、盛土材漏出抑制に影響を与えていないと

みなせる幅を把握するために、ケース１では補助不織布

幅：100 mm、検証区間400 mmとし、ケース２では補助

不織布幅：200 mm、検証区間200 mmとして比較を行っ

た。比較の結果、ケース２の補助不織布幅、検証区間を基

本ケースとして設定した。 
ケース３では壁面材背面が仕上げ方法や経年等により

その粗度が変わることから、壁面材の粗度を意図的に下

げることを条件とした。具体的には、壁面材の摩擦抵抗力

を極力下げるために、壁面材の表面に主不織布とは別の

不織布を接着材で貼り付けることで摩擦抵抗の軽減を

図った。なお、本ケースの実施に先立ち、「不織布－コン

クリート（コテ仕上げ）」と「不織布－不織布」の摩擦特

性の確認を行った。表-3 に摩擦係数を示す。ケース３に

おける主不織布に働く摩擦抵抗力は他ケースの半分程度

である。 
ケース４では、不織布幅が盛土材漏出抑制に与える影

図-4 計測方法の概要図 

③不織布の
引抜け量dpo 

レーザー変位計

壁面材

不織布残存幅

【壁面材移動後】

②不織布中央の
たわみ dctr 

①接合部の

開きW 
100 mm

不織布
【壁面材移動前】 

100 mm

開き量

ラップ幅
75 mm

補助不織布 
200 mm

壁面材移動ガイド部
分（不動）

図-5 不織布の配置の概要図 

主不織布幅

検証区間

200 mm
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響を確認するために、主不織布幅を500 mmとした。 
ケース５では、土被り圧を変えた場合の不織布の盛土

材漏出抑制機能への影響を確認した。具体的には、他ケー

スの土被り圧が22.1 kN/m2のところ、約4割の9.6 kN/m2

とした。 
ケース６では、不織布の剛性の違いによる影響を確認

するために、主不織布を２枚重ねとした。 
ケース７では、不織布の粗度を軽減した影響を確認す

るため、主不織布の両面に不織布を設置した。さらに、主

不織布が引抜けやすくなるよう、主不織布の上面に設置

した不織布を中央で分割した。 

4．実験結果

図-6に計測した接合部の開きWと不織布中央のたわみ

dctr の関係を示す。ここで、盛土材が漏出する直前を盛土

材漏出限界点と定義し、この点を表す物理量の添え字に 
” u ”を付すこととする。したがって、盛土材漏出限界点に

相当するときの接合部の開きをWu、不織布中央のたわみ

をdu-ctrで表す。 
4．1 土被り圧、剛性、粗度の影響

土被り圧、剛性、粗度の影響を確認するために条件を設

定したが、不織布の盛土材漏出抑制機能に有意な差異は

確認されなかった。本実験の条件の範囲では、これらの影

響は無視して扱うことができると考えられる。 
4．2 盛土材漏出機能が限界となる状態 
実験では、不織布の片側から盛土材が漏出すると、一気

に不織布が抜け落ちることが確認された。また、接合部の

開き W が盛土材漏出限界点に近付くにつれて不織布中

央のたわみ量が急増していることが確認された。ここで、

接合部の開き量 W の増加に対する不織布中央のたわみ

量dctrの増加が大きく変化している点をたわみ量急増点 
” 0 ”とすれば、この点までは不織布の挙動は安定している

と考えることができる。このため、この点を工学的に定義

する手段として、ワイブル曲線式 1)によるフィッティング

を試みた。以下にワイブル分布曲線式を示す。 

𝑊𝑊
𝑊𝑊𝑢𝑢−𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

= 1 − exp �− � 𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐
𝑑𝑑𝑜𝑜−𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

�
𝑚𝑚
� (1) 

ここに、Wu-cal：ワイブル分布曲線式により推定した盛土材

漏出限界点の接合部の開き量、d0-cal：ワイブル分布曲線式

により推定したたわみ量急増点のたわみ量、m：曲線の曲

図-6 接合部の開きWと不織布中央のたわみdctrの

関係 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 100 200 300 400

不
織

布
中
央
の
た
わ
み

d c
tr

(m
m

)

接合部の開き W (mm)

ケース１

ケース２

ケース３

ケース４

ケース５

ケース６

ケース７

盛土材漏出限界点

図-7 接合部の開きWと不織布中央のたわみdctrの関係

（ケース２における実験値とワイブル分布曲線式

による計算値の比較） 

0

10

20

30

40

0 100 200 300 400 500

不
織
布
中
央
の
た
わ
み

d c
tr

(m
m

)

接合部の開き W (mm)

実験値

計算値

盛土材漏出限界点

たわみ急増点

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

不
織

布
中
央
の
た
わ
み

d c
tr

(m
m

)

W / Wu-cal

ケース１

ケース２

ケース３

ケース４

ケース５

ケース６

ケース７

盛土材漏出限界点

図-8 盛土材漏出限界点の開きWu-calで正規化した開き

Wと不織布中央のたわみdctrの関係 

0

100

200

300

400

500

0 100 200 300 400 500

接
合

部
の

開
き

W
(m

m
)

有効不織布幅 Be (mm)

盛土材漏出限界点（実験値）

盛土材漏出限界点（計算値）

盛土材漏出事例（図１b)）

たわみ量急増点（計算値）

Wu-exp

Wu-cal

W0-cal

図-9 有効不織布幅Beと接合部の開きWの関係 

-87-



7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

がり具合を示す変位指数である。 
図-7にケース２を例に、接合部の開きWと不織布中央

のたわみdctrの関係について、実験値とワイブル分布曲線

式による計算値を比較した結果を示す。 
図-8にワイブル分布曲線式より求めたWu-calで正規化し

た接合部の開き W と不織布中央のたわみ dctr の関係を示

す。Wu / Wu-calが 0.99～1.14 の範囲にあることから、Wu-cal

は実験値に対して概ね安全側の結果を与える。ここで、 
Wu / Wu-cal = 0.63 は、ワイブル分布曲線の曲がり具合を示

す指数m を 1 としたときに一義的に決まる値である。い

ずれのケースも、W / Wu-calが 0.63 付近までは接合部の開

きに対して不織布中央のたわみdctrは線形で安定して挙動

しているが、これを超えるとdctrが急増し始めていると捉

えることができる。このことから、盛土材漏出限界点” u ”
に対応する開きWu-calの0.63倍をたわみ量急増点” 0 ”とし

ても支障はないと考えられる。 
図-9 に有効不織布幅と盛土材漏出限界点とたわみ量急

増点に対応する開きの関係を示す。さらに、変状事例との

比較のため、接合部の開きにより盛土材が漏出した事例

（図-1(b)）の計測結果もプロットした。なお、変状事例の

補強土壁では壁面材どうしの接合部と不織布端部の位置

関係が一様でないため、この影響を考慮するために不織

布の端部と接合部までの距離の最小値を片側あたりの有

効不織布幅と定義し、図-9 ではこれを２倍することで両

側あたりの有効不織布幅として整理した（図-10）。この定

義に従うと、本実験での有効不織布幅は主不織布幅に一

致する。図-8 より盛土材漏出限界点” u ”における接合部

の開きWu-cal及びたわみ量急増点” 0 ”の接合部の開きW0-cal

を有効不織布幅Beの 1 次関数で表すと、以下のとおりと

なる。 
Wu-cal = 0.86 Be (2) 
W0-cal = 0.54 Be (3) 

式(1)及び(2)を用いれば、任意の有効不織布幅Be に対して

盛土材漏出限界点及びたわみ急増点の接合部の開きを得

ることができる。そのため、設計において想定する壁面材

どうしの接合部の開きW が与えられれば、必要となる不

織布幅を設定することができるほか、補強土壁の点検に

おいて盛土材漏出機能に基づいた壁面材どうしの接合部

の健全性の評価にも活用できるものと考えられる。 

5．まとめ

本研究では、補強土壁の壁面材どうしの接合部に着目

して、盛土材の漏出抑制として設置する不織布の機能を、

壁高5.6 m相当の土被り圧を再現した模型実験により、不

織布の幅及び壁面材の剛性、粗度をパラメータとして、壁

面材の開きに対する不織布の挙動を確認し、盛土材漏出

抑制機能が限界となる状態を調べた本検討の範囲で得ら

れた知見を以下に示す。 
・土被り圧、剛性、粗度の影響を確認するために条件を設

定したが、本実験の条件の範囲では不織布の盛土材漏

出抑制機能に有意な差異は確認されなかった。 
・たわみ急増点の接合部の開きW0-calを超えると、不織布

中央のたわみdctrは急増し、盛土材漏出限界点の接合部

の開きWuに達すると一気に盛土材が漏出する。 
・ワイブル分布曲線式から求める盛土材漏出限界点の接

合部の開きWu-calは、実験値に対して安全側の結果を与

える。 
・Wu / Wu-calが0.63付近までは接合部の開きに対して不織

布中央のたわみdctrは線形で安定して挙動しており、ま

た実験値 Wu に対して盛土材漏出限界点” u ”の 0.63 倍

をたわみ量急増点” 0 ”として求めても概ね支障はない

と考えられる。 
・式(2)及び(3)を用いれば、任意の有効不織布幅Beに対し

て盛土材漏出限界点及びたわみ急増点の接合部の開き

を得ることができる。 
・有効不織布幅 Beに対し、盛土材漏出限界点及びたわみ

急増点の接合部の開きは、それぞれ、Wu-cal  = 0.86Be 、
W0-cal  = 0.54Be の関係が確認された。上記の式を用いる

ことで、想定される壁面材どうしの接合部の開きに対

して盛土材漏出抑制のために必要となる不織布幅の設

計や点検における盛土材漏出機能に対する判定が可能

となる。 
令和３年度は、変状事例に対して本手法を適用し、その

精度や適用条件を明確化する。 

有効不織布幅壁面材 不織布

不織布端部 接合部端部

図-10 有効不織布幅の考え方 
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7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

7.2  サービスを中断することなく更新が可能となるような設計、構造・材料等を開発評価

7.2.3 土工構造物の信頼性向上に向けた設計法・施工管理手法の研究（カルバート） 

担当チーム：地質・地盤研究グループ（土質・振動チーム）

研究担当者：佐々木 哲也、東 拓生、谷本 俊輔、稲垣 由紀子

【要旨】

高耐久性等を発揮するカルバートの設計法の開発に向け、カルバートの変状事例の整理、各部材・部位の変状

と道路機能との関係についての検討、フォルトツリーのまとめと見直しを行ってきた。その結果、進展可能性、

道路機能に影響を与える可能性ともに高い変状として、活荷重や偏土圧による頂版のひびわれや、漏水を伴うコ

ンクリート部材の変状、導水工部材の取付不良や継手部の開き・ずれの部分からの水や土砂の流入が考えられた。

これらの変状について設計段階での検討、重点的な経過観察、早期の措置を行うことは、効率的な道路機能維持

につながる。偏土圧による頂版のひびわれについては、曲げモーメント分布の試算や応力度照査の試行の結果か

ら、特にカルバート片側の盛土のみで緩みや変形に伴い水平土圧が小さくなる場合に進展可能性が高く、設計で

も考慮する必要が生じる可能性が確認された。また、現地の地質調査や縦断方向の試算の結果から、前後区間の

盛土の沈下に引き込まれて継手が開く可能性があり、設計での考慮や適切な施工により盛土の沈下を防ぐ必要性

が確認された。

キーワード：カルバート、変状、フォルトツリー、進展可能性、道路機能

1．はじめに

7.1.7では、平成28年度よりカルバートの部材別・部位

別に変状やその要因、素因を整理し、変状への経路につい

てまとめてきた結果を示したが、本節では各種変状の進展

がカルバート内空や上部道路の道路機能に与える影響に

ついて整理している。 
これを踏まえて令和元年度までは、平成 29 年度に検討

したフォルトツリーのうち、部材別・部位別の変状から道

路機能の喪失や耐久性低下、利用者被害に至る部分につい

て見直しを行うとともに、部材別・部位別の変状形態・進

行程度と、道路機能の関係について整理した。 
令和 2 年度は、「シェッド，大型カルバート等定期点検

要領」に基づく定期点検が2巡目に入った1年目の点検結

果と1巡目の点検結果の比較を通して、実際の変状の進展

状況について整理した。 

2．カルバートの変状の進展が道路機能に与える影響 
令和元年度までに事例整理の対象とした計 260 体のカ

ルバートは主に、「シェッド、大型カルバート等定期点検

要領」1)、2)に基づく定期点検の結果、判定区分がⅢ（早期

措置段階）以上と報告されたものである。7.1.7 に示した

これらのカルバートの各部材・各部位で見られた変状の進

展が道路機能に与え得る影響について以下に示す。なお、

現状で道路機能に影響を生じている事例はなく、以下は変

状が進展した場合に想定される最悪の状況として示して

いる。 
2．1 頂版のひびわれ 

7.1.7に示したとおり、頂版には、乾燥収縮、上載土圧、

活荷重、偏土圧等、要因の異なる多数のひびわれが同時に

生じることが多いが、個々のひびわれ自体は、幅や深さ、

長さが小さなもので進展しない間は、内空の道路機能に特

段の支障を及ぼさないと考えられる。また、乾燥収縮によ

るひびわれのように、コンクリートの強度発現機構や材料

特性として生じるひびわれも、幅や深さが著しく大きくな

ることや、漏水や錆汁を伴う状態への進展がなければ、特

段の支障はないと考えられる。 
一方で、単独や少数のひびわれ、乾燥収縮によるひびわ

れでも、幅や深さが大きくなると、鉄筋が大気や水分に触

れて腐食し、耐久性の低下につながることが考えられる。

また、多数のひびわれが生じ、例えば写真-1 の例のよう

に亀甲状となった場合などは、ひびわれの深さが増すと、

コンクリートのうき・剥離が生じ、コンクリート片が落下

して利用者被害に至るおそれがある。さらに、コンクリー

トの剥離後に露出した鉄筋が腐食すると、頂版の部材とし 
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写真-1 亀甲状のひびわれの例 

ての強度も損なわれる可能性がある。このように、頂版の

ひびわれの進展が放置されると、耐久性低下だけでなく利

用者被害や頂版の耐荷力不足のおそれから、主に内空道路

が通行不可となることで道路機能の喪失に至ることが想

定される。 
 そのため、頂版の各ひびわれに関しては、カルバート完 
成当時からの進展状況に着目する必要がある。また、予防

保全の観点から、ひびわれ幅や深さに応じての補修が望ま

しい。ひびわれが進展してもコンクリートのうきが生じる

前であれば、比較的幅や深さの大きいひびわれへの注入等

の措置が想定される。この場合は、限定的な範囲の一時的

な通行止めで対応可能と考えられる。写真-2 の例では、

内空道路2車線のうち1車線を通行可として、頂版のひび

われへの注入を行っている。コンクリート片の剥離から鉄

筋の腐食、頂版の強度不足へと進展するほど、措置のため

通行止めにする範囲や時間も増え、内空道路の機能に及ぼ

す支障も大きくなる。 
頂版のひびわれのうち進展可能性の高いものとしては、

上部道路の活荷重による頂版のひびわれが考えられる。カ

ルバート中央付近に複数の縦断方向のひびわれが比較的

狭い間隔で集中的に生じることが多く、偏土圧の影響も受

ける場合はこうしたひびわれが片側に寄って発生するこ

とが考えられる。活荷重の繰り返しでの載荷を受け続け、

ひびわれの幅や深さが増す可能性が高い。定期点検の判定

区分がⅢ（早期措置段階）のカルバートでは5年以内に適

切な措置が求められるが、措置が行われるまでの間にも、

各ひびわれの状態が進展することや、付近に発生した他の

ひびわれと接続して亀甲状に近づくことも想定される。 
頂版の耐荷力不足の措置では、内空道路の通行止めを要

する範囲や時間が増えるだけでなく、措置を行う期間中の

活荷重の影響を避けるために上部道路の通行止めを要す

る状況も想定され、内空、上部道路ともに道路機能に大き

く支障を及ぼすことになる。 

写真-2 ひびわれ補修の例 

特に、土被りが薄い（概ね2.5m以下）、活上部道路の交

通量が元来多いあるいは上部道路の拡幅等により交通量

が増加した場合は、活荷重の影響を受けやすくなると考え

られるので、上部道路の交通の変化とともに、頂版のひび

われの進展は注意深く観察・記録・保存され続ける必要が

あるといえる。 
また、7.1.7 の変状事例の整理で対象とした 260 事例の

うち、活荷重による可能性が考えられる頂版のひびわれが

発生しているカルバートは 77 事例あったが、そのうち少

なくとも 35 事例が 1999 年以前に供用が開始されたもの

であった。設計時の活荷重は、平成 11 年（1999 年）3 月

の「道路土工－カルバート工指針」5)以降はT-25が用いら

れているが、それより前の道路土工指針（例えば6)）では

T-20が用いられ、より小さな荷重で設計されており、相対

的に耐荷力が低く、ひびわれが発生しやすくなっている可

能性もあるので、上部道路の交通量の変化に応じて十分な

頻度での観察や記録が必要と考えられる。 
その他、偏土圧によるひびわれは、カルバートの片側に

寄って発生するなど、特定の位置に集中する傾向がある。

こうしたひびわれが進展するとカルバートの頂版の特定

の部位に弱点箇所を生じる一方、ひびわれの発生する部位

は限定される。斜角が小さい、坑口の両側が非対称な構造

など、偏土圧を受けることが想定されるカルバートでは、

偏土圧の作用、偏土圧によるひびわれが生じる位置を適切

に予測・評価することで、効率的な措置を実施して、内空

や上部道路の道路機能に与える支障を少なく抑えること

が可能と考えられる。7.1.7 でもカルバート横断面への土

圧分布が左右非対称な状況を想定した試算の結果、頂版の

曲げモーメントが最大となる位置と、偏土圧の影響により

頂版のひびわれが集中する位置は、概ね整合するものと考

えられた。また、同一のカルバートでも、縦断方向上の位

置や側方の盛土の状態、活荷重の作用状況によっては、偏

土圧に対して不利となる場合があることも確認された。こ
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のように安全性等を評価のうえ、評価結果に応じて措置を

行っていくことが考えられる。 
2．2 側壁のひびわれ 
側壁のひびわれの多くは乾燥収縮または温度応力によ

ると考えられるものであり、開口幅は0.2～0.5mm程度で

あった。これらはコンクリートの強度発現機構や材料特性

として生じるもので、進展がなければ、利用者被害や耐荷

力不足に至る可能性や、短期間で著しく耐久性を低下させ

る可能性は低いと考えられる。 
「シェッド、大型カルバート等定期点検要領」に基づく

定期点検 2 巡目の 1 年目の点検結果と 1 巡目の点検結果

を比較しても、側壁のひびわれに関して顕著な進展が確認

された事例はなかった。 
一方、少数であるが、偏土圧や不同沈下が疑われるひび

われや、局所的で幅や長さの大きなひびわれが見られるこ

ともある。偏土圧による場合は、片方の側壁にひびわれの

本数が集中する。不同沈下による場合は、斜め方向のひび

われとなる。局所的に大きなひびわれが見られる場合は、

方向や長さ、発生位置等の特徴が当該カルバート毎に異な

るが、施工不良や供用後に衝突を受けたこと等が疑われる

とともに、耐久性を低下させ、漏水やうきが生じる契機、

構造上の弱点箇所になりやすい。進展があり、それが放置

された場合は、耐久性低下だけでなく、コンクリートの剥

離による利用者被害や耐荷力不足のおそれから道路が通

行不可となることで道路機能の喪失に至ることが想定さ

れる。しかし、予防保全の観点での補修では、限定的な範

囲の一時的な通行止めで対応可能と考えられるので、施工

状況やひびわれ発生の経緯が確認されるとともに、予防保

全のための措置や、進展の観察・記録・保存が適切に実施

される必要がある。 
2．3 ウイングのひびわれ 
 ウイングのひびわれには乾燥収縮やアルカリ骨材反応

によると考えられるものが多い。乾燥収縮によるひびわれ

で進展がなければ特段の支障はないと考えられる。

 一方、アルカリ骨材反応によるひびわれが進展した場合

には、凍害や化学的侵食への耐久性が弱くなり、鉄筋腐食

に至る可能性が高くなるので、錆汁の状況等を通して進展

状況の観察は必要と考えられる。

 また、写真-3 の例のようにウイングのコンクリート打

継不良の部分と考えられる部分やその周辺から水が流入

して鉄筋が腐食し、錆汁が出る場合にも、立地条件等によ

る水の流入のしやすさや、錆汁発生の経過の確認は必要と

考えられる。

写真-3 ウイング打継不良部からの錆汁

2．4 材料劣化に伴うコンクリート部材の変状 
 頂版や側壁、ウイングの各コンクリート部材においては、

ひびわれの進展や、衝突等によると考えられる欠損（写真

-4）、継手部の開きや導水工の破損による漏水（写真-5）

を契機に、コンクリートのうき・剥離・鉄筋露出に至るこ

とがある。また、ひびわれからの漏水や遊離石灰が見られ

ることがある。これらの進展が放置されると、耐久性低下

だけでなく、コンクリート片の落下による利用者被害や、

鉄筋が腐食してコンクリート部材としての強度を確保で 

写真-4 コンクリート欠損の例 

写真-5 導水工からの漏水を契機にした変状の進展の例 
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写真-6 うき・剥離のたたき落とし後の様子の例 

きなくなることで、内空道路の安全な通行に支障をきたし、

道路機能喪失に至るおそれがある。また、各部材の耐荷力 
が不足し、カルバートやウイングが崩壊した場合には、盛

土もそれに追随して変形や崩壊に至り、上部道路の機能喪

失に至るおそれもある。 
定期点検 2 巡目の 1 年目の点検結果と 1 巡目の点検結

果の比較によると、漏水や遊離石灰、剥離の範囲に拡大が

見られる事例もある一方、状態に特段の変化が見られない

ものもあり、変状の進展の有無や程度はカルバート毎、箇

所毎に異なっていた。例えば、上部道路や周辺盛土からの

排水が流入するようなカルバートで、水が流入した付近で

は漏水等の変状の進展が見られた。 
事例から見ても、集水地に立地するなどにより、水量が

多く持続的な漏水を伴う場合、措置を行うまでの間にも、

周辺の部材が水分を受けて劣化のおそれがあると考えら

れるため、発見後早期の措置が望まれる。 
応急措置としては、変状が生じている部分のコンクリー

ト片のたたき落とし（写真-6）やモルタル吹付け、恒久的

な措置としては漏水対策等が想定され、早期の措置であれ

ば、限定的な範囲の一時的な通行止めで対応可能と考えら

れる。この時、措置をした箇所が新たな変状の契機となら

ないよう、たたき落としでは大気や水分に触れやすくなっ

た鉄筋の腐食防止、モルタル吹き付け等では補修部分やそ

の周辺にうきが生じないような施工、漏水対策では措置後

の経過観察等が必要である。 
2．5 継手部の変状 
継手部の変状には、部材の経年劣化のみで他の各種変状

を伴わないものと開き・ずれを伴うもの（写真-7）があり、

前者であれば進展可能性も高くないと考えられる。一方、

後者の場合、開口幅やカルバートブロック間の段差が大き

くなり続けると、内空道路面に著しい段差が生じて道路機

能の喪失に至るおそれがある。また、カルバートブロック

間の隙間から内空に土砂や水が流入するようになり、その

量が増えたまま放置されると、内空の湛水や土砂による閉

塞に至り、道路機能の喪失に至るおそれがある。寒冷地の

カルバートでは、流入する水が大きな氷柱となり、落下し

て利用者被害を生じることも想定される。事例整理の対象

とした範囲では、道路機能喪失は報告されていないが、カ

ルバートブロック間の隙間や段差は、大きなもので隣接す

るカルバートブロックの部材表面間の距離で10cm程度で

あった。 
こうした状況ではカルバート背面の盛土も緩みや変形

が進行していると考えられるため、上部道路でも、盛土の

沈下や崩壊、盛土の空洞化による陥没に伴い路面に著しい

亀裂や段差が生じ、道路機能の喪失に至るおそれがある。 
これを防ぐため、継手部の開き・ずれの要因と考えられ

る基礎地盤の沈下、盛土の変形等が、一時的なものか、継

続し得るものかの判断とそれに応じた方法や程度の措置

が必要である。その際、継手部の開き・ずれの空間的分布

や周辺の地形から、各ブロックや全体としての変位や沈下

の状況、今後想定される荷重の作用の変化を総合的に踏ま

えた判断が必要である。 
定期点検 2 巡目の 1 年目の点検結果と 1 巡目の点検結

果の比較の範囲では、基礎地盤の沈下や盛土の変形が要因

と考えられる場合でも、継手の開きやずれに顕著な進展が

見られた事例はなかった。多くの場合は基礎地盤の沈下や

盛土の変形が施工後の初期の段階で生じたものだったと

考えられるが、引き続き事例を蓄積し、継手の開きやずれ

の進展の傾向を見ていく必要は考えられる。 
基礎地盤の沈下や盛土の変形が一時的なものと判断さ

れれば、継手部の止水等の補修で対応可能と考えられる

（写真-8）。軟弱地盤や集水地に設置されているなどで継

続し得るものであれば、基礎地盤やカルバートブロックの

沈下量、盛土の変形量を継続的に観測のうえ、収束が見ら

れた時点でカルバートブロック間や上部道路または内空

道路の路面の段差を擦り付けることが想定される。こうし

た対応は、限定的な範囲の一時的な通行止めで可能と考え

られる。写真-8の例は、定期点検で 5cm 程度の継手部の

開きが報告され、経過観察後に止水されたものと考えられ

る。当該カルバートは、軟弱地盤に立地していたことや、

盛土が集水しやすかったことから、内空への水や土砂の流

入が懸念され、早期に補修したものと考えられる。収束が

見込めない場合は、沈下の促進や継続的な沈下を見越した

措置が必要となるが、カルバートが追随可能な沈下量にも

限りがある。また、カルバートの施工前であれば、プレロー

ドや内空断面の余裕確保、上げ越し等をするが、供用開始

後では、これらのための用地や内空断面の確保が難しい。 
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(a) 開き 

(b) 鉛直方向の段差 

(c) 水平方向の段差 

写真-7 継手部の開き・ずれを伴う変状の例 

写真-8 開いた継手部の止水の例 

仮に空間を確保できても、通行止めが必要な範囲や時間が

増え、道路機能に与える支障が大きい。そのため、継続的

な基礎地盤の沈下や盛土の変形については、軟弱地盤の厚

さや分布、集水しやすい箇所、措置の方法も含め、設計の

段階で十分に検討する必要があるといえる。 

2．6 ウイング取付部の変状 
 ウイング取付部の変状にも、止水材の経年劣化のみで進

展可能性の高くないものと、盛土の変形や基礎地盤の沈下

に伴いカルバートや盛土との間にずれ・開きが生じている

ものがある。後者の場合は、ウイングとカルバートや盛土

との間の開きや段差が大きくなると、ウイングとカルバー

トや盛土との間に生じた隙間から土砂や水の流出が見ら

れることがある。土砂や水の流出が増え続ける場合には、

盛土が緩みや変形により、沈下や崩壊、空洞化に伴う陥没

に至り、上部道路の路面に著しい亀裂や段差を生じ、道路

機能が喪失されるおそれがある。 
事例整理の対象とした範囲では、ウイングとカルバート

や盛土の間に生じた段差は、大きなもので 5～10cm 程度

であったが、道路機能への影響は報告されていない。こう

したカルバートの多くで延長が概ね 30m を超えており、

盛土量全体に対して、ウイングとの間に生じた隙間や段差

の影響は大きなものではなかったことが考えられる。ただ

し、延長が短いカルバートで、盛土内部の緩みや変形も進

んでいる場合は、ウイング取付部の変状による影響も大き

くなることが考えられる。 
これを防ぐため、カルバートブロック間の開き・ずれに

対する場合と同様、要因となった基礎地盤の沈下や盛土の

変形の継続可能性の判断とそれに応じた方法や程度の措

置、設計上の配慮が必要である。 
2．7 排水施設の不具合 
 排水施設の不具合が放置されたまま進展すると、カル

バート内空への漏水が著しくなることや内空に流入する

雨水や地下水の排水が悪くなることで、写真-9 のように

天候と関係なく内空に水溜りができるだけでなく、湛水、

緩みや変形の進んだ盛土の崩壊、空洞化による上部道路の

陥没が生じて、道路機能の喪失に至るおそれがある。道路

機能喪失は事例整理の対象とした範囲では報告されてい

ないが、盛土の状態によっては豪雨や地震を契機に起こる

ことも考えられる。 
これを防ぐため、カルバートブロック間に設けられた導

水工の損傷に対しては、2．5および2．6に述べた継手部

やウイング取付部の変状と同様の考え方で、措置や設計上

の配慮が必要である。また、排水溝の詰まりに対しては、

排水溝の清掃も考えられる。 
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写真-9 内空の水たまり 

2．8 底版直下の空洞発生 
7.1.7 に示したとおり、底版に関する変状としては水路

カルバートの基礎地盤の洗掘や不同沈下により、底版直下

に空洞ができ、数10cmに及ぶ場合もある（写真-10）。空

洞が進展してカルバートの傾斜や空洞への盛土材の吸出

しが起こった場合、盛土が崩壊して上部道路面に著しい亀

裂や段差が生じ、道路機能が喪失されるおそれがある。 
水路カルバートの洗掘の事例数は少ないが、20～60cm

程度の空洞が発生していた。これらのカルバートはいずれ

も土かぶり 2～5m 程度を有し、道路の下を横断していた

が、道路機能への影響は報告されていない。少なくとも半

数が供用開始から 40 年以上経過しており、長期にわたる

洗掘で底版直下の空洞が大きくなっているものの、カル

バートが周辺の盛土に拘束され、著しい沈下や傾斜には

至っていない状況が考えられる。土かぶりが小さく、盛土

によるカルバートの拘束が不十分な場合はカルバートの

沈下や傾斜が起こりやすくなることが考えられる。また、

豪雨や地震を契機に盛土材の吸出しが起こり、道路機能の 

写真-10 底版直下の洗掘の例

喪失に至る可能性も考えられる。水路として供用される部

分を含むカルバートは、その目的から常時流水の作用を受

けていることや、集水地や傾斜地盤に設置される場合も多

いことから、設計および施工の段階で現場条件を踏まえた 
洗掘防止の検討が必要といえる。道路カルバートでも、軟

弱地盤や集水地、基礎地盤条件変化部に設置される場合、

不同沈下の程度や継続期間の想定を踏まえた検討が必要

と考えられる。 
2．9 内空道路面の変状 
 内空道路面の亀裂・段差には、発生する位置や方向に

よって多様な要因が考えられ、発生要因毎に進展可能性や

必要な措置も異なる。亀裂から流入した水分がカルバート

本体に到達して、コンクリート部材を劣化させる可能性も

考えられるが、局所的に表れ、舗装材の劣化のみが要因で

あれば、道路機能の喪失や利用者被害への進展可能性は低

いと考えられる。 
寒冷地で凍結融解が要因のものであれば、路面全体で進

展する。凍結融解への対策として凍結防止剤が散布される

が、凍結防止剤に含まれる塩分によりコンクリート部材中

の鉄筋や内空の附属物の鋼製部材が腐食し、附属物等が落

下して利用者被害を発生させるおそれもあるため、凍結防

止剤は塩分による影響を考慮のうえ適切に使用する必要

がある。 
カルバートブロックの不同沈下や相対変位に伴い継手

部に沿って発生した亀裂・段差については、進展が放置さ

れると、内空道路面の著しい段差等による道路機能喪失に

至るおそれがある。事例整理の対象とした範囲では、目視

可能な程度の亀裂や開口幅で1mmを超える亀裂が見られ

た事例はあったが、隣接するカルバートブロック間ほどの

段差は報告されていない。構造上、内空道路面の大きな亀

裂や段差は現れにくいと考えられるが、継手部の変状と同

様の考え方で適切な措置が必要と考えられる。 
2．10 上部道路面の変状 
 上部道路面の亀裂・段差の発生にも多様な要因が考えら

れ、発生要因毎に進展可能性や必要な措置も異なる。局所

的で舗装の劣化のみが要因の場合、道路機能の喪失や利用

者被害への進展可能性は低いと考えられる。 
一方、寒冷地における凍上が起こると、開口幅や長さの

大きな亀裂の発生や、路床・路盤の支持力低下が生じ、道

路機能の喪失に至るおそれがある。凍上に対しては、設計・

施工の段階においてはカルバート頂版上部や側壁背面を

非凍上性の材料で置き換える措置、あるいは板状断熱材で

被覆する措置が考えられる。供用開始後では、カルバート

内空を板状断熱材で被覆する措置が考えられるが、内空に
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おける被覆の剥離により凍上対策の効果が得られないこ

とや利用者被害が起こらないよう、被覆材は内空のコンク

リート部材面に確実に付着させる必要がある。 
また、カルバートと盛土の境に沿って上部道路横断方向

に発生するひびわれは、カルバートと盛土の不同沈下に伴

うものと考えられ、進展が放置されると、盛土の崩壊や路

面の著しい段差が生じて道路機能喪失に至るおそれがあ

る。さらに、開きの生じた継手部やウイング取付部から盛

土材が流出し続けると、盛土内が空洞化し、上部道路面が

陥没して道路機能喪失に至るおそれがある。道路機能喪失

は事例整理の対象とした範囲では報告されていないが、盛

土の状態によっては豪雨や地震を契機に起こることも考

えられる。これらについては、2．5 で述べた継手部の開

き・ずれに対する場合と同様の考え方で盛土の変形に対す

る措置が必要である。 
平成31 年3 月の「シェッド、大型カルバート等定期点

検要領」改定では、上部道路の状態の点検についても明記

されたことに伴い、令和元年度以降の定期点検でも上部道

路の変状が新たに確認された事例があった。初めて確認さ

れる変状でも、1巡目の点検以前に既に現れていた可能性

もあり、周辺部分の状態等を踏まえ、上部道路の変状が進

展する速さやその後の進展可能性を想定し、経過観察や措

置の方法や条件の検討に反映させることは、点検作業の効

率化につながると考えられる。 

3．カルバート変状に関するフォルトツリー（変状から道

路機能の喪失等まで） 
2．まででカルバートの部材別・部位別に各種変状と耐

久性低下、利用者被害への進展可能性や道路機能への影響

について整理した結果をもとに、引き続きカルバートに関

するフォルトツリーを検討する。 
ここでのフォルトツリーでは、カルバートの機能への影

響に至るまでの経路を素因－要因－変状－機能喪失等を

生じ得る状態の一連で示している。各部材・部位の変状が

進展しても、耐久性低下や利用者被害は懸念されるが、必

ずしも機能喪失には至らない場合もあると考えられる。一

方、変状の種類によっては、耐久性低下・利用者被害・機

能喪失が同時に発生することも、直接または耐久性低下や

利用者被害を生じ得る状態を経て機能喪失に至ることも

考えられる（図-1）。 
フォルトツリーの中で、変状－機能喪失等を生じ得る状

態については2．の内容をもとに、図-2のように整理でき

ると考えられる。変状以前の部分、つまり素因－要因－変

状の経路については、7.1.7で示したので、図-2はその先 

図-1 フォルトツリーイメージ 

図-2 各部材・部位の変状と道路機能喪失に至る状態の関係 

につながる部分に当たる。 
比較的軽微で進展していないコンクリート部材のひび

われのみであれば、耐久性低下に至る可能性はあるが、即

座に利用者被害や機能喪失に至る可能性は低い。ひびわれ

でも進展が著しい場合や材料劣化に伴う変状が発生して

いる場合には、耐久性低下だけでなく利用者被害や耐荷力

不足に伴う機能喪失に至る可能性もある。継手部等、コン

クリート部材以外の変状が耐久性低下や利用者被害を生 
じ得る状態まで進展すると、機能喪失も起こり得る。また、

盛土の崩壊は、各部の変状を契機に生じて機能喪失を生じ

させるとともに、盛土の変形を要因とする他の変状を二次

的に発生させると考えられる。そのため、盛土の崩壊に至

らないような設計・施工段階での配慮や維持管理が必要と

いえる。 
定期点検 2 巡目の 1 年目の点検結果と 1 巡目の点検結

果の比較の限りでは、変状が進展し、機能喪失に至るよう

な事例は見当たらなかった。一方、即座に耐久性低下や利

変状
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用者被害に至るようなものではなかったが、立地条件等に

よっては、材料劣化に伴うコンクリート部材の変状の進展

は見られている。変状が発生しても、現状の定期点検の周

期である5年程度の間に耐久性低下や利用者被害、機能喪

失が確認される可能性は低いと考えられるが、進展中の変

状については、耐久性低下や利用者被害を生じ得る状態と

こうした状態に至る時期を想定しながら点検や措置を行

う必要があるといえる。 

４．道路機能への影響を考慮した各種変状への対応 
 ３．で各種変状が進展し続けた場合の道路機能への影響

についてフォルトツリー形式でまとめたが、機能喪失に至

るまでの経路は多様であり、点検や措置を要する変状の種

類も多い。一方、事例整理の対象とした260事例の範囲で

は、現状で機能喪失は報告されていない。 
こうした状況から、変状の進展可能性だけでなく道路機

能に影響が生じる可能性も考慮し、機能喪失に至りやすい

経路に着目することが、設計・施工上の適切な配慮や効率

的な維持管理につながると考えられる。 
 そこで、相対的ではあるが、図-2 のフォルトツリーに

示される各種変状の進展可能性および道路機能に影響を

与える可能性を整理し、表-1 にまとめた。進展可能性に

ついては、変状の状態や程度が進行する可能性の高さを想

定して示している。道路機能に影響を与える可能性は、変

状事例整理、定期点検 2 巡目の 1 年目の点検結果と 1 巡

目の点検結果の比較の状況も踏まえ、実際に影響が生じる

可能性の高さを想定して示している。常時でも道路機能に

影響を与える可能性が高いものは「高」、変状は進展して

いても道路機能に影響が生じる可能性は常時では低く、豪

雨や地震を契機に高くなると考えられるものを「中」、直

接道路機能に影響を与える可能性が低いものを「低」とし

ている。なお、表-1中で「条件による」としたものは、個

表-1 変状の進展可能性および道路機能に影響を生じる可能性 
変状 進展可能性 道路機能に影響を与える可能性 

コンクリート部材のひびわれ 

乾燥収縮または温度応力によるひび

われ 低 低 

活荷重によるひびわれ 高 高（部材の耐久性低下・耐荷力不足） 
上載土圧によるひびわれ 低 低 
偏土圧によるひびわれ 条件による 条件による 
不同沈下によるひびわれ 条件による 条件による 
アルカリ骨材反応によるひびわれ 条件による 条件による 
施工不良によるひびわれ 条件による 条件による 
衝突によるひびわれ 条件による 条件による 

材料劣化に伴うコンクリート部材

の変状（漏水、遊離石灰、欠損、う

き、剥離、鉄筋露出、錆汁） 

漏水を伴う変状 高 高（部材の耐久性低下・耐荷力不足） 

漏水を伴わない変状 条件による 条件による 

底版直下の空洞発生 
洗掘による底版直下の空洞 高 中（豪雨や地震に伴う盛土崩壊） 
不同沈下による底版直下の空洞 条件による 中（豪雨や地震に伴う盛土崩壊） 

上部道路面の変状 

局所的な舗装の劣化 低 低 
凍上による亀裂 条件による 高（路床・路盤の支持力不足） 
カルバートと盛土の不同沈下による

亀裂 条件による 高（上部道路面の著しい段差、陥没、盛

土の崩壊） 

ウイング取付部の変状 
止水材の経年劣化のみ 低 低 
ウイング取付部における隙間・段差

の発生、水や土砂の流出 高 中（豪雨や地震に伴う盛土崩壊、上部道

路面の陥没） 

排水施設の不具合 

導水工部材の経年劣化のみ 低 低 
導水工部材の取付不良、そこからの

漏水 高 高（部材の耐久性低下・耐荷力不足、盛

土崩壊、上部道路面の陥没） 
排水溝の詰まり 条件による 低 

継手部の変状 

継手部材の経年劣化のみ 低 低 
基礎地盤の沈下や盛土の変形による

開き・ずれ、そこからの水や土砂の流

入 
高 

高（部材の耐久性低下・耐荷力不足、盛

土崩壊、上部道路面の陥没、内空の閉

塞） 

内空道路面の変状 
局所的な舗装の劣化 低 低 
凍結融解による亀裂 低 低 
継手部に沿った亀裂・段差 条件による 条件による 
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別の条件次第で変状の進展可能性や道路機能に影響が生

じる可能性が変わり、総合的な判断を要することが考えら

れるものである。 
4．1 変状毎の進展可能性と道路機能に影響が生じる可

能性 
 表-1 より変状毎に進展可能性と道路機能に影響を与え

る可能性の組合わせが異なる。この組合せに応じて、それ

ぞれ以下のような対応が考えられる。 
１）進展可能性・道路機能に影響を与える可能性ともに高

い変状 
設計での考慮や、経過観察、早期の措置が特に必要と考

えられる。 
２）進展可能性は高いが、道路機能に影響を与える可能性

が「中」の変状 
変状の進展が即座に道路機能に影響を生じる可能性は

低いが、豪雨や地震の後には状態を確認することが望まし

いと考えられる。 
３）進展可能性・道路機能に影響を与える可能性も低い変

状 
耐久性低下の可能性がある場合の軽微な補修程度の対

応が考えられる。 
４）進展可能性・道路機能に影響を与える可能性の少なく

とも一方に「条件による」が含まれる変状 
 施工条件、立地条件、供用状況を踏まえて進展可能性を

推定し、それに応じた対応が必要と考えられる。逆に、適

切な施工や維持管理により、進展や道路機能への影響を抑

制や軽減することも期待できる。例えば、凍上による上部

道路の亀裂であれは、凍上対策により進展を抑え、道路機

能への影響を軽減することも期待できる。 
4．2 重点的な対応を要する変状

各種変状の進展可能性と道路機能に影響を与える可能 
性を考慮すると、特に4．1の１）に当たる変状に対して

は重点的な対応が必要である。活荷重によるひびわれ、漏

水を伴うコンクリート部材の変状、盛土の変形や基礎地盤

の沈下に伴う導水工部材の取付不良や継手部の開き・ずれ

の部分からの水や土砂の流入がこれに相当すると考えら

れる。変状の進展可能性も高いが、常時においても部材の 
耐久性低下や耐荷力不足による道路機能喪失が生じる可

能性が高いと考えられるので、進展状況の把握と早期の措

置による進展の抑制が必要と考えられる。 
これらの変状に次いで重点的な対応を要するのが、4．

1 の２）に当たる変状で、洗掘による底版直下の空洞や、

盛土の変形や基礎地盤の沈下によるウイング取付部にお

ける隙間・段差の発生、水や土砂の流出がこれに相当する

と考えられる。常時で道路機能に影響を与える可能性は低

くても、空洞や隙間・段差の寸法は比較的大きく、盛土の

緩みや変形の状況によっては豪雨や地震を契機に盛土崩

壊やそれに伴う機能喪失に至る可能性は考えられるため、

豪雨や地震の前後での盛土や上部道路、カルバートの状態

の変化に着目する必要があると考えられる。 
4．1 の３）または４）に当たるその他の変状について

は、適切な施工や耐久性低下に備えた補修により、進展や

道路機能への影響を抑えることが可能と考えられる。 
4．3 偏土圧による頂版ひびわれへの影響の検証 
重点的な対応が必要なカルバートの変状の 1 つとして

偏土圧によるひびわれがあるが、ここでは、偏土圧を考慮

して各部材の応力度照査を行い、偏土圧によるひびわれへ

の影響を検証した。 
7.1.7の8．2では偏土圧が作用する場合の曲げモーメン

ト分布の試算を行い、片側の水平土圧を固定して、反対側

の水平土圧を変化させた場合、反対側の水平土圧を小さく

するほど、頂版における正の曲げモーメント（内空側に引

張を生じさせるモーメント）の最大値が大きくなることが

確認された。 
7.1.7 の９．では、頂版に偏土圧によると考えられる縦

断方向ひびわれが多数生じたカルバートを例にカルバー

トの断面照査を試みた。7.1.7の9．2では、で水平方向の

顕著なひびわれが見られなかった側壁の応力度照査では、

鉄筋やコンクリートの許容応力度に対して比較的余裕が

あることが確認された。左右の土かぶりが同じ条件で片側

の土圧係数を大きくして偏土圧を作用させた場合も、全体

の曲げモーメントは増加したが、側壁の応力度照査の結果

に大きな影響はなかった。7.1.7の9．3では、左右の土圧

係数の違いだけでなく、土かぶりの違いによる偏土圧も作

用させて断面照査を試みた。土かぶりの厚い側で土圧係数

も大きくなる場合、つまり相対的に水平土圧が大きくなる

条件が左右のいずれかに集中する場合には、頂版の正の曲

げモーメントの最大値が大きくなる結果であった。 
 以上のことから、側壁については偏土圧の影響により変

状が進展する可能性は相対的に低いが、頂版については片

側のみ水平土圧が小さくなるような偏土圧が生じ、左右の

水平土圧の差が大きい場合ほど、頂版の曲げ応力が大きく

なり、ひびわれが進展しやすいと考えられる。例えば、周

辺盛土に緩みや変形が生じ、土圧が低下するような状況に

当たり、こうした影響を設計でも考慮する必要が生じる可

能性が考えられた。 
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4．4 周辺盛土や基礎地盤の挙動による影響の検証 
重点的な対応が必要なカルバートの変状の 1 つとして

基礎地盤の沈下や盛土の変形による開き・ずれ、そこから

の水や土砂の流入があるが、7.1.7の10．では事例をもと

に数値計算で現象の再現を試みるとともに、地質調査を踏

まえて考察した。 
 検討事例では、上部道路の拡幅に伴い、カルバートボッ

クスの新設と拡幅盛土が行われていた。新設ボックスと既

設ボックスの間の継手に開きがあり、その幅は上方ほど大

きくなっていたが、この状況は、カルバートを弾性床上の

梁としてモデル化し、上載荷重と地盤ばねを考慮したのみ

では再現できなかった。 
7.1.7の10．2に示したとおり、新設ボックスと既設ボッ

クスで直下の地盤条件が大きく異ならないことが確認さ

れ、新設ボックスが前後区間の拡幅盛土の沈下に引き込ま

れる挙動をしたことが考えられた。 
 地盤条件に大きな変化のない場所に建設されたカル

バートであったが、カルバート前後の拡幅盛土の沈下の影

響が考えられる。今回の事例ではカルバートおよび上部道

路の機能に必ずしも影響したものではないが、必要に応じ

て設計で考慮するための手法の検討が必要であると考え

られる。 

５．まとめ 
定期点検で判定区分Ⅲ（早期措置段階）以上が報告され

たカルバートを主な対象として、カルバートの部材別・部

位別の変状形態やその要因・進展可能性について引き続き

整理し、平成 29 年度にまとめたフォルトツリーの見直し

を行った。平成 30 年度からは部材別・部位別の変状の進

展可能性と道路機能に影響を与える可能性の関係につい

て整理し、変状の進展状況の実態や計算での再現状況を踏

まえ、見直しを継続している。令和元年度および2年度は、

変状の見られたカルバートの構造諸元を踏まえて断面照

査を試行し、設計上考慮が必要な事項について検証した。

また、継手の開きが見られたカルバートの挙動について数

値解析で現象の再現を試みるとともに、現地の地盤条件を

踏まえて確認した。 
即座に内空や上部道路が通行不能となって道路機能を

喪失させるような事例はなかった。しかし、進展可能性が

あり、進展が放置されると利用者被害、耐久性低下や道路

機能の喪失に至る可能性のある変状を含むカルバートも

多く見られた。 
 各種変状のうち、進展可能性が高いことが想定されるも

のとしては、盛土の変形や基礎地盤の沈下を要因とする継

手部の開き・ずれ、カルバートブロック間に設置された導

水工の破損、継手位置や盛土とカルバートの境目に沿って

生じる路面の亀裂・段差のほか、上部道路の活荷重や偏土

圧を発生要因とする頂版のひびわれが考えられた。これら

が進展し続けた場合には、安全性や供用性の維持に支障を

きたす状態に至り、道路機能に影響する可能性がある。ま

た、凍結融解や凍上による路面の亀裂や、水路カルバート

の基礎地盤の洗掘も、事例数としては比較的少ないが、進

展可能性の大きな変状と考えられた。 
 これらの変状が見られても常時ならば即座には道路機

能の喪失に至らないが、変状の度合いが進展するほど、措

置のために通行止めを要する範囲や時間が増えることが

想定されるので、早期の措置を行うのが効率的と考えられ

る。 
 盛土の変形や基礎地盤の沈下を要因とする変状は、継手

部や内空道路・上部道路の路面、導水工など広範囲に現れ

る。軟弱地盤や集水地に設置されるカルバートでは、盛土

の変形や基礎地盤の沈下の継続性や措置の方法について

も設計段階から十分な検討が必要と考えられる。一方、盛

土の変形や基礎地盤の沈下が一時的なものと考えられる

場合は、適切な設計・施工により変状の進展の抑制が期待

できる。 
1 つのカルバートで発生要因の異なる複数の変状が確

認されることがほとんどであるため、進展可能性や道路機

能に影響が生じる可能性が高い変状について重点的に設

計段階での検討、経過観察や要因分析、早期の措置を行う

ことが効率的な道路機能の維持には有効と考えられる。各

種変状について、進展可能性と道路機能に影響を生じる可

能性を整理したところ、活荷重によるひびわれや、漏水を

伴うコンクリートの変状、盛土の変形や基礎地盤の沈下に

伴う導水工部材の取付不良や継手部の開き・ずれの部分か

らの水や土砂の流入については、常時においても道路機能

に影響が生じる可能性が高いと考えられ、特に重点的な対

応が必要と考えられる。また、洗掘による底版直下の空洞

や、盛土の変形や基礎地盤の沈下によるウイング取付部に

おける隙間・段差の発生、水や土砂の流出については、豪

雨や地震を契機に道路機能に影響が生じる可能性は考え

られ、特に豪雨や地震の前後での状態の確認を要すると考

えられる。 
偏土圧を作用させた場合の曲げモーメント分布の試算、

偏土圧による変状が生じたカルバートの構造諸元を踏ま

えた応力度照査の試行の結果から、特に片側の盛土のみで

緩みや変形に伴い水平土圧が小さくなる場合については、

頂版のひびわれの進展可能性が高く、設計での考慮の必要

-99-



7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

が生じる可能性が考えられた。 
 継手の開きが見られたカルバートの構造諸元を踏まえ

た縦断方向の試算や、現地で地質調査を行った結果から、

地盤条件に大きな変化のない場所に建設されたカルバー

トでも、盛土拡幅時において、カルバート前後の拡幅盛土

の沈下の影響により、継手の開き等に至る可能性が考えら

れた。 
進展可能性や道路機能に影響を生じる可能性の高い変

状については、変状が進展しやすい条件を明らかにして、

設計や健全性評価の手法に反映させたい。 

参考文献

1) 国土交通省 道路局：シェッド・大型カルバート等定期点検

要領、61p.、平成26年6月 
2) 国土交通省 道路局 国道・防災課：シェッド、大型カルバー

ト等定期点検要領、23p.、平成26年6月 
3) 国土交通省 道路局：シェッド・大型カルバート等定期点検

要領、147p.、平成31年3月 
4) 国土交通省 道路局 国道・防災課：シェッド、大型カルバー

ト等定期点検要領、221p.、平成31年3月 
5) （社）日本道路協会：道路土工－カルバート工指針、242p.、

平成11年3月 
6) （社）日本道路協会：道路土工―擁壁・カルバート・仮設構

造物工指針、308p.、昭和62年5月 
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7.3  簡易な点検で更新時期や更新必要箇所が明らかとなる設計、構造・材料等を開発・評価 

7.3.1  土工構造物の信頼性向上に向けた設計法・施工管理手法の研究（補強土壁） 

担当チーム：地質・地盤研究グループ（施工技術チーム） 

研究担当者：宮武裕昭、澤松俊寿、小出央人、青木信哉

【要旨】

本研究は、補強領域のすべり線周辺の盛土材の応答に着目し、補強土壁がすべりに対して限界となる状態につ

いて検討したものである。具体的には、分割型壁面材の補強土壁の動的遠心模型実験の結果から、補強領域のす

べり線付近の盛土材のひずみ、下端の壁面材の回転変位及び盛土材の三軸圧縮試験結果との関係を検討した。実

験の結果によると、すべりは最初に補強領域背面において発生し、その後に補強領域に進展した。外形上は、壁

面材の傾倒等が生じた。すべり線周辺の盛土材の応答加速度－最大せん断ひずみ関係の特徴点として、載荷の初

期で勾配が変化する点と応答加速度が最大となる点が認められた。後者は、目視により確認した補強領域のすべ

りの発生のタイミングによく対応した。また、補強領域にすべりが生じたときの下端の壁面材の回転変位と盛土

材の三軸圧縮試験結果を関連付け、これを定式化した。

キーワード：補強土壁、限界状態、健全度評価

1．はじめに

道路土工構造物は、適切に設計・施工を行えば、緩やか

に変形をしつつ安定を保つ構造物である。例えば、柔な構

造と評される分割型の壁面材を有する補強土壁には、地

震等により壁面がはらみだすような形態の変状が確認さ

れることがある。しかし、道路土工構造物の多くは、極限

平衡法に基づいて設計されることから変形が考慮されて

おらず、変形が生じた状態の健全性を評価することが難

しい場合がある。このような問題に対し、Izawa and 

Kuwano1)は、遠心傾斜台模型実験結果に基づいて疑似静

的水平荷重を受ける補強土壁にすべり線が発生し破壊に

至るときの下部壁面の傾きと、盛土材の三軸圧縮試験か

ら得られる軸差応力最大時の最大せん断ひずみの関係を

検討しており、良好な結果を得ている。 

本研究は、補強領域のすべり線周辺の盛土材の応答に

着目し、補強土壁がすべりに対して限界となる状態につ

いて検討したものである。平成30年度までは、変状事例

に基づいて変状形態を体系的に整理した。令和元年度は、

いくつかの条件の既往の分割型壁面材の補強土壁の模型

実験等の結果に対して、Izawa and Kuwano の方法の適用

を適用し、大略的な傾向を把握した。令和２年度は、補強

土壁の動的遠心模型実験の結果から、補強領域のすべり

線付近の盛土材のひずみを画像解析から詳細に調べ、下

端の壁面材の回転変位及び盛土材の三軸圧縮試験結果と

の関係を検討した。 

2．動的遠心模型実験の方法

実験には、有効回転半径が6.6 mで振動台を備えた遠心

力載荷試験装置を用いた。20 G の遠心力場において、実

大換算で幅が30 m、高さが10 m、奥行きが6 mの剛土槽

を使用した。以後、模型寸法、計測結果等の物理量は実大

換算で表記する。図-1 は模型の概要図であり、嵩上げ盛

土の有無を実験変数とした２ケースを実施した。壁高及

び嵩上げ盛土高さは、補強土壁のプロポーションの実績

を考慮して代表的な値を設定した。壁面材及び補強材の

材料には、それぞれアルミ及びリン青銅を使用した。本実

験では今後実施する一連の実験の一部として、RC製壁面

材、摩擦型補強材の工法を参考に、壁面材は曲げ剛性、補

強材は軸剛性の相似則をそれぞれ適合させた形状とした。

補強材の長さは、設計計算上引抜け照査が先行して満足

しなくなるように設定した。 

盛土材及び基礎地盤には、気乾状態の東北珪砂７号（平

均粒径D50 = 0.16 mm）を用い、その相対密度Drが基礎地

盤については 90%、補強領域、背面地盤及び嵩上げ盛土

については 80%となるように空中落下法により製作した。

図-2 には、珪砂の三軸圧縮(CD)試験で得た軸差応力と最

大せん断ひずみmaxの関係を示す。入力地震動については、

その波形を2Hzの正弦波とした20波を１つの載荷ステッ

プとした。なお、この20波の立ち上がりと余波にそれぞ

れ10波ずつのエンベロープを加えた。載荷ステップごと

の振幅は、最初のステップについてはこれを100 cm/s2と

し、その後は補強土壁模型が終局的な状態となるまで 50 
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cm/s2ずつ漸増させた。 

本実験では、多様な観点の分析のために複数の計測機

器を設置したが、本報では主に補強領域に設置した加速

度計（A4）による水平加速度、下端の壁面材に設置した

２つの水平変位計から算出した壁面材の回転変位、及び

土槽のガラス面側の盛土材に設置した標点に関する画像

解析（PTV）で得た盛土材の最大せん断ひずみについて検

討した。 

3．動的遠心模型実験の結果

図-3 は、Case1 について、最終ステップである Step15

（入力加速度振幅約 800 cm/s2）の加震終了後の最大せん

断ひずみmax 分布及びすべり線の位置を示したものであ

る。荒木ら 2)によれば、地震時に補強土壁の補強領域に生

じる変形は、Iせん断変形、II伸長変形、IIIすべり変形に

よって構成され、IIの割合はごく小さく、特に変形の初期

には I が主体であるが、いったんすべりが生じると III が

優勢となる。本実験においても同様な傾向が認められ、補

強領域のせん断変形が進行した後、まず補強領域の背面

にすべり線（図-3 中の青破線）が生じ、これが最下段の

補強材をまたいで補強領域を通るすべり（図-3 中の青実

線）に進展した。外形上は、図-3 のごとく天端の沈下の

ほか、壁面材の傾倒が生じた。Case2 については、Case1

と概ね同様の傾向であり、補強領域背面のすべり線の角

度が Case1 よりやや急であったが、補強領域のすべり線

は著しく類似した位置に生じた。 

図-4 は、補強領域のすべり線周辺の盛土材の応答に着

目し、その応答加速度と最大せん断ひずみ𝛾௫ெ்の関係を

入力加速度のピーク時について示したものである。盛土

材の応答加速度は加速度計 A4 で代表させ、𝛾௫ெ்につい

ては図-3に示した⓪～④の要素に対する画像解析（PTV）

により算出し、⓪～④の要素の面積に応じて𝛾௫ெ்を加重

平均した結果を併記した。また、予め土槽ガラス面周辺に

縦横それぞれ約50 mm間隔の格子状に配した標線が不連

続となったことを目視で確認したタイミングをすべり発

生のタイミングとして定義し、これを図中に記した。例え

ば、面積加重平均に着目すると、Case1及び2ともに応答

加速度－最大せん断ひずみ曲線の特徴点として、載荷の

(a) Case 1 (b) Case 2 

図-1 模型概要（寸法は実大換算表示） 

図-2 軸差応力と最大せん断ひずみの関係(珪砂7号) 図-3 最終ステップ加震終了後の最大せん断ひずみ分布及びす

べり線の位置(Case 1) 
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初期で勾配が変化する点（A点）と応答加速度が最大とな

る点（B点）が認められた。この形状は一般的な土の応力

－ひずみ関係と類似している。B点については、実験にお

いて目視で確認したすべりの発生タイミングとほぼ一致

し、B 点に対応する𝛾௫ெ்は Case1 が約 0.19、Case2 が約

0.18であった。 

図-5 は、補強領域内部の状態と補強土壁の外観上の状

態を関連づけるために、補強土壁の点検において状態把

握が容易な下端の壁面材の回転変位に着目し、これと

𝛾௫ெ்の関係を示したものである。図-5によると、少なく

ともすべりの発生までは両者は概ね線形の関係にあった。

は𝛾௫ெ்の 1/2～1 倍の範囲にプロットされ、面積加重平

均に着目すると概ね2/3～4/5倍の範囲にあった。 

ここで、三軸圧縮試験で得た軸差応力最大時の最大せ

ん断ひずみ𝛾௫் |qmaxと、遠心模型実験で得たB点の最大

せん断ひずみ𝛾௫ெ்|を比較すれば図-6 のとおりである。

両者の関係は1.75～2.0倍の範囲にあるが、その理由とし

ては、三軸圧縮試験ではせん断層のひずみではなく供試

体の平均的なひずみを評価していることと、遠心模型実

験が平面ひずみ条件に近い条件にあり、両者で応力状態

が異なることとが考えられる。なお、この研究では、汎用

性を考慮して三軸圧縮試験を元に検討を進めた。 

以上の結果を踏まえて、三軸圧縮試験で得た軸差応力

最大時の最大せん断ひずみ𝛾௫் |qmax と、遠心模型実験で

得た B 点の最大せん断ひずみ𝛾௫ெ்|及び B 点に対応す

る下端の壁面材の回転変位|Bの関係を示せば、次式のと

おりである。 

𝜃| ൌ Cଵ ∙ 𝛾௫ெ்|

     ൌ Cଵ ∙
𝛾௫ெ்|

𝛾௫் |௫
𝛾௫் |௫

     ൌ Cଵ ∙ Cଶ ∙ 𝛾௫் |௫   
ここに、C1、C2 は図-5 及び図-6 の関係の傾きに相当す

(a) Case 1                                      (b) Case 2

図-4 盛土材の応答加速度(A4)と最大せん断ひずみの関係 

  

(a) Case 1                                      (b) Case 2

図-5 盛土材の最大せん断ひずみと下端の壁面材の回転変位の関係 
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る係数で、本実験の条件ではC1 = 2/3～4/5、C2 = 1.75～2.0

程度であった。 

4．まとめ

本報の条件の範囲で得た知見を示すと次のとおりであ

る。 

・すべりは、最初に補強領域背面において発生し、その

後に補強領域に進展した。外形上は、壁面材の傾倒等

が生じた。 

・すべり線周辺の盛土材の応答加速度－最大せん断ひ

ずみ関係の特徴点として、載荷の初期で勾配が変化

する点（A点）と応答加速度が最大となる点（B点）

が認められた。B点は、目視により確認した補強領域

のすべりの発生のタイミングによく対応した。 

・補強領域に生じるすべりの位置の盛土材の最大せん

断ひずみと下端の壁面材の回転変位の関係の考え方

は、式(1)で表される。 

令和３年度は、多様な条件における模型実験の結果や

変状事例等に対して検証し、本手法の精度や適用範囲を

明確にする予定である。 

参考文献

1） Jun Izawa and Jiro Kuwano: Evaluation of extent of damage 

to geogrid reinforced soil walls subjected to earthquakes,

SOILS AND FOUNDATIONS, Vol.51, No.5, pp.945-958, 

2011 

2） 荒木裕行、石原雅規、梶取真一、佐々木哲也：補強土

壁の動的遠心模型実験を対象とした補強領域内にお

けるひずみの定量化と分析、ジオシンセティックス

論文集、第29巻、pp.127-134、2014 

図-6 盛土材の最大せん断ひずみと下端の壁面材の回転変位

の関係 
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7.3 簡易な点検で更新時期や更新必要箇所が明らかとなる設計、構造・材料等を開発・評価 

7.3.2  土工構造物の信頼性向上に向けた設計法・施工管理手法の研究（カルバート） 

担当チーム：地質・地盤研究グループ（土質・振動チーム）

研究担当者：佐々木 哲也、東 拓生、谷本 俊輔、稲垣 由紀子

【要旨】

高耐久性等を発揮するカルバートの設計法の開発に向け、カルバートの各種変状の進展可能性と点検における

着眼点について検討した。その結果、他の変状の契機となり得る変状や進展可能性の高い変状については、特徴

を踏まえた経過観察と結果の記録・保存、設計・施工条件との関連づけにより、時系列的な評価や設計での配慮

の必要性が考えられた。こうした変状は道路機能に影響を与える可能性も高く、重点的かつ継続的に点検を行う

ことは効率的な維持管理の観点からも有効と考えられた。曲げモーメント分布の試算や応力度照査の試行の結果

からも、周辺盛土に緩みや変形の兆候が見られ、土圧の低下が想定される場合には、盛土の状態の変化や頂版の

ひびわれの進展を注意深く確認する必要性が考えられた。また、継手の開きが見られたカルバートの現地の地質

調査の結果から、カルバート前後区間の盛土の沈下の影響により継手が開く場合もあり、盛土の沈下の持続性に

ついても確認が必要と考えられた。

キーワード：カルバート、変状、点検、耐荷力低下、盛土

1．はじめに

7.1.7で整理したカルバートの部材別・部位別の変状の

進展可能性や道路機能に与え得る影響について、7.2.3に

まとめている。1つのカルバートにおいて、発生要因や

進展可能性、進展した場合の道路機能への影響、影響を

与える可能性が異なる複数の変状が現れることが多いた

め、点検・記録・措置が必要な部材や部位も多い。 

本節では、部材別・部位別に点検における着眼点を整理

しているが、平成 30 年度以降は、より効率的な維持管理

を行う観点から、重点的に点検や措置を行う項目について

整理した。また、事例をもとに応力度照査や縦断方向の計

算の試行、地質調査を行い、変状が進展しやすい条件につ

いて検討した。 

2．各部材・各部位の点検における着眼点 

7.1.7 および 7.2.3 でまとめた道路機能に影響を与える

変状について点検を実施する際の着眼点を以下に示す。 

2．1 頂版のひびわれ 

 頂版には全体にわたり、発生要因や進展可能性の異なる

多数のひびわれが同時に発生することが多く、各ひびわれ

の発生要因を適切に把握する必要がある。 

 頂版には、上載土圧、活荷重、偏土圧、乾燥収縮による

ひびわれが生じるが、発生位置やひびわれの方向もそれぞ

れ異なる。上載土圧、活荷重、偏土圧によるひびわれは、

カルバート縦断方向の中央付近に複数の縦断方向のひび

われとして発生する。上載土圧によるひびわれは土かぶり

が厚い場合（概ね 7m 以上）、活荷重によるひびわれは土

かぶりが薄い場合（概ね2.5m 以下）に生じる。偏土圧に

よるひびわれは、斜角が小さい場合やカルバートと上部道

路が直交しても坑口の形状が非対称の場合に生じやすく、

上載土圧や活荷重によるひびわれがカルバートの片側に

集中して発生する。乾燥収縮によるひびわれは、方向も不

規則で頂版全体にわたって発生する。 

 この中で、活荷重によるひびわれは進展可能性が高い

場合があると考えられる。活荷重は、頂版のうち上部道

路車線の直下に当たる部分に繰り返しで曲げ応力を与え

る。そのため、過大な活荷重を受けた頂版では、カル

バート軸方向中央付近に、狭い間隔で密集して軸方向の

ひびわれが多数生じることがある。上部道路が供用され

続ける限り、頂版は活荷重を受け、ひびわれの幅や深さ

が大きくなる可能性が高いと考えられる。特に、土かぶ

りが薄く、上部道路の交通量が多い場合はその傾向が顕

著になると考えられる。また、1999年3月の「道路土工

－カルバート工指針」1)よりも前の道路土工指針（例えば

2））に基づき設計されたカルバートは、現行指針に比べ

て小さな活荷重で設計されている場合があるため、相対
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的に過大な負荷を受けて、ひびわれが進展しやすくなっ

ている可能性も考えられる。 

偏土圧によるひびわれについては、カルバート片側に

集中して発生し、特定の位置に弱点箇所を生じる可能性

がある。 

 各種要因による単独のひびわれが即座に道路機能の支

障となることはないが、ひびわれの幅や深さ、長さが大き

くなった場合や、複数のひびわれが交わって亀甲状となっ

た場合には、コンクリートが剥離することや鉄筋が大気や

水分に触れて腐食することも想定される。 

このように耐久性低下や他の変状にも進展し得るひび

われについて、カルバート完成時より毎回の点検において

発生位置、幅、深さ、本数などを交通量とともに適切に記

録・保存し、点検結果を時系列的に把握して適切な措置に

つなげる必要がある。 

2．2 側壁のひびわれ 

 側壁に発生するひびわれは、主に乾燥収縮または温度応

力によると考えられるものであり、底版から立ち上る、ま

たは頂版から下方に向かう鉛直方向のひびわれが数 10cm

ないし2～3m程度の間隔で見られる。 

その他、偏土圧の影響が考えられる場合には、片方の側

壁にひびわれ本数が集中することがある。不同沈下が疑わ

れる場合、斜め方向のひびわれが見られる場合がある。

コールドジョイントが疑われる水平方向に長いひびわれ

が見られる場合がある。また、ひびわれの特徴や発生位置

に明確な傾向はないが、施工不良や供用後の衝突を受けた

ことが疑われる、より幅や長さが大きなひびわれが見られ

る場合もある。 

 施工不良や衝突が疑われる大きなひびわれや、乾燥収縮

または温度応力によるひびわれでも幅や深さが増した場

合、鉄筋が大気や水分に触れて腐食し、耐久性や部材強度

の低下に至るおそれがある。特に、ひびわれからの漏水や

遊離石灰が見られ、錆汁も混じるような場合、鉄筋の腐食

が進行している可能性が高い。 

 そこで、カルバート完成時より毎回の点検では、特に幅

や深さが増したひびわれ、ひびわれからの漏水、乾燥収縮

や温度応力以外の要因が考えられるひびわれ等について

は観察・記録・保存し、発生や進展の時系列的な把握や要

因の判断をして適切な措置につなげる必要がある。 

2．3 ウイングのひびわれ 

 ウイングに発生するひびわれは、亀甲状でひびわれ付近

に錆汁の跡が見られるアルカリ骨材反応によるものか、乾

燥収縮によると考えられるものがほとんどである。乾燥収

縮によるひびわれに対しては、頂版や側壁のひびわれと同

様の対応が考えられる。 

 アルカリ骨材反応は、コンクリートの細孔溶液中の水酸

化アルカリと骨材中の鉱物が反応して生成物ができる際

の膨張でコンクリートにひびわれが発生するものである

が、鉄筋の破断、凍害や化学的侵食への耐性低下の可能性

がある。反応自体は比較的時間をかけて進むので、カル

バート完成時からのひびわれの進展や耐久性への影響に

ついて時系列的に把握のうえ、適切な措置につなげる必要

がある。 

事例数としては少ないが、ウイングのコンクリート打継

不良の部分やその周辺から水が流入して鉄筋が腐食し、打

継不良部から錆汁が出る場合もある。水の流入のしやすさ

や鉄筋の腐食の進行の速さは立地条件等により異なると

考えられるので、経過観察と記録により把握のうえ、適切

な措置につなげる必要がある。 

2．4 材料劣化に伴うコンクリート部材の変状 

頂版・側壁・ウイングの各コンクリート部材において、

ひびわれや欠損、打継目の不良部、開いた継手部付近や破

損した導水工付近にうき・剥離、鉄筋露出、漏水、遊離石

灰、錆汁等が見られる場合がある（写真-1）。こうした変

状が見られる場合、コンクリート片の落下による利用者被

害や鉄筋腐食による部材の強度低下が懸念される。 

なお、変状の進展に要する時間は個々のカルバートや変

状箇所毎に異なると考えられる。変状事例の整理において

も、当該部材の健全性の区分がⅢ（早期措置段階）と判断

されるような顕著な剥離や鉄筋露出が見られているのは

概ね供用開始から10年以上が経過したカルバートであっ 

た。一方、健全性の区分でⅢと判断されるには至らないよ

うな剥離や鉄筋露出の有無・進行の程度は、必ずしも供用

開始からの経過年数に比例するとはいえない状況であっ

た。 

「シェッド、大型カルバート等定期点検要領」に基づく

定期点検2巡目の1年目（令和元年度）と1巡目（平成30

年度以前）の点検結果を比較しても、漏水や遊離石灰の範

囲の拡大が報告された事例があった。 

漏水が見られる場合には供用開始からの経過年数によ

らず変状が進展しやすいと考えられる。集水地でコンク

リートを貫通するひびわれがある、継手部の変状に伴って

発生した隙間や導水工からの漏水があるなどにより常時

コンクリートへの水の供給があり、遊離石灰や錆汁も伴う

ような場合には、止水の措置を行って変状の進展や耐久性

の低下を抑える必要があると考えられる。 

 カルバート完成当時より毎回の点検では、進展が懸念さ

れるひびわれ、漏水が懸念される箇所や既に漏水が見られ
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る箇所、漏水の程度、止水対策の履歴、措置後の状況を記

録してコンクリートへの水の流入や止水対策の状況につ

いて把握し、適切な措置につなげる必要がある。コンク

リートのうき・剥離、鉄筋露出についても進展の経緯が記

録され、進展速度を踏まえた措置が必要と考えられる。 

2．5 継手部の変状 

 継手部の変状は、継手部材の破損を契機に確認されるこ

とが多いと考えられる。継手部材の経年劣化のみによる破

損で他の変状を伴わなければ、継手部の早期の補修により

変状の進展可能性は低くなると考えられる。 

(a) 貫通ひびわれや打継目からの発生が考えられる漏水 

(b) 欠損部からの発生が考えられる漏水 

(c) 継手部付近のうき 

一方、継手部のずれ・開きを伴う場合、盛土の変形や基

礎地盤の沈下によるカルバートブロックの不同沈下や相

対変位が生じている可能性があり、その進行状況によって

も、変状の進展可能性は異なる。盛土の変形や基礎地盤の

沈下が継続する場合、継手部が破損してできた隙間から内

空への土砂や水の流入、継手部を境とした内空道路面の亀

裂や段差が発生することが考えられる。これらが長期的に、

あるいは地震や豪雨を契機として急激に進展した場合、内

空道路および上部道路の機能に支障をきたすことが考え

られる。また、継手部を補修しても、そこから同様な変状 

(d) 導水工付近の剥離・鉄筋露出 

(e) 水分が流入したコンクリートの例 

(f) 氷柱状の遊離石灰の例 

写真-1 進展したコンクリート変状の例 
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写真-2 補修後の継手部からの漏水の例 

が再発する可能性も残る（写真-2）。 

 そこで、点検では継手部の変状が開き・ずれを伴ったも

のであるかどうか、要因となる盛土の変形や基礎地盤の沈

下の継続可能性について着目する必要がある。例えば、水

の継続的な流入が目立つ場合等は、継続可能性が高いと考

えられる。また、カルバートの各ブロックや全体の挙動、 

現地の地盤条件・地形条件とともに、変状の発生と進展、

補修歴、補修後の状況について時系列的に把握のうえ、適

切な経過観察や措置につなげる必要がある。 

2．6 ウイング取付部の変状 

 ウイング取付部の変状は、取付部の部材の破損、取付部

の開き・段差、土砂や水の流出を契機に確認されることが

考えられる。取付部材の破損が経年劣化のみで他の変状を

伴わなければ、早期の補修により変状の進展可能性は低く

なると考えられる。一方、開きや段差を伴う場合、盛土の

変形や基礎地盤の沈下により、ウイングが相対変位や不同

沈下を生じていることが考えられる。土砂や水の流出の継

続的な流出が目立つ場合には、変状の進展や盛土の緩みの

可能性が考えられる。 

そこで、点検では取付部の変状が開き・段差を伴ったも

のであるかどうか、要因となる盛土の変形や基礎地盤の沈

下の継続可能性について着目する必要がある。また、現地

の地盤条件・地形条件とともに、変状の発生と進展につい

て時系列的に把握のうえ、適切な経過観察や措置につなげ

る必要がある。 

2．7 排水施設の不具合 

 排水施設の不具合としては、導水工からの漏水、排水溝

の詰まりが考えられる。特に、カルバートブロック間に設

けられた導水工からの漏水には注意を要する。 

 継手部の変状と同様、カルバートブロック間の不同沈下

や相対変位に伴う部材の破損により漏水している場合、盛

土の変形や基礎地盤の沈下が進行している可能性がある。

補修しても同じ箇所から漏水が再発し、周辺のコンクリー

トの鉄筋を腐食させて、耐久性や耐荷力を低下させる可能

性もある。 

そこで、点検では、漏水の程度、盛土の変形や基礎地盤

の沈下の持続可能性について着目する必要がある。また、

現地の地盤条件・地形条件とともに、導水工破損の発生と

漏水の進展、補修歴、補修後の状況について時系列的に把

握のうえ、適切な経過観察や措置につなげる必要がある。

排水溝の詰まりについては、適宜清掃し、排水機能を維持

させる必要が考えられる。 

2．8 底版の変状 

 点検において確認される底版に関する変状としては、水

路カルバートの坑口付近の基礎地盤が洗掘され、底版直下

に空洞が発生するものや、不同沈下により発生して内空道

路面の亀裂や段差として確認されるものが想定されるが、

補修してその状態を維持することが困難と考えられる。ま

た、カルバートの傾斜や盛土の崩壊への進展可能性も考え

られる。 

カルバート完成時より点検では、底版直下の空洞の大き

さ、カルバートの顕著な傾斜の有無や程度について内空の

流量や路面の状態とともに記録し、空洞やカルバート傾斜

の発生や進展について時系列的に把握する必要がある。そ

の結果や現地の地盤条件・地形条件を踏まえ、適切な時期

での措置につなげる必要がある。 

2．9 内空道路面の変状 

 内空道路面の亀裂・段差には、局所的に舗装材が劣化し

たのみで進展可能性の低いものを除けば、継手部に沿うも

のと、凍結融解により全体に生じるものが考えられる。 

継手部に沿うものは、継手部の開き・ずれと同様、進展

可能性と、内空道路の通行上支障となる大きな亀裂や段差

の有無に着目する必要がある。 

 内空道路面全体に生じ、凍結融解によると考えられる亀

裂に対しては、凍結防止剤の散布や定期的な舗装の打替え

の措置が行われる。一方で、凍結防止剤に含まれる塩分に

より内空の附属物の鋼製部材が腐食し、利用者被害が懸念

される事例もある（写真-3）。点検では、舗装面の状態だ

けでなく、凍結防止剤の塩分の影響が疑われる鋼製部材や

鉄筋の腐食の有無についても確認・記録されるのが望まし

い。 

これらの結果や補修歴をカルバート完成時より毎回の

点検で適切に記録・保存し、舗装面の亀裂や段差の発生や

関連する変状の進展を時系列的に把握するとともに、補修

の効果を確認しながら、適切な方法や時期での措置につな 
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写真-3 照明器具の腐食の例 

げていく必要がある。 

2．10 上部道路面の変状 

 上部道路面の亀裂・段差には、局所的に舗装材が劣化し

たのみで進展可能性の低いものを除けば、カルバートと盛

土の境に沿うものと、凍上により幅や長さの大きなひびわ

れが全体に生じるものが考えられる。上部道路の亀裂・段

差と併せて継手部やウイング取付部からの盛土材の流出

がある場合は、上部道路直下に空洞が発生している可能性

がある。 

 カルバートと盛土の境に沿うものは、カルバートと盛土

の不同沈下を伴ったもので、進展可能性に着目する必要が

ある。 

 凍上によるものについては、上部道路の通行上支障とな

る大きな亀裂や段差の有無に着目する必要がある。 

 盛土材の流出がある場合は、その持続性や量から、上部

道路直下に陥没を生じさせるような大きな空洞に進展す

る可能性に着目する必要がある。 

 これらの結果や補修歴をカルバート完成時より毎回の

点検で適切に記録・保存し、舗装面の亀裂や段差の発生や

変状の進展を時系列的に把握するとともに、補修の効果を

確認しながら、適切な方法や時期での措置につなげていく

必要がある。なお、上部道路の変状に関しては、7.1.7 の

変状事例整理で対象とした 260 事例のうち大部分の事例

で確認実施や変状の有無に関する情報が点検調書等から

読み取れなかった。上部道路の変状は、盛土の沈下や変形

が影響していることが多く、進展した場合の道路機能への

影響も大きい。平成31年3月の「シェッド、大型カルバー

ト定期点検要領」改訂において、内空道路とは別に上部道

路についても状態を確認するよう示されことに伴い、令和

元年度の定期点検では、上部道路の変状について新たに報

告される事例も見られた。今後の点検と結果の記録・保存

が望ましいと考えられる。 

2．11 盛土や基礎地盤に接している面の変状 

 頂版や側壁でも盛土に接している面、底版の基礎地盤

に接している面は、地震時にひびわれ等の変状が生じる

ことが想定されるが、この部分の点検は困難である。 

 このため、作用する荷重を適切に想定し、これに対して、

十分な強度を持たせた設計が必要である。 

2．12 施工時の荷重による変状 

 施工時に重機等により供用後に比べて大きな上載荷重

が加わる場合や、施工不良によると疑われる変状やその

進展可能性については、供用後では原因の推定が困難で

あり、経過観察により必要な措置を行うことになると考

えられる。 

 このため、施工時の荷重条件や完成時点でのひびわれ等

の変状を確認するとともに記録を残し、維持管理に引き継

ぐ必要があると考えられる。 

３．重点的な点検が有効と考えられる変状 

 カルバートの点検では、２．で示したとおり、各部位に、

発生要因や進展可能性の異なる複数の変状が同時に確認

されることが多いため、状態の確認・記録・措置が必要な

項目も多い。7.2.3 でも整理したとおり、道路機能に影響

を及ぼす可能性の高い変状に重点を置いて点検を行うの

が効率的と考えられる。 

 そこで、道路機能に影響が生じる時に想定される状況の

中で、影響の大きさや起こる可能性の高さから点検の重要

度が高いと考えられる順に、着目すべき変状との関係を表

-1に整理した。各種変状の進展可能性も併せて示した。 

部材の耐久性低下・耐荷力不足や常時における盛土崩壊、

上部道路面の陥没は道路機能への影響が大きいが、これら

の状態に至るまでに、活荷重によるひびわれや、漏水を伴

うコンクリート部材の変状、基礎地盤の沈下や盛土の変形

による継手部の開き・ずれ、土砂の流入等の進展があるこ

とが想定される。これらの変状は２．でも示したとおり外

見的に特徴があるため点検しやすいこと、進展可能性が高

いことからも、点検の頻度を増やすことや連続での観測に

より、変状の進展を時系列的に把握しやすいと考えられる。 

定期点検 2 巡目の 1 年目の点検結果と 1 巡目の点検結

果を比較した範囲では、顕著な変状の進展が見られた事例

はなかったが、立地条件によっては、漏水や遊離石灰の範

囲が拡大した事例が見られた。これらの変状は進展した場

合に利用者被害に至る可能性もあるため、重点的な点検が

必要と考えられる。 

変状形態によっては、施工条件、立地条件、供用状況等 
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の条件によって進展可能性や道路機能への影響が大きく

異なり、定期的な点検により変状の進行程度を確認したう

えで、個別の条件を踏まえた対応が必要と考えられる場合

がある。例えば、偏土圧によるひびわれはカルバートに作

用する土圧分布によって、施工不良や衝突によるコンク

リートのひびわれは施工状況や部材が受けた荷重によっ 

て進展可能性や道路機能への影響も変わると考えられる。 

 道路機能に影響を与える可能性が低い変状は、ほとんど

が乾燥収縮または温度応力によるコンクリート部材のひ

びわれや、継手部材の経年劣化等、材料的要因で進展可能

性も低いと考えられる変状である。 

以上のように、変状の現れ方に特徴のある変状について 

は、進展可能性、道路機能に影響を与える可能性ともに高 

く確認しやすい傾向であることからも、重点的かつ継続的

に点検を行い、変状の進行程度を確認することは効率的な

道路機能の維持に有効であると考えられる。 

４．偏土圧による影響の検証 

変状の進展可能性があり、点検でも時系列的な変化等を 

重点的に確認する必要性が考えられる変状の 1 つに偏土

圧によるひびわれがある。ここでは、カルバートの応力度

照査の試行により偏土圧の影響を検討した。 

7.1.7 の 8．2 では偏土圧が作用する場合の曲げモーメ

ント分布の試算を行い、片側の水平土圧を固定して、反対 

側の水平土圧を変化させた場合、反対側の水平土圧を小さ

くするほど、頂版における正の曲げモーメント（内空側に

表-1 点検・措置における変状形態別の重要度 

重要度 
道路機能に影響が生じる

時に想定される状況 
進展が道路機能に影響を与え得る変状形態 

進展可能性 
部位 変状形態 

高 

↑ 

↓ 

低 

部材の耐久性低下・耐荷力

不足 

頂版 活荷重によるひびわれ 高 
コンクリート部

材全般 
漏水を伴う部材の変状 高 

継手部 
基礎地盤の沈下や盛土の変形による開き・ずれ、水や土砂の

流入 
高 

導水工部材 基礎地盤の沈下や盛土の変形による取付不良、漏水 高 

常時における盛土崩壊、上

部道路面の陥没 

継手部 
基礎地盤の沈下や盛土の変形による開き・ずれ、水や土砂の

流入 
高 

導水工部材 基礎地盤の沈下や盛土の変形による取付不良、漏水 高 
上部道路面 カルバートと盛土の不同沈下による亀裂 条件による 

内空の閉塞 継手部 
基礎地盤の沈下や盛土の変形による開き・ずれ、水や土砂の

流入 
高 

豪雨や地震に伴う盛土崩

壊、上部道路面の陥没 
ウイング取付部 隙間・段差の発生、水や土砂の流出 高 
底版直下 洗掘による底版直下の空洞 高 

上部道路の路床・路盤の支

持力不足 
上部道路面 凍上による亀裂 条件による 

道路機能に影響が生じる

場合の状況は条件による 

内空道路面 継手部に沿った亀裂・段差 条件による 
頂版・側壁 偏土圧によるひびわれ 条件による 
側壁 不同沈下によるひびわれ 条件による 
ウイング アルカリ骨材反応によるひびわれ 条件による 
コンクリート部

材全般 
施工不良によるひびわれ 条件による 

コンクリート部

材全般 
衝突によるひびわれ 条件による 

コンクリート部

材全般 
漏水を伴わない変状 条件による 

道路機能に影響が生じる

可能性が低い 

排水溝 排水溝の詰まり 条件による 
コンクリート部

材全般 
乾燥収縮または温度応力によるひびわれ 低 

頂版 上載土圧によるひびわれ 低 
上部道路面 局所的な舗装の劣化 低 
ウイング取付部 止水材の経年劣化 低 
導水工 導水工部材の経年劣化 低 
継手部 継手部材の経年劣化 低 
内空道路面 局所的な舗装の劣化 低 
内空道路面 継手部に沿った亀裂・段差 低 
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引張を生じさせるモーメント）の最大値が大きくなること

が確認された。 

7.1.7の9．2では、頂版に活荷重や偏土圧によると考え

られる縦断方向ひびわれが多数生じたカルバートを例に

カルバートの断面照査を試み、事例で水平方向の顕著なひ

びわれが見られなかった側壁の応力度照査では、鉄筋やコ

ンクリートの許容応力度に対して比較的余裕があること

が確認された。片側の水平土圧を大きくして偏土圧を作用

させた場合も、全体の曲げモーメントは増加したが、側壁

の応力度照査の結果に大きな影響はなかった。 

7.1.7の9．3では、左右の土かぶりの違いも考慮した偏

土圧を作用させ、土かぶりの薄い側と土圧係数の小さい側

が一致する、つまり左右の水平土圧の差が大きい場合、頂

版の正の曲げモーメントの最大値が大きくなり、相対的に

不利な結果となった。 

 以上のことから、側壁については偏土圧の影響により変

状が進展する可能性は低いが、頂版については片側のみ水

平土圧が小さくなる偏土圧が生じ、左右の水平土圧の差が

大きくなる場合に、頂版の曲げ応力が大きくなり、ひびわ

れが進展しやすいと考えられる。例えば、周辺盛土に緩み

や変形の兆候が見られ、土圧の低下が想定される場合は、

点検においても盛土の状態の変化やカルバート頂版のひ

びわれの進展を注意深く確認する必要が考えられる。 

５．盛土の沈下による影響の検証 

変状の進展可能性があり、道路機能への影響も大きいと

考えられる変状の 1 つに基礎地盤の沈下や盛土の変形に

伴う変状がある。ここでは、継手の開きが生じたカルバー

トについて、カルバートおよび周辺地盤の挙動を検討した。 

継手の開きが生じたカルバートに対し、7.1.7の10．に

おいて弾性床上の梁としての縦断方向の試算と現地の地

質調査を行った。上載荷重と地盤ばねの考慮のみでは、上

方ほど継手の開きが大きくなる状況が再現できなかった。

カルバート両坑口付近の地質調査を行った結果、開いた継

手の前後のボックスで直下の地盤条件が大きく異ならな

いことが確認された。カルバートボックスが前後区間の拡

幅盛土の沈下に引き込まれ、坑口に向かって沈み込むよう

な挙動をしたことが考えられた。 

 このように、基礎地盤の地盤条件の大きな変化がなくて

も、拡幅盛土の沈下がカルバートの変状に影響を与える場

合もある。周辺の地盤条件を踏まえ、基礎地盤の沈下や盛

土の変形が継続的なものであるか、一時的なものであるか

の分析・確認が必要といえる。 

６．まとめ 

カルバートの部材別・部位別に点検時の着眼点や設計

時の留意点について整理した結果、以下のことが考えら

れた。 

頂版・側壁・ウイングの各コンクリート部材では、特

に活荷重による頂版のひびわれのように進展可能性の高

い場合があると考えられる変状、偏土圧によるひびわれ

のように特定の位置に弱点箇所を生じ得る変状について

は、設計で想定した以上の過大な荷重の作用がないかの

確認、経過観察が必要である。また、それ以外のひびわ

れも含めて、うき・剥離・鉄筋露出等に進展し得るもの

がないか、利用者被害防止の観点から確認と早期の措置

が必要である。特に、集水地でひびわれが貫通して漏水

すると、鉄筋が腐食しやすくなり、耐久性や耐荷力の低

下につながるので注意を要する。 

 盛土の変形や基礎地盤の沈下は、継手部、ウイング取

付部、カルバートブロック間に設けられた導水工、内空

道路、上部道路等、多くの部位の変状の要因となる。盛

土の変形や基礎地盤の沈下が要因と考えられる変状が見 

られた場合には、他の部材や部位における変状、二次的

に生じる変状についても注意深く確認し、周辺の地盤条

件の分布を踏まえて、基礎地盤や盛土、カルバートの挙

動を分析する必要がある。措置を行う場合、当該現場に

おける盛土の変形や基礎地盤の沈下の継続可能性に応じ

た方法が求められるが、空間確保上の制約等から、実施

可能な方法にも限りがある。そのため、供用開始後には

極力生じさせないように設計・施工段階で配慮が必要

で、軟弱地盤や集水地に建設される場合は特に注意を要

する。 

 水路カルバート底版直下の洗掘、凍結融解による内空

道路面の亀裂、凍上による上部道路の亀裂・段差につい

ては、供用後に要因となる作用を常時・繰返し受けて発

生し、変状が放置されて進展した時の道路機能への影響

が大きいため、定期的な措置が必要と考えられる。その

ため、カルバート完成時より毎回の点検において、変状

の発生と措置、措置後の状況について記録、保存して、

時系列的に把握することは、適切な方法や時期での措置

につながると考えられる。併せて、集水地、傾斜地盤、

寒冷地等の変状が発生しやすい立地条件を踏まえ、設

計・施工段階での配慮が望ましいと考えられる。 

 カルバートの点検時に確認可能な各部材・部位に現れ

る変状に対しても、供用開始後に措置を行う際の方法に

制約がある、変状の要因となる事象が常時・繰返し作用

するため再度の措置が必要になり得るなどから、供用後
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の措置だけでは限界があり、立地条件等を踏まえた設

計・施工の段階での配慮も必要と考えられる。 

さらに、盛土や基礎地盤に接した面の変状、施工時の

荷重による変状については、点検時に確認することが困

難であり、極力生じさせない配慮をするとともに、施工

条件や完成時の変状に関して記録を残し、供用開始後の

維持管理に引き継ぐ必要があると考えられる。 

カルバートの点検では、点検・記録・措置が必要な項

目も多いく、変状の進展速度も変状形態や立地条件によ

り異なる。そのため、進展速度が速い変状に対し重点を

置くことで、点検作業の効率化が期待できる。変状の現

れ方に特徴のある変状は、進展可能性、道路機能に影響

を与える可能性も高い傾向で、重点を置くことは、効率

的な道路機能の維持に有効であると考えられる。一方、

視認しやすい変状の中にも、施工条件等の要因で一時的

に発生したもので、その後は長期間にわたり進展がない

と考えられるものもある。記録を蓄積し、同一箇所の同

一の変状の進展の有無や速さを把握することは、点検作

業の重点化・効率化に資すると期待できる。 

偏土圧を作用させた場合の曲げモーメント分布の試算、

活荷重や偏土圧による変状が生じたカルバートの構造諸

元を踏まえた応力度照査の試行の結果から、周辺盛土に緩

みや変形の兆候が見られ、土圧の低下が想定される場合は、

盛土の状態の変化や頂版のひびわれの進展を注意深く確

認する必要が考えられる。 

継手の開いたカルバートの現地周辺の地質調査結果よ

り、カルバートボックスが前後区間の拡幅盛土の沈下に引

き込まれ、坑口に向かって沈み込むような挙動をしたこと

が考えられた。カルバート前後の盛土の沈下が一時的か継

続的なものかを分析し、その後の措置や点検作業に反映す

る必要が考えられる。 

進展可能性や道路機能に影響を生じる可能性の高い変

状については、数値解析や分析を深め、実際に変状が進展

しやすい条件を明らかにして、点検手法にも反映させたい。 
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2) （社）日本道路協会：道路土工―擁壁・カルバート・仮設構

造物工指針、308p.、昭和62年5月

-112-



7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

7.4  プレキャスト部材等を活用する質の高い構造物の効率的構築に向けた設計・施工技術の開発 

7.4.1  プレキャスト部材の有効活用方法の研究（土工構造物） 

担当チーム：地質・地盤研究グループ（施工技術チーム） 

研究担当者：宮武裕昭、澤松俊寿、小出央人

【要旨】

本研究は、生産性に優れたプレキャスト工法の合理的な構築手法の開発を行うものである。令和２年度は、ブロック

積擁壁の既往の地震被害事例を統計的に分析し、ブロックの積み方等による被害傾向を定量的に検討した。その結果を

踏まえて、胴込めコンクリートの施工品質の確保により、谷積よりも施工が容易な布積の場合でも同等の性能が確保さ

れると考えられる手法の考え方を示した。また、設計、施工及び維持管理におけるプレキャスト独自のメリットを活か

すための製品の技術開発の今後の方向性を検討した。さらに、その方向性を基本とし変状事例や実際の失敗事例を整理

し、これらに対応するための付加技術のポイント及び具体的な解決手段を提案した。最後に、本研究の成果を「大型ブ

ロック積擁壁設計・施工の手引き（案）」として共同研究報告書にとりまとめた。

キーワード：大型ブロック積擁壁、ブロックの積み方、機能向上

1．はじめに

我が国では建設技能労働者等が減少しており、国土交

通省では平成 28 年を生産性革命元年と位置付けて建設

現場の生産性向上、省力化に資する技術の検討を進めて

いる。その手法の一つとしてプレキャスト部材を活用し

現場でのコンクリート工を効率化することが考えられて

いる 1)。擁壁、カルバート等の道路土工構造物において

も、施工性の向上、コスト縮減、環境への配慮、各種現

場条件への対応等の観点からプレキャスト工法をはじめ

とした数多くの新たな技術が開発・提案され、現場で適

用されてきている。一方で、プレキャスト工法はその種

類が極めて多様であるため、個別の現場条件に応じて最

も合理的な工法を慎重に選定する必要があるが、現状で

は大型ブロック積擁壁を含むプレキャスト擁壁に関する

技術指針類の内容は十分とは言い難く、生産性向上を後

押ししていくためにはこれらを早急に整備していく必要

がある。

本研究は、生産性に優れたプレキャスト工法の合理的

な構築手法の開発を行うものである。平成28年度は道路

に用いるプレキャスト工法の中でも種類が多様な擁壁を

対象として製品の実態を調査し、その構造的特徴にもと

づいて分類し、積みブロックの形状、寸法等について定

量的に整理した。また、大型ブロック積擁壁をはじめと

したプレキャスト擁壁の変状事例を収集・調査し、変状

の形態を5つに分類した。平成29年度はプレキャストカ

ルバートの製品実態を調査し、断面の分割、躯体の材料、

内空の寸法等を整理し、その傾向を分析した。さらに、

プレキャストカルバートの変状事例を収集・整理し、カ

ルバートに発生した変状形態と推定される変状要因を類

型化し、設計上の課題点を整理した。プレキャスト擁壁

については、平成28年度に類型化した変状形態に着目し

て静的な水平力を与える傾斜土槽模型実験及び FEM 解

析を実施し、変状のメカニズムを調べた。平成30年度は、

大型ブロック積擁壁の積みブロックの積み方及びブロッ

クどうしの接合部（以下「接合部」という。）の構造に応

じた一体性の評価のために、間知ブロックを用いて谷積

み及び布積みとしたブロック積擁壁供試体の4点曲げ試

験を実施し、ブロックの積み方（谷積及び布積）及び曲

げモーメントの方向（擁壁前面が引張又は圧縮）に応じ

たブロックどうしの接合部の破壊の特性を把握した。ま

た、変状の発生傾向の高い、空積構造の大型ブロック積

擁壁のブロック間の接合条件に着目した非線形動的

FEM解析を実施し、空積の大型ブロック積み擁壁を適用

する場合の留意点を整理した。令和元年度は、胴込めコ

ンクリート打設時の大型積みブロックの姿勢（5分勾配、

水平）の違いによるブロックどうしの接触の状態に着目

し、大型ブロック積擁壁躯体の曲げ試験を実施し、大型

ブロック積擁壁等の躯体を梁部材として考えた場合に、

大型積みブロックの接合部において断面として見込める

範囲を提案した。また、設計、施工及び維持管理におけ

るプレキャスト独自のメリットを活かすための今後の製

品の技術開発の方向性を検討した。 
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令和２年度は、控長を35cmのまま大型化したブロック

積擁壁について、近年の地震による変状事例を収集・整

理し、ブロックの構造及び積み方並びに被害の発生傾向

の関係を統計的に分析した。さらにその分析結果を踏ま

えて、胴込めコンクリートの確実な施工品質確保の方法

の考え方を提案した。加えて、変状実態及び製品の運用

実態から、施工性・維持管理性の向上に資する付加技術

の方向性を検討し、及びこれに基づいて施工、維持管理

等で実践すべきと考えられる具体的な付加技術や留意事

項を提案した。最後に、以上の本研究の成果を共同研究

報告書として整理し、この報告書の実務における使いや

すさを考慮して「大型ブロック積擁壁設計・施工の手引

き（案）」としてとりまとめた。 

本報告書の内容は、国立研究開発法人土木研究所が公

益社団法人全国土木コンクリートブロック協会と共同で

実施した「大型ブロック積擁壁の設計・施工・維持管理

の高度化に関する共同研究（平成30年～令和２年度）」

の成果の一部である。 

2． 積みブロックの控長を 35cm のまま大型化したブ

ロック積擁壁の積みブロックの積み方に関する検討

2．1  概要 

 道路土工－擁壁工指針 2)では、通常のブロック積擁壁

の積みブロックの積み方は、「原則として胴込めコンク

リートを設ける練積で、水平方向の目地が直線とならな

い谷積等」とすることとされている。これは、従来から

用いられている間知ブロックや間知石を用いた通常のブ

ロック積（石積）擁壁における経験に基づいたものであ

ると考えられ、”積みブロックの控長を35cmのまま大型

化したブロック積擁壁”にも該当するものである。一方

で、控長を35cmのまま大型化した積みブロックについ

ては、既往の製品実態調査によると、調査したすべての

製品が布積であった。大型化した積みブロックを使用す

ることは、その高い施工性によって道路土工の生産性の

向上につながることから、布積とした場合においても、

間知ブロックを用いた谷積のブロック積擁壁と同等以上

の性能が確保されると考えられる構造や施工品質を明ら

かにする必要性は高い。このような背景に対して、本章

では地震による既往の変状事例の調査結果を基に、通常

のブロック積擁壁（控長 35cm）の状態をマクロ的に整

理し、整理した擁壁の状態別の変状割合を定量的に算出

した。さらに、その結果を踏まえて、間知ブロックを用

いた谷積のブロック積擁壁と同等以上の性能を確保する

ために必要と考えられる積みブロックの構造及び胴込め

コンクリートの施工方法を検討した。

2．2  検討の方法 

 変状事例の統計分析に用いたデータは、これまでに（国

研）土木研究所及び（公社）全国土木コンクリートブロッ

ク協会が蓄積した地震後のブロック積擁壁の既往調査結

果で、間知ブロックを用いた谷積のブロック積擁壁及び

控長を35cmのまま大型化したブロックを布積としたブ

ロック積擁壁を対象とした。このうち、震度5以上が観

測された地域におけるブロック積擁壁の計 41 事例を抽

出し、道路土工－擁壁工指針 2)の擁壁の限界状態（表-1）

を基準として、擁壁の状態を①健全、②修復可能、③修

復不可及び④倒壊に区分した。擁壁の状態の区分に当

健全 修復可能 修復不可 倒壊

限界状態１ 限界状態２ 限界状態３

折損

幅の広い
鉛直ひび割れ

はらみだし

水平ひび割れ

傾倒

軽微な鉛直ひび割れ

若干の傾倒

表面の欠け

笠石の脱落

目地の開きなど

倒壊（空積）

倒壊（練積）

倒壊（練積）

倒壊（空積）

※限界状態は、擁壁自体の状態だけを対象とし、H24擁壁工指針に基づいた。 

図-1 変状事例に対する擁壁の状態の区分（例） 

表-1 擁壁の限界状態 

（道路土工－擁壁工指針2)） 

要求性能 擁壁の限界状態 

性能１ 

想定する作用によって

生じる擁壁の変形・損

傷が，擁壁の機能を確

保し得る限界の状態 

性能２ 

想定する作用によって

生じる擁壁の変形・損

傷が，修復を容易に行

い得る限界の状態 

性能３ 

想定する作用によって

生じる擁壁の変形・損

傷が，隣接する施設等

への甚大な影響を防止

し得る限界の状態 
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たっては、個別の事例で措置に関する情報があるものに

ついてはその情報に基づいて区分した。措置の情報が無

い事例については、個別の変状事例に対してブロック積

擁壁に関する熟練技術者によって、適切と考えられる措

置の方法をシミュレーション（以下「措置に基づいた区

分」という。）し、これによって擁壁の状態を区分した。

このような区分に基づき、擁壁の状態毎の震度別変状割

合を定量的に求めるために2値回帰分析を行った。本報

では取扱いの容易さからロジスティック回帰分析を用い

た。目的変数は擁壁の変状割合（変状有：1、変状無：0）

とし、説明変数は震度とした。

2．3  検討結果 

図-1に変状事例に対する擁壁の状態を区分した結果の

例を示す。主な変状形態として、ブロック間の目地の開

き、ひび割れ、傾倒、はらみだし等が確認された。ひび

割れ、傾倒等のうち軽微なものに関しては、限界状態 2

の修復可能にとどまるが、変状程度が大きいひび割れ、

傾倒、はらみだし等になると、損傷の修復が困難となり、

限界状態2を満足しないケースが多くなる傾向が得られ

た。

図-2は、ロジスティック回帰分析の結果である。下段

は、震度と変状割合の関係を示す回帰曲線（青実線）で

あり、図-1で区分した擁壁の状態毎に95%信頼区間を色

を変えて示している。震度が大きくなるにつれ、変状の

割合は増加しているが、擁壁の状態に応じてその傾向が

異なることが分かる。同じ震度における変状割合は、④

倒壊、③修復不可、②修復可能の順に大きい。これは、

本分析に使用した事例が構造物の損傷に関する一般的な

特徴と整合したということである。すなわち、道路土工

－擁壁工指針の限界状態と個別の変状事例の状態が概ね

一致しており、前述の”措置に基づいた区分”が妥当で

あったことを意味している。ただし、現地調査では変状

した擁壁に着目されるケースが多く、今回使用したデー

タは既存のブロック積擁壁群の母集団を代表していない

可能性が高いため、あくまで変状割合は②修復可能、③

修復不可及び④倒壊の間の相対値と捉えて解釈すべきで

あることに留意されたい。

図-2の上段には、変状が確認された”間知ブロックを用

いた谷積のブロック積擁壁”と”控長を 35cm のまま大型

化したブロックを布積としたブロック積擁壁”について、

その状態毎の内訳を示している。両者のサンプル数には

やや偏りはあるものの、練積という条件においては、間

知ブロックを谷積にした場合と、控長を35cmのまま大

型化したブロックを布積にした場合において、両者の変

状傾向に有意な差は認められなかった。すなわち、ブロッ

ク積擁壁の躯体の一体性を確保するためには、適切に胴

込めコンクリートが配されていることが重要であるとい

える。したがって、市場製品の構造等に関する既往の実

態調査結果を考慮すれば、胴込めコンクリートの確実な

品質の確保を容易とするために、積みブロックの構造及

び胴込めコンクリートの打設方法は、次のような考え方

によって行うのがよいと考えられる。

i)胴込めコンクリートの充填不足のおそれの少ない形

状の積みブロックを使用する（図-3） 

ⅱ)積みブロックどうしの接合部と胴込めコンクリート

の打継ぎ面の高さがそろわないようにする（図-4） 

損傷有

損傷無

5弱 5強 6弱 6強 7

100%

0%

損
傷

の
有
無

損
傷
有

の
擁
壁

の
状
態

の
内
訳

震度

谷積 布積 布積谷積 布積谷積

95%信頼区間

• 軽微な鉛直ひび割れ
• 目地の開きなど
• 若干の傾倒

• 折損
• 傾倒
• 大きな鉛直ひび割れ
• 水平ひび割れ

修復可能

修復不可

倒壊

谷積

損
傷
無

N=3N=3N=5N=14N=9N=0N=5N=1N=1N=0

損
傷
無

布積

損
傷
無

谷積

N=41

損
傷
無

布積

※サンプルは、母集団から無作為に抽出さ
れていない(現地調査では変状したもの
が着目されがち)可能性が高いため、下
のグラフの縦軸は相対値として捉える。

全体割合

布積谷積

N=18 N=23

修復可能

修復不可

倒壊

擁壁の状態

【凡例】

※谷積：間知ブロックを用いた谷積のブロック積擁壁、

布積：控長を35cmのまま大型化したブロックを布積としたブロック積擁壁 
図-2 ロジスティック回帰分析結果 
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なお、間知ブロックを布積としたブロック積擁壁につ

いては、本検討において対象としていないことに留意さ

れたい。 

3. プレキャスト部材の機能向上に資する付加技術開発

の方向性検討

3．1  概要

 大型ブロック積擁壁を含むプレキャスト部材は、現場

打ちコンクリートと比べた場合に単純なコスト比較では

必ずしもメリットがでるものではなく、施工、維持管理

等の段階においてプレキャストならではの良さを活かし、

これを強調していく必要がある。そのためには、現状の

技術に加え、機能向上に関する現場ニーズに即した付加

技術の方向性を整理し、これに基づいた技術開発を促し

ていくことが効率的と考えられる。

 ここでは、変状実態及び製品の運用実態から、施工性、

維持管理性等の向上に資する付加技術の方向性、及びこ

れに基づいて施工、維持管理等で実践すべきと考えられ

る具体的な付加技術や留意事項を検討した。

3．2  機能向上に関する付加技術の基本的な方向性

道路土工構造物を新設又は改築する場合の一般的技術

2
5

cm

2
3
4

5

1段目 4
5

cm2

3

1段目

間知ブロックを谷積としたブ

ロック積擁壁

控長を35cmのまま大型化した

ブロックを布積としたブロック

積擁壁（π型）

図-3 胴込めコンクリートの形状（ 2.3節のi)関連）

打継ぎ面

ブロック
の目地 ブロック

の目地

打継ぎ面

打継ぎ面

積みブロックどうしの接合部と

胴込めコンクリートの打継ぎ面

が、一致

積みブロックどうしの接合部と

胴込めコンクリートの打継ぎ面

が、重ならないようにずらす

図-4 ブロックどうしの目地と打継ぎ面の関係（ 2.3節の

ii)関連） 

表-2 機能向上の方向性（例）

段階 

対象者 
設計 施工 維持管理 

道

路

管

理

者 

共通 

●設計の容易さ及び設計ミスの抑制 

◆ライフサイクルコストの最小化 

▼景観への配慮 

■資材調達の円滑さ（製品・資材の運搬経路

情報提供支援） 

■施工管理の合理化（検査の簡略化） 

▲現地において基礎情報取得が可能なブ

ロック構造（擁壁基本構造、製品基本情報） 

経験 

豊富 

◆計画製造等による製品コスト縮減 ▲３次元測量等の実施の容易さに配慮した

ブロック構造 

経験 

浅 

▲PCa製品特有の点検項目 

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト 

共通 

●設計の容易さ及び設計ミスの抑制  ▲体系化した変状、補修・補強事例の提供 

▲変位、傾斜等の定量的測定が容易なブロッ

ク構造 

▲足場工等が取付け可能なブロック 

経験 

豊富 

▼景観への配慮 ■施工計画の高度化による手戻りの縮減 

経験 

浅 

■施工品質の確保 

（現場打とPCaの施工工程の違いによる手

戻りの縮減） 

▲PCa製品特有の点検項目の体系化 

施

工

者 

共通 

■足場工等が取付け可能なブロック 

■現場打とPCaの施工工程の違いによる手

戻りの縮減 

経験 

豊富 

■施工計画の高度化による手戻りの縮減 

経験 

浅 

■人材・人手不足への対処（現場条件に応じ

た効率化例の提供） 

■適切な施工管理を支援する構造のブロッ

ク 

■人材・人手不足への対処（オールプレキャ

スト化） 

道路 

利用者 

▼環境との調和 

●構造上問題のない変状での不要な不安感

の解消 

▼周辺地域への配慮 ●構造上問題のない変状での不要な不安感

の解消 

●：使用目的との適合性、構造物の安全性、耐久性、■：施工品質の確保、▲：維持管理の確実性及び容易さ、▼：環境との調和、◆：経済性 
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基準である道路土工構造物技術基準 3)では、道路土工構

造物に関する基本的事項として「道路土工構造物の新設

又は改築にあたっては、使用目的との適合性、構造物の

安全性、耐久性、施工品質の確保、維持管理の確実性及

び容易さ、環境との調和並びに経済性を考慮しなければ

ならない。」とされている。本検討においても、この基本

的事項に基づいた。検討にあたっては、どの段階で、誰

に対して活かすことのできる技術とするかといった、「段

階」と「対象者」に着目することに配慮した。「段階」に

ついては、上述の基本的事項に基づいたうえで、設計、

施工及び維持管理に分類した。「対象者」については、道

路管理者、コンサルタント、施工者及び道路利用者を想

定した。ここで、近年の人口減少及び高齢化による技術

者不足を踏まえると、技術者の経験に応じて支援に必要

な技術も異なってくるものと考えられることから、対象

者を、さらに経験豊富及び経験浅並びに両者に共通の３

つに細分した。表-2は、このような分類をマトリクスで

表し、これに関連業団体内でのアンケート結果等をとお

して整理した機能向上の方向性（例）を示したものであ

る。この表は、今後製品開発者が技術開発を行ううえで

表-3 施工に関する付加技術の例

現場の声（好事例又は失敗事例）等 付加技術のポイント 付加技術（解決手段）の例 

製造～

検査 

・製造時のコンクリート打設面が、上段の積

みブロックの設置面となる製品について、

外形寸法はJISの許容誤差の範囲内だった

が、製品のコンクリート打設面のコテなら

しの精度について改善要求があった。 

・積みブロックは、上段のブロックが良好に

設置できる構造とする。 
・打設面が上段ブロックの設置面となる製品

について、コテならし面の平面度の程度を

具体的に示しておく。 

・意匠面の厘木等の跡について、改善するよ

う改善要求があった。 
・積みブロックの製造に当たっては、外観を

損なわないように留意する。 
・意匠面が汚れないような具体的な堆積方法

を示しておく。 

運搬 

・運搬時に意匠面を下にして積んでいたた

め、施工時に反転するなど、現場で余計な

手間と危険を伴った。 

・運搬時の積みブロック等の積み方は、現場

作業を考慮したものとする。 
・できる限り現場での作業を考慮した荷姿と

する。 

・積込み、荷卸し時に製品の破損・欠けが生

じ、返品となった。 
・積込み、荷卸し時に製品の破損・欠けが生じないように慎重に行う。 

仮置き 

・積みブロック単体の安定性が悪く、仮置き

ヤードにおいて段積みできなかったため、

想定以上の広さの仮置きヤードが必要に

なった。 

・積みブロックの仮置きは、積みブロックの

安定が確保された状態となるように行う。 
・仮置き時の安定性も考慮して、堆積方法を

具体的に示しておく。 

・仮置きヤードが狭小な場合などでは、限ら

れたスペースにおいて必要な数の積みブ

ロックが仮置きできるように、積みブロッ

ク自体の安定性が高い積みブロック製品

を採用することも検討する。 

・最初に使う積みブロックを遠くに仮置きし

たので、スムーズに積み上げられなかっ

た。 

・仮置きの荷下ろしに当たっては、積みブロック等の組立て積層が容易となるように、積み

ブロック等の積層の順序を考慮する。 

組立て 

・水平積の製品を使用したが、組立時の積み

ブロックの安定を確保しやすかった。 

・勾配積のブロック積擁壁を施工する際に、

積層時の積みブロックの安定が確保され

ておらず、積みブロックが倒れた。 

・積みブロックの組立ては、安全かつ組立て

時の安定が確保された状態となるように

行う。 

・施工工程を考慮したうえで、積みブロック

単体においてもその安定が計算等により

確認された製品を使用する。 

・積みブロック単体で安定が確保されない場

合には、パイプサポート等により支持す

る。 

・設置勾配・位置の微調整がしづらい構造の

積みブロックであったため、施工しづら

かった。 

・勾配等の出来高の確実な確保の方法とその

容易さを考慮する。 
・微調整できるように、バール用の切り欠き

を付ける。 

・突起や目印による施工ガイドを設ける。 

・きつい曲線部を施工した際に、上下のブ

ロックどうしの接合部の突起が干渉して

設置しづらかった。 

・勾配等の出来高の確実な確保の方法とその

容易さを考慮する。 
・製品の適用が可能な施工条件の範囲を明示

する。 

打設 

・胴込めコンクリートの充填不足のおそれの

少ない形状の積みブロックを使用する

（2.3節の i)より）。

・胴込コンクリート等を確実に打設し、及び

締固める方法とその容易さを考慮する。 
・開口部を大きくする。 

・コンクリートが積みブロックの隙間から漏

れないような工夫（具体案を記載） 

・積みブロックどうしの接合部と胴込めコン

クリートの打継ぎ面の高さがそろわない

ようにする（2.3節の ii)より）。 

・胴込コンクリート等の打継ぎ面の高さ管理

の方法とその容易さを考慮する。 
・積みブロックの内側に、打継位置の印をつ

けておく。 

検査 
・擬石模様の場合に、積みブロックの法線を

どこで取ってよいか分からなかった。 
・積みブロックは、勾配等の出来形の検査が

容易な構造とする。 
・積みブロックどうしの位置関係を確認しや

すいように、意匠面の端部等にフラットな

面を作っておく。 
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配慮すべき基本的な方向性して活用されることを意図し

たものである。

3．3  具体的な付加技術等の検討 

次に、表-2を基本的な方向性とし、施工、維持管理等

で実践すべきと考えられる具体的な機能向上の付加技術

や留意事項を検討した。

検討にあたっては、その結果を実行性の高いものとす

るために、大型ブロック積擁壁の変状実態及び積みブ

ロック製品の運用実態を調査し、検討を行ううえでの基

礎情報として活用した。 

まず、施工に関する事項については、大型ブロック積

擁壁等の建設工事の事例における施設管理者、設計者、

施工者等からの好評の声（好事例）や、実際の失敗事例

を収集した。収集の方法は、全国土木コンクリートブロッ

ク協会の実務者とのブレーンストーミング及び協会員へ

のアンケート調査によった。アンケート等の結果から、

失敗事例に対する原因分析が必要なものにはこれを行い、

付加技術のポイント及び具体的な解決手段を整理した。

次に、維持管理については、変状実態、点検精度の実情

等を考慮し、同様にブレーンストーミングをとおして維

持管理性向上のポイントを検討し、これを提案した。 

表-3には、施工に関する事項を取り上げ、施工におけ

る好事例及び失敗事例、付加技術のポイント及び具体的

な付加技術を、大型ブロック積擁壁の施工工程ごとに整

理した結果のうちその一例を示す。 

ここに示したような事項は、製品の開発者は製品開発

の着眼点として、施設管理者等は製品を選定するうえで

のコスト以外のポイントとして、施工者は施工の留意点

としてなど、大型ブロック積擁壁を建設するうえでの一

連のプロセスにおいて活用されることで、安全かつ施工

品質が確保された構造物の建設や、手戻りの縮減に繋が

ることが期待される。 

4. 成果の活用に向けて

以上の本研究の成果を共同研究報告書としてとりまと

めるとともに、この報告書の実務における使いやすさを

考慮して「大型ブロック積擁壁設計・施工の手引き（案）」 

を作成した。 

5．まとめ 

本報で得られた成果を要約すると次のようになる。

1) 控長を 35cm のまま大型化したブロックを布積とし

たブロック積擁壁と間知ブロックを用いた谷積のブ

ロック積擁壁について、既往の地震被害事例を収集

し、変状傾向をロジスティック回帰分析した結果、

練積という条件においては、変状傾向に有意な差は

無いことを確認した。 

2) すなわち、適切に胴込めコンクリートが配されてい

るということが重要であり、これを踏まえて胴込め

コンクリートの確実な品質の確保を容易とするため

の積みブロックの構造及び胴込めコンクリートの打

設方法の考え方を示した。 

3) プレキャスト部材の機能向上に資する付加技術につ

いて、設計、施工及び維持管理の「段階」と、道路

管理者、コンサルタント、施工者及び道路利用者並

びに経験に応じて細分した「対象者」ごとに、付加

技術の開発の方向性を整理した。 

4) 整理した方向性に基づいて、施工、維持管理等で実

践すべきと考えられる具体的な機能向上の付加技術

や留意事項を検討した。施工については、実際の失

敗事例等を基に、これらを回避するための付加技術

のポイント及び具体的な解決手段を整理した。維持

管理については、変状実態、点検精度の実情等を考

慮し、維持管理性向上のポイントを整理した。 

5) 本研究の成果を「大型ブロック積擁壁設計・施工の

手引き（案）」として共同研究報告書にとりまとめた。 

参考文献 

1) 神鳥博俊：コンクリート構造物の生産性向上について（プ

レキャスト活用による生産性向上）、建設マネジメント技

術、8月号、pp.19-22、2015 

2) 日本道路協会：道路土工－擁壁工指針、2012 

3) 国土交通省：道路土工構造物技術基準、2015 

(http://www.mlit.go.jp/road/sign/kijyun/bunya02.html)

-118-



7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

7.4  プレキャスト部材等を活用する質の高い構造物の効率的構築に向けた設計・施工技術の開発 

7.4.2  プレキャスト部材の有効活用方法の研究（コンクリート材料） 

担当チーム：材料資源研究グループ

研究担当者：古賀裕久、櫻庭浩樹

【要旨】

本研究では、プレキャスト部材のさらなる活用に向けて、プレキャスト部材の製造過程や接合部に着目し、品

質の評価技術を検討している。プレキャスト部材は、蒸気養生を用いて製造することが一般的であるが、その際

の温度管理が適切でないとコンクリート温度が高くなりすぎるおそれがある。令和 2 年度は、コンクリート温度

が高まることが懸念される劣化メカニズムの一つ、遅延エトリンガイト生成（DEF）を防止する方法の提案に向

けて、蒸気養生中のコンクリート温度に留意が必要となる製造条件を検討した。また、プレキャスト部材は、コ

ンクリートが硬化した後に納品されることから、外観の状態について、現場打ちコンクリートの場合よりも厳し

く評価される場合がある。そこで、発生を防止すべき表面変状と耐久性状影響がない表面気泡等を評価する手法

の提案に向けて、実製品を模擬した供試体を用いて検討した。

キーワード：プレキャスト部材、蒸気養生、遅延エトリンガイド生成、外観変状、耐久性

1．はじめに

プレキャスト部材（以下、PCa部材）は、製品工場や現

場ヤードにおいて製造するため天候の影響を受けにくく、

安定して製造できることなどから、生産性の向上や構造物

の長寿命化に資する技術として期待されている。しかし、

現状の技術規準類は主に現場打ちコンクリートに関する

知見や経験に基づき整備されているおり、PCa 部材の設

計や製造・施工については、必ずしも明確でない点がある。

PCa 部材を有効に活用していくためには、次の課題の解

決が必要と考えている。

1) PCa部材の製造では、蒸気養生が行われるなど、現

場打ちコンクリートにはない特徴がある。これがPCa 部

材の品質や不具合に及ぼす影響を確認し、受け入れ検査の

考え方を整理する必要がある。

2) PCa 部材を用いて一定規模以上の構造物を構築す

る場合、PCa部材同士またはPCa部材と現場打ちコンク

リート部材との接合部が生じる。また、施工条件等の要因

から鉄筋継手位置が一断面に集中するいわゆる全数継手

になるため、接合部の品質の確保が重要となる。

以上の背景から、平成28年度は、PCa部材の製造過程

が品質に与える影響について、既往研究等から調査を行い、

これまでに得られた知見の整理と課題の抽出を行った。

平成29年度は、PCa部材の接合部における鉄筋継手と

して機械式鉄筋継手を用いる場合の留意事項に関する検

証実験等の計画を作成して検討を開始し、一部のケースに

ついて実験結果をとりまとめた。

平成30年度は、平成29年度に開始した実験を継続し、

得られた知見 1)に基づいて「プレキャストコンクリート構

造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」をとり

まとめた 2)。このガイドラインは、コンクリート生産性向

上検討協議会を通じて周知された。

令和元年度は、蒸気養生を用いて製造されるPCa 部材

で発生するおそれがあり、耐久性への影響が深刻になり得

る遅延エトリンガイト生成（以下、DEF）に関する基礎的

な検討を行った。また、プレキャスト部材の外観に関する

要求が高いことを踏まえ、軽微な物も含めて、プレキャス

ト部材特有の外観変状事例を収集した。

令和2年度は、DEFを防止する技術の提案に向けて、

蒸気養生中のコンクリート温度に留意が必要となる製造

条件を検討した。また、発生を防止すべき表面変状と耐久

性状影響がない表面気泡等を評価する手法の提案に向け

て、実製品を模擬した供試体を用いて検討した。本稿では、

この検討の一つとして、表層透気試験の結果を示す。

2．蒸気養生中のコンクリート温度に留意が必要となる

製造条件の検討 

2．1  不適切な養生によるDEF誘発のおそれ

DEF は、硬化後のコンクリートにおいてエトリンガイ

トが生じて膨張し、コンクリートにひび割れが生じる劣化

である。エトリンガイトは、コンクリートの水和過程で生

-119-



7 社会インフラの長寿命化と維持管理の効率化を目指した更新・新設に関する研究 

成される物質であり、特殊なものではなく、コンクリート

が十分硬化する前のエトリンガイト生成は、変状の原因と

はならない。

しかし、養生中にコンクリートの内部が高温になると水

和反応で生成されたエトリンガイトが分解されるおそれ

がある。エトリンガイトが分解される温度は、一般に70℃

以上とされている。分解されたエトリンガイトは、コンク

リートが硬化した後の水分供給等の条件によっては、再生

成して膨張する場合がある。コンクリートが十分硬化した

後にエトリンガイトが生成すると、その膨張圧で周囲の組

織を破壊する。この際の膨張量は、膨張性という点で類似

した劣化であるアルカリシリカ反応による膨張量よりも

大きいことが知られており、DEF が発生すると深刻な劣

化状態に至ることが懸念される。

PCa 部材は、蒸気養生を用いて製造することが一般的

であるが、その際の温度管理が適切でないとコンクリート

温度が高くなりすぎ、DEF を誘発するおそれがある。ま

た、これまでに国内で報告されているDEFの発生事例は、

ほとんどがPCa製品である 3)。現時点では、DEFの発生

事例の報告は多くないが、PCa 部材の活用をさらに促進

する上では、その発生リスクを検討し、必要に応じて対策

をとることが求められる。

本章では、まず実験を行って、蒸気養生中のコンクリー

トの温度変化と解析結果のキャリブレーションを行った

（2.2）。次に，実験結果との整合する確からしい解析方法

を用いて、製造条件が変わったときにどのような影響があ

るか推定した（2.3）。 

2．2   コンクリート温度に関する実験と解析

2.2.1 実験方法

検討の対象とした分割式カルバートの概要と供試体の

寸法は、図-1 に示すとおりである。部材厚が 500mm を

超えるマスコンクリート相当の寸法とした。

供試体に用いたコンクリートは、製品の製造実績を参考

に設計基準強度 40N/mm2、W/B=35%、単位結合材量

457kg/m3（普通ポルトランドセメントを高炉スラグ微粉

末4000で30%置換）とした。 

蒸気養生の条件は、昇温速度 20℃/h、最高温度 40℃、

最高温度保持時間4時間とした（図-2）。なお、脱型は、

打込みから約20時間後とした。コンクリート温度は、図

-3に示すとおり、側壁表面、側壁中央、隅角部中央で計測

した。

2.2.2 解析方法 

数値解析により蒸気養生下のコンクリートの温度を予

測するためには、水和による発熱量を適切に考慮する必要

がある。発熱量を考慮する方法としては、断熱状態におか

れたコンクリートの温度上昇量を実験的に求め、実験結果

に基づいた数式（以下、断熱温度上昇式）を用いる方法が

一般的である。断熱温度上昇式は、マスコンクリートのひ

び割れ制御指針 2016（以下、ひび割れ指針）等で提案さ

れている 4)。 

断熱温度上昇式は、ひび割れ指針で提案している式(1)

をとし、各パラメータを算定する際には、ひび割れ指針の

高炉B種の算定式を用いた。 

図-1 分割式カルバートの概要と供試体の寸法 

図-2 蒸気養生中の雰囲気温度 

図-3 コンクリート温度の計測位置 
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𝑄 ൌ 𝑄ஶሾ1 െ 𝑒𝑥𝑝ሼെ𝛾ሺ𝑡 െ 𝑡ሻௌሽሿ (1) 

ここに、断熱温度上昇量（℃）、t：材齢（日）、Q∞：終局

断熱温度上昇量（℃）、t0：発熱開始材齢（日）、γ：断熱温

度上昇速度係数、S：温度上昇速度係数 

しかし、提案されている断熱温度上昇式を、蒸気養生に

より水和反応が促進されるコンクリートに適用できるか

明確にされていない。蒸気養生の影響を受ける場合に式

(1)を補正する方法として、断熱温度上昇特性に関する要

素試験を行って断熱温度上昇式のパラメータを補正する

方法 5)が提案されており、本報ではこの既往研究を参考に

検討した。これは、終局断熱温度上昇量Q∞および断熱温

度上昇速度係数γを、それぞれ、ひび割れ指針で提案して

いる値の0.8倍および6倍に補正するものである。発熱開

始材齢 t0 については、ひび割れ指針で提案している値の

2/3倍とすることで、発熱開始のタイミングが一致したた

め、この値を用いた。また、比較のため、ひび割れ指針で

提案している値を用いた検討も行った。

コンクリートの特性は、ひび割れ指針の参考値を使用し、

熱伝導率2.7W/m℃、比熱1.15kJ/kg℃、密度2400kg/m3、

鋼製型枠の熱伝達率は一般的な 14W/m2℃とした。また、

打込み温度は、打込み完了時のコンクリート温度 16.2℃

とした。蒸気養生中の雰囲気温度には、図-2 に示す計測

値を1時間の移動平均とした値を設定した。数値解析は、

計測位置が部材厚さ方向の中央であることを考慮して、2

次元での解析とした。

2.2.3  実験結果と解析結果の比較

供試体の温度は、図-3に示す隅角部中央で最大約68℃

に達し、側壁表面では最大約45℃であった。 

ひび割れ指針に示される一般的な断熱温度上昇式を用

いた場合のコンクリート温度の解析結果を図-4 に示す。

解析値は、実験結果よりも低いコンクリート温度を示して

おり、最大で 10℃程度の差がある。よって、一般的な断

熱温度上昇式を用いた場合のコンクリート温度の再現性

は低いことが確認された。なお、側壁表面の温度において、

20 時間頃に急激な温度の低下がみられるが、これは脱型

による雰囲気温度の低下の影響である。

次に、蒸気養生の影響を考慮した断熱温度特性を用いた

場合のコンクリート温度の解析結果を図-5 に示す。解析

では、実験結果を概ね再現できている。このことから、蒸

気養生の影響を考慮して、断熱温度上昇特性を補正するこ

とで、コンクリート温度を概ね予測できると考えられる。 

2．3  打込み温度および部材厚がコンクリート温度に

及ぼす影響 

2.2.3 項の結果から、断熱温度上昇特性の終局断熱温度

上昇量および断熱温度上昇速度係数を補正する方法を用

いた解析は、蒸気養生したPCa 部材の温度上昇を概ね適

切に評価できていると考えた。そこで、コンクリート温度

に及ぼす影響が大きいと考えられる打込み温度および部

材厚が変化した場合に、コンクリート温度にどの程度の影

響があるかを検討した（表-1）。

打込み温度の影響を検討するため、気温 15℃で打込み

完了時のコンクリート温度は 20℃を想定、および、気温

20℃で打込み完了時のコンクリートは温度 25℃を想定し

た条件で、図-5 に示した蒸気養生を実施した場合の解析

を行った。これらのコンクリート温度の最高値を図-6 に

図-4 一般的な断熱温度上昇特性を用いた場合の 

コンクリート温度 

図-5 蒸気養生の影響を考慮した断熱温度特性を用いた

場合のコンクリート温度 

表-1 検討対象とした打込み温度と部材厚 

検討ケース
打込み温度

（℃）

部材厚

（mm） 

No.0（実験） 16.2 

1000 No.1 20

No.2 

25 No.3 700

No.4 500
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示す。この結果から、今回の解析条件の範囲では、打込み

温度が18℃を超えると、コンクリート温度が70℃を超え

るおそれがあることが確認された。

 部材厚の影響を検討するため、打込み完了時のコンク

リート温度が 25℃想定の条件で、部材厚を 500mm およ

び 700mm とした場合の解析を行った。これらのコンク

リート温度の最高値を図-7 に示す。この結果から、今回

の条件の範囲では、部材厚600mm程度を超えると、コン

クリート温度が 70℃を超えるおそれがあることが確認さ

れた。 

 以上のような検討を進めることで、蒸気養生中にコンク

リート温度が 70℃を超えるおそれがある打込み温度や部

材厚の条件を把握できると考えられる。このように DEF

のおそれが無視できない製品や施工状況は限定されると

想定されるので、今後、今回検討した部材寸法や製造時の

条件について検討を進め、製造時に特にDEFについて留

意すべき製品や製造条件を明確にし、必要に応じて DEF

を抑制するための製造上の工夫を簡易に検討できるよう

な方法を提案する予定である。

3．実大カルバート供試体を用いた表面気泡が耐久性に

及ぼす影響の検討 

コンクリートは、締固め時に余剰な振動締固めによって

余剰な気泡を除去するが、型枠に接した面にある程度の表

面気泡が残存して、硬化後気泡跡が見られる。適切な締固

めを行った上で残存する表面気泡は、耐久性状は影響がな

い。また、表面気泡を取り除くために過剰な締固めを行う

と、骨材とペースト分が分離したり、耐凍害性確保のため

に導入している微少な気泡も損なわれるなどの悪影響が

生じることが懸念される。したがって、現場打ちコンク

※純かぶりは27mm 

図-8 製造したボックスカルバートの寸法（単位：mm） 

表-2 コンクリートの配合 

W/C 
(％) 

単位量（kg/m3） 
水 セメント 細骨材 粗骨材

42.2 174 416 794 941 
※普通ポルトランドセメントを使用、AE 剤を添加する場合と添加しな

い場合の2種類の配合を使用、粗骨材の最大寸法20mm 

表-3 フレッシュ性状と圧縮強度 

供試体名 AE NonAE
スランプ（cm） 19.0 16.0
空気量（%） 6.2 2.2
圧縮強度※（N/mm2） 50.7 59.7

※材齢28日まで20℃水中養生 

図-9 締固め条件 

図-10 直径5mm超の表面気泡の個数 
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図-6 打込み温度がコンクリート温度に及ぼす影響 

図-7 部材厚がコンクリート温度に及ぼす影響 
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リートの場合は、特に景観や美観についての配慮を求めら

れる構造物でなければ、表面気泡が問題視されることは多

くない。 

一方、プレキャストコンクリートの場合は製品としてコ

ンクリートが硬化した状態で納品されるため、自然に生じ

る表面気泡でも受取り者に問題視される場合があり、景観

や美観についての配慮を求めない用途の場合でも、表面気

泡の補修が求められ、生産性向上効果を損なっているとの

指摘がある。 

一方、締固め不足などで、コンクリートに豆板などの表

a) AE供試体

b) NonAE供試体

図-11 表層透気試験の測定位置 

写真-1 表面気泡の例 

a) AE供試体面1 b) AE供試体面2

c) NonAE供試体面1 d) NonAE供試体面2

図-12 透気係数の供試体鉛直方向の分布 
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面変状が生じることは、耐久性への影響が懸念されること

から認められない。これらは、外観上は類似している点が

あること、判定基準が定まっていないことが課題である。 

このような背景から、本研究では、実大のカルバート供

試体を製作し、表面気泡が耐久性に及ぼす影響を検討する

こととした。令和2年度は、非破壊の品質評価方法の一つ

である表層透気試験によって、表面気泡が表層透気性に及

ぼす影響を検討した。なお、令和3年度には、表層透気試

験の結果を踏まえて供試体からコアを採取し、塩分浸透抵

抗性等の追加試験を行い、表面気泡が耐久性に影響を評価

する計画である。

3．1 供試体

 製造したボックスカルバートの寸法を図-8、製造に用い

たコンクリートの配合を表-2に示す。配合は、AE剤を添

加する場合（寒冷地仕様）と添加しない場合（一般環境仕

様）の2種類とし、各配合で1体ずつ製造した。供試体の

名称は、前者を AE 供試体、後者を NonAE 供試体とす

る。また、フレッシュ性状と圧縮強度試験の結果を表-3に

示す。 

 コンクリートの品質や表面気泡の発生状況を変化させ

るため、供試体の上部と下部で、図-9 に示すように異な

る条件で締固めを行った。締固めには、型枠バイブレータ

を用い、NonAE供試体については内部振動式バイブレー

タも併用した。図中に記載した数値は、型枠バイブレータ

の周波数と振動時間である。このように、締固め条件を変

化させることで、本来は防止すべき変状である豆板が発生

するようにした。なお、振動締固めが十分及んでいないこ

とによる豆板と、十分な振動締固めを行った後も残る表面

気泡を外観から評価する方法は、現時点では確立されてい

ない。本報では、以降、両者をまとめて表面気泡として表

現している。 

a) AE供試体面1 b) AE供試体面2

c) NonAE供試体面1 d) NonAE供試体面2

図-13 表面気泡の面積率が透気係数に及ぼす影響 
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3．2 表面気泡の発生状況

表面気泡の観察は、図-9 に示すように供試体を縦に配

置した状態で実施した。本報では、各供試体の2面の状況

を示す。 

表面気泡は、直径と数で評価される場合がある6)ことか

ら、これらを画像解析により計測した。画像解析では、二

値化して表面気泡を抽出して数を計測し、抽出した表面気

泡から面積が等価となる円の直径を求めた。 

ここで、直径5mmを超える表面気泡（豆板状のものを

含む）の1m2あたりの個数を図-10に示す。AE供試体と

NonAE供試体を比較すると、前者の方が個数は多い。ま

た、両方の供試体で、上部の方が個数は多い傾向にある。

供試体の上部と下部で締固め条件を変化させたことが、

3.1節で説明したとおり、表面気泡の発生状況の変化につ

ながったと考えられる。

3．3 表面気泡が表層透気性に及ぼす影響

3.2節で示した観察面を対象に、表層透気試験を実施し

た。表層透気試験の測定位置を図-11に示す。赤色の◎は、

表層透気性の傾向を把握するために等間隔に設定した位

置である。緑色の◎は、特に表面気泡（豆板状のものを含

む）の影響を把握するため、表面気泡の発生が顕著な測定

位置を追加したものである。 

表層透気試験には、ダブルチャンバー法（Torrent 法）

を用いた。ダブルチャンバー法は、測定部が内側チャン

バーと外側チャンバーから構成されており、表層透気性は

内側チャンバーの圧力から評価される。このため、内側

チャンバーの範囲（直径 50mm）に存在する表面気泡の

面積（写真-1）を算出し、測定結果である透気係数との関

係を検討した。表層透気試験は、材齢 91～100 日の期間

に実施した。なお、表層透気試験に先立ち、高周波容量式

および電気抵抗式の表面水分計を用いて測定箇所の含水

状態を確認し、顕著な差はないことを確認した。 

透気係数の供試体鉛直方向の分布を図-12に示す。なお、

ダブルチャンバー法の透気係数による評価は、図中に示す

とおり 5 段階のもの（優：0.001～0.01、良：0.01～0.1、

一般：0.1～1、劣：1～10、極劣：10～100）が提案されて

いる。AE供試体およびNonAE供試体ともに、供試体上

部の方が透気係数は大きい傾向がある。これは、供試体上

部の方が締固め不足を意図した条件としたため、表層品質

の低下を示しているものと推察される。また、NonAE供

試体の方が、透気係数が小さい傾向にある。

表面気泡の面積率が透気係数に及ぼす影響を図-13 に

示す。表面気泡の面積率は、内側チャンバーの範囲に存在

する表面気泡の割合を表す。面積率は、等間隔で測定した

部位で 0.06 程度以下、表面気泡が生じている部位で最大

0.3程度である。結果として、表面気泡の面積率が増加し

ても、透気係数の変化は明確でなかった。すなわち、表面

気泡の面積が大きい部位が、必ずしも表層品質の低下を表

すものではないと推察される。ただし、供試体上部の方が

透気係数は大きい傾向にあることから、これを評価できる

手法の検討が必要である。今後、これらの試験結果を参考

に、供試体からコアを採取して塩分浸透抵抗性等を評価し、

表面気泡が耐久性に及ぼす影響をさらに検討する予定で

ある。

4．まとめ

令和2年度は、DEFを防止する技術の提案に向けて、

蒸気養生中のコンクリート温度に留意が必要となる製造

条件を検討した。また、発生を防止すべき表面変状と耐久

性状影響がない表面気泡等を評価する手法の提案に向け

て、実大カルバート供試体を用いて検討した。

1) マスコンクリート相当となる分割式カルバートを対

象に、コンクリート温度に関する検討を実施し、打込

み温度および部材厚によっては、DEFの発生リスクが

懸念される温度を超えるおそれがあることを確認した。

今後、このような検討を進め、製造条件がコンクリー

ト温度に及ぼす影響を簡易に確認できる方法を提案す

る予定である。

2) 実大カルバート供試体を対象として表層透気試験を

実施し、表面気泡が表面品質に及ぼす影響を確認した。

表面気泡の面積と表層透気試験の関係を整理したとこ

ろ、表面気泡の面積の大きさが、必ずしも表層品質の

低下を表すものではないことを確認した。今後、供試

体からコアを採取して塩分浸透抵抗性等を評価し、表

面気泡が耐久性に及ぼす影響をさらに検討する予定で

ある。
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